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はじめにはじめにはじめにはじめに    

 

本報告書では昨年度、一昨年度の報告書の第 1 章、第 2 章で述べた千葉県における建設業全体の

状況や千葉県の中長期計画と公共工事発注に関する施策の項をさらに充実させ、全体の構成を第 1

部と第 2 部の 2 部構成とした。 

第 1 部では、第 1 章で総務省、国土交通省の資料から千葉県における建設産業の動向を県民総生

産との関係、許可業者の動態、建設業企業の倒産の状況を概括し、第 2 章で県内の公共・民間建設

投資の推移や県内各公共機関（国、独立行政法人、各地方公共団体）からの公共投資の内容や推移

の特徴と県内で進行している大規模な道路、鉄道、空港関連の開発事業の特徴を紹介した。第 3 章

では、2008 年度まで続いた堂本県政下での公共事業政策と財政面から県政の建設投資政策の特徴

を見るために長期間の決算資料等をもとに分析し記述した。また 2009 年度に誕生した森田県政の

予算編成方針、総合計画作成の動向を県民アンケートに見られる県民要望との関係で概観した。 

第 2 部では、従来と同様に、千葉県県土整備部提供の 2008 年度県発注公共工事データに基づき、

発注・契約構造から見た県発注工事の内容と特徴を明らかにした。今回の調査では、新たに入手で

きたものを含む以下のデータにより分析作業を行い主に以下の３つの方法によって取りまとめた。 

第１に、千葉県県土整備部より 2008 年度分の県発注公共工事全データの提供を受けた。この入

札契約情報データには 1 件毎の工事年度、部局、課、工事名、工事場所、当初契約金額、現在契約

金額、契約業者名、代表者名、JV 情報、契約方法、発注業種、予定価格、当初契約日、完成予定

日、契約業者の県内県外区分が記載されている。 

過去（2002～2004 年度）のデータには、250 万円以下工事の情報が含まれていないため、経年

変化の分析で件数に関しては 2005 年度以降の分析とした。ただし、金額については 250 万円以下

工事の総金額の全体金額に占める比率が極めて低いため 2002 年度以降の推移を分析対象としてい

る。ＪＶ情報(構成・内訳など詳細情報)については、データが不十分である年度があるため、経年

分析は行っていない。 

第２に、千葉県の公開ＨＰの経営審査データ等より、業者名簿（受注業者の格付についてのデー

タを含む）を入手、整理した。県内知事登録企業などの格付ランク記載情報をＨＰより入手したが、

県外の大臣登録業者の資本金等の基本データについては県主管部でも把握しておらず、一部未入手

となった。建設業協会員、非会員の区別は千葉県建設業協会の HP より、名簿を閲覧し判断した。 

今回初めて受注業者の業種別の「業者格付」と受注状況の分析を行った。今回はデータが得られ

なかったためできなかったが、今後は業種別発注工事の「発注標準」と受注業者の業者ランクとの

関係について分析を行えるようにしたい。 

第３に、250 万円以上の随意契約工事に関する随意契約理由等、低入札価格調査情報、総合評価

方式工事情報などの工事情報を情報公開請求によって入手した。これらの情報入手によって、これ

まで分析していなかった内容について詳細に分析することができた。ただし、今回は不調工事案件

等に関するデータについては県として未調査・未整理とのことで入手できなかった。 

以上、2008 年度の分析報告書は、1 部、2 部とも従来の枠を超えた内容とすることができた。県

内の各事業主体による大規模事業の実態や、県の財政面から土木費や普通建設事業費、工事請負費

の長期の推移を今回初めて分析し、工事件名から読み取れる工事の性格・種類は昨年度よりも詳細

に分類して記述した。今後の県の公共工事発注、建設業育成政策を評価し、県民の望む建設行政へ

の転換を求める運動の一助として活用していただければ幸いである。 
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注：以下、本文中で出所記載なき図表についての出典は、上記の情報にて当研究所内にて分析整理した資料として

了解頂きたい。 
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第第第第１１１１部部部部    

千葉県千葉県千葉県千葉県のののの建設産業建設産業建設産業建設産業・・・・建設投資建設投資建設投資建設投資・・・・公共投資公共投資公共投資公共投資のののの動向動向動向動向    
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第第第第１１１１章章章章    県内建設業県内建設業県内建設業県内建設業のののの実態実態実態実態    

 

第第第第 1111 節節節節    県内総生産額県内総生産額県内総生産額県内総生産額におけるにおけるにおけるにおける建設業建設業建設業建設業のののの動向動向動向動向    

千葉県内の総生産額は内閣府の「県民経済計算」によると 2002 年度以降は少しずつ回復し 2007

年度には 21 兆 2,134 億円に達した1。建設業の方は 2004 年度にようやく最低ラインを脱して上向

き 2006 年度には 1 兆 1,030 億円となり、2007 年度には 1 兆 1,205 億円になった。千葉県内の経

済に占める建設業の大きさを概括すると県内総生産に占める割合は、1999 年度の 6.7％から年々そ

の比率を落とし 2005 年度には 5.0％まで落ちたが 2006 年度には 5.4％、2007 年度には 5.3％にあ

がっている（図表 1-1-1-1）。 

全国の状況を見ても同様に総生産は 2004 年度以降 2007 年度まではなだらかに回復の状況が続

くなか、建設業生産の比率は連続的に落ち込んでおり、2007 年度には同比率は 5.6％、2008 年度

には 5.5％で同様の傾向で、全産業の中での建設業全体の衰退は歴然としている（図表 1-1-1-2）。 

図表 1-1-1-1 千葉県内の総生産のうち建設業が占めるシェア 

出所：内閣府「県民経済計算」。 

 

                                                   
1 2010.10.5 現在「Ｈ20 年度県民経済計算千葉県版」が公表されていない。公表されている全国の数字でみた場合、建設

業総生産額は 2007 年度 31.5 兆円から 2008 年度 30.4 兆円へと 1.1 兆円 3.5％もの落ち込みとなっている。 
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図表 1-1-1-2 全国総生産のうち建設業が占めるシェア 

出所：内閣府「県民経済計算」。 

 

第第第第２２２２節節節節    県内建設業者数県内建設業者数県内建設業者数県内建設業者数・・・・就業者数就業者数就業者数就業者数のののの動向動向動向動向    

総務省は「事業所・企業統計調査」を 5 年毎に実施し公表してきたが、これを 2006（Ｈ18）年

度に廃止したため、ここでは最新の 2006 年版「事業所・企業統計調査」の結果に関する記載を参

考のために以下記述する（図表 1-1-2-1、図表 1-1-2-2）。 

図表 1-1-2-1    2006（H18）年度 2002 年度千葉県建設事業、従業員数 

千葉県内事業所数 従業員数 
建設業 

2006 年度 2002 年度 増減率 2006 年度 2002 年度 増減率 

一般土木建築工事業 597 654 ▲8.7 9,255 11,199 ▲17.4 

土木工事業 1,916 2,235 ▲14.3 21,279 27,060 ▲21.4 

舗装工事業 317 339 ▲6.5 3,758 4,284 ▲12.3 

建築工事業 974 1,109 ▲12.2 10,226 12,484 ▲18.1 

木造建築工事業 3,664 4,084 ▲10.3 16,100 18,522 ▲13.1 

建築リフォーム工事業 550 250 120.0 3,195 1,420 125.0 

大工工事業 1,025 1,393 ▲26.4 3,158 4,418 ▲28.5 

とび・土工・コンクリート工事業 873 953 ▲8.4 7,887 8,840 ▲10.8 

鉄骨・鉄筋工事業 422 541 ▲22.0 3,629 4,852 ▲25.2 

石工・れんが等工事業 545 634 ▲14.0 2,191 2,512 ▲12.8 

左官工事業 608 742 ▲18.1 2,329 2,803 ▲16.9 

板金・金物工事業 653 778 ▲16.1 2,078 2,589 ▲19.7 

塗装工事業 937 1,065 ▲12.0 4,572 5,303 ▲13.8 

床・内装工事業 906 992 ▲8.7 4,453 5,305 ▲16.1 

床工事業 18 11 63.6 125 83 50.6 

内装工事業 888 981 ▲9.5 4,328 5,222 ▲17.1 

その他の職別工事業 1,030 1,037 ▲0.7 6,901 6,618 4.3 

電気工事業 1,971 2,084 ▲5.4 14,538 14,057 3.4 

電気通信・信号装置工事業 281 277 1.4 4,346 5,867 ▲25.9 

管工事業（さく井工事業を除く） 2,111 2,233 ▲5.5 17,508 19,333 ▲9.4 

機械器具設置工事業 212 167 26.9 4,525 2,956 53.1 

その他の設備工事業 240 286 ▲16.1 2,747 3,270 ▲16.0 

合計 20,738 22,845 ▲9.2 149,128 168,997 ▲11.8 

出所：総務省「事業所・企業統計調査」。 
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国内総生産 511,854 522,978 523,275 505,369 512,513 526,578 536,762 547,709 560,651 554,098.4
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「事業所・企業統計調査」に基づいて

千葉県の従業者数を 2002年度と 2006年

度を比べると、総従業者数はこの５年間

で 3.7％、約 8 万人減っているが、建設業

では、減少率で 3 倍の 11.6％、従業者数

で 1 万 9 千人が減っている。上記のよう

に生産額、業者数、従業者のいずれの指

標でも落ち込んでおり、全体として建設

業の厳しい状況を示している（図表

1-1-2-1）。県内の建設事業所を従業者数の

規模別に見ると従業者数 4 人以下の事業

所は 55.4％で半数を超え、19 人以下では

93.5％を占めており、いかに企業規模が

小さいかを示している（図表 1-1-2-2）。

2002年度から 2006年度の 5年間で業種別の増減を見ると 23業種のうち20業種で減っているが、

そのうち 9 業種で 10％以上の減となっており、一番大きく減っているのは大工工事業の 26.4％で

ある。一方、増えているのは 3 業種のみで、建築リフォーム工事業が 2.2 倍に増えているのが際立

っている（図表 1-1-2-1）。 

 

図表 1-1-2-3 全国および県内建設許可業者の総数推移 
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出所：国交省総合政策局「現在建設許可業者の現況－建設業許可業者の現況（平成 22 年 3 月末現在）」。 

 

2010(H22)年 3 月の国交省調査結果では建設許可業者数は全国でも千葉県内でも減少から増加に

転じている。国交省はこの現象について「許可業者数が増加した背景には、平成 20 年度の失効件

数が少なかったことがある。廃業届を提出しなかった業者については更新期にまとめて許可を失効

させる処理を行っているため、更新期を迎える業者数が少ない年度は失効件数も少ない。建設業法

改正（平成 6 年 12 月施行）で許可の有効期間が 3 年から 5 年に延長されたことにより、更新期

を迎える業者が集中する 3 か年度と少ない 2 か年度が交互に現れ、その件数の差が極めて大きい

状況となっている。平成 20 年度に更新期を迎えたのは法改正以降に許可を取得した業者に限られ

たため、失効件数が少なくなり、許可業者数の増加の要因になったものと考えられる。」としてい

る。新規業者が増加していることを意味していないということである。 

千葉県では、過去10年間で最低にまで落ち込んだ2007(H20)年3月より511社も増え2010（H22）

図表 1-1-2-2    

2006（H18）年度千葉県建設事業規模別事業所数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：総務省「事業所・企業統計調査」。 

事業所数 構 成 比 従 業 者 数 構成比

1 ～ 4 人 10,982 55.4% 25,154 17.4%

5 ～ 9 4,965 25.0% 32,617 22.5%

10 ～ 19 2,596 13.1% 34,013 23.5%

20 ～ 29 635 3.2% 14,988 10.4%

30 ～ 49 412 2.1% 15,327 10.6%

50 ～ 99 182 0.9% 11,830 8.2%

100 ～ 199 39 0.2% 5,090 3.5%

200 ～ 299 9 0.0% 2,201 1.5%

300 人以上 8 0.0% 3,455 2.4%

計 19,83219,83219,83219,832 100.0% 144,675144,675144,675144,675 100.0%

規模（人）
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年度は 18,875 社となっている。しかし、ピークの 2000(H12)年度との比較でみると、2010（H22）

年度は 2,416 社（11.3％）も減少している（図表 1-1-2-4）（総務省調査との数字の違いは、許可業

者以外は含まれていないからである）。 

2008（H21）年度末の県内許可業者数は、知事許可業者が 18,376 社、大臣許可業者が 216 社で

大臣許可業者も知事許可業者も前年度より若干増えている。 

構成比は知事許可業者が 98.8％、大臣許可業者が 1.2％、で前年度と同じである。また、一般建

設業者が 96.5％、特定建設業者が 6.7％（いずれも純計比）である。 

 

図表 1-1-2-4 建設業者の内訳 

千葉県 2007 年 3 月 2008 年 3 月 増減 構成費 一般 特定 純計 

大臣許可 214 216 0.9% 1.2 156 114 216 

知事許可 18,050 18,376 1.8% 98.8 17,792 1,121 18,376 

合計 18,264 18,592 1.8% 100.0 17,948 1,235 18,592 

出所：図表 1-1-2-3 と同じ。 

    

第第第第３３３３節節節節    県内企業倒産県内企業倒産県内企業倒産県内企業倒産のののの状況状況状況状況    

千葉県内の企業倒産の件数は 2006 年以降 400～300 件台で推移し、負債総額は減る傾向にあっ

た（図表 1-1-3-1）が、07 年度から 08 年度には大幅に増え、負債総額 1,200 億円近くにまでにな

った。 

 
図表 1-1-3-1 千葉県内の企業倒産（負債 1,000 万円以上）件数、負債額の推移 
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出所：千葉県商工労働部「データで見る千葉県の商工業 平成 22 年 9月版」。 

 

そのうち建設業の状況を６箇年のデータを見ると千葉県内の倒産件数のうち 3分の 1以上が建設

業であり、120 件以上が 3 年続き、リーマンショック後の 2009 年度には 150 件を超え、建設業の

占める比率は高まっている（図表 1-1-3-3、図表 1-1-3-4）が、負債総額は減る傾向にある。 

 

図表 1-1-3-2 千葉県の企業倒産負債額 

  2004 年度 2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度 2009 年度 

建設以外件数 253 202 231 208 266 286 

同上負債総額（億円） 2,415 2,814 1,193 1,345 535 951 
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同上負債額平均（億円） 9.5  13.9  5.2  6.5  2.0  3.3 

建設負債額平均（億円） 7.8  1.9  1.7  1.5  2.1  1.6 

出所：図表 1-1-3-1 と同じ。 

 

 倒産企業の 1 社当たりの平均負債額を建設業とそれ以外で比較すると、2008 年度以外はいずれ

も建設業の負債額がその他の企業の負債額よりいずれも小さいことから、小規模企業の倒産が多い

ものと推定される。 

近年の深刻な建設業不況の継続、建設投資全体の縮小の影響で、全国的に建設関係企業倒産、廃

業が止まらず事業所や従業員の減少が続いている。こうした状況のもとでの地域経済の冷え込みや

災害時の対応に住民や自治体からも懸念の声が広がっている。当研究所が埼玉県の建設業者を対象

に行ったアンケートにおいても多くの業者が建設業としての「地域貢献」に「災害時の復旧・救援

活動」を挙げている。地域経済の重要な担い手としての建設業の衰退を地域住民の安全を守る意味

からも食い止めなければならない。 

 

図表 1-1-3-3 千葉県内の企業全体と建設業の倒産件数の推移 
 

出

所：図

表

1-1-3-

1 と同

じ。 
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図表 1-1-3-4 千葉県内の企業全体と建設業の負債額の推移 

出

所：図
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第第第第２２２２章章章章    千葉県千葉県千葉県千葉県のののの建設投資建設投資建設投資建設投資とととと公共投資公共投資公共投資公共投資のののの動向動向動向動向        

 

第第第第１１１１節節節節    千葉県千葉県千葉県千葉県のののの建設投資建設投資建設投資建設投資のののの推移推移推移推移――――2008200820082008 年度年度年度年度はははは民間投資民間投資民間投資民間投資がががが大幅減少大幅減少大幅減少大幅減少、、、、公共投資公共投資公共投資公共投資はははは微増微増微増微増    

 千葉県内の建設投資について、過去８年間の推移を「建設総合統計年度報」（国交省 H20）で見

ると（図表 1-2-1-1、1-2-1-2）、2001 年度から 2007 年度の変化では、建設投資全体は 2 兆 2,379

億円から 2 兆 4,143 億円へと比較的小幅な変動で推移し、若干の上向きの兆しが出ていたが、リー

マンショックの影響で 2008 年度にかけて約 3,300 億円、13.9%もの大幅な減少となった。 

2002 年度 2003 年度に各 508 億円、1,267 億円（前年比－2.3％、－5.8％）減少したが、2004

年度にはほぼ 2002 年度の水準に回復し 2006 年度 1,795 億円（同 8.3％）、2007 年度 717 億円（同

3.1％）の伸びを示している。この伸びの内訳を民間、公共の別でみてみる。民間で 2002 年度、2003

年度に各 589 億円、642 億円（同－3.7％、－4.2％）減少したが、2004 年度に 1,700 億円（同 11.7％）、

2005 年度に 619 億円（同 3.8％）、2006 年度に 2,291 億円（同 13.6％）と大きく増加した。しか

し、2007 年度は 290 億円（同 1.5％）の増加とペースダウンし、2008 年度に 3,413 億円（同－17.6％）

と大幅に減らした。県内の住宅着工戸数は建築基準法改正 2006 年度から 2007 年度に 14,000 戸減

らした 58,000 戸の水準にとどまった。2009 年度には 2 万戸を超える大幅減の 42,000 戸（前年比

－32.2％）にもその影響の大きさが表れている。 

公共投資は連続して減少し、2002年度から 2006年度の 5年間で 2,413億円もの減少となったが、

2007 年度 426 億円（前年比 10.0％）の大幅増加となり、2008 年度にも小幅だが 60 億円（同 1.3％）

増となった。これに対し、民間投資は回復・上向きが続いていたが 2008 年度には 3,413 億円（同

17.6％）と急激な落ち込みを示した。その結果、建設投資全体でも 3,353 億円（同 13.9％）の大き

な減少となった。 

    

図表 1-2-1-1 千葉県の建設投資 

年度 民間 増減 対前年比 公共 増減 対前年比 計 増減 対前年比 

2001 15,769      6,609      22,379      

2002 15,180  -589  -3.7% 6,691  81  1.2% 21,870  -508  -2.3% 

2003 14,538  -642  -4.2% 6,066  -625  -9.3% 20,603  -1,267  -5.8% 

2004 16,238  1,700  11.7% 5,546  -520  -8.6% 21,783  1,180  5.7% 

2005 16,857  619  3.8% 4,774  -771  -13.9% 21,631  -152  -0.7% 

2006 19,148  2,291  13.6% 4,278  -497  -10.4% 23,426  1,795  8.3% 

2007 19,439  290  1.5% 4,704  426  10.0% 24,143  717  3.1% 

2008 16,026  -3,413  -17.6% 4,764  60  1.3% 20,790  -3,353  -13.9% 

＊上記統計は建築着工統計と建設工事受注動態統計によって把握した着工相当額を月々の出来高ベースに展開し、補正し

て推計した出来高ベースの統計である。 

＊2006 年度の数値については、見直しが行われており、過去の報告書の数値とは異なっている。 

出所：国土交通省「建設総合統計」より作成。 
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図表 1-2-1-2 千葉県の建設投資 

出所：国土交通省「建設総合統計」より作成。 

    

図表 1-2-1-3 新設住宅着工数 

出所：国土交通省「住宅着工統計」より作成。 

    

第第第第２２２２節節節節    千葉県内千葉県内千葉県内千葉県内のののの公共投資公共投資公共投資公共投資のののの特徴特徴特徴特徴    

１．発注機関別割合の特徴 

千葉県内で行われている国の機関（旧日本道路公団などを含む）、県、市町村、公営企業等の公

共機関からの工事発注状況は図表 1-2-2-1 の通りである。抽出した 500 万円以上工事の受注企業か

らの調査票を基にしており、全数量調査結果ではないが、5 箇年の動向を示している。合計で見る

と減る傾向が続いたが、2007 年度で総額が増え 2008 年度は国、地方機関とも増に転じた。内訳で

は地方機関の割合が減り、国の機関の割合が増える傾向にあったが 2008 年度にはほぼ同額・同率

となった。国の機関の中では国の比率が高まり、地方機関では地方公営企業の比率が高まってきて

いるのが特徴である。 

県全体での公共関係機関の 2008 年度の発注総額は 3,263 億円にのぼり、国の機関から 1,626 億

円、県内地方機関から 1,638 億円という規模である（金額は上表の注記のようにデータの取り方の

違いで県の発注データとは異なる）。2008 年度の発注機関別の割合を全国平均と千葉県の動向とで
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比較したのが図表 1-2-2-2 であるが、全国平均との比較で分かる明らかな特徴は、国や県からの発

注比率が 5％から 9％も低いことだ。それを補う形で独立行政法人や政府関係企業等が占める割合

が全国の２倍以上占めている。「２．千葉県内の大規模事業との関連」で述べるとおり、成田国際

空港関連、筑波新線沿線開発、圏央道、外郭環状線関連の開発事業が大きな比重を占めているため

である。また県下市町村関連の比率は全国平均を若干下回り、地方公営企業は全国の約半分の比率

になっている。図表 1-2-2-3、1-2-2-4 で 2008 年度と 2007 年度とを対比して工事目的別の契約額

の総合計の順位を見ると、2008 年度も 2007 年度とほぼ同じ順位で１位が道路（2008 年度 824 億

円）、２位が教育・病院（同 781 億円）、３位が港湾・空港（同 260 億円）、４位が住宅・宿舎（同

248 億円）、５位が下水道（同 212 億円）である。 

 

図表 1-2-2-1 千葉県における公共発注機関別受注額推移 

単位：億円、％ 

2004 年度 2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度 
発注機関 受注 

金額 
構成比 

受注 
金額 

構成比 
受注 
金額 

構成比 
受注 
金額 

構成比 
受注 
金額 

構成比 

国 448  14.4 360  12.5 377  13.2 529  18.2 746  22.9 

公団 110  3.5 115  4.0 - - - - - - 

事業団 5  0.2 7  0.2 - - - - - - 

独立行政法人 281  9.0 239  8.3 456  16.0 451  15.5 373  11.4 

政府関連企業等 236  7.6 152  5.3 443  15.5 614  21.1 507  15.6 

国
の
機
関 

計 1,078  34.7 872  30.3 1,277  44.7 1,595  54.8 1,626  49.8 

ㇺ道府県 607  19.6 617  21.4 472  16.5 497  17.1 540  16.6 

市区町村 1,104  35.6 1,128  39.2 931  32.6 687  23.6 812  24.9 

地方公営企業 165  5.3 165  5.7 112  3.9 71  2.5 232  7.1 

その他 151  4.9 96  3.3 65  2.3 58  2.0 54  1.6 

地
方
の
機
関 

計 2,028  65.3 2,006  69.7 1,580  55.3 1,314  45.2 1,638  50.2 

合計 3,106  100.0 2,878  100.0 2,857  100.0 2,909  100.0 3,263  100.0 

＊上記統計は抽出した業者（全国 12,000 社）に実施した受注調査（500 万円以上の工事対象）に基づき統計処理で復元

した受注ベースの統計である。2008 年度発注機関の例国：国土交通省、農水省 独立行政法人：水資源機構、都市再

生機構、鉄道・運輸機構等 政府関連企業等：日本郵政公社、住宅金融公庫、東日本高速道路㈱等 地方公営企業：

企業局、水道局、交通局等 その他：地方道路公社、土地開発公社等。 

出所：国交省監修「建設工事受注動態統計調査報告書」2008 年度版。 

 

図表 1-2-2-2 千葉県内発注機関別の公共工事請負契約額割合（2008 年度） 

2008 年度 国 
独立行政 
法人 

政府関連 
企業等 

ㇺ道府県 市区町村 
地方公営 
企業 

その他 

全国 22.4% 7.0% 10.2% 27.0% 25.7% 5.7% 2.0% 

千葉県 18.2% 15.5% 21.1% 17.1% 23.6% 2.5% 2.0% 

出所：図表 1-2-2-1 と同じ。 
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図表 1-2-2-3 2008 年度千葉県内の公共機関目的別発注工事金額 

単位：億円 

国
独立行
政法人

政府関連
企業等

ㇺ道
府県

市区
町村

地方公
営企業

その他

97,405 39,793 22,849 6,055 10,890 57,612 25,291 24,760 5,399 2,161

3,263 1,626 746 373 507 1,638 540 812 232 54

 治ጊ・治水 157 19 17 2 0 138 117 21 0 0

ㄘᨋ水産 94 46 41 5 0 47 45 2 0 0

道路工事 824 583 377 13 192 241 124 108 7 2

港湾・空港 260 175 14 0 161 85 81 1 3 0

下水道工事 212 64 0 39 25 148 21 116 9 2

公࿦・運動┹ᛛ場施設工事 79 11 0 8 3 68 3 60 0 6

教育・病院 781 211 62 59 90 570 49 373 144 4

住宅・宿舎工事 248 201 160 36 4 47 38 7 0 2

ᐡ舎工事 91 36 33 1 2 55 21 34 0 0

再開発ニャ等建設工事 19 2 0 2 0 17 0 17 0 0

土地造成工事 83 69 0 69 0 14 5 4 5 1

鉄道・゠道・自動ゞ交通事
業用施設工事

137 136 0 132 4 1 0 0 1 0

ㇷ政事業用施設工事 2 2 0 0 2 0 0 0 0 0

電気・イス事業用施設工事 3 0 0 0 0 3 0 0 3 0

上・工業用水道 124 2 0 2 0 122 11 38 56 16

廃᫈物処理施設等工事 28 0 0 0 0 28 2 21 0 5

他に分類されない工事 122 70 41 3 26 52 22 12 2 15

全　　国

総  数

千  葉  県

発　　　      　　注　　　　　      機                関

国の機関
地方の
機関

2008年度

 

出所：「建設工事受注動態統計調査報告」（国交省監修 財団法人建設物価調査会発行 2008 年度版）第 10-2 表より作成。 

図表 1-2-2-4 2007 年度千葉県内の公共機関目的別発注工事金額 

単位：億円 

国
独立行
政法人

政府関連
企業等

ㇺ道
府県

市区
町村

地方公
営企業

その他

94,329 37,381 21,175 6,622 9,585 56,948 25,491 24,228 5,334 1,895

2,909 1,595 529 451 614 1,314 497 687 71 58

 治ጊ・治水 175 38 24 14 0 137 122 16 0 0

ㄘᨋ水産 126 66 60 5 1 60 49 9 0 2

道路工事 873 566 274 20 271 307 192 107 7 2

港湾・空港 376 352 69 13 270 23 22 1 1 0

下水道工事 209 15 0 13 2 194 36 135 6 17

公࿦・運動┹ᛛ場施設工事 35 8 0 6 2 27 0 24 3 0

教育・病院 418 137 23 94 20 281 30 237 7 7

住宅・宿舎工事 96 67 5 60 2 30 4 22 3 1

ᐡ舎工事 36 16 11 1 3 21 0 18 0 3

再開発ニャ等建設工事 4 0 0 0 0 4 0 4 0 0

土地造成工事 102 73 0 71 2 29 5 17 1 7

鉄道・゠道・自動ゞ交通事
業用施設工事

141 140 0 140 0 1 0 0 1 0

ㇷ政事業用施設工事 15 15 0 0 15 0 0 0 0 0

電気・イス事業用施設工事 9 5 0 0 5 4 0 0 4 0

上・工業用水道 111 1 0 1 0 110 31 27 36 16

廃᫈物処理施設等工事 27 0 0 0 0 27 0 22 2 3

他に分類されない工事 155 97 63 12 22 58 5 49 1 2

全　　国

千  葉  県

発　　　      　　注　　　　　      機                関

総  数 国の機関
地方の
機関

2008年度

 

出所：「建設工事受注動態統計調査報告」（国交省監修 財団法人建設物価調査会発行 2007 年度版）第 10-2 表より作成。 

地方機関で見ると県での発注金額が一番多い道路関係工事は 70 億円減の 124 億円であるが、市

町村では 108 億円でほぼ同水準だ。地域ኒ着ဳのቇᩞ施設や病院施設関連の工事である市町村の教
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育・病院の 373 億円であり、06 年度から大幅に落ち込んでいたが、約 130 億円回復した。市町村

発注の下水道工事は 116 億円であり、比較的安定的に推移していたが、2008 年度には 20 億円の減

となった。県の治ጊ・治水事業も 5 億円減の 117 億円になったが、大きな比率を占めている。 

上記のうち、公共機関別発注比率が全国の状況と大きな差のある工事種別を示した図表 1-2-2-5

を見ると千葉県内の特徴がより見えてくる。「道路工事」は別ㅜ記すように、国が外環、圏央道を

⋥ロ方式、新⋥ロ方式で旧道路公団（現朁日本高ㅦ道路ㄈ）に代わり実施していることが国の比率

を高めている。「空港工事」は成田国際空港ㄈの空港施設関連工事がほぼ全てを占めていることを

示している。「病院・଻ஜ所・社会⑔␩施設工事」では、国と地方公営企業が全国に比して高く、

県が非Ᏹに少ないことが目立っている。各施設内訳の数୯がないため、詳細は分からないが、県立

施設の新規事業が行われていないことが現われている。「下水工事」で独立行政法人の占める割合

が全国と比して多いのは、UR ㇺ市機構の成田ッポータウン事業関連がᗐ定される。 

 

図表 1-2-2-5 2008 年度主要事業公共機関別発注額比率 

    国 
独立行
政法人 

政府関連
企業等 

ㇺ道府県 市区町村 
地方公営企

業 
その他 

全国 34.1% 0.5% 19.7% 30.0% 13.3% 1.0% 1.4% 
道路工事 

千葉県 45.8% 1.6% 23.3% 15.0% 13.1% 0.9% 0.3% 

全国 44.7% 0.1% 39.3% 14.3% 0.6% 1.0% 0.0% 
空港工事 

千葉県 0.4% 0.0% 99.6% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

全国 7.7% 19.6% 7.8% 15.1% 34.5% 11.3% 4.0% 病院・଻ஜ所・社会⑔␩施設工
事 千葉県 18.4% 2.1% 1.2% 2.9% 30.8% 44.2% 0.4% 

全国 0.0% 1.0% 10.0% 16.9% 51.6% 19.4% 1.1% 
下水工事 

千葉県 0.0% 18.5% 11.6% 10.1% 54.9% 4.2% 0.8% 

出所：図表 1-2-2-3 より作成。 

    

２．千葉県内の大規模事業との関連 

１）ᐙ線道路建設の動向 

国の機関による発注で⓭出しているのは、2007 年度 566 億円、2008 年度 580 億円を超える道路

関係工事である。 

国も県も重ⷞしている外郭環状線（朁੩がいかん自動ゞ道）や圏央道（㚂ㇺ圏中央連⛊自動ゞ道）

の関係工事は、「（新）⋥ロ」方式2で、国交省㚂ㇺ圏国道事務所や事務所国交省ർ千葉国道事務所

が事業を実施している。 

外環（国道 298 号）整備は、政府の「ㇺ市再生プュグゟクト」の中で、「㚂ㇺ圏における国際交

泴および物泴᜚ὐ機⢻ᒝ化や新たなㇺ市᜚ὐの形成を通じたㇺ市構造の再編のଦ進を図る」ものと

して位置づけられている。千葉県区間は、朊戸市小ጊから市Ꮉ市高⼱に⥋る延長約 12.1km の区間

で外環の国道部（国道 298 号）をవ行的に整備している。（全線開通は、2015 年度目標） 

圏央道（㚂ㇺ圏中ᔃ部から半ᓘ約 40km～60km の位置に計画され、延長約 300km の高規格ᐙ

線道路で「３環状」の߭とつ）は、「目標ት⸒プュグゟクト」に位置づけられて、開通目標や毎年

                                                   
2以前から外環道、圏央道は「高ㅦ自動ゞ国道」としてではなく、⒢金を投入して「整備効果をᣧく出す」ため、一般国

道の有料自動ゞኾ用道路として国土交通省地方整備局が⋥ロで整備してきた。日本高ㅦ道路公団が民営化された以降は、

高ㅦ道路ᩣ式会社によらない国と地方自治体の負担による新たな⋥ロ事業を新⋥ロ方式と๭߱。朁日本高ㅦ道路ㄈのビー

ムペーグには「0':%1 朁日本は、国土交通省関朁地方整備局と協ജして外環道と圏央道の道路事業をすすめています。」

と記載されている。 
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度の事業進᝞目標などを公表しᔀᐩした進᝞管理のもとに事業が進められており、㓞県の⨙ၔ県内

では、2010 年 4 月、㚂ㇺ圏中央連⛊自動ゞ道（圏央道）つくば中央 IC～つくば JCT までの延長

4.3km が開通しこれまでにつくば JCT からⒷᢝ IC までの延長 19.5km が開通しており、県内の開

通区間の延長は 23.8km となった。千葉県においては、 朁金市（千葉朁金道路ੑ期）から⨃ේ市

に⥋る延長約 21.6km の区間で、2000 年度にㇺ市計画決定され、2001 年度に事業化し、2004 年

度から用地⾈෼෸び工事を推進し、⨃ේ市から木更泟市（朁関道㙚ጊ線・朁੩湾アクアライン）に

⥋る延長約 28.4km の区間では、1995 年にㇺ市計画決定され、2000 年度から用地⾈෼෸び工事を

推進しており、木更泟朁 IC～木更泟 JCT 間（延長約 7.1km）は 2007 年 3 月に開通した。 

 

図表 1-2-2-1 首都圏三環状線整備計画図（開通予定年次記載） 

 

出

所：国

交省関

東地方

整備局

ホーム

ページ。 
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また「ㇺ市ゲ道路」と๭ばれる㚂ㇺ圏新ㇺ市鉄道つくば゠クスプヤスに沿って、埼玉県ਃㇹ市か

ら千葉県泴ጊ市・ᨰ市⷏部、⨙ၔ県守⼱市・つくばみらい市を通り、⨙ၔ県つくば市に⥋る、建設

中のㇺ市計画道路事業もある。一部では上りと下りで鉄道高᨞を᜽むように通る。全線が 4 ゞ線～

6 ゞ線となる予定で、2010 年（平成 22 年）現在では、4 ゞ線で開通している区間と暂定 2 ゞ線の

区間がある。⿠ὐのਃㇹ市では国道 298 号、朁੩外環自動ゞ道（外環道）とធ続しており、㚂ㇺ高

ㅦ 6 号ਃㇹ線にも近ធしている。千葉県に入ると台地上に入るὑに標高が上がるが、全線で比較的

⿠ફの✭やかな地域となっており、ㅜ中では千葉県ᨰ市で国道 16 号、⨙ၔ県守⼱市で国道 294 号、

つくば市の⚳ὐ（⌀ἑ入ญ交差ὐ）で国道 354 号とធ続し、そのまま⋥進するとつくば⌀ጟ線トイ

ドスに⥋る。沿線の泴ጊ市、ᨰ市では㚞๟ㄝ開発の一環に含まれた事業となっている。 

 

２）成田国際空港、高ㅦ鉄道建設、ッポータウン建設 

政府関連企業の成田国際空

港事業で港湾・空港の 2008

年度事業費は、前年度の 270

億円から 100 億円以上減少し

たものの 160 億円にのぼって

いる。空港の暂定平行Ṗ⿛路

（延長 2,180m）は、アスブ

ャト舗装のഠ化進行が㗼在化

しており、ᣢ設アスブャト

舗装部をಾ೥アートーヤイに

よる補ୃを行い、性⢻回復さ

せるなど多くの施設の改ୃ工

事を行っている。また๟ㄝ住

宅への㛍㖸ⵍ害対策の㒐㖸ო

設置工事なども行っている。 

独立行政法人鉄道運ャ機構

（㧩旧鉄建公団）による鉄道

事業の 2008 年度関連工事費

は前年度の 140 億円よりやや

少ないが 132 億円である。同

機構は、整備新ᐙ線の建設の

ほか、各地の鉄道事業への助

成をおこなっており、千葉県

内では「つくば゠クスプヤス」建設事業や「成田新高ㅦ鉄道」事業への助成を行っている。 

独立行政法人URㇺ市機構は成田高ㅦ鉄道沿線の大規模な千葉ッポータウン建設を県と共同で進

めている。千葉ッポータウンは、「パッチタウンから一大໡業集Ⓧ地へと変⽩した千葉ッポータウ

ンは਎⇇をⷞ㊁に入れたニグヅス᜚ὐとして着実にスゾップアップ」するとして全体で６地区で、

計画面Ⓧ㧩約 1,933ha、計画人ญ㧩143,300 人、計画戸数㧩45,600 戸、事業費 約１兆 2,049 億円

で 2014 年に完ੌの予定である。また、つくば゠クスプヤス沿線においても県内 2 地区約 460ha の

図表 1-2-2-2 千葉県の鉄道網整備計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：千葉県ホームページ。 
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開発を行っている。（次章の表 1-3-1-2 参ᾖ）  

千葉県内の大規模公共事業は歴ผ的に見ても国ኅ的な規模でዷ開されてきたことが大きな特徴

であり、今日もその傾向がᒝくᱷっている。一方、独立行政法人 UR ㇺ市機構（旧住宅公団等）が

実施してきた住宅・宿舎の事業費が 06 年度 156 億円、07 年度は 60 億円がさらに 08 年度には 36

億円と大きく落ち込んでいるのが特徴だ。 

 

図表 1-2-2-3 成田高速鉄道沿線千葉ニュータウン 

 

 

 

 

 

出所：（独）

鉄道運輸機

構ホームペ

ージ。 

 

図表 1-2-2-4 成田高速鉄道路線図 

出所：成田高速鉄道アクセス㈱ホームページ。 
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図表 1-2-2-5 鉄道と同時に進められている北千葉道路 

出所：千葉県北千葉道路建設事務所ホームページ。    
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図表 1-3-1-1 千葉県が進めてきた大規模事業 

 

 
出所：千葉県企業庁ホームページ。 

第第第第３３３３章章章章    千葉県政千葉県政千葉県政千葉県政のののの公共工事施策公共工事施策公共工事施策公共工事施策のののの概要概要概要概要    

 

第第第第１１１１節節節節    堂本県堂本県堂本県堂本県政政政政とととと長期計画長期計画長期計画長期計画「「「「あすのちばをあすのちばをあすのちばをあすのちばを拓拓拓拓くくくく１０１０１０１０のちからのちからのちからのちから」」」」とととと「「「「アクションプランアクションプランアクションプランアクションプラン」」」」    

１．堂本県政下の開発政策 

堂本前知事は、છ期最⚳年

度の 2008 年度予算案を提⿠

した 2008年 2月定଀⼏会で、

「新しい環Ⴚ基本計画」、「ஜ

ᐽ県千葉ት⸒プュグゟクト」

の提⸒を行うとともに、県土

のエランチデギインとして

「第４次千葉県国土利用計画

（案）」も提案した。 

上記の提案では、「ずっと⼾

かで安ᔃして暄らしていける

千葉の環Ⴚを、みんなのちか

らで築き、次の਎代にવえて

いくことを基本目標としまし

た。̖すべての県民が環Ⴚに

ついて考え、行動する、環Ⴚ

自治の実現を目指してまいり

ます。」「この計画は、県土の

⾰的向上や有効利用を図りな

がら、ᜬ続可⢻な県土利用を

進めていく዁来ニグョンであ

り、人ญ減少・少ሶ高㦂化社会の೔来、地域間┹੎の激化、環Ⴚ໧題の深刻化等に対応していこう

とするものです。今後、本計画に基づいて、県民・㧺Ｐ㧻、事業者、市町村などの多様な主体と連

៤・協௛して、㉿ጊの଻全やㆆભㄘ地の活用による森ᨋ・ㄘ地の再生、自然・ᢥ化を生かした地域

づくり、コンドクトなまちづくりによる地域の活性化などを進めていきます。」と述べ、従来の開

発指向を転換したかのように述べている。 

しかし、堂本前知事は中長期の基本方針㧩「あすのちばを拓く１０のちから（改定版）」（2006

年 3 月）を策定しており、これに基づく各年度の予算化された事業の目玉となる「アクションプラ

ン」に基づき県政を進めてきた。「アクションプラン」には「8 つのᚢ⇛」や「重要施策」が定めら

れているが、施策の各項目には、５期２０年間続いた沢田知事時代の「千葉新産業ਃⷺ構ᗐ(県の

ニッエプュグゟクト)」3（S58、1983）や千葉県長期ニグョン「みんなで߭らく 2025 年のちば」

                                                   
3その概要は「585 万県民の活ജ、⼾かな自然、਎⇇に開かれた成田空港と千葉港。千葉県では、これらᕺまれた曵件を

生かし、21 ਎♿に向けた新しい県土づくりの基␆となる「千葉新産業ਃⷺ構ᗐ」を推進。「ቇⴚ・教育機⢻」、「研究

開発機⢻」、「国際的物泴機⢻」のਃつの機⢻を、新しいᐙ線道路体♽によってਃⷺ形に結ばれることとなるᩭㇺ市の千

葉市、木更泟市、成田市の地域を中ᔃに集Ⓧを図ることとし、・᐀ᒛ新ㇺᔃ構ᗐ ・かずさアィデプアドーク構ᗐ ・成田

国際空港ㇺ市構ᗐ を基ᐙプュグゟクトとして推進。道路✂については、国のエランチデギインでも、 3 つの中ᩭㇺ市に

関わりの深い朁੩湾アクアライン、㚂ㇺ圏中央連⛊自動ゞ道ਗびに朁関朁自動ゞ道、㙚ጊ自動ゞ道などがᐙ線道路✂とし
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֣新しい਎♿の幸せづくり・地域づくり֣（21 ਎♿ちばഃ造 3 ウゟイ・ニグョンほか）（H11、

1999）の開発政策をそのまま受け継いだ開発ဳ県政を⦡Ớくᱷしたものが多く含まれていた。 

2008 年度当初予算提案の中で堂本知事は「平成 22 年（2010 年）の星、成田空港平行Ṗ⿛路の

ർ側延伸が完ੌする予定ですが、これに઻い、県では⥶空機㛍㖸㓚害㒐止地区෸び同㒐止特別地区

のㇺ市計画の変更を昨年（2007 年）12 月 28 日に行いました。今後、ㇺᔃと⋥結する成田新高ㅦ

鉄道やർ千葉道路、さらに⠀田空港との有機的連៤をᡰえる㚂ㇺ圏中央連⛊自動ゞ道などの整備の

進᝞と⋧まって、本県に大きな㘧べの可⢻性をもたらします。また、空港๟ㄝの㧥市町では、きの

うも成田国際空港ㇺ市づくり推進会⼏が開௅されるなど、今後の成田空港の整備のあり方も〯まえ、

地域と空港の発ዷに向けた⼏⺰が活発化しております。今後とも、地域と成田空港がともに発ዷす

る国際空港ㇺ市の実現にജをዧくしてまいります。」「圏央道では、１月 18 日、県内最後の未着手

区間である大ᩕ・ᮮ⦼間のㇺ市計画が決定され、今月 17 日には、朁金・⨃ේ間の⿠工式が行われ

ました。また、成田空港へのアクコスᒝ化を図るർ千葉道路についても、今月 12 日に千葉ッポー

タウン内の６ゞ線化などのㇺ市計画変更手続を完ੌいたしました。このように県内の道路整備の推

進にദめる中、国において道路特定財Ḯに対する⼏⺰が活発になっています。଀えば、道路特定財

Ḯの暂定⒢率が延長されない場合、圏央道の全線開通は大幅におくれるとの⹜算も出されています。

千葉県の発ዷをᡰえる道路、安全・安ᔃな道路整備は、いまだ十分とはいえません。20 年度以降

も暂定⒢率を延長し財Ḯを⏕଻すること、また現在の目標期間内の道路整備等を国にᒝく௛きかけ

てまいります。」と述べた。 

これは、沢田県政時代からの成田空港を中ᔃとする国際空港ㇺ市づくり、つくば゠クスプヤス沿

線の新ㇺᔃ整備、᐀ᒛ新ㇺᔃの整備、かずさアィデプアドーク4のዷ開の政策をᒁき継߉、大規模

ᐙ線道路整備を重ⷞする妜൓を変えていないことを明らかにしているものであった。 

                                                                                                                                                                         
て⋓り込まれ、なかでも、朁੩湾アクアラインは、㚂ㇺ圏の朁側と⷏側の時間〒㔌を一挙に⍴縮するჽ大なプュグゟクト

で、木更泟（千葉）－Ꮉፒ（␹太Ꮉ）間をわずか 15 分で結びます。朁੩湾ጯ道路や朁੩湾ญ道路（計画）との一体化に

よって、朁੩湾環状道路を形成する」（沢田ర知事発⸒）  
4ᩣ式会社かずさアィデプアドーク（「かずさアーク」の運営管理を行う第ਃコクター）は、2010 年 1 月、千葉地ⵙに民

事再生法のㆡ用を申請し、同日଻全๮઎を受けた。負債総額は約 57 億 6,900 万円。県は、同社をవ┵ᛛⴚ産業の集Ⓧを

推進する「千葉新産業ਃⷺ構ᗐ」の一ⷺと位置づけてᡰえてきた。経営再建のためにスフンキーを൐集していたが、8 月

6 日に、(ᩣ)ビゾャアークラ、日本電波Ⴁ(ᩣ)、(ᩣ)マギー’場、エリーンコア(ᩣ)の 4 社が共同スフンキー企業に決定し、

同社の再生計画案が千葉地方ⵙ判所に提出された。 
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２．千葉県施工の大規模事業 

１）ർ千葉道路（一般国道４６４号） 

一般国道４６４号ർ千葉道路は、市Ꮉ市と成田市を結߱全長およそ４５ゥュベートャの道路で朁

⪾㘼、ർ総地域の朁⷏方向の骨格となる道路と位置付けられている。㚂ㇺ県ർ部、千葉ッポータウ

ン、成田国際空港とを結߱ことにより、「成田空港のẜ在⢻ജ向上による㚂ㇺ圏の国際┹੎ജを高

め、さらには地域間⋧互の交泴連៤、物泴の効率化など、地域の活性化にነਈする」ことを求めら

れている。一方で、ർ千葉道路は「沿線の大規模事業ᡰ援のための交泴ଦ進ဳの広域道路」として

も位置づけられており、千葉ッポータウン近ㄝには広い㚢ゞ場を૬設した大ဳ໡業施設の進出が⋧

次でいる。 

市Ꮉから成田までのうち、「千葉ッポータウン区域内（㎨ヮ⼱市からශᣞ村）」については、概ߨ

全線が整備済だが、「朁੩外かく環状道路から千葉ッポータウンの⷏側までの区間（市Ꮉ市から㎨

ヮ⼱市）」および「千葉ッポータウンの朁側（ශᣞ村）から成田市までの区間」は未整備で現在も

重ὐ事業として継続している。 

 

２）つくば沿線千葉ッポータウン、成田空港近㓞工業団地区画整理事業 

つくば道沿線のッポータウン開発事業は、千葉県内では 6 ィ所の地区で実施されており、そのう

ちの３地区を千葉県が、２地区を UR ㇺ市開発機構が実施している。 

県の県土整備部の関係区画整理事務所は 2007 年度 193 件、48.2 億円、2008 年度 134 件、33.3

億円の関連工事を発注し事業を推進している。 

 

図表 1-3-1-2 つくばエクスプレス沿線開発計画 

出所：千葉県ホームページ。 

 

柏北部柏北部柏北部柏北部 運動公園運動公園運動公園運動公園 西平井西平井西平井西平井・・・・

中央中央中央中央 周辺周辺周辺周辺 鰭鰭鰭鰭ヶヶヶヶ崎崎崎崎

まちづくりの
ゾーマ

ㇺ市とㄘ業が共
生するまちづく
り

人と環Ⴚにやさ
しいまちづくり

市の中ᔃᩭ形成を
目指したㇺ市性と
田࿦性が調๺した
まちづくり

⦟奓な地域環Ⴚ
と共生するまち
づくり

人と環Ⴚが߰れ
あうまちづくり

ሶ供とお年ነり
が安ᔃして暄ら
せるまちづくり

ㇺ市計画決定 1999年 1999年 1998年 1998年 1998年 1998年
事業⹺可 2001年 2000年 2000年 1999年 1999年 平成17年
施行者 ㇺ市再生機構 千葉県 ㇺ市再生機構 千葉県 泴ጊ市 千葉県

1999年度～ 1998年度～
2018年度 2014年度

施行面Ⓧ 約170JC 約273JC 約286JC 約232JC 約52JC 約68JC
総事業費 約501億円 約963億円 約982億円 約742億円 約174億円 約298億円
計画人ญ 約17,000人 約26,000人 約28,600人 約21,400人 約5,100人 約6,800人

ᨰの葉 ධ泴ጊ ධ泴ጊ
ゥホンドス （㚞のർ （㚞のධ⷏

約600O） 約600O）

1998度～2022年
度

1998年度～2016
年度

最ነ㚞 ᨰたなか
泴ጊおおたかの
森

泴ጊコントラャ
ドーク

木木木木地区名地区名地区名地区名 柏北部東柏北部東柏北部東柏北部東 新市街地新市街地新市街地新市街地

施行期間
2000年度～2018
年度

2000年度～2022
年度



 

 22

図表 1-3-1-3 つくばエクスプレス沿線開発計画図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：千葉県ホームページ。 

 

図表 1-3-1-4 成田国際空港周辺工業団地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：千葉県ホームページ。 
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図表 1-3-1-5 成田国際空港周辺工業団地 

県企業局は、成田空港๟ㄝに国際物泴ⶄ合基地

と⥶空工業団地を造成し分⼑する事業を進めて

きた。現在も空港ධ部地区 1 か所の物泴ⶄ合基地

は造成中であるが、3 か所は分⼑も完ੌし、２か

所で分⼑中である。2008 年度には 6 件、3.3 億円

の造成工事を発注している。 

 

 

 

 

 

出所：千葉県ホームページ。 

 

第第第第２２２２節節節節    「「「「千葉県財政再建千葉県財政再建千葉県財政再建千葉県財政再建プランプランプランプラン」」」」のののの課題課題課題課題    

堂本県政のもとで、行財政のスリム化と県民参加をᛂち出した「県政改㕟」が推進されてきた。

2002 年 10 月には「千葉県財政再建プラン」が策定され、シーリンエを設定した投資的経費の大幅

な೥減が行われた。2005（H17）年 10 月には、新たに「千葉県行財政シスゾム改㕟行動計画」が

策定されている。そこでは、県民キーニスを提供していく上では投資的経費の೥減は限⇇に達した

として「投資的経費は、これまでシーリンエを設定し大幅な೥減を行った結果、平成 17 年度の水

準はピークであった平成㧥年度の 38％まで落ち込んでおり、県民キーニスを提供していくうえで、

これまでのような大きな೥減は࿎㔍な状況です。」と述べ「入札制度改㕟、公共工事のコスト縮減

や PFI の推進、県のᓎ割の見⋥しと事業のㆬ別」をឝげ、230 億円の節減効果をᛂち出した。 

一方、国に対しては、⋥ロ事業負担金は不合理だとして廃止を求めている。（2007 年度の当初予

算では約 289 億円が計上されている） 

県は、「千葉県行財政シスゾム改㕟行動計画フォューアップ(平成 19 年度)」を公表し、進᝞状況

等をとりまとめ、「୘別取⚵事項の 91％が概ߨ計画どおり進᝞」していると自Ꮖ評価している。「第

1 のᩇ㧩新しい行政シスゾムの構築」では、「上総ඳ物㙚、大ᚱጧ少年自然のኅを地ర市へ移⼑（2008

年 4 月 1 日）、2010 年度までを整備期間とする「千葉県立高等ᛛⴚኾ㐷ᩞ再構築計画」を策定（2010

年度末に、8 ᩞから 6 ᩞに再編）し、2008 年度から新たに 6 施設に指定管理者制度をዉ入（現在

66 施設）」、「第 2 のᩇ㧩県ᐡ経営改㕟 」では「公社等外郭団体の改㕟の進ዷ㧩ާ指ዉ対象団体数ި

42 団体（19 年 4 月ψ20 年 4 月r0）、ާ 職員数ި2,236 人から 2,194 人へ（19 年 4 月ψ20 年 4 月

ً42 人、ً1.9％）ާ 妅⸤料・補助金ި263 億円から 231 億円へ（18 年度ψ19 年度ً32 億円、ً

12.2％）、定員ㆡ正化計画の進᝞（計画期間㧦18 年度から 22 年度）、「第 3 のᩇ㧩財政改㕟」では

「行財政シスゾム改㕟行動計画に基づく取⚵（20 年度当初予算への෻昚）㧩ᱦ出ᛥ制による効果㧦

約 96 億円㧨定員ㆡ正化計画に基づいた職員数の೥減等（約 5 億円）、 ⛎ਈのᛥ制・ㆡ正化

（約 32 億円）、投資的経費について、事業の✕急性・ఝవ度などを♖査（約 24 億円）、その他一般

行政経費について、事務・事業の見⋥し（約 25 億円）㧪、ᱦ入⏕଻による効果㧩約 122 億円㧨内

訳㧦県⒢෼入の⏕଻（約 100 億円）、૶用料、手数料の見⋥し（約 2 億円）、未利用県有地の売ළ（約

20 億円）㧪  

団地名団地名団地名団地名 全体面積全体面積全体面積全体面積 分譲面積分譲面積分譲面積分譲面積 分譲時期分譲時期分譲時期分譲時期 分譲数分譲数分譲数分譲数

全体面積 分譲面積 分譲時期 分譲数

114.4ha 86.9ha 完了 50社
全体面積 分譲面積 分譲時期 分譲数

41.1ha 31.0ha
造成中
(一部分

12社

全体面積 分譲面積 分譲時期 分譲数

36.2ha 28.2ha 完了 11社
全体面積 分譲面積 分譲時期 分譲数

48.3ha 34.7ha 完了 12社

大栄 全体面積 分譲面積 分譲時期 分譲数
全体面積 分譲面積 分譲時期 分譲数

26.0ha 19.6ha 分譲中 9社

全体面積 分譲面積 分譲時期 分譲数
27.3ha 20.4ha 分譲中 1社

全体面積 分譲面積 分譲数

323.6ha 243.3ha 108社

佐倉第三

空港南部

芝山第ニ

多古

横芝

ひかり

計
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県の財政状況については、「20 年度当初予算は、行動計画に基づき財Ḯ対策を⻠じたものの、地

方交付⒢の減少、⟵務的経費の増加等から 145 億円の財Ḯ不⿷」であるとして今後とも、改㕟取⚵

事項のフォューアップを行い、「改㕟がㆃれている事項については、その課題を明らかにして、改

㕟を進めていきます。」と述べ、事業の民営化や職員の定数೥減や⛎ਈ೥減に多くを求めている。

投資的経費の♖査に⸅れているが、具体的な事業名は挙げられていない。 

 

図表 1-3-2-1 行政改㕟進᝞状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※：A：年度ごとに設定した取組内容が、概ね計画通り実施されているもの B：取組がやや不十分であるもの、又

は、実施時期が当初計画時より遅れることとなったもの C：未着手のもの、又は、年度ごとに設定した取組内

容に比べて、実施が大幅に遅れているもの。 

出所：千葉県ホームページ。 

 

୘別୘別୘別୘別

取⚵取⚵取⚵取⚵

事項数事項数事項数事項数 #### $$$$ %%%%
1.新しい行政 （1）分ᮭဳ社会に対応した新たな

県のᓎ割の⏕立
8 8

シスゾムの構築 （2）民間⢻ജの活用 6 6

（1）効率的な⚵❱機構づくり 3 2 1

（2）公営企業の改㕟への取⚵ 3 3

（3）公社等外郭団体の見⋥し 1 1

（4）定員管理のㆡ正化 1 1

（5）分ᮭ時代に対応した職員の⢻
ജ向上、多様な人曩の⏕଻

7 7

（6）電ሶ化等を活用した業務プュ
コスの改ༀ

6 4 2

（7）入札・契約制度の改ༀ෸び公
共工事コスト縮減

4 4

（8）開かれた県政と県民参加の推
進

4 3 1

（9）県有施設等の有効活用 3 3

46 42 4 0

改㕟改㕟改㕟改㕟ののののᩇᩇᩇᩇ 改㕟事項改㕟事項改㕟事項改㕟事項
進᝞状況 進᝞状況 進᝞状況 進᝞状況 ※※※※

計

2.県ᐡ経営改㕟
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図表 1-3-2-2 千葉県部局別人員削減実施状況 

区分区分区分区分 数୯目標数୯目標数୯目標数୯目標 2006.42006.42006.42006.4 2007.42007.42007.42007.4 2008.42008.42008.42008.4 合計合計合計合計

知事部局等 ▲1,300 ▲86 ▲190 ▲331 ▲607

公営企業、教育妅員会事務
局、⼊ኤ（⼊ኤ官以外）

▲785 ▲244 ▲96 ▲156 ▲496

ቇᩞ職員（※定数） ▲360 ▲129 ▲89 ▲61 ▲279

⼊ኤ官（※定数） 410 210 76 0 286

合計 ▲2,035 ▲249 ▲299 ▲548 ▲1,096
 

出所：千葉県ホームページ。 

 

資料資料資料資料    「「「「千葉県行財政千葉県行財政千葉県行財政千葉県行財政シスゾムシスゾムシスゾムシスゾム改㕟行動計画改㕟行動計画改㕟行動計画改㕟行動計画」（」（」（」（2005200520052005 年年年年 10101010 月月月月））））ᛮ☴ᛮ☴ᛮ☴ᛮ☴    

「(1)(1)(1)(1) 新たな地方分ᮭの進ዷを〯まえ、市町村市町村市町村市町村とのとのとのとのᓎ割分担ᓎ割分担ᓎ割分担ᓎ割分担のののの見⋥見⋥見⋥見⋥しやしやしやしや民間⢻ജ民間⢻ജ民間⢻ജ民間⢻ജのののの活用෸活用෸活用෸活用෸びびびび㧺Ｐ㧻㧺Ｐ㧻㧺Ｐ㧻㧺Ｐ㧻等県民等県民等県民等県民とととと

のののの協௛協௛協௛協௛などを進めます。(2)ᣢሽの政策について、県民のⷞὐからそのᔅ要性を⌀៼にᬌ⸽し、事業のᔀᐩし

たㆬ別を行います。(3) 県民のⷞὐに立った政策を立案・運営していくため、職員の意⼂改㕟を図るととも

に、政策立案⢻ജの向上にദめます。 

予算の⾰的転換 

٤٤٤٤    物件費෸物件費෸物件費෸物件費෸びびびび施設施設施設施設のののの⛽ᜬ管理経費⛽ᜬ管理経費⛽ᜬ管理経費⛽ᜬ管理経費ののののᛥ制ᛥ制ᛥ制ᛥ制    （（（（３０３０３０３０億円億円億円億円））））    

県のᓎ割の見⋥しと事業のㆬ別 

⛘えず事業のᔅ要性、効果をᬌ⸽、指定管理者制度のዉ入によって経費のᛥ制を図る、平成１８年度以降、

毎年２％⒟度のᛥ制（一般財Ḯパース）を目指す。行財政改㕟を目的として実施する公の施設の廃止や移⼑

に઻う県債の➅上ఘㆶの要件✭๺等について、国に制度改正の要望。 

（（（（２２２２））））投資的経費投資的経費投資的経費投資的経費ののののᛥ制ᛥ制ᛥ制ᛥ制（（（（効果額効果額効果額効果額    ２３０２３０２３０２３０億円億円億円億円））））    

入札制度改㕟入札制度改㕟入札制度改㕟入札制度改㕟    

٤ 電ሶ調達シスゾムのዉ入、一般┹੎入札の᜛大を行います。 

公共工事公共工事公共工事公共工事ののののコストコストコストコスト縮減縮減縮減縮減ややややＰ㧲㧵Ｐ㧲㧵Ｐ㧲㧵Ｐ㧲㧵のののの推進推進推進推進    

٤「千葉県公共工事コスト縮減対策に関する行動計画」に基づき、ᒁき続きコスト縮減を図ります。٤ 千

葉県⼊ኤ本部新ᐡ舎をＰ㧲㧵方式により整備し今後ዉ入対象の基準明⏕化を図りＰ㧲㧵手法を推進 

県県県県ののののᓎ割ᓎ割ᓎ割ᓎ割のののの見⋥見⋥見⋥見⋥しとしとしとしと事業事業事業事業ののののㆬ別ㆬ別ㆬ別ㆬ別    

٤ 事業のၫ行にあたって効果をᬌ⸽し、毎年５％⒟度の（一般財Ḯパース）ᛥ制を目指す。 

٤ 政策評価制度や大規模公共事業等事前評価制度等を活用し、限られた財Ḯの中での事業のᔅ要性、奨当

性、ఝవ度などを幅広くᬌ⸽し、効果的・効率的な事業の推進。 

（（（（３３３３））））そのそのそのその他一般行政経費他一般行政経費他一般行政経費他一般行政経費ののののᛥ制ᛥ制ᛥ制ᛥ制（（（（効果額効果額効果額効果額    ２６０２６０２６０２６０億円億円億円億円））））    

公社等外郭団体のᛮ本的見⋥し 

٤ 公社改㕟については、団体の統廃合や民営化٤公の施設への指定管理者制度のዉ入等٤ 公の施設の管

理に指定管理者制度をዉ入٤ 行政と民間企業等との協௛により予算の効果的な活用を図る。٤ 事務事業

のၫ行にあたり、県民のⷞὐに立って、事業のᔅ要性をᬌ⸽し、その他の一般行政経費については、平成

１８年度以降、毎年２％⒟度のᛥ制（一般財Ḯパース）を目指す。 

国国国国にににに対対対対するするするする地方⒢財政制度地方⒢財政制度地方⒢財政制度地方⒢財政制度のののの改正要望改正要望改正要望改正要望    

財Ḯ不⿷額の⸃洑のため、⒢財政制度の改正について国にⓍ極的に௛きかける。 

（（（（１１１１））））安定的安定的安定的安定的なななな⒢財Ḯ⒢財Ḯ⒢財Ḯ⒢財Ḯのののの移⼑移⼑移⼑移⼑とととと一般財Ḯ総額一般財Ḯ総額一般財Ḯ総額一般財Ḯ総額のののの⏕଻⏕଻⏕଻⏕଻    

国と地方のㆡಾなᓎ割分担のもとに、事務量と⽿છに見合った安定的な財Ḯを⏕଻するため、第１Ბ階と

して、所得⒢から୘人住民⒢への３兆円規模の⏕実な⒢Ḯ移⼑、第２Ბ階として地方洑費⒢等の基ᐙ⒢を中

ᔃとしたさらなる⒢Ḯ移⼑を求める。また、地方団体の安定的な財政運営にᔅ要な地方交付⒢等の一般財Ḯ

総額を平成１８年度以降も⏕実に⏕଻するよう求める。 

（（（（２２２２））））退職手当退職手当退職手当退職手当などのなどのなどのなどの急増急増急増急増にににに対対対対するするするする地方財政ភ置地方財政ភ置地方財政ភ置地方財政ភ置のののの᜛大᜛大᜛大᜛大    

退職手当については、今後団႙の਎代の大量退職をបえ、定年退職者だけを見ても平成１８年度から平成

２０年度の３年間で 1,000 人ほど増加することが見込まれ、全国的な課題であることから、関係機関とも連

៤して財Ḯភ置について国に௛きかけていきます。 
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（（（（３３３３））））国ᐶ補助負担金国ᐶ補助負担金国ᐶ補助負担金国ᐶ補助負担金のののの超過負担超過負担超過負担超過負担のののの⸃洑⸃洑⸃洑⸃洑    

国ᐶ補助負担金に係る地方の超過負担は、地方に過重な負担をかけ、財政運営を࿶ㄼすることから、ᣧ急

に改ༀがᔅ要。国への改ༀ要望により、補助න価のᒁき上げなど一部改ༀもあるがᒁき続き改ༀを求める。 

（（（（４４４４））））⋥ロ事業負担金⋥ロ事業負担金⋥ロ事業負担金⋥ロ事業負担金のののの廃止廃止廃止廃止    

⋥ロ事業負担金は、国ኅ的政策として実施されながら、地方公共団体に対して財政負担を課すものであり、

不合理であることから国に廃止を求め、特に管理主体が負担すべき⛽ᜬ管理費を⋥ロ事業負担金として地方

公共団体に財政負担は極めて不合理、ᣧ急にこれを廃止するよう国に求める。 

 

第第第第３３３３節節節節    予算予算予算予算・・・・決算状況決算状況決算状況決算状況からみるからみるからみるからみる公共事業公共事業公共事業公共事業のののの特徴特徴特徴特徴    

１．目的別決算からみる土木費の推移と特徴 

１）土木費総額の推移と特徴 

 1989 年度から 2008 年度までの千葉県の土木費（普通会計5）の推移をみると、ピークの 1994

年度3,263億円から減少を続けて、06年度以降はᮮばい状態にあるものの2008年度は1,360億円、

94 年度に比べてً1,903 億円、約 6 割も減少した（減少率ً58.3％）（図表 1-3-3-1）。そのためᱦ

出総計に占める割合は、94 年度 21.5％から 08 年度は 8.9％にまで低下した（図表 1-3-3-2）。 

図表 1-3-3-1 歳出総額と土木費の推移（普通会計）  
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出所：千葉県資料。 

                                                   
5 一般会計と特別会計（公営事業会計を除く）を合わせた統計上の会計で、国が毎年度行う地方財政状況調査（決算統計）

において、全国の自治体の財政状況を統一ャーャに基づいて比較するため設けられたもの（千葉県資料より）。千葉県の

場合、全ての特別会計を合わせているわけではないので、普通会計の額は一般会計と特別会計の全てを合算した額より少

ない。 
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図表 1-3-3-2 目的別歳出の構成比（普通会計 94 年度・08 年度） 
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 出所：千葉県資料。 

図表 1-3-3-3 主な目的別歳出額の推移（普通会計） 
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出所：千葉県資料。 

この間の土木費は、他の目的別ᱦ出より減少の幅がかなり大きく、千葉県は土木費を大幅に೥減

することでᱦ出をᛥ制していったことがわかる。ピーク時からの減少率が 50％を超えていたのは

土木費とㄘᨋ水産業費（ピーク時 96 年度 1,139 億円ψ08 年度 472 億円・ً58.5％）だけであった

（ピーク時からの減少率 3 番目の⒢関係交付金はً24.6％で、土木費とㄘᨋ水産業費のそれを大幅

に下回る）。千葉県はᱦ出規模を 1 兆 4,000 億円台～1 兆 5,000 億円台にᛥ制する下で、ᱦ出額 2

民生費 1722 億円 土木費 1359 億円 教育費 4547 億円 公債費 1776 億円 
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番目の土木費を事業の重ὐ的ㆬᛯや事業規模の縮小によって大きく೥減しつつ、教育費を毎年度

4,500 億円前後計上し、公債費や民生費を増加させたのである（94 年度に比べて公債費は 2.04 倍、

民生費は 2.28 倍）（図表 1-3-3-3）。 

 ２）年度間の動向 

次に、土木費総額の推移について、関連データのある 2002 年度からになるが、年度間の増減で

みてみよう。 

土木費総額は、02 年度 2,188 億円、03 年度 1,850 億円、04 年度 1,878 億円、05 年度 1,530 億

円、06 年度 1,330 億円、07 年度 1,351 億円、08 年度 1,360 億円と推移している。年度間の増減率

をみると、02－03 年度、04－05 年度、05－06 年

度は 10％を超える೥減が行なわれ、06 年度以降は

ᮮばいで推移している（図表 1-3-3-4）。 

02－03 年度の減少は、02 年度決算で県財政そ

のものが⿒字になったことをうけて、03 年度に土

木費をかなり೥減したことによる。堂本知事（当

時）によると「この⿒字⋧当額が平成 15 年度の財

Ḯ不⿷額に加算されることになり、大変厳しいス

タートをಾることになりました。そこで、今年度

（03 年度―ᒁ用者）は事業のᔅ要性や効率的なၫ

行方法などの観ὐから総ὐᬌを行うため、スプリ

ンエヤニポーとして、約 3,600 件の予算の事務・事業と約３万件の業務について、県ᐡを挙げて、

その見⋥しに取り⚵んでまいりました」（堂本知事・03 年 2 月県⼏会定଀会03ޛ 年 2 月 12 日ޜ）

ということである。04－05 年度の減少は、04 年度にᡰ出した住宅供⛎公社ᡰ援事業⾉付金を、05

年度では減らしたことが影響している。05－06 年度の減少は、ペテヤーャ事業協定⸃除に઻う千

葉市への負担金や、つくば゠クスプヤス沿線整備事業へのᡰ出の減少等による。 

他方、03－04 年度の増加は事業そのものではなく、住宅供⛎公社が債務超過におちいり、設立

団体の千葉県が⒢金を投入して財政ᡰ援を行なったことによる（上述の住宅供⛎公社ᡰ援事業⾉付

金）。それとは異なり最近の 06－07 年度と 07－08 年度の増加は道路ᯅりょう費と、ㇺ市計画費の

うち区画整理費といった大規模な開発事業によるものである。 

ちなみに、堂本知事（当時）は 07 年 2 月県⼏会定଀会での所信表明で、「成田空港のフゾンシホ

ャ発ើにᰳかせない成田新高ㅦ鉄道の建設ଦ進や、ർ千葉道路の鉄道と一体となった整備を進める

とともに、つくば゠クスプヤスがもたらす利ଢ性を生かす沿線のまちづくり事業を加ㅦさせてまい

ります。また、ᣧ期完成が望まれている㚂ㇺ圏中央連⛊自動ゞ道は、木更泟朁インタースゟングか

ら木更泟グホンクションまでの 7.1 ゥュが 3 月 21 日に千葉県内では初めて開通する運びとなりま

した。これにより、圏央道全線のᣧ期完成に向けて大きくᒢみがつくものと期ᓙをしているところ

でߑߏいます」と述べており、大規模な開発事業をଦ進する妜൓を示している。 

３）土木費の内訳 

土木費について、最後にその内訳を項目別（節別）にみてみよう（2002 年度以降）。 

図表 1-3-3-4 

歳出と土木費の増減額・率（普通会計） 

න位㧦億円・％ 

ᱦ出総額 土木費総額 
  

増減額 増減率 増減額 増減率 

02-03 年 ً 866 ً5.6 ً 337 ً15.4 

03-04 年 ً 140 ً1.0 28 1.5 

04-05 年 56 0.4 ً 348 ً18.5 

05-06 年 ً 273 ً1.9 ً 201 ً13.1 

06-07 年 258 1.8 21 1.6 

07-08 年 755 5.2 9 0.7 

出所：千葉県資料。 



 

 29

項目別（節別）にみると、どの年度も道路ᯅりょう費が最多になっている。千葉県は土木費を೥

減しながらも、土木費の 3～4 割を道路やᯅりょうの新設や改⦟、舗装、⛽ᜬୃ❲にたえず費やし

てきたことがわかる。08 年度は 593 億円（対 02 年度ً231 億円）で（図表 1-3-3-5）、06 年度以

降の増加幅が他より高く、土木費全体に占める道路ᯅりょう費の割合は上᣹している（02 年度

37.7％ψ08 年度 43.6％）（図表 1-3-3-6）。 

図表 1-3-3-5 土木費・項別歳出額の推移（普通会計） 
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出所：総務省「都道府県決算状況調」。 

図表 1-3-3-6 土木費・項別歳出額構成比の推移（普通会計） 
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出所：総務省「都道府県決算状況調」。 

 

道路ᯅりょう費の次に多いのがㇺ市計画費（ⴝ路費、公࿦費、下水道費、区画整理費等の合計）

と沜Ꮉ洊ጯ費で、それߙれᡰ出の約 2 割を占めている。ㇺ市計画費は 08 年度 296 億円（同 21.8％）、

沜Ꮉ洊ጯ費は 08 年度 255 億円（土木費に占める割合 18.8％）で、いずれも 02 年度に比べて減少

している。ただし、千葉県は沜Ꮉ洊ጯ費を毎年度減らしているものの、ㇺ市計画費に関しては増減

を➅り㄰し 06 年度以降は増やしている。 
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ㇺ市計画費の増加は区画整理費によるもの

で、05 年度に特に増加しているのは、この時

期に泴ጊ木地区土地区画整理事業を住宅供⛎

公社から県に移管したことが影響している

（事業費の中には住宅供⛎公社との浜算金を

含む）。また、06 年度には、つくば゠クスプ

ヤス沿線のർ部中央地区と運動公࿦๟ㄝ地区

の土地区画整理事業を企業ᐡから県土整備部

による⋥ធ施行にしており、06 年度以降の増

加に影響をਈえていよう。 

このように千葉県は、大規模開発を含む道

路ᯅりょう費や区画整理費を増加させる一方

で、ㇺ市計画費のうちⴝ路費、公࿦費、下水

道費を೥減しており、県民生活にり近なㇺ市

計画道路や公࿦、ශᣞ沢・手⾐沢・ᳯ戸Ꮉ左

ጯ３泴域の下水道建設などへのᡰ出をᛥ制し

ている（図表 1-3-3-7）。なかでもⴝ路費については、02 年度の時ὐでは区画整理費等を上回って

いたが、区画整理費等を増額する 06 年度以降は、それとは対ᾖ的に減らしている。 

図表 1-3-3-8 一都三県の土木費・項別歳出額構成比（2008 年度普通会計決算） 
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出所：総務省「都道府県決算状況調」。 

 

 

さて、道路ᯅりょう費や沜Ꮉ洊ጯ費とㇺ市計画費の 3 つに比べて、かなり少ないのが住宅費、港

湾費、空港費である。08 年度の住宅費は 61 億円（同 4.5％）、港湾費 40 億円（3.0％）、空港費 3

億円（0.2％）、02 年度に対して住宅費ً30 億円、港湾費ً31 億円、空港費ً1 億円であった。 

以上、千葉県の土木費のうち道路ᯅりょう費が最多で、次に沜Ꮉ洊ጯ費とㇺ市計画費が多く、住

宅費、港湾費、空港費が少ないことをみた。ちなみに、08 年度の土木費の項目別（節別）ᱦ出額

構成比をみると、㚂ㇺ圏の一ㇺਃ県の中で千葉県は道路ᯅりょう費の割合が高く、住宅費のそれが

低い（図表 1-3-3-8）。土木費で見た場合、㚂ㇺ圏の他のㇺ県に比べて千葉県は、ᐙ線道路など道路

建設をଦ進しつつ、他方で、県民の住生活や住環Ⴚの改ༀへの取⚵みをᛥ制していることがわかる。 

図表 1-3-3-7 都市計画費・目別歳出額 
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出所：総務省「都道府県決算状況調」。 
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４）工事請負費6の推移 

さて、公共工事にかかわって、千葉県はどの⒟度の工事請負費を、つまりは業者に公共工事を発

注してきたのだろうか。 

図表 1-3-3-9 工事請負費の推移（一般会計・特別会計の合計） 
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出所：千葉県資料。 

 

2001 年度以降の工事請負費（一般会計と特別会計の決算の総額）をみると、2008 年度は 776 億

円（一般会計 660 億円、特別会計 116 億円）、千葉県は 2001 年度の 1,257 億円に対してً481 億

円೥減している（減少率ً38.3％）（図表 1-3-3-9）。 

そういった下での、一般会計分の目的別工事請負費をみると、一⽾して土木費が最多で、次にㄘ

ᨋ水産業費が多い。08 年度は土木費 403 億 96 ⊖万円（構成比 61.2％）、ㄘᨋ水産業費 129 億 9 ⊖

万円（同 19.6％）であった（図表 1-3-3-10）。 

この 2 つの推移をみると、01 年度に比べて土木費はً213 億 90 ⊖万円（減少率ً34.6％）、ㄘ

ᨋ水産業費はً151 億 9 ⊖万円（同ً53.9％）と、8 年間で 3～5 割も減少している。వにみたよ

うに、千葉県はピーク時に比べて土木費とㄘᨋ水産業費を 5 割以上೥減しているが、請負工事費の

この大幅な೥減があってのことである。これは、公共工事の総量と、かつ、「公共工事コスト縮減

対策に関する新行動計画」（2000 年）、「公共事業コスト構造改㕟プュエラム」（2004 年）、「千葉県

公共事業コスト構造改㕟プュエラム 2009」（2009 年）を通したコスト縮減施策によるわけだが、

建設業者に対しては発注工事の激減と予定価格の低下をもたらし、厳しい┹੎環Ⴚをうみだしてい

る。 

図表 1-3-3-10 目的別にみた工事請負費の推移（一般会計分のみ） 

න位㧦億円 

  01 年度 02 年度 03 年度 04 年度 05 年度 06 年度 07 年度 08 年度 01-08 

負費
（

一般会計計 1077 994 872 746 701 705 729 660 ً417 

                                                   
6ᱦ出の節の区分として、報㈽、⛎料、職員手当等、共済費、災害補ఘ費、ᕲ⛎෸び退職年金、⾓金、報ఘ費、ᣏ費、交

際費、㔛用費、ᓎ務費、妅⸤料、૶用料෸び⾓୫料、工事請負費、ේ曩料費、公有財産⾼入費、備ຠ⾼入費、負担金・補

助෸び交付金、ᛔ助費、⾉付金、補ఘ・補Ⴏ෸び⾩ఘ金、ఘㆶ金・利ሶ෸び割ᒁ料、投資෸び出資金、Ⓧ立金、ነ付金、

公課費、➅出金、がある。 
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⼏会費 0.04 0.07 0.03 0.09 0.00 0.00 0.07 0.00 ً0.04 

総務費 7.44 1.95 1.37 1.51 4.77 24.61 34.3 19.59 12.15 

民生費 1.26 3.43 2.38 15.62 19.56 39.89 2.53 2.45 1.19 

ⴡ生費 1.13 0.99 1.08 0.38 1.18 0.76 3.78 4.75 3.62 

環Ⴚ費 1.25 2.26 2.61 18.19 0.74 0.71 1.17 0.78 ً0.47 

ഭ௛費 0.34 0.46 0.50 0.56 0.39 0.50 0.27 0.36 0.02 

ㄘᨋ水産費 280.18 258.57 212.24 175.74 154.95 135.47 147.06 129.09 ً151.09 

໡工費 2.17 0.93 0.43 2.78 4.29 0.19 0 0.035 ً2.14 

土木費 617.86 580.46 486.75 408.08 386.61 394.52 424.56 403.96 ً213.90 

⼊ኤ費 55.99 60.55 51.17 40.89 35.56 37.02 39.11 50.27 ً5.72 

教育費 92.79 66.65 90.58 61.39 45.45 46.55 45.69 36.44 ً56.35 

災害復旧費 16.60 17.40 22.51 20.28 47.34 24.92 30.01 11.48 ً5.12 

一般会計計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 0.00 

⼏会費 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 ً0.00 

総務費 0.7 0.2 0.2 0.2 0.7 3.5 4.7 3.0 2.28 

民生費 0.1 0.3 0.3 2.1 2.8 5.7 0.3 0.4 0.25 

ⴡ生費 0.1 0.1 0.1 0.1 0.2 0.1 0.5 0.7 0.61 

環Ⴚ費 0.1 0.2 0.3 2.4 0.1 0.1 0.2 0.1 0.00 

ഭ௛費 0.0 0.0 0.1 0.1 0.1 0.1 0.0 0.1 0.02 

ㄘᨋ水産費 26.0 26.0 24.3 23.6 22.1 19.2 20.2 19.6 ً6.46 

໡工費 0.2 0.1 0.0 0.4 0.6 0.0 0.0 0.0 ً0.20 

土木費 57.4 58.4 55.8 54.7 55.2 56.0 58.2 61.2 3.84 

⼊ኤ費 5.2 6.1 5.9 5.5 5.1 5.3 5.4 7.6 2.42 

教育費 8.6 6.7 10.4 8.2 6.5 6.6 6.3 5.5 ً3.09 

構
成
比

（％
） 

災害復旧費 1.5 1.8 2.6 2.7 6.8 3.5 4.1 1.7 0.20 

出所：千葉県「歳入歳出決算審査意見書(一般会計/特別会計)」。 

 

一⽾して೥減の⿲൓にある土木費とㄘᨋ水産業費に比べて、他の費目は増減を➅り㄰す傾向にあ

る。଀えば、災害復旧費は災害の発生度合により増減し、民生費は社会⑔␩施設やఽ┬⑔␩施設、

生活଻⼔施設の建設計画によって増減する。民生費は、2004 年度から⠧人⑔␩施設整備事業補助

（04 年度 70.3 億円、05 年度 22.5 億円、06 年度 11.0 億円）がភ置され、高㦂者施設のけやきプ

ラギ（⑔␩߰れあいプラギ）整備事業（04 年度 20.9 億円、05 年度 59.1 億円）関連工事が発注さ

れたため、04～06 年度の 3 年間で各 15～40 億円という大きな金額となってきたが、2007 年度、

2008 年度は 2003 年度の水準にᚯっている。 

 

２．性⾰別決算からみる投資的経費の推移と特徴 

前節でみたように千葉県は公共工事にかかわる土木費と工事請負費を大幅に೥減したわけだが、

そのὐを、投資的経費（普通建設事業費）の推移をみることでさらに⏕⹺しておこう。 

 

１）普通建設事業費の推移と特徴 

1990 年度から 2008 年度までの普通建設事業費（普通会計）をみると、千葉県は 1990 年代前半

まで増やし続け、ピークの 1995 年度には 4,372 億円を計上した。その後、減少に転じさせ、2008

年度は 1,241 億円（ᱦ出全体に占める割合 8.2％）、95 年度のਃ分の一⒟度にまで೥減した（ً3,131

億円・減少率ً71.6％）（図表 1-3-3-11）。 

普通建設事業費をන独・補助別にみると、08 年度のන独事業費は 515 億円、補助事業費は 728

億円で、補助事業費のほうが大きい（図表 1-3-3-12）。だが、90 年度の時ὐではන独事業費が補助

事業費を上回り、その後も千葉県はන独事業費を大幅に増やし、大規模な公共事業を実施していっ
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た。しかし、90 年代後半になると、厳しい県財政の下で、増大させたන独事業費を今度は大きく

೥減して投資的経費をᛥ制していくのである。もちろん、国ኅ財政のㅼㄼにともない補助事業費も

೥減していく（年度間の増減額に関しては図表 1-3-3-13 参ᾖ）。その結果、08 年度のන独事業費は

ピーク時の 1995 年度 2,358 億円に対してً1,843 億円（ً78.2％）、08 年度の補助事業費はピーク

時の 1996 年度 1,918 億円に対してً1,190 億円（ً62.0％）減少した。 

 

図表 1-3-3-11 歳出総額と普通建設事業費の推移（普通会計） 
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出所：千葉県資料。 
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図表 1-3-3-12 普通建設事業費の補助事業費、単独事業費の推移(普通会計) 
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出所：千葉県資料。 

 

図表 1-3-3-13 普通建設事業費の補助事業費、単独事業費の増減額(普通会計)  
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出所：千葉県資料。 

 

このように普通建設事業費を大幅に೥減することで千葉県は、増大する人件費や公債費などの⟵

務的経費や、国や他の地方公共団体、法人等に対しᡰ出する補助費等（負担金、補助金、交付金、

妅⸤料など）をまかなってきた（図表 1-3-3-14）。ちなみに公債費は、過去に増発してきた建設地

方債等のఘㆶర金・利ሶによって年々増加し、08 年度は 1,764 億円にものぼっている。 
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図表 1-3-3-14 主な性質別歳出額の推移（普通会計） 
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出所：千葉県資料。 

 

２）事業内容の特徴 

次߉に、普通建設事業費においても道路事業へのᡰ出がトップであることを改めて⏕⹺しておこ

う。 

2008 年度の普通建設事業費を目的別にみると、最多は道路やᯅりょう、沜Ꮉ、土地区画整理、

ⴝ路、公࿦などの土木事業で約 7 割占め（68.7％）、次に、ㄘᨋ水産業にかかわる基⋚整備事業で 1

割ᒝ（15.2％）を占めている（補助事業とන独事業と国⋥ロ㨯同⚖他団体㨯受⸤事業の３つの合計）。 

図表 1-3-3-15 普通建設事業費の目的別歳出額（降順） 

න位㧦億円・％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、具体的な事業内容がわかる土木費、ㄘᨋ水産業費、教育費、ⴡ生費に関して、2008 年

度のその内容をみると（ただし補助事業とන独事業の合計で、道路費が不明の国⋥ロ㨯同⚖他団体㨯

受⸤事業は含んでいない）、道路341.3億円がトップで全体の21.7％を占めている（図表1-3-3-15）。

2008200820082008 年度年度年度年度((((項別項別項別項別））））    額 構成比 

1 土木費・道路 341.3 21.7 

2 土木費・ㇺ市計画 209.5 13.3 

土木費・ㇺ市計画・ⴝ路 77.0 4.9 

土木費・ㇺ市計画・区画整理 68.8 4.4 

  土木費・ㇺ市計画・公࿦ 7.6 0.5 

3 土木費・沜Ꮉ 137.6 8.8 

4 ㄘᨋ水産業費・ㄘ業ㄘ村整備 132.6 8.4 

5 教育費・高等ቇᩞ 29.9 1.9 

6 土木費・⍾㒐 28.6 1.8 

7 ㄘᨋ水産業費・Ṫ港 24.0 1.5 

8 ㄘᨋ水産業費・その他 21.5 1.4 

9 土木費・住宅 20.5 1.3 

10 土木費・洊ጯ଻全 18.6 1.2 

 

2008200820082008 年度年度年度年度((((項別項別項別項別））））    額 構成比 

11 土木費・ᯅりょう 17.8 1.1 

12 土木費・港湾 17.2 1.1 

13 ⴡ生費・その他 16.8 1.1 

14 ㄘᨋ水産業費・治ጊ 12.2 0.8 

15 教育費・特ᱶቇᩞ 11.3 0.7 

16 教育費・その他 10.6 0.7 

17 ⴡ生費・環Ⴚⴡ生費 10.6 0.7 

18 教育費・社会教育 2.8 0.2 

19 ㄘᨋ水産業費・ᨋ道 2.5 0.2 

20 ㄘᨋ水産業費・造ᨋ 1.9 0.1 

21 総務費・ᐡ舎等 1.8 0.1 

22 ໡工費・観శ 1.0 0.1 
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㚂ㇺ圏の他ㇺ県に比べて千葉県は道路事業のウ゠イトが埼玉県に次に高い（土木費・道路の対ᱦ出

総額は埼玉県 24.6％、朁੩ㇺ 7.4％、␹太Ꮉ県 15.1％）。そのため、上位 2 位のㇺ市計画事業 209.5

億円、3 位の沜Ꮉ 137.6 億円、4 位のㄘ業ㄘᨋ整備 132.6 億円は 10％⒟度にとどまり、ቇᩞ、住宅

へのᡰ出は数ドーコントに過߉ない状況にある。 

 

３．財Ḯの内訳 

ᱦ入の大幅な増加が見込めず、他方で人件費や公債費などが増大していく下で、公共事業への財

Ḯをどのように調達しているのだろうか。 

図表 1-3-3-16 普通建設事業費の財源別内訳（普通会計） 

単位：億円・％ 

  2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 

普通建設事業費 2,580 2,154 1,855 1,677 1,554 1,554 1,572 

国ᐶᡰ出金 590 592 471 400 355 360 361 

分担金㨯負担金㨯ነ㒝金 96 84 72 63 57 63 62 

地方債 1,340 883 833 781 687 760 765 

その他の特定財Ḯ 118 80 101 95 98 79 77 

財
源
内
訳 

一般財Ḯ等 438 515 378 338 357 291 308 

普通建設事業費 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

国ᐶᡰ出金 22.9 27.5 25.4 23.9 22.8 23.2 22.9 

分担金㨯負担金㨯ነ㒝金 3.7 3.9 3.9 3.8 3.7 4.1 4.0 

地方債 51.9 41.0 44.9 46.6 44.2 48.9 48.6 

その他の特定財Ḯ 4.6 3.7 5.4 5.6 6.3 5.1 4.9 

構
成
比 

一般財Ḯ等 17.0 23.9 20.4 20.1 23.0 18.7 19.6 

    出所：総務省「都道府県決算状況調」。 

 図表 1-3-3-17 事業内容別の財源別内訳（2008 年度普通会計） 

単位：億円・％ 

  
土木費 

道路 

土木費 

ㇺ市計画 

土木費 

沜Ꮉ 

ㄘᨋ水産業費 

ㄘ業ㄘ村整備 

土木費 

ㇺ市計画 

ⴝ路 

土木費 

住宅 

341 億円 210 億円 138 億円 133 億円 77 億円 21 億円 
普通建設事業費 

100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 

国ᐶᡰ出金 23.4％ 29.5％ 39. 7％ 49.0％ 22.5％ 47.9％ 

分担金㨯負担金㨯ነ㒝金 4.5％  9.3％ 2.3％ 10.3％ 12.9％ 0.0％ 

地方債 57.7％  34.6％ 52.0％ 33.9％ 40.8％ 47.7％ 

その他の特定財Ḯ 0.8％  5.5％ 1.2％ 2.6％ 4.0％ 0.3％ 

一般財Ḯ等 13.6％  21.1％ 4.8％ 4.3％ 19.7％ 4.2％ 

出所：千葉県資料。 

 

02 年度から 08 年度の普通建設事業費の財Ḯの内訳をみると、そのੑ分の一を地方債にଐሽしつ

つ、ᱷりを国ᐶᡰ出金と一般財Ḯ等で⏕଻してきたことがわかる（図表 1-3-3-16）。ちなみに、08

年度の場合、㚂ㇺ圏の一ㇺਃ県と比べると、公債費比率 48.6％は朁੩ㇺに次いで低く（␹太Ꮉ県

60.6％、埼玉県 57.0％、朁੩ㇺ 33.3％）、他方で、国ᐶᡰ出金比率 22.9％は最も高い（␹太Ꮉ県

18.4％、埼玉県 15.3％、朁੩ㇺ 13.4％）。 

もっとも、これらの財Ḯの内訳は、事業内容によって異なる（図表 1-3-3-17）。 

千葉県では長期間の୫金である公債費を増発しつつ、国の開発計画に⺃ዉされて（もしくは開発

計画を活用して）国ᐶᡰ出金、そして自主的な意ᕁで૶用できる一般財Ḯをも動員して道路事業を
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ᣰ⋓に行なっている。しかし、地方債ᱷ高は毎年度Ⓧみあがっており、県財政、߭いては県民にと

って大きな負担になっている。また、地方債のみならず一般財Ḯを道路事業に充当しており、他事

業への一般財Ḯ充当分を࿶ㄼしている。 

 

３ 公営企業会計の決算状況 

千葉県の公営企業会計は、上水道会計、病院事業会計、土地造成会計、工業用水道事業会計に分

かれている。公共事業に関係する、これらの会計ߏとの建設改⦟費、工事費等のᡰ出額をみてみよ

う。  

2001 年度以降の公営企業会計における建設改⦟費等をみると、2005 年度 780 億円をピークに、

それ以降は減少に転じ、2008 年度 398 億円となった。４会計のうち最多の建設改⦟費等は上水道

会計（建設工事費）で、2008 年度は 231 億円、建設改⦟費等合計の 6 割ᒙを占めた（58.0％）。次

に多いのは土地造成事業会計（事業費）で、2008年度は 118億円（29.8％）であった（図表 1-3-3-18）。 

図表 1-3-3-18 公営企業会計における建設改⦟費等の推移 

単位：百万円 

   01 年度 02 年度 03 年度 04 年度 05 年度 06 年度 07 年度 08 年度 

建設改⦟費 23,734 20,687 17,167 30,679 47,479 15,682 18,482 17,130 

᜛ᒛ工事費 4,979 6,208 7,544 11,670 14,829 17,366 7,211 5,983 上水道 

建設工事費 28,713 26,895 24,711 42,349 62,308 33,048 25,693 23,113 

病院事業 建設改⦟費 1,408 2,087 1,728 1,706 1,764 1,713 2,109 1,982 

土地造成整備事業 事業費 2,029 11,165 15,045 17,463 7,958 19,275 25,199 11,886 

工業用水道事業 建設改⦟費 4,936 4,593 4,572 3,725 5,945 3,865 1,069 2,847 

金
額 

企業会計 建設改⦟費等合計 37,086 44,740 46,056 65,243 77,975 57,901 54,070 39,828 

建設改⦟費 64.0 46.2 37.3 47.0 60.9 27.1 34.2 43.0 

᜛ᒛ工事費 13.4 13.9 16.4 17.9 19.0 30.0 13.3 15.0 上水道 

建設工事費 77.4 60.1 53.7 64.9 79.9 57.1 47.5 58.0 

病院事業 建設改⦟費 3.8 4.7 3.8 2.6 2.3 3.0 3.9 5.0 

土地造成整備事業 事業費 5.5 25.0 32.7 26.8 10.2 33.3 46.6 29.8 

工業用水道事業 建設改⦟費 13.3 10.3 9.9 5.7 7.6 6.7 2.0 7.1 

構
成
比 

企業会計 建設改⦟費等合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

出所：千葉県資料。 

 

08 年度の主な事業をみると、上水道事業では、ᳯ戸Ꮉの⠧曝化したฎヮፒ泵水場に代わる施設

として建設を進めてきた「ちば㊁⩵の㉿泵水場」の沄でんᳰⷒ⬄設備工事を行なった。その他、ㅍ

㈩水施設として、ちば㊁⩵㉿泵水場への౎ヮፒ～੖㚅౐実線の㈩水管Ꮣ設工事、千葉ッポータウン

内の㈩水管Ꮣ設工事を実施している。なお千葉県水道局中期計画」によると、「総職員数を平成 22

年度までに 257 人೥減・事務経費を 81 億円೥減、工事コストを 53 億円೥減٠ 業務妅⸤やＰ㧲㧵

ዉ入の᜛大など、民間的経営手法をⓍ極的にዉ入します。」と管理体制の縮減や民間的経営をᒝく

ᛂ出している。 

土地造成整備事業は、⥃洊地域（洁安市からን泟市に⥋る੩葉⥃洊地域において、工業用地෸び

業務・泴通関連用地などを整備）土地造成整備事業、新市ⴝ地（ർ総地域千葉ッポータウンにおい

て住宅や宅地を供⛎する基⋚整備）造成整備事業、内㒽工業用地（朊ፒ工業団地の道路等基⋚整備）

造成事業෸び物泴用地（成田空港の国際物泴・໡業キーニス機⢻などの物泴基地造成）整備事業等

を実施しているほか、᐀ᒛベッコ関連設備（᜛大地区෸び᐀ᒛパイタウン住宅地区など）整備事業
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も行っている。なお、土地造成整備事業は、2012 年度に෼曳する方向にある。 

工業用水事業は、「⥃洊地域等の企業に対して工業用水の安定した供⛎を図るとともに、地下水

の過೾な᳹み上げによる地⋚沄下をᛥ制することを目的」（千葉県「平成 20 年度千葉県公営企業会

計決算審査意見書」）にしている。08 年度の主な事業は、ḡ⷏Ꮉダム෸び౎ゼ場ダムの建設事業費

の一部負担分、泵水場⋙ⷞ制ᓮ設備更新工事（૒ୖ、ⴿヮ洁）である。 

病院事業会計で行なわれた主な工事は、がんコンターでは冷浲水器発生機他改ୃ工事෸び変࿶器

଻管ᐶ建築工事、救急ක≮コンターと♖␹⑼ක≮コンターでは空調設備改ୃ工事、こども病院では

非Ᏹ᡼ㅍ設備改ୃ工事、冷浲水発生装置他の改ୃ工事など設備改ୃや情報シスゾムの整備などであ

る。 

 

４ 地方債のᱷ高の推移 

最後に、地方債ᱷ高についてみておこう。08 年度のᱷ高は 2 兆 3,744 億円、特଀債（⥃時財政

対策債と減෼補てん債）を除くᱷ高は 1 兆 7,769 億円である（図表 1-3-3-19）。毎年度 1,500～1,700

億円⒟度の公債費を計上してもᱷ高は毎年度Ⓧみあがっていっている（図表 1-1-2-20 参ᾖ）。その

背景には、前節まででみたように、公共事業に地方債を充当してきたことがある。 

図表 1-3-3-19 地方債 残高年次推移 

17,840 18,555 18,578 18,699 18,158 17,657 17,279 16,933

3,625 4,209 4,735 5,220 5,975

2,766
1,606

1,152

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

01年度

1兆9,161億円

02年度

2兆0,351億円

03年度

2兆1,561億円

04年度

2兆2,538億円

05年度

2兆2,571億円

06年度

2兆2,708億円

07年度

2兆3,075億円

08年度

2兆3,744億円

億円 臨時財政対策債・減収補てん債
退職手当債
建設地方債

 

出所：千葉県資料。 

図表 1-3-3-20 地方債（歳入）と公債費（歳出）の推移 
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出所：千葉県資料。 

 

また、近年では、⥃時財政対策債と減෼補てん債などの特଀債のᱷ高がⓍみあがっている。財Ḯ

不⿷を補うための⿠債だが、これらは、ర利ఘㆶ金の多くが後年度に交付⒢ភ置される。国は、地

方自治体がこれまでの୫金（県債）によって生じた財Ḯ不⿷を、さらなる୫金（特଀債）によって

充当することを進めており、地方自治体のほうもそれを活用している（活用せߑるを得ない）のが

現状である。 

 

第第第第４４４４節節節節    森田県政森田県政森田県政森田県政のののの課題課題課題課題    

１．森田県政の基本妜൓ 

2009 年 4 月の千葉県知事ㆬの結果、堂本前知事のᡰ援を受けた୥補者をᛥえ、森田知事が誕生

した。森田知事は知事ㆬのマッポフゟストに「アクアライン通行料 800 円」をឝげ、当ㆬ⋥後から

国交省にਸ਼り込むなど泲手なドフォーマンスを➅り広げた。 

2009 年 6 月⼏会においても「中でもアクアライン通行料 800 円という大きな公約の実現に〯み

込むことができました。これは߭とえに千葉県のജ、千葉県民のജであるとᕁいます。⑳は、改め

てᚒが県がᜬつ大きなフゾンシホャを実ᗵした次第でߑߏいます。アクアラインの୯下げは、千葉

県はもとより、㚂ㇺ圏全体の経済活性化、߭いては日本経済の活性化に大きく貢献するものだ」、

また୯下げは「千載一ㆄの奓機であり、この効果を県内経済活性化や地域のᝄ⥝に⏕実に結びつけ

ていくことが重要であります。このため、6 月４日に⑳を本部長とするޡアクアライン活用ᚢ⇛本

部ޢを新設するとともに、໡工ഭ௛部内にޡアクアライン活用ᚢ⇛スームޢを設置」したと表明し

た。補正予算の目玉として「2009 年８月１日から 2011 年３月末まで、ETC ゞに限り、通行料金

を全日普通ゞ 800 円、大ဳゞ 1,320 円と大幅にᒁき下げる社会実㛎を行う」ことをឝげた。これに

઻う観శと地域活性化のため、環Ⴚを整備するᔅ要があるとして、「朁関朁自動ゞ道㙚ጊ線の４ゞ

線化」を進め、県内の観శ施設にスムーゲにたどり着けるように「道路の᜛幅工事」を行うなど、

ධᚱ総方面の観శ道路ヅットョークᒝ化と県内観శ地の「トイヤ、㚢ゞ場の整備」をᛂち出した。 

他の各分㊁では、千葉県総合経済対策本部を中ᔃとした県内経済の活性化と㓹用対策、安ᔃ安全

面では移動交番ゞ 15 台を新たに㈩備、ᱠ道の整備、交差ὐ改⦟や信号機、道路標⼂の設置など交

通安全施設整備事業、県立ቇᩞのᩞ舎や体育㙚の⠴㔡化、㔡災時における✕急物資のャㅍ道路とな

るᯅ᪞の⠴㔡化などの㒐災対策をឝげ、道路などの社会資本の整備としては、ർ千葉道路などの高
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規格道路の整備や地域住民生活にኒ着した生活道路整備、浡ṛ⸃洑のための連続立体交差の整備、

自然災害対策、国土଻全として沜Ꮉ、洊ጯなどの整備を✂⟜的に提案した。また千葉県・␹太Ꮉ県

リッア等超高ㅦ鉄道ᬌ⸛協⼏会を設置し、␹太Ꮉ県と共同でリッア等超高ㅦ鉄道のᬌ⸛を進めると

し運営費 100 万円を⋓り込んでいる。 

成田空港の、平行Ṗ⿛路 2,500 ベートャ化が 10 月からの供用開奿に઻い年間発着回数について

は、国、県、๟ㄝ㧥市町、空港会社による྾者協⼏会で合意された発着回数のさらなる᜛大の可⢻

性に向け、環Ⴚ対策・地域共生策等の課題についてᬌ⸛に着手したこと、千葉の㝯ജ発信に向け知

事を本部長とする「千葉の㝯ജ発信推進本部」を新設し、関係部局で構成する「千葉の㝯ജ発信リ

ーデ゛ンエスーム」を設置し知事自ら千葉ノランチのコーャスマンとしてవ㗡に立ち、さまߑまな

ベデ゛アを活用し、千葉の㝯ജをⓍ極的に発信することを明らかにした。 

 

２．千葉県総合計画案「ノけ㧍ちばర気プラン」策定 

１）2010 年 2 月の定଀会においては、千葉県総合計画案「ノけ㧍ちばర気プラン」を提案し、3

月 19 日に⼏会で⼏決した。策定にあたっては前記のような県民アンケートが実施され、ቇ⼂経㛎

者、市町村長の代表 24 名からなる「策定ᙣ⺣会」が 3 回行われ、ේ案に対する県民のドノリック

コベントが行われた。 

計画書は「第１章 計画策定の基本的な考え方、第２章千葉県が目指す妜（基本構ᗐ編）、第３

章 重ὐ的な施策・取⚵（実施計画編）、第４章 指標一覧、参考資料」から構成されている。 

県民の「くらしḩ⿷度日本一」を基本理念として、千葉県の 10 年後の目指す妜と、これを実現

するため 3 年間（2010 年度～2012 年度）で取り⚵む政策・施策を示すとされている。 

基本理念（第 1 章）に「千葉はర気の発信Ḯ。㚂ㇺ圏、そして日本をリーチし、県民がޡくらし

ḩ⿷度日本一ޢをᗵじ、⹶れる千葉を実現します。」をឝげた。また、この基本理念の実現に向け、

「安全で⼾かなくらしの実現」、「千葉の未来を担うሶどもの育成」、「経済の活性化と交泴基⋚の整

備」という３つの基本目標を設定し、これに沿って 10 年後の千葉県の具体的な妜と目標を設け（第

２章）これらを達成するために、2010 度から 2012 年度までの３年間で重ὐ的に取り⚵む政策や施

策（第３章）を示した。また૬せて行政改㕟計画として「公正・ㅘ明な行財政運営の⏕立」、「県ᐡ

のフゾンシホャの最大化」、「スームスピリットの発ើ」など、「６つの改㕟のⷞὐ、基本的方向」

を、財政ஜ全化計画として県⒢徴෼対策の充実、ᒝ化などによるᱦ入の⏕଻、ᔀᐩした事務・事業

の見⋥しなどによるᱦ出のᛥ制、዁来負担のシ減に向けた取り⚵み等を実施するとした。 

 

２）県は 2009 年 9 月に「総合計画」のේ案策定に当たり、「県民の関ᔃ・要望・意向等を総合的

に把握するため」、全市町村からのή作ὑ抽出 3000 人の県民（県内にዬ住するḩ 20 ᱦ以上の↵奋）

を対象にアンケートを実施し、有効回෼数（率）1,625（54.2％）を得た。 

この県民アンケート結果から、千葉県民が求めている施策が見えてくる。 
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「㧭「㧭「㧭「㧭10101010 年後年後年後年後のののの千葉県千葉県千葉県千葉県をどをどをどをど

んなんなんなんな県県県県ににににឬឬឬឬくのがよいとくのがよいとくのがよいとくのがよいとᕁᕁᕁᕁうううう

かかかか」」」」との設໧に対し、「ක≮や

ஜᐽづくりの取⚵が充実した

安 ᔃ し て 暄 ら せ る 県 」

（67.8％）が約７割となって

おり、以下、「高㦂者や㓚害者

などに対する⑔␩が充実し、

安 ᔃ し て 暄 ら せ る 県 」

（67.4％）、「災害への不安が

少なく、治安のよい安全な県」

（63.5％）が続く。「ሶどもが

ஜやかに生まれ育つことがで

きる県」63.0「自然環Ⴚが大

ಾ に 守 ら れ て い る 県 」

（60.0％）「経済が活発で௛く

場所が多い県」（46.4％）「教

育 が 充 実 し て い る 県 」

（41.7％）「⟤しい景観が大ಾ

に守られている県」（41.6％）

「ㄘᨋ水産業が活発で日本の

食ᢥ化をᡰえる県」（40.0％）

「道路や公࿦、交通機関など

まちの基⋚が整備された県」

（39.6％）「行政だけではなく、

県民がജを合わせて千葉をつ

くりあげることを推進する

県」（32.4％）などの結果であ

った。 

6 割から 7 割を占めている

のは、ஜᐽや高㦂化、災害などへの不安のない「安ᔃ・安全」を求める声であり、ሶ育てや自然環

Ⴚが大ಾにされることである。 

「㧮「㧮「㧮「㧮安全安全安全安全・・・・安ᔃ安ᔃ安ᔃ安ᔃにににに関関関関するするするする７７７７つのつのつのつの項目項目項目項目についてについてについてについてḩ⿷度ḩ⿷度ḩ⿷度ḩ⿷度」」」」の設໧に対しては、「ḩ⿷」と「どちらか

といえばḩ⿷」を合わせた「ޡḩ⿷ޢ計」は、<ᱠ道や信号など交通安全施設が整備されている>

（46.5％）で４割台半ばとなっており、以下、<㒐災⸠✵の実施やㆱ㔍場所の๟知など㒐災に関す

る取⚵が十分に行われている>（35.0％）、<⋧⺣等を気シに行える交番などがり近にある>（31.5％）

などが続き、現状にḩ⿷している回╵は半数以下であり不十分であることが現われている。一方、

「不ḩ」と「どちらかといえば不ḩ」を合わせた「ޡ不ḩޢ計」は、<‽⟋のⵍ害にあうᔃ㈩をせず

に暄らせる>（55.6％）で５割台半ばとなっており、以下、<⋧⺣等を気シに行える交番などがり近

にある>（52.2％）、<ᱠ道や信号など交通安全施設が整備されている>（46.3％）が続く。 

図表 1-3-4-1  

2009 年県民アンケート結果 「A10 年後の千葉県に描くこと」 

出所：千葉県ホームページ。 
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また「㧯㧯㧯㧯基⋚基⋚基⋚基⋚づくりにづくりにづくりにづくりに関関関関するするするする６６６６つのつのつのつの項目項目項目項目」」」」についてḩ⿷度を⡞いたところ、「ḩ⿷」と「どちら

かといえばḩ⿷」を合わせた「ޡḩ⿷ޢ計」は、ޛㇺ市公࿦や県民の森など、り近なところに✛が多

い（％70.4）ޜで約７割となっており、以下、ޛ沜Ꮉやḓ沢にⷫしめるような、ㆆᱠ道や自然に近い

⼔ጯが整備されているޛ、（％42.9）ޜ㚞や病院、官公ᐡ施設など、多くの人が利用する施設๟ㄝの

道路が、高㦂者や㓚害をᜬった人にも移動しやすいように整備されている（％34.4）ޜが続く。一

方、「不ḩ」と「どちらかといえば不ḩ」を合わせた「ޡ不ḩޢ計」は、ޛ㚞や病院、官公ᐡ施設な

ど、多くの人が利用する施設๟ㄝの道路が、高㦂者や㓚害をᜬった人にも移動しやすいように整備

されている（％53.9）ޜで５割台となっており、以下、ޛฝ᛬ヤーンの設置や立体交差による〯ಾの

除去などの浡ṛ対策がとられているޛ、（％53.7）ޜ道路などの社会資本を整備する際に、住民の意

見・要望が෻昚されている（％44.0）ޜが続く。 

㧭、㧮、㧯の設໧に関する県民の回╵から明らかなのは「サフト面での安ᔃ・安全」も「デーチ

面での安ᔃ・安全」でもまだまだ不十分であり、高㦂者、㓚害者が日Ᏹ生活においても災害時（未

然の対策はもちろん）にも対応した施策が求められていることである。 

 

３．2010 年度予算の概要 

森田知事は予算案の提案にあたり、以下の主要項目について内容⺑明した。 
    
第第第第１１１１    ሶሶሶሶどものどものどものどもの育成ᡰ援育成ᡰ援育成ᡰ援育成ᡰ援 

ሶ供のක≮費に対する助成を 2010 年 12 月から対象を小ቇᩞ３年生までに᜛大、଻育所ᓙ機ఽ┬のᣧ期⸃

洑のため、民間଻育所の施設整備に県න独の加算ភ置による✕急的に଻育所の整備をଦ進、᡼課後のሶ供た

ちの生活やㆆびの場の⏕଻、安全安全安全安全・・・・安ᔃ安ᔃ安ᔃ安ᔃなዬ場所づくりのために市町村事業へのᡰ援、⠧曝化、⁜㓖化が⪺

しいఽ┬㙃⼔施設ን洁ቇ࿦の建てかえ実施。 

第第第第２２２２    高㦂者高㦂者高㦂者高㦂者・・・・㓚害者⑔␩㓚害者⑔␩㓚害者⑔␩㓚害者⑔␩のののの充実充実充実充実 

入所Ꮧ望者の多い特別㙃⼔⠧人ビームの✕急的に整備をଦ進のため⥃時的施設整備補助න価のᒁき上げ、

今後の高㦂社会における住まい、地域コプポッゾ゛ー、介⼔⑔␩キーニスのあるべき妜をᬌ⸛するための調

査・分析、在宅で生活する重∝ᔃり㓚害ఽ（者）を介⼔するኅᣖ等の介⼔負担のシ減を図るため、県内５ィ

所に⍴期入所できる施設の⏕଻、⹺知∝に係るኾ㐷ක≮の提供やኾ㐷⋧⺣、情報提供などを行う⹺知∝∔ᖚ

ක≮コンターを設置するとともに、知的㓚害等があるೃ務所受ೃ者の出所後、⋥ちに⑔␩キーニスへとつな

げる準備を行う地域生活定着ᡰ援コンター設置。 

第第第第３３３３    ක≮体制ක≮体制ක≮体制ක≮体制のののの整備整備整備整備 

කᏧ不⿷や救急ක≮体制のᒙ体化中、公的ක≮機関の施設整備に対する助成を増額するとともに、๟産期

Უሶක≮コンターにおける新生ఽ集中治≮ቶ等の整備をଦ進し、Უ体෸び⢝ఽから新生ఽまで一⽾したක≮

提供体制の充実を図る、地域における小ఽක≮水準の向上を図るため、小ఽ∔ᖚ、新生ఽ∔ᖚの⸻断、治≮

を行うක≮施設・設備の整備に対し助成、国の交付金により造成した基金を活用して、地域ක≮の再生に向

け、地域の２次救急ක≮へのᡰ援とともに、කቇ部大ቇ院生、⋴⼔ቇ生に対するୃቇ資金の⾉し付けにより

地域ක≮従事者の⏕଻を図る。 

第第第第４４４４    経済経済経済経済・・・・㓹用対策㓹用対策㓹用対策㓹用対策のののの᜛充᜛充᜛充᜛充 

ಾれ目ない経済・㓹用対策として中小企業ᝄ⥝資金のⲢ資枠の᜛大や✕急㓹用基金事業などの経済・㓹用

対策を᜛充、2009 年度２月補正予算において、国からの地域活性化・きめ細かな⥃時交付金などを活用して、

県立ቇᩞの⠴㔡化などの事業の前倒しや比較的小規模な公共事業等のㅊ加を行い、年度当初の受注減の回ㆱ

と新年度予算への円Ṗな移行を図り、地域経済の活性化につなげる。新たに（઒⒓）スホヤング企業ᡰ援コ

ンターを設置し、ョンストップで経営やᛛⴚ、金Ⲣに関する⋧⺣などを行い、中小企業の経営安定と成長を

ᡰ援、一層厳しさを増す県内໡業環Ⴚの改ༀに向けて、໡業団体等と市町村が連៤した໡ᐫⴝの活性化への

取り⚵みへの助成。 

第第第第５５５５    安全安全安全安全・・・・安ᔃ安ᔃ安ᔃ安ᔃのののの⏕଻⏕଻⏕଻⏕଻ 

‽⟋や事᡿のない災害にᒝい地域社会で安全に安ᔃして暄らせ⦟奓な治安を⏕଻するため、⼊ኤ官を 75

名増員 2009 年度に整備した移動交番ゞに移動交番⋧⺣員を㈩置するとともに、不在交番の⸃洑を図るため、
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交番⋧⺣員を増員、県内市町村の洑㒐ജの向上を図るため、市町村が実施する高規格救急ゞの整備などに対

し助成、਻ㇺ県市合同で行う㒐災⸠✵のᐙ事県として、関係機関等と共同で⸠✵を実施、国の交付金により

造成した基金を活用して、災害᜚ὐ病院等の⠴㔡工事費に対し助成するとともに、県立ቇᩞやᯅ᪞など公共

施設の⠴㔡化を進める。 

第第第第６６６６    ቇᩞ教育ቇᩞ教育ቇᩞ教育ቇᩞ教育・・・・スフーゼスフーゼスフーゼスフーゼののののᝄ⥝ᝄ⥝ᝄ⥝ᝄ⥝ 

⑳立ቇᩞのᝄ⥝と଻⼔者負担のシ減のため、高等ቇᩞとᐜ⒩࿦に対する経Ᏹ費補助の県න独の補助න価を

増額、千葉県の教育をర気にする有⼂者会⼏からの提⸒を受け、道ᓼ教育を一層充実させるための指ዉのあ

り方や教曩の開発などについてのᬌ⸛、県独自の指ዉ書に基づく໧題を作成・㈩信し、中ቇ生のቇ⠌意᰼の

向上を図り、教員の᝼業づくりをᡰ援、特別ᡰ援ቇᩞのఽ┬・生ᓤの増加に઻う過ኒ化に対応するため、高

等ቇᩞの施設を活用した分ᩞ・分教ቶの整備を進め、体浲調整が࿎㔍な生ᓤに㈩ᘦし、普通教ቶに続き、理

⑼ቶなどの特別教ቶにも空調設備を整備。ゆめ半ፉ千葉国体・ゆめ半ፉ千葉大会については、市町村への助

成開௅経費を⏕଻、出場するㆬ手の育成ᒝ化、県民総参加により、ਔ大会の成ഞに向けて全ജで取り⚵む。 

第第第第７７７７    観శᝄ⥝観శᝄ⥝観శᝄ⥝観శᝄ⥝とととと地域活性化地域活性化地域活性化地域活性化 

ゆめ半ፉ千葉国体・ゆめ半ፉ千葉大会の開௅を契機に、多くの観శ資Ḯやおいしいㄘᨋ水産物など、本県

がᜬつ数々の㝯ജを全国に発信し、観శቴの増加やㄘᨋ水産物の知名度の向上につなげ、朁੩湾アクアライ

ンの料金ᒁき下げ社会実㛎をᒁき続き実施するとともに、料金ᒁき下げを活用した観శプュペーションを実

施、全国から⸰れる⊝様が気ᜬちよくṛ在、観శできるよう、奋性に㈩ᘦしたトイヤ、㚢ゞ場などの施設整

備、ධᚱ総観శ道路のヅットョークᒝ化を一層推進するとともに、宿沬・ṛ在ဳ観శに取り⚵む市町村へ助

成する。 

第第第第８８８８    ㄘᨋ水産業ㄘᨋ水産業ㄘᨋ水産業ㄘᨋ水産業ののののᝄ⥝ᝄ⥝ᝄ⥝ᝄ⥝ 

࿦⧓産地の生産ജのᒝ化᜛大を図るため、ドイプデウス等の施設整備に対し助成、⠧曝化したᣢሽデウス

等の更新、改ୃに助成。国の交付金を活用して࿦⧓産地の┹੎ജをᒝ化するため、施設、機械のዉ入、新規

就ㄘ者等が取り⚵む施設、機械のዉ入、㙃⽋ㄘኅの負担シ減のため⡺⽋価格の下落時に対応したⓍ立金、❥

ᱺㄘ場の整備に対し助成。県産ㄘᨋ水産物のイベーグアップを図る知事のトップコーャス、千葉県フゟア開

௅し、県産ຠのＰ㧾による新たな⽼路開拓、⽼売ଦ進。 

第第第第㧥㧥㧥㧥    ⦟奓⦟奓⦟奓⦟奓なななな自然自然自然自然・・・・生活環Ⴚ生活環Ⴚ生活環Ⴚ生活環Ⴚづくりづくりづくりづくり 

国の交付金により造成した基金を活用し県有施設における外㓁శ発電設備のዉ入やᾖ明の㧸㧱㧰化などを

実施、市町村や中小事業者が行う省゠ヅ改ୃ等に対し助成、2010 年 10 月の⠀田空港㧰Ṗ⿛路の運用開奿に

઻う㘧行ャートの変更や㘧行ଢ数の増加による㛍㖸の影響を把握の実態調査。産業廃᫈物の不法投᫈⋙ⷞド

トューャを実施と市町村が行う⋙ⷞ・㒐止対策の取り⚵みを助成。 

第第第第１０１０１０１０    社会基⋚社会基⋚社会基⋚社会基⋚のののの整備整備整備整備・・・・まちづくりまちづくりまちづくりまちづくり 

ർ千葉道路などᐙ線道路の整備や生活関連道路の整備、連続立体交差の整備など、整備効果の高い事業を

中ᔃに道路整備、市町村等が経営する水道事業に対し助成を行い、住民負担のシ減、経営のஜ全化を図る。

ർ総鉄道の運⾓୯下げᡰ援を、朁葉高ㅦ鉄道ᩣ式会社に対し出資等のᡰ援、鉄道㚞゠ヤパーター等の整備や

超低床テンスゾップトスのዉ入に対し助成する。 

 

 

以上に加え報告事項としてԘ成田空港に関する྾者協⼏会において、成田国際空港ᩣ式会社から

年間発着回数 30 万回時の予浴㛍㖸影響▸࿐や環Ⴚ対策・地域共生策の基本的な考え方が示され、

㛍㖸区域の見⋥しに着手することに関し「ᣧ期に地域の方々のᓮ理⸃が得られるよう最大限ദജ」

する、ԙ朁੩湾アクアラインの料金ᒁき下げの社会実㛎がスタートして半年が経過し、交通量は前

年の同時期に比べ 52％増加し、ධᚱ総地域の観శቴも 14％増加、１月 20 日には木更泟市金田地

区にアウトヤットペーャの進出が決定するなど千葉県経済に非Ᏹによい影響が出ており具体的な

施策を示すアクアライン活用ᚢ⇛の行動計画を年度内に策定し、企業⺃⥌、観శのᝄ⥝෸び関連道

路✂の整備などに、これまで以上にⓍ極的に取り⚵むことを明らかにした。 
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図表 1-3-4-2 2010 年度千葉県主要事業と予算 

 

出所：千葉県ホームページ。 
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図 1-3-4-3 2010 年度千葉県一般会計内訳 

左上＝歳入内訳 左下＝歳出内訳（性質別）右上＝歳出内訳（目的別） 

 

 出所：千葉県「平成 22 年度 当初予算案について」。 
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４．ᔅ要な公共事業の⾰的転換と地域ᓴ環ဳ経済⏕立のⷞὐ 

県民アンケートから明らかになった県民の県政に求める施策・課題は、ක≮・⑔␩の充実であり、

デーチ、サフトਔ面の生活の安全、安ᔃと利ଢ性の⏕଻である。県の総合計画や予算⺑明には、こ

うした県民の意向も෻昚し、随所に「安全、安ᔃ」が⋓り込まれている。 

その一方では成田国際空港๟ㄝとアクコス高ㅦ鉄道建設とその沿線開発や朁੩湾アクアライン、

圏央道を通じての県外、とりわけ㚂ㇺ圏からの人ญ泴入や観శቴ泴入と企業⺃⥌などの外部からの

経済活動要因に多大な期ᓙをነせた地域ᝄ⥝をឝげている。この基本的発ᗐは、沢田県政以来の「ਃ

つのオートウゟイから受ける経済ജとޡ千葉新産業ਃⷺ構ᗐޢ」をᒁき継いだものとなっている。

しかし、第２章第３節に見られるように県の厳しい財政下で、普通建設事業費、土木費は年々縮小

の道をㄡっており、財Ḯとしての国ᐶ補助金や地方債の᜛大は期ᓙできない状況である。千葉県の

場合は、圏央道や外環などの大規模ᐙ線道路は⋥ធ的には国が実施してきたが、これに઻う負担金

や県出資の第ਃコクターによる高ㅦ鉄道建設とその沿線開発、成田国際空港へのアクコス道路建設

などの開発ဳ事業に多大な事業費を投入してきた。 

県はこれまで住宅供⛎公社や企業ᐡが実施してきたつくば EX沿線ッポータウンの区画整理を県

の事業としてᒁき取り（05 年度、06 年度）、かずさアィデプアドークㄈの⎕✋処理を૛௾なくされ

ている。 

2008 年 7 月に策定された「第４次千葉県国土利用計画」では「安全で安ᔃできる暄らしの⏕଻」

として「地㔡、台㘑や集中⽕㔎、泟波、高ầ等の自然災害から県民の生๮、財産を守ることは、安

全に安ᔃして暄らしていくためにᰳかせないものです。本県は、地൓・地⾰的、気象的に集中⽕㔎、

台㘑、地㔡、高ầ、洊ጯଚ食等による自然災害の発生が懸念される」ことから、ᒁき続き災害対策

のᒝ化を図るために治水事業、治ጊ事業等を計画的に推進ことのᔅ要性をᒝ調している。そして、

県、市町村、⼊ኤ、洑㒐等の各関係機関が⋧互に連៤・協௛し、総合的・計画的に「デーチ面の整

備」と、「サフト施策をዷ開」し、自然災害にᒝい県土の形成を図っていくとしている。 

また、2010 年 6 月に「千葉県ᯅ᪞長ኼ๮化計画案」を策定し、ᬌ⸛が進められている。これは、

県が管理している県内 2100 以上のᯅ᪞（そのうち 15㨙以上は 858 ᯅ）が今後次々と 40 年、50

年経過する高㦂化ᯅ᪞が増え一ᢧに更新時期を迎え財政負担が急増することを懸念し、その予㒐ភ

置や長ኼ๮化を図ろうというものだ。高度成長期に急ㅦに整備されたのはᯅ᪞だけではなく、今後

各種の土木施設や公共建築物の⠧曝化が進行し、その⛽ᜬ経費や更新経費の増大はㆱけられない。 

こうした自然災害対策や⠧曝化の進行する⻉施設の⛽ᜬୃ❲・更新を重ὐにした経費⏕଻と県の

投資的経費の♖査と転換が求められている。またこうした事業を通しての建設投資で∋ᑷしている

県内の建設業の育成と地域経済の活性化につなげていくという妜൓が求められる。 

特に民間企業の投資ജのᒙい中ጊ間地ほど地方自治体の投資に果たすᓎ割が大きい。県の財政ᡰ

出が当⹥地域にᩮߑす産業の基⋚的社会資本の充実や産業育成のための⋥ធ的ᡰ援、地域の住民生

活の安全と⾰の向上、ක≮や社会⑔␩の向上のために投資されるなら、その財政ᡰ出は地域内をᓴ

環し、地域の経済ജを高め、その結果県の⒢෼を⼾かにすることができる。 

そのことが県民の求める安全・安ᔃな千葉県づくりにつながり、県外からの大企業⺃⥌に過度に

ଐሽするのではない、地域内産業連関の構築による地域内ᓴ環ဳ経済の形成につながる。 
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第第第第１１１１章章章章    2008200820082008 年度年度年度年度千葉県発注工事千葉県発注工事千葉県発注工事千葉県発注工事のののの発注者側発注者側発注者側発注者側からみたからみたからみたからみた特徴特徴特徴特徴    

 

第第第第１１１１節節節節    工事規模工事規模工事規模工事規模からみるからみるからみるからみる特徴特徴特徴特徴    

    

１．工事規模別発注金額の推移と特徴 

 

発注金額が減少の中で、小額工事の発注が減っている 

図表 2-1-1-1 は、工事規模別発注金額および構成比の推移である。 

発注金額の総額は、2008 年度 1,035 億 680 万円であった。2004 年度以降 100～20 億円の幅で

減少し、2008 年度は 2007 年度に比べて 20 億 5,400 万円減少している。1,035 億 680 万円はピー

ク時 2004 年度の約 84%に当り、発注金額は減少傾向にある。 

2008 年度の工事規模別発注金額は、1,000 万～5,000 万円未ḩが 552 億 7,810 万円で最も多く、

発注金額全体の 5 割以上（構成比 53.4%）を占めている。次に、1 億～5 億円 199 億 2,600 万円（同

19.3％）、5,000 万～1 億円 113 億 6,990 万円（同 11.0％）であった。このうち、5,000 万～1 億円

未ḩは、2007 年度 216 億 1,470 万円（同 20.5％）の額・率ともに半減となった。 

工事規模別にみて、それまでの年度と同様に 2008 年度も 1,000 万～5,000 万円未ḩ、5,000 万～

１億円未ḩ、１億～5 億円未ḩの３つのクラスに集中している。ただし、これら３区分の推移は異

なっている。なかでも 1 億～5 億円未ḩは 2006 年度に大きく減少したが、それ以降は増加し、2008

年度 199 億 2,600 万円（同 19.3％）は 4 年߱りに 5,000 万～１億円未ḩを上回った。 

図表 2-1-1-1 工事規模別、発注金額の推移 

 単位：上段・百万円、下段・％ 

工事規模
ψ

全体
50万円
未ḩ

～100万円
未ḩ

～500万円
未ḩ

～1000万円
未ḩ

～5000万円
未ḩ

～1億円
未ḩ

～5億円
未ḩ

～10億円
未ḩ

～50億円
未ḩ

50億円
以上

105,830.7 � � 1,751.3 5,235.6 39,350.4 23,597.5 20,875.5 5,596.6 9,423.8 �
100.0 � � 1.7 4.9 37.2 22.3 19.7 5.3 8.9 �

90,570.4 � � 1,638.2 4,579.8 34,588.8 21,120.0 18,915.2 4,005.9 5,722.5 �
100.0 � � 1.8 5.1 38.2 23.3 20.9 4.4 6.3 �

123,771.0 � � 2,257.8 5,999.2 49,197.2 27,054.5 28,466.1 9,647.5 1,148.7 �
100.0 � � 1.8 4.8 39.7 21.9 23.0 7.8 0.9 �

112,760.2 225.8 436.8 3,655.1 5,848.9 47,112.8 22,636.9 21,454.7 4,356.5 7,050.8 �
100.0 0.2 0.4 3.2 5.2 41.8 20.1 19.0 3.9 6.3 �

107,260.5 204.0 403.9 3,666.6 5,913.2 47,796.8 20,800.7 13,360.5 4,505.6 10,627.2 �

100.0 0.2 0.4 3.4 5.5 44.6 19.4 12.5 4.2 9.9 �

105,561.3 183.0 404.3 3,349.8 5,447.6 52,727.2 21,614.7 15,246.8 5,450.9 1,155.0 �

100.0 0.2 0.4 3.2 5.2 49.9 20.5 14.4 5.2 1.1 �

103,506.8 160.0 355.9 3,100.9 4,944.3 55,278.1 11,369.9 19,926.0 3,536.2 4,854.7 �

100.0 0.2 0.3 3.0 4.8 53.4 11.0 19.3 3.4 4.7 �

2005年度

2006年度

2002年度

2007年度

2008年度

2003年度

2004年度

 

注：2002 年度～2004 年度のデータには 250 万円未満の工事の統計データは含まれていないため、年度経過の同一基準での比較

はできないが、参考データとして記した。 

 

ここ数年の傾向としては、1,000 万円未ḩの少額工事の発注金額が減少し、他方で、1 億円以上

の発注金額は増加の傾向にある。 

発注金額に占める 100 万円未ḩや 500 万円未ḩの小額工事の割合は 4％にḩたない（ただし発注

件数は多い）。これらの工事規模は、県内の小㔖細業者への発注が多くを占めるが、ここ数年は明

⏕に減少している。2008 年度は、100 万～500 万円未ḩ 31 億円 90 万円（前年比－約 2 億 5,000

万円）、50 万～100 万円未ḩ 3 億 5,690 万（前年比－約 4,800 万円）で、構成比にしても低下して
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いる。 

他方、規模の大きな 5 億～10 億円未ḩと 10 億～50 億円未ḩは、2002 年度から 2006 年度まで

合計して 100 億円台を⏕଻してきたが、2007 年度以降は大きく減少して 66 億円 590 万円、2008

年度は 83 億 9,000 万円であった。この２階層は、1 件当たりの工事金額が大きいために年度毎の

トラゼゥも大きく、変化の傾向を把握するにはもう少し経年的に見るᔅ要があろう。 

 

2006 年度以降小規模工事の発注額が減少している 

 図表 2-1-1-2 は、工事規模をイベーグ的に分かり昒いように下記の４分類にして発注金額の推移

をみたものである。 

小規模工事小規模工事小規模工事小規模工事㧦～㧦～㧦～㧦～1111,000000000000 万円未ḩ万円未ḩ万円未ḩ万円未ḩ        

中規模工事中規模工事中規模工事中規模工事㧦㧦㧦㧦1111,000000000000 万円万円万円万円～～～～１１１１億円未ḩ億円未ḩ億円未ḩ億円未ḩ    

大規模工事大規模工事大規模工事大規模工事㧦㧦㧦㧦1111 億円億円億円億円～～～～10101010 億円未ḩ億円未ḩ億円未ḩ億円未ḩ    

超大規模工事超大規模工事超大規模工事超大規模工事㧦㧦㧦㧦10101010 億円以上億円以上億円以上億円以上    

小規模工事は 2006 年度の 101 億

8,800 万円（構成比 9.5％）をピーク

に減少傾向にあり、毎年度 8 億円⒟

度の減少幅で推移し、2008 年度は

85 億 6,100 万円（同 8.3％）となっ

た。 

発注金額が最も大きいのは中規模

工事で、2008年度666億4,800万円、

全体の 6 割ᒝを占めている（同

64.4％）。2002～2007 年度までは

額・率ともに若干増加の傾向を示し、

2007 年度 743 億 4,200 万円（同

70.4％）は額・率ともにこの間のピ

ークであった。2008 年度は減少した

が、それでも 600 億円・60％を超え

ている。 

大規模工事は 2008 年度 234 億

6,200 万円（同 22.7％）、この間のピークは 2004 年度 381 億 1,400 万円（同 30.8％）で、2005 年

度、2006 年度は減少し、それ以降は再び増加の傾向にある。 

超大規模工事は、వに述べたように発注件数が少なく、発注金額が年度でばらつき、増減の傾向

は判然としない。この 7 年間の最高（2006 年度 106 億 2,700 万円）と最小（2004 年度 11 億 4,900

万円）の差は 10 倍にも上り、2008 年度 48 億 5,500 万円はピークの 2006 年度の半分以下（45.7％）

の発注額となっている。 

２．工事規模における埼玉県との比較 

 

埼玉県に較べて千葉県の発注は、小規模工事額が多い 

図表 2-1-1-3 は、千葉県と埼玉県の工事規模別の推移をみたものである。 

図表 2-1-1-2 工事規模４区分別、発注金額の推移 

単位：上段・百万円、下段・％ 

小規模 中規模 大規模 超大規模 

工事規模ψ 全体 ～1 千万円 

未ḩ 

～1 億円 

未ḩ 

～10 億円 

未ḩ 

10 億円 

以上 

105,831 6,987 62,948 26,472 9,424 
2002 年度 

100.0 6.6 59.5 25.0 8.9 

90,570 6,218 55,709 22,921 5,723 
2003 年度 

100.0 6.9 61.5 25.3 6.3 

123,771 8,257 76,252 38,114 1,149 
2004 年度 

100.0 6.7 61.6 30.8 0.9 

112,760 10,167 69,750 25,811 7,051 
2005 年度 

100.0 9.0 61.9 22.9 6.3 

107,261 10,188 68,598 17,866 10,627 
2006 年度 

100.0 9.5 64.0 16.7 9.9 

105,561 9,385 74,342 20,698 1,155 
2007 年度 

100.0 8.9 70.4 19.6 1.1 

103,507 8,561 66,648 23,462 4,855 
2008 年度 

100.0 8.3 64.4 22.7 4.7 

注：2002 年度～2004 年度のデータには 250 万円未満の工事の統計デー

タは含まれていないため、年度経過の同一基準の比較はできないが、参

考データとして記した。 
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発注金額はਔ県とも 1,000 億円前後で推移しているが、千葉県の方がやや多い（2008 年度㧦千

葉県 1,035 億 700 万円、埼玉県 966 億 9,900 万円）。その下で、埼玉県に比べて千葉県は、小規模

工事の割合が高く、大規模工事のそれが低い。 

具体的にみると、小規模工事は、2005 年度以降は千葉県の構成比が埼玉県を 2～3%上回り、2008

年度は千葉県 85 億 6,100 万円・8.3％、埼玉県 59 億 6,400 万円・6.2％であった。 

発注金額の総額、構成比とも最も高い中規模工事においても、千葉県の発注金額のほうが大きい。

2008 年度は千葉県 666 億円 4,800 万円（同 64.4％）、埼玉県 486 億円 1,200 万円（50.3％）で、

千葉県が 14.1%上回った。 

 

図表 2-1-1-3 埼玉県と千葉県の工事規模４区分別、発注金額の推移 

単位：上段・百万円、下段・％ 

小規模 中規模 大規模 超大規模 

全体 ～１千万円 

未ḩ 

～1 億円 

未ḩ 

～10 億円 

未ḩ 

10 億円 

以上 

工事規模 

ψ 

埼玉 千葉 埼玉 千葉 埼玉 千葉 埼玉 千葉 埼玉 千葉 

159,308 105,831 8,101 6,987 64,521 62,948 37,804 26,472 48,883 9,424 
2002 年度 

100.0 100.0 5.1 6.6 40.5 59.5 23.7 25.0 30.7 8.9 

90,892 90,570 7,115 6,218 51,897 55,709 25,227 22,921 6,653 5,723 
2003 年度 

100.0 100.0 7.8 6.9 57.1 61.5 27.8 25.3 7.3 6.3 

105,615 123,771 6,457 8,257 53,710 76,252 27,426 38,114 18,023 1,149 
2004 年度 

100.0 100.0 6.1 6.7 50.9 61.6 26.0 30.8 17.1 0.9 

94,715 112,760 6,566 10,167 56,722 69,750 21,059 25,811 10,368 7,051 
2005 年度 

100.0 100.0 6.9 9.0 59.9 61.9 22.2 22.9 10.9 6.3 

104,724 107,261 6,435 10,188 58,843 68,598 29,051 17,866 10,395 10,627 
2006 年度 

100.0 100.0 6.1 9.5 56.2 64.0 27.7 16.7 9.9 9.9 

101,365 105,561 6,074 9,385 54,125 74,342 31,325 20,698 9,841 1,155 
2007 年度 

100.0 100.0 6.0 8.9 53.4 70.4 30.9 19.6 9.7 1.1 

96,699 103,507 5,964 8,561 48,612 66,648 25,811 23,462 16,312 4,855 
2008 年度 

100.0 100.0 6.2 8.3 50.3 64.4 26.7 22.7 16.9 4.7 

注：千葉県 2002 年度～2004 年度のデータには 250 万円未満の工事の統計データは含まれていないため、年度経

過の同一基準の比較はできないが、参考値として示した。 

出所：「埼玉県政の公共事業政策に関する調査・研究」報告書より転載。 

 

一方、大規模工事になると、千葉県は埼玉県を下回る。2005 年度は千葉県と埼玉県ともに 200

億円を超えて（千葉県 258 億円、埼玉県 210 億円）、構成比は 22％台であった。しかし、2006 年

度、2007 年度になると千葉県は発注額、構成比ともに埼玉県を下回り、構成比で 10%⒟差がでた。

2008 年度は、千葉県 234 億 6,200 万円・22.7％、埼玉県 258 億 1,100 万円・26.7％で、2007 年度

ほどではないがやはり下回った。 

超大規模工事にしても、千葉県の発注金額は埼玉県のそれを下回っている。2008 年度の千葉県

48 億 5,500 万円（4.7％）に対し埼玉県 163 億 1,200 万円（16.9％）と、その差は発注額で 115 億

円、構成比で 12.2%である。 

 

３．工事規模別発注件数の推移と特徴 

 

100～500 万円未満と 1,000～5,000 万円未満の工事件数が多い 

次に、工事規模別の発注件数と構成比の年度推移をみたのが図表 2-1-1-4 である。 
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図表 2-1-1-4 工事規模別、発注件数の推移 

単位：上段・件数、下段・％ 

 

近年の発注件数は減少傾向にあり、2008 年度はこの 4 年間で最も少ない 5,399 件、2007 年度に

比べて－466 件であった。 

工事規模別に発注件数をみると、5,000 万円未ḩの小・中規模工事に集中している。1,000 万～

5,000 万円未ḩが 2,147 件（構成比 39.8%）と最も多く、次いで 100 万～500 万円未ḩが 1,226 件

（同 22.7%）、500 万～１,000 万円未ḩが 676 件（同 12.5%）、この３つの階層で 4,049 件、全体

の 75.0%を占める。଀年 1,000 万～5,000 万円未ḩが最多で、100 万～500 万円未ḩがそれに次ߋ

というドターンである。 

 

工事規模 1,000 万～5,000 万円未満の発注件数が唯一増加 

また、全体件数が減少する中、໑一 1,000 万～5,000 万円未ḩの発注件数が増加傾向にある。こ

の傾向が、他の工事規模の件数の減少と関連があるかุかは今のところ判断はできないが、小規模

工事の大規模化につながっていないか、今後の推移を見守るᔅ要がある。 

 

発注件数でみるとほとんどが小・中規模工事 中規模工事は増加傾向 

工事規模別発注件数について、発注

金額と同様に小規模工事、中規模工事、

大規模工事、超大規模工事に分類し、

その推移を示したのが図表 2-1-1-5 で

ある。 

各年度とも小規模工事が最多、次い

で中規模工事で、小・中規模工事をあ

わせた構成比は 98％超であり、発注件

数で見ると、そのほとんどが小・中規

模工事である。 

しかし、小規模工事の発注件数は

2005 年度以降減少傾向にあり、2008 年度では 3,000 件をಾって 2,984 件、構成比は 55.3％で、2007

年度の 57.6％より 2.3％低下した。 

他方、中規模工事は 2007 年度 2,405 件から 2008 年度は 2,309 件と減少した。しかし、構成比

は 2005 年度以降上᣹傾向にある（2005 年度 36.9％、206 年度 38.5％、2007 年度 41.0％、2008

工事規模ψ 全体
50万円
未ḩ

～100万円
未ḩ

～500万円
未ḩ

～1000万円
未ḩ

～5000万円
未ḩ

～1億円
未ḩ

～5億円
未ḩ

～10億円
未ḩ

～50億円
未ḩ

50億円
以上

6,229 865 633 1,491 825 1,976 323 106 6 4 �

100.0 13.9 10.2 23.9 13.2 31.7 5.2 1.7 0.1 0.1 �

5,956 722 595 1,447 818 2,002 291 69 7 4 1

100.0 12.1 10.0 24.3 13.7 33.6 4.9 1.2 0.1 0.1 0.0

5,865 666 590 1,377 747 2,106 299 71 8 1 �

100.0 11.4 10.1 23.5 12.7 35.9 5.1 1.2 0.1 0.0 �

5,399 572 510 1,226 676 2,147 162 97 5 4 �

100.0 10.6 9.4 22.7 12.5 39.8 3.0 1.8 0.1 0.1 �

2006年度

2007年度

2008年度

2005年度

図表 2-1-1-5 工事規模４区分別、発注件数の推移 

単位：上段・件、下段・％ 

小規模 中規模 大規模 超大規模 
工事規模 

ψ 
全体 ～1 千万円 

未ḩ 

～1 億円 

未ḩ 

～10 億円 

未ḩ 

10 億円 

以上 

6,229 3,814 2,299 112 4 
2005 年度 

100.0 61.2 36.9 1.8 0.1 

5,956 3,582 2,293 76 5 
2006 年度 

100.0 60.1 38.5 1.3 0.1 

5,865 3,380 2,405 79 1 
2007 年度 

100.0 57.6 41.0 1.3 0.0 

5,399 2,984 2,309 102 4 
2008 年度 

100.0 55.3 42.8 1.9 0.1 
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年度 42.8％）。この傾向が続けば、小規模工事（1,000 万円未ḩ）と中規模工事（1,000 万～1 億円

未ḩ）の発注件数は均ⴧ、もしくはㅒ転する可⢻性を示しており、今後が注目される。なお、大・

超大規模工事の合計は 2％前後で推移し、ᱴど変わっていない。 

 

４．工事規模別発注件数における埼玉県との比較 

 

発注件数でも埼玉より千葉の小規模工事発注件数が多い傾向は変わらない 

図表 2-1-1-6 は、工事規模別の発注件数を埼玉県と比較したものである。 

 

図表 2-1-1-6 埼玉県と千葉県の工事規模４区分別、発注件数の推移 

単位：上段・件、下段・％ 

小規模 中規模 大規模 超大規模 

全体 ～１千万円 

未ḩ 

～1 億円 

未ḩ 

～10 億円 

未ḩ 

10 億円 

以上 

工事規模 

ψ 

埼玉 千葉 埼玉 千葉 埼玉 千葉 埼玉 千葉 埼玉 千葉 

3,604 6,229 1,857 3,814 1,668 2,299 71 112 6 4 
2005 年度 

100.0 100.0 51.5 61.2 46.3 36.9 2.0 1.8 0.2 0.1 

3,517 5,956 1,704 3,582 1,695 2,293 108 76 3 5 
2006 年度 

100.0 100.0 48.5 60.1 48.2 38.5 3.1 1.3 0.1 0.1 

3,258 5,865 1,519 3,380 1,613 2,405 110 79 7 1 
2007 年度 

100.0 100.0 46.6 57.6 49.5 41.0 3.4 1.3 0.2 0.0 

3,096 5,399 1,546 2,984 1,439 2,309 97 102 8 4 
2008 年度 

100.0 100.0 49.9 55.3 46.5 42.8 3.1 1.9 0.3 0.1 

出所：埼玉県のデータ「埼玉県政の公共事業政策に関する調査・研究」報告書より転載。 

 

2008 年度の千葉県発注の公共工事は、埼玉県に比べて小規模工事の発注件数の割合が高い。 

具体的にみると、小規模工事は千葉県 2,984 件・55.3％、埼玉県 1,546 件・49.9％であった。他

方、1,000 万～1 億円未ḩの中規模工事と 1 億～10 億円未ḩの大規模工事は、2008 年度は千葉県

が埼玉県を件数では上回ったが、構成比では下回った。超大規模工事になると、件数、構成比とも

に埼玉県を下回った。 

以上のように埼玉県に比べると千葉県は、వに見た発注金額を含めて、小規模工事発注のウ゠イ

トが高い。しかし、千葉県における小規模工事は発注件数・金額とも減少傾向にあり、今後も小規

模工事ఝవの発注状況が続くかどうかは注ⷞがᔅ要である。また、1,000 万円未ḩの小規模工事

2,984 件の最大の受注業者は地域中小中ၷ業者（資本金 1,000 万～5,000 万円未ḩ）であり（2,200

件、小規模工事全体の 73.7％）、小㔖細業者（資本金 1,000 万円未ḩ）の受注はわずかにす߉ない

（187 件、同 6.3％）。受注業者の規模構成の現状のὐで、໧題がないわけでない。そのὐを指៰し

ておく。 

 

５．契約金額 3億円以上の大規模工事の特徴 

図表 2-1-1-7 は、2008 年度の工事契約金額 3 億円以上の大規模工事の一覧である。 

３億円以上の大規模工事は、2008 年度 26 件あった。同年度の受注企業の所在地を県内外にわけ

てみると、県内業者 4 件、県外業者 20 件、ＪＶ2 件と、県外企業が࿶倒的に多い。 
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業種では、電気・電気通信 10 件が最多で、建築 6 件、土木が 5 件、水道 2 件、㍑構造物 1 件、

機械器具設置 1 件、とび土工１件であった。 

契約金額をみると、5 億円未ḩの工事が比較的多く、3 億～5 億円未ḩ 17 件、5～10 億円未ḩ 5

件、10 億円以上 4 件であった。 

3 億円以上の大規模工事で目立つのはフンプ場、泵水場、⚳末処理場等の電気設備、通信関係の

工事や港湾沜Ꮉの高ầ対策関連、交通・㒐災通信関連工事であり、このような工事は生活基⋚設備

の整備に઻うものとみられる。 

建築一式工事もቇᩞ、住宅とᐡ舎関連であるが、ቇᩞの 2 ᫟はッポータウン開発地区での建設で

ある。 

 

図表 2-1-1-7  契約金額３億円以上の大規模工事一覧（2008 年度） 

No 工事名 
受注企業 

所在地 

発注 

業種 

契約金額 

（⊖万円） 

1 ᳯ戸Ꮉ第ੑ⚳末処理場自ኅ発電設備工事 県外 電気 1,296.2 

2 千葉県㒐災行政ή線・洑㒐救急ή線共同整備工事 県外 電気通信 1,290.5 

3 金ケ作県営住宅第１期建築工事（平成２０年度事業） JV 建築一式 1,155.0 

4 （઒⒓）千葉県立千葉ッポータウン地区高等ቇᩞᩞ舎建築工事 JV 建築一式 1,113.0 

5 㙚ጊ港港整備交付金工事（᪋ᯅ工） 県外 土木一式 982.5 

6 ᨰ井泵水場ർ⦁ᯅ♽フンプ用電気設備更新工事 県外 電気 829.5 

7 ᨰ井泵水場⷏側水処理⋙ⷞ制ᓮ設備更新工事 県外 電気通信 595.4 

8 千葉県朁⪾㘼合同ᐡ舎建築改ୃ工事 県内 建築一式 579.6 

9 （઒⒓）千葉県立千葉ッポータウン地区高等ቇᩞደ内運動場建築工事 県内 建築一式 549.2 

10 ᨰ井泵水場朁側ឃ水処理施設ੑ次Ớ縮設備工事（その２） 県外 機械器具 496.7 

11 沢ධ⛎水場中央⋙ⷞ制ᓮ設備更新工事 県外 電気通信 451.3 

12 千葉県⼊ኤ災害等情報෼集シスゾム更新工事 県外 電気通信 441.0 

13 千葉県立⨃ේᮦ㓁高等ቇᩞ工業実⠌᫟建築工事 県内 建築一式 424.9 

14 国道道路改築෸び道路受⸤事業合૬工事（旧㌑ሶ大ᯅ᠗去その１） 県外 とび土工 415.8 

15 手➅フンプ場電気設備改築工事 県外 電気 407.9 

16 ㌑ሶṪ港広域Ṫ港整備ዉ泴ႇ（Ꮉญ）（補ୃ）工事 県外 土木一式 407.4 

17 沜Ꮉ高ầ対策工事（⼔ጯ工その㧥） 県外 土木一式 367.5 

18 沜Ꮉ高ầ対策工事（⼔ጯ工その８） 県外 土木一式 362.8 

19 手⾐沢⚳末処理場急ㅦろ過ᳰ第６♽೉１㧛２機械設備工事 県外 水道 342.3 

20 手⾐沢⚳末処理場特高変電所高࿶㈩電設備改築工事 県外 電気 337.1 

21 交通管制コンター交通管制ථ等整備工事 県外 電気通信 336.7 

22 沜Ꮉ高ầ対策工事（⼔ጯ工その７） 県外 土木一式 318.6 

23 交通管制コンター交通状況表示板整備工事 県外 電気通信 316.3 

24 ੉ፒ地వ２期ㅍ水管Ꮣ設暶工事（その１） 県外 水道 314.0 

25 千葉港高ầ対策工事（ᩕ水㐷改ୃ） 県外 ㍑構造物 301.4 

26 千葉県立つくし特別ᡰ援ቇᩞᩞ舎（高等部᫟）建築工事 県内 建築一式 301.1 
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第第第第２２２２節節節節    発注部署発注部署発注部署発注部署からみるからみるからみるからみる特徴特徴特徴特徴    

    

１．発注部署別にみた契約金額の推移と特徴 

 

県土整備、水道、農林水産で全体の 9割弱に達する 

図表 2-1-2-1 ෸び図表 2-1-2-2 は、発注部署別に契約金額の推移をみたものである。 

2008年度の発注総額 1,035億 600万円のなかで最多は県土整備部 567億 800万円、全体の 54.8%

を占めている。次いで水道局 215 億 6,300 万円（構成比 20.8%）、3 番目がㄘᨋ水産部 128 億 8,200

万円（同 12.4％）で、この 3 部㐷で全体の 88.0％を占める。過去 5 年間、県発注の大部分を県土

整備部、水道局、ㄘᨋ水産部の 3 部署で占める傾向に大きな変化はήい。 

 

図表 2-1-2-1 発注部署別、契約金額の推移 

単位：上段百万円、下段％ 

  全体 総務部 ໡工ഭ௛部 ஜᐽ⑔␩部 ㄘᨋ水産部 県土整備部 環Ⴚ生活部 

105,830.7 23.3 - - 24,079.4 71,520.3 - 
2002 年度 

100.0 0.0 - - 22.8 67.6 - 

90,570.4 40.1 4.2 - 22,138.0 62,563.3 - 
2003 年度 

100.0 0.0 0.0 - 24.4 69.1 - 

123,771.0 39.8 - - 16,808.3 54,354.9 - 
2004 年度 

100.0 0.0 - - 13.6 43.9 - 

112,760.2 173.8 9.4 - 13,764.1 52,389.5 - 
2005 年度 

100.0 0.2 0.0 - 12.2 46.5 - 

107,260.5 5,397.2 - - 14,908.3 54,594.9 - 
2006 年度 

100.0 5.0 - - 13.9 50.9 - 

105,561.3 431.3 - 1.0 14,555.4 55,286.6 - 
2007 年度 

100.0 0.4 - 0.0 13.8 52.4 - 

103,506.8 1,314.8 - 2.3 12,882.6 56,708.7 30.8 
2008 年度 

100.0 1.3 - 0.0 12.4 54.8 0.0 

  教育ᐡ ⼊ኤ本部 水道局 企業ᐡ 病院局 その他   

1,554.6 6,600.3 - - - 2,052.8   
2002 年度 

1.5 6.2 - - - 1.9   

1,807.5 4,017.3 - - - -   
2003 年度 

2.0 4.4 - - - -   

1,598.2 3,254.5 29,365.7 18,137.7 211.9 -   
2004 年度 

1.3 2.6 23.7 14.7 0.2 -   

1,762.3 3,514.1 30,036.6 10,709.3 401.1 -   
2005 年度 

1.6 3.1 26.6 9.5 0.4 -   

1,850.6 5,289.2 19,549.9 5,599.8 70.6 -   
2006 年度 

1.7 4.9 18.2 5.2 0.1 -   

1,819.3 3,175.1 24,485.9 5,372.4 434.3 -   
2007 年度 

1.7 3.0 23.2 5.1 0.4 -   

1,999.9 4,514.5 21,563.0 4,369.9 120.3 -   
2008 年度 

1.9 4.4 20.8 4.2 0.1 -   

注：千葉県 2002 年度～2004 年度のデータには 250 万円未満の工事の統計データは含まれていないため、年度経

過の同一基準の比較はできないが、参考値として掲載。 

 

 

 

 

図表 2-1-2-2 発注部署別、契約金額の推移 
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万
円

）
2005年度 2006年度 2007年度 2008年度

2005年度 174 52,399 13,764 1,762 3,514 10,709 30,037 401 112,760 

2006年度 5,397 54,595 14,908 1,851 5,289 5,600 19,550 71 107,261 

2007年度 432 55,287 14,555 1,819 3,175 5,372 24,486 434 105,561 

2008年度 1,315 56,709 12,883 2,000 4,515 4,370 21,563 120 103,507 

総務部
県土

整備部
農林

水産部
教育庁 警察本部 企業庁 水道局 病院局 全体

 

 

県土整備部の発注増、企業庁発注は引き続き減少 

県土整備部はおもに地域整備、道路、沜Ꮉ、下水道、෸び⛽ᜬ補ୃなどを担当し、水道局は県全

域への上水道供⛎事業、੩葉ർ部の上水道整備事業などを行う部署である。 

近年の県の発注総額は減少傾向にあるが、2005 年度以降の県土整備部の発注額・率は増加傾向

にあり、他の発注部署の傾向とは対ᾖ的である（2005 年度 523 億 8,950 万円・46.5％ψ2008 年度

567 億 870 万円・54.8％）。 

また、洊に࿐まれた千葉県の特⦡として、ㄘᨋṪ業関連の整備事業を担当するㄘᨋ水産部の発注

割合が県土整備部、水道局に次いで多く、発注額の割合は 2004 年度以降 12～13％前後で推移して

いる。 

 企業ᐡ、水道局、病院局では、それߙれ地域開発、水道事業、病院事業などを担当している。こ

の中で開発案件等に対応した企業ᐡの発注額が 2005 年度以降は減少しており、2008 年度の 43 億

6,900 万円（4.2％）は 2004 年度 181 億 3,770 万円の྾分の一にまで減少した。企業ᐡの発注額が

大きく減少しているのは、大ဳ開発事業の減少と見ることができる。 

 

２．発注部署別にみた契約件数の推移と特徴 

 

発注件数でも県土整備部が半数占め、小額発注の多い教育庁が次ぐ 

図表 2-1-2-3 は、発注部署別に契約件数の推移をみたものである。 

最多は県土整備部 2,649 件で、2008 年度の契約総件数 5,399 件の約半数（構成比 49.1%）を占

める。次いで教育ᐡ 1,003 件（同 18.6%）だが、前述（図表 2-1-2-1、2-1-2-2 参ᾖ）のように契約

金額は 2008 年度で約 20 億円（同 1.9％）を占めるにす߉ない。契約件数第 3 位は水道局の 752 件

（13.9％）、次いでㄘᨋ水産部の 523 件（9.7％）である。 

 

経年的には県土整備部が微増、企業庁が減少 

2005 年度以降の傾向としては、件数トップの県土整備部は 2005 年度 2,731 件（構成比 43.8％）
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から 2008 年度 2,649 件（同 49.1％）と 82 件減少している。しかし、県土整備部による発注の割

合は、全体の契約件数が 2005 年度から 2008 年度の間で 830 件減少している下で上᣹している。

ㄘᨋ水産部、教育ᐡ、⼊ኤ本部、水道局など発注件数・構成比ともに微減෶はᮮばいで推移し、そ

れらの部署とは対ᾖ的に企業ᐡは大きく減少している。 

 

図表 2-1-2-3 発注部署別、契約件数の推移 

単位：上段・件、下段・％ 

  全体 総務部 ໡工ഭ௛部 ஜᐽ⑔␩部 ㄘᨋ水産部 県土整備部 環Ⴚ生活部 

6,229 14 5 - 558 2,731 - 
2005 年度 

100.0 0.2 0.1 - 9.0 43.8 - 

5,956 14 - - 583 2,883 - 
2006 年度 

100.0 0.2 - - 9.8 48.4 - 

5,865 8 - 1 589 2,876 - 
2007 年度 

100.0 0.1 - 0.0 10.0 49.0 - 

5,399 13 - 1 523 2,649 2 
2008 年度 

100.0 0.2 - 0.0 9.7 49.1 0.0 

  教育ᐡ ⼊ኤ本部 水道局 企業ᐡ 病院局 その他 

1,252 282 941 438 8 - 
2005 年度 

20.1 4.5 15.1 7.0 0.1 - 

1,112 247 772 340 5 - 
2006 年度 

18.7 4.1 13.0 5.7 0.1 - 

1,101 241 827 216 6 - 
2007 年度 

18.8 4.1 14.1 3.7 0.1 - 

1,003 255 752 197 4 - 
2008 年度 

18.6 4.7 13.9 3.6 0.1 - 

 

注：千葉県 2002 年度～2004 年度のデータには 250 万円未満の工事の統計データは含まれていないため、上表

より除いた。（小額工事件数が多いため比較統計データとして扱う際の影響が大きいため除いた。但し、契約

金額は全体の 1%にもならないので、参考値として利用する場合もある）。 

 

３．発注部署別にみた 1件当りの契約金額の推移と特徴 

  

1 件当り発注金額は平均 1,920 万円で微増傾向 

図表 2-1-2-4 は、各部署が発注した工事 1 件当りの発注金額である。 

1 件当りの発注金額は 2008 年度 1,920 万円で、2005 年度 1,810 万円、2006 年度 1,800 万円、

2007 年度 1,800 万円よりやや増えている。 

2008 年度のトップは総務部 1 億 110 万円だが、契約件数は 13 件、全体の 0.2％と小さい。2008

年度の総務部の 1 件あたり金額が高いのは、洑㒐地㔡㒐災課による㨬千葉県㒐災行政ή線・洑㒐救

急ή線共同整備工事㨭（工事場所は千葉県ᐡほか 54 箇所）を 12 億 9,045 万円で NEC に発注（一

般┹੎入札）しているからである。この超大規模工事を除くと、1 件あたり 202 万円に過߉なくな

る。 

総務部以外では、病院局 3,010 万円が高く、次いで水道局 2,870 万円である。 

発注金額で大きな比率を占める県土整備部、水道局෸びㄘᨋ水産部での 1 件当り発注金額は、

2005 年度以降はᮮばいで推移している（2008 年度㧦県土整備部 2,140 万円、水道局 2,870 万円、

ㄘᨋ水産部 2,460 万円）。 

他の部署と比較して 1 件当りの発注金額が低い教育ᐡ（2008 年度 200 万円）は、ቇᩞ教育施設

のベンゾヂンス工事、⛽ᜬ補ୃ工事などの小額工事が主体となっていると考えられる。 
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図表 2-1-2-4 発注部署別、1件当り発注金額の推移 

単位：百万円 

  全体 総務部 ໡工ഭ௛部 ஜᐽ⑔␩部 ㄘᨋ水産部 県土整備部 環Ⴚ生活部 

2005 年度 18.1 12.4 1.9 - 24.7 19.2 - 

2006 年度 18.0 385.5 - - 25.6 18.9 - 

2007 年度 18.0 53.9 - 1.0 24.7 19.2 - 

2008 年度 19.2 101.1 - 2.3 24.6 21.4 15.4 

  教育ᐡ ⼊ኤ本部 水道局 企業ᐡ 病院局 その他   

2005 年度 1.4 12.5 31.9 24.5 50.1 -   

2006 年度 1.7 21.4 25.3 16.5 14.1 -   

2007 年度 1.7 13.2 29.6 24.9 72.4 -   

2008 年度 2.0 17.7 28.7 22.2 30.1 -   

注：千葉県 2002 年度～2004 年度のデータには 250 万円未満の工事の統計データは含まれていないため、年度経

過の同一基準の比較はできないので、上表より除いた。 

 

４．会計種別発注金額の推移と特徴 

  

千葉県の工事発注における一般会計対企業会計の割合は３：１ 

図表 2-1-2-5、図表 2-1-2-6 は、会計種別の発注金額の推移である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般会計と企業会計を合わせた発注金額は 2004 年度以降減少を続けて、2008 年度 1,035 億 680

万円、2004 年度 1,237 億 7,100 万円に比べて－202 億円（減少率－16.4％）である。 

一般会計の発注金額は、2004 年度以降増減を➅り㄰し、2008 年度 774 億 5,360 万円であった。

千葉県における工事発注の 7 割ᒝ（構成比 74.8％）を一般会計で⾔っている。ちなみに、2008 年

度の一般会計の発注金額は、一般会計ᱦ出総

額（2008 年度は約 1 兆 5,000 億円規模の一般

会計）の約 5%ᒝを占めている。 

2008年度の企業会計の合計は 260億 5,320

万（同 25.2％）であった。３つの企業会計の

うち水道局、病院局は増減を➅り㄰し、企業

図表 2-1-2-5 会計種別、発注金額の推移 

単位：上段・百万円、下段・％ 

  全体 一般会計 水道局 企業ᐡ 病院局 

123,771.0 76,055.7 29,365.7 18,137.7 211.9 2004 

年度 100.0 61.4 23.7 14.7 0.2 

112,760.2 71,613.2 30,036.6 10,709.3 401.1 2005 

年度 100.0 63.5 26.6 9.5 0.4 

107,260.5 82,040.2 19,549.9 5,599.8 70.6 2006 

年度 100.0 76.5 18.2 5.2 0.1 

105,561.3 75,268.7 24,485.9 5,372.4 434.3 2007 

年度 100.0 71.3 23.2 5.1 0.4 

103,506.8 77,453.6 21,563.0 4,369.9 120.3 2008 

年度 100.0 74.8 20.8 4.2 0.1 

 

図表 2-1-2-6 会計種別、発注金額の推移 
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表 2-1-2-7 会計種別、発注件数の推移 

    単位：上段・件、下段・％ 

  全体 一般会計 水道局 企業ᐡ 病院局 

6,229 4,842 941 438 8 2005 

年度 100.0 77.7 15.1 7.0 0.1 

5,956 4,839 772 340 5 2006 

年度 100.0 81.2 13.0 5.7 0.1 

5,865 4,816 827 216 6 2007 

年度 100.0 82.1 14.1 3.7 0.1 

5,399 4,446 752 197 4 2008 

年度 100.0 82.3 13.9 3.6 0.1 
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ᐡは減少し続けている。 

企業ᐡは大規模な県政長期プランに沿った開発的案件の減少などで 2004 年度 181 億 3,770 万円

から 2008 年度 43 億 6,990 万円と、この 4 年間で約྾分の一にまで低下した。水道局（2008 年度

215 億 6,300 万円）と病院局（同 1 億 2,030 万円）は、⛽ᜬベンゾヂンスや補ୃ改ୃ費などでの建

設ᡰ出を主体に೥減したᗵがある。 

会計種別ߏとの発注件数は（図表 2-1-2-7）、2008 年度一般会計 4,446 件（構成比 82.3％）、水道

局 752 件（同 13.9％）、企業ᐡ 197 件（同 3.6 件）、病院局 4 件（同 0.1％）で、2005 年度に比べ

るといずれも減少している。その下で、件数からみた割合は、一般会計が上᣹し、水道局と病院局

はᮮばい、企業ᐡは低下している。 

 

第第第第３３３３節節節節    地域別地域別地域別地域別にみたにみたにみたにみた発注工事発注工事発注工事発注工事のののの特徴特徴特徴特徴    

 

県北西部、千葉市（政令指定都市）を含む県央地域に集中 

 図表 2-1-3-1、図表 2-1-3-2 は、地域別の発注金額の推移である。 

まず、13 地域別の 2008 年度の発注金額をみると、Ԙ千葉地域 186 億 1,300 万円（構成比 18.0％）

ԙ朁⪾㘼地域 171 億 3,200 万円（同 16.6％）、Ԛ⪾ධ地域 157 億 8,000 万円（同 15.2％）であった。

人ญ集中地域に工事発注が集中しており、上記の 3 地域で全体の 5 割（同 49.8％）を占めるまでに

なっている。この構成比は 2007 年度 44.4％に比べて上᣹しており、発注金額からみた場合、３地

域への投資が増大している。 

発注金額にして 4 番目のශᣞ地域は 97 億 900 万円（同 9.4％）で、2004 年度に発注した 109 億

5,400 万円の最高額にㄼる൓いで、2005 年度以降の数年で 3 倍もの伸びを示している。また、成田

地域は 48 億 7,100 万円（同 4.7％）で 10 番目ながら、ここ数年で約 2 倍となった。 
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図表 2-1-3-1 工事場所別、発注金額の推移 

単位：上段・百万円、下段・％ 

工事 

地区 

工事 

場所 

2002 

年度 

2003 

年度 

2004 

年度 

2005 

年度 

2006 

年度 

2007 

年度 

2008 

年度 
105,830.7 90,570.4 123,771.0 112,760.2 107,260.5 105,561.3 103,506.8 

全体 
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

11,689.7 7,845.0 16,587.6 16,358.9 24,850.1 17,577.7 18,613.0 
千葉地域 

11.0 8.7 13.4 14.5 23.2 16.7 18.0 
5,100.0 4,320.9 6,945.4 4,286.1 4,502.7 4,583.4 4,064.8 

中
西
部 市ේ地域 

4.8 4.8 5.6 3.8 4.2 4.3 3.9 
6,265.1 6,618.1 9,975.1 15,329.2 15,280.1 14,513.7 15,780.8 

⪾ධ地域 
5.9 7.3 8.1 13.6 14.2 13.7 15.2 

15,472.1 14,054.9 21,285.2 24,483.9 12,762.1 14,791.3 17,132.1 

北
西
部 朁⪾㘼地域 

14.6 15.5 17.2 21.7 11.9 14.0 16.6 
2,568.1 3,779.6 10,954.4 3,829.4 4,899.9 8,763.3 9,709.7 

ශᣞ地域 
2.4 4.2 8.9 3.4 4.6 8.3 9.4 

2,511.4 2,577.8 3,598.3 2,800.5 4,942.5 4,165.3 4,871.9 
成田地域 

2.4 2.8 2.9 2.5 4.6 3.9 4.7 
5,744.2 4,642.4 2,548.5 1,558.9 2,209.0 2,644.1 2,235.5 

北
中
部 

㚅取地域 
5.4 5.1 2.1 1.4 2.1 2.5 2.2 

11,657.3 8,297.0 11,621.7 7,314.4 8,465.2 5,385.3 6,184.3 
洊ං地域 

11.0 9.2 9.4 6.5 7.9 5.1 6.0 
7,720.9 7,129.1 7,199.4 3,908.6 6,200.1 6,238.6 5,062.8 

北
東
部 ጊᱞ地域 

7.3 7.9 5.8 3.5 5.8 5.9 4.9 
5,766.1 7,303.6 6,112.8 7,466.8 4,814.2 5,899.2 5,038.9 

長生地域 
5.4 8.1 4.9 6.6 4.5 5.6 4.9 

4,626.3 4,334.1 3,653.5 4,156.8 3,269.6 3,333.8 2,922.2 

中
東
部 夢㓈地域 

4.4 4.8 3.0 3.7 3.0 3.2 2.8 
9,394.1 7,589.2 8,081.1 5,562.6 6,983.5 7,073.0 5,528.4 

安ᚱ地域 
8.9 8.4 6.5 4.9 6.5 6.7 5.3 

10,011.9 7,804.4 8,343.3 6,194.5 8,081.5 7,087.9 5,038.9 
南
部 

ำ泟地域 
9.5 8.6 6.7 5.5 7.5 6.7 4.9 

- - - - - - 1,275.0 
ⶄ数 

- - - - - - 1.2 
- - - - - - 48.5 

県外 
- - - - - - 0.0 

7,303.5 4,274.3 6,864.7 9,509.6 - 3,504.7 - 
ή回╵ 

6.9 4.7 5.5 8.4 - 3.3 - 

 

図表 2-1-3-2 工事場所別、発注金額構成比の推移 
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６地区別に見ると中⷏部（千葉・市ේ、⠌ᔒ㊁地域）、ർ⷏部（⪾ධ、朁⪾㘼地域～市Ꮉ、⦁ᯅ、

洁安やᨰ、朊戸、泴ጊ、安ቊሶ地域など）、ർ中部（特に、ශᣞ、成田地域）の人ญ集中地域、新

⥝住宅地域に工事発注が集中し、この３地区で 2008 年度は全体の 70.0％を占める。その割合は

2002 年度 46.6％、2003 年度 48.4％、2004 年度 58.1％、2005 年度 60.9％、2006 年度 64.7％、

2007 年度 63.5％と上᣹し続けている。県ർ部の３地区への投資が、県政の中で重要度を増してい

ることを見て取れる。 

中部、ධ部も観శ開発、ㄘᨋṪ業ᝄ⥝などの県施策のዷ開がตばれているが、建設投資の面から

見ると⋧対的な投資೥減傾向はุめない。 

 

図表 2-1-3-3 千葉県６地区 地域分類図 

安 房 地 域安 房 地 域安 房 地 域安 房 地 域

君 津 地 域君 津 地 域君 津 地 域君 津 地 域

夷 隅 地 域夷 隅 地 域夷 隅 地 域夷 隅 地 域

長 生 地 域長 生 地 域長 生 地 域長 生 地 域

香 取 地 域香 取 地 域香 取 地 域香 取 地 域

海 匝 地 域海 匝 地 域海 匝 地 域海 匝 地 域

山 武 地 域山 武 地 域山 武 地 域山 武 地 域

千 葉 地 域千 葉 地 域千 葉 地 域千 葉 地 域

市 原 地 域市 原 地 域市 原 地 域市 原 地 域

印 旛 地 区印 旛 地 区印 旛 地 区印 旛 地 区

成 田 地 区成 田 地 区成 田 地 区成 田 地 区

葛 南 地 域葛 南 地 域葛 南 地 域葛 南 地 域

東 葛 飾 地 域東 葛 飾 地 域東 葛 飾 地 域東 葛 飾 地 域

　 　 　 　 　 　 千葉 県の１３地 域割と6地 区分類

北 西 部北 西 部北 西 部北 西 部

　　　　 南 部南 部南 部南 部

中 東 部中 東 部中 東 部中 東 部

中 西 部中 西 部中 西 部中 西 部

北 東 部北 東 部北 東 部北 東 部

北 中 部北 中 部北 中 部北 中 部

2 00 6年 度 地 区 別 工 事 費 （ ⊖ 万 円 ）
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表 2-1-3-4 千葉県 地域割地区分類表 

千葉地域 千葉地域整備コンター ٨千葉市（ちばし） 

中⷏部 千葉地域 千葉地域整備コンター ٨⠌ᔒ㊁市（ならしのし） 

千葉地域 千葉地域整備コンター ٨౎千代市（やちよし） 

市ේ 千葉地域整備コンター市ේ整備事務所 ٨市ේ市（いちはらし） 

⪾ධ ⪾ධ地域整備コンター ٨市Ꮉ市（いちかわし） 

⪾ධ ⪾ධ地域整備コンター ٨⦁ᯅ市（߰なばしし） 

⪾ධ ⪾ධ地域整備コンター ٨洁安市（うらやすし） 

朁⪾㘼 朁⪾㘼地域整備コンター ٨朊戸市（まつどし） 

ർ⷏部 朁⪾㘼 朁⪾㘼地域整備コンター ٨㊁田市（のだし） 

朁⪾㘼 朁⪾㘼地域整備コンター ٨泴ጊ市（ながれやまし） 

朁⪾㘼 朁⪾㘼地域整備コンターᨰ整備事務所 ٨㎨ケ⼱市（かまがやし） 

朁⪾㘼 朁⪾㘼地域整備コンターᨰ整備事務所 ٨ᨰ市（かしわし） 

朁⪾㘼 朁⪾㘼地域整備コンターᨰ整備事務所 ٨ᚒቊሶ市（あびこし） 

ශᣞ ශᣞ地域整備コンター ٨૒ୖ市（さくらし） 

ශᣞ ශᣞ地域整備コンター ٨྾ⴝ道市（よつかいどうし） 

ශᣞ ශᣞ地域整備コンター ٨౎ⴝ市（やちまたし）

ශᣞ ශᣞ地域整備コンター ٨ශ⷏市（いんߑいし）

ශᣞ ශᣞ地域整備コンター ٨⊕井市（しろいし） 

ශᣞ ශᣞ地域整備コンター ٨㈬々井町（しすいまち） 

ශᣞ ශᣞ地域整備コンター ٨ශᣞ村（いんばむら） 

ർ中部 ශᣞ ශᣞ地域整備コンター ٨本ၛ村（もとのむら） 

ශᣞ ශᣞ地域整備コンター ٨ᩕ町（さかえまち） 

成田 ශᣞ地域整備コンター成田整備事務所 ٨成田市（なりたし） 

成田 ශᣞ地域整備コンター成田整備事務所 ٨ን㉿市（とみさとし） 

成田 ශᣞ地域整備コンター成田整備事務所 ٨⦼ጊ町（しばやままち） 

成田 ශᣞ地域整備コンター成田整備事務所 ٨多ฎ町（たこまち） 

㚅取 㚅取地域整備コンター ٨㚅取市（かとりし） 

㚅取 㚅取地域整備コンター ٨␹ፒ町（こうߑきまち） 

㚅取 㚅取地域整備コンター ٨朁ᐣ町（とうのしょうまち） 

洊ං ㌑ሶ整備事務所 ٨㌑ሶ市（ちょうしし） 

洊ං 洊ං地域整備コンター ٨ᣩ市（あさ߭し） 

洊ං 洊ං地域整備コンター ٨ං⅂市（そうさし） 

ർ朁部 洊ං ጊᱞ地域整備コンター ٨ᮮ⦼శ町（よこしば߭かりまち） 

ጊᱞ ጊᱞ地域整備コンター ٨ጊᱞ市（さんむし） 

ጊᱞ ጊᱞ地域整備コンター ٨਻十਻㉿町（くじゅうくりまち） 

ጊᱞ ጊᱞ地域整備コンター ٨大✂⊕㉿町（おおあみしらさとまち） 

ጊᱞ ጊᱞ地域整備コンター ٨朁金市（とうがߨし） 

長生 千葉県長生地域整備コンター ٨⊕ሶ町（しらこまち） 

長生 千葉県長生地域整備コンター ٨長生村（ちょうせいむら） 

長生 千葉県長生地域整備コンター ٨一ች町（いちのみやまち） 

長生 千葉県長生地域整備コンター ٨⌬沖町（むつߑわまち） 

中朁部 長生 千葉県長生地域整備コンター ٨⨃ේ市（もばらし） 

長生 千葉県長生地域整備コンター ٨長ධ町（ちょうなんまち） 

長生 千葉県長生地域整備コンター ٨長ᨩ町（ながらまち） 

夢㓈 夢㓈地域整備コンター ٨ൎ洁市（かつうらし） 

夢㓈 夢㓈地域整備コンター ٨いすみ市（いすみし） 

夢㓈 夢㓈地域整備コンター ٨大多༑町（おおたきまち） 

夢㓈 夢㓈地域整備コンター ٨ᓮ宿町（おんじゅくまち） 

安ᚱ 安ᚱ地域整備コンター ٨㡞Ꮉ市（かもがわし） 

安ᚱ 安ᚱ地域整備コンター ٨ධᚱ総市（みなみぼうそうし） 

安ᚱ 安ᚱ地域整備コンター ٨㍍ධ町（きょなんまち） 

ධ部 安ᚱ 安ᚱ地域整備コンター ٨㙚ጊ市（たてやまし） 

ำ泟 ำ泟地域整備コンター ٨ำ泟市（きみつし） 

ำ泟 ำ泟地域整備コンター ٨ን泟市（߰っつし） 

ำ泟 ำ泟地域整備コンター ٨木更泟市（きさらづし） 

ำ泟 ำ泟地域整備コンター ٨ⴿケ洁市（そでがうらし）  
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第第第第４４４４節節節節    工事工事工事工事のののの発注月別状況発注月別状況発注月別状況発注月別状況    

    

１．契約月別契約金額の推移と特徴 

 

月別発注のパターンには変化なく、年間平準化発注には遠い 

図表 2-1-4-1、図表 2-1-4-2 は、契

約月別の発注金額の推移である。 

2008 年度の月別発注金額をみる

と、9 月 113 億 6,750 万円、（構成比

11.0％）、10 月 203 億 9,170 万円（同

19.7％）、11 月 129 億 5,200 万円（同

12.5％）、12 月 110 億 300 万円（同

10.6％）、とこの 4 ヮ月間にかなり集

中している。とくに 10 月は、月別で

は 2005 年度以降で最大の発注金

額・構成比であった。 

ここ数年、この 4 ヮ月間に集中す

る傾向にかわりなく、大規模な工事

がこの期間に集中して発注されてい

ることが分かる。 

また、年度末 3 月の発注金額は、

2007年度107億9,480万円（10.2％）

に続き 2008 年度 130 億 6,280 万円

（同 10.0％）と 100 億円を超え、全

体の 1 割を占めるようになった。年

度末の㚟け込み発注工事も多く含ま

れていると考えられ、工期、ຠ⾰、

安全対策などへのしわነせがෂᗋさ

れる。一方で、4 月、5 月は発注量が極┵に少なくなっている。 

昨年度の報告書で指៰したが、本来、大規模工事ほど年度当初に契約して規模と内容に߰さわし

い工期を十分取るᔅ要がある。年間を通した発注の均等化は、年来の業⇇のᒝい要望でもあり県ᐡ

内の業務改㕟の大きな課題と⸒える。予算のේೣはන年度主⟵であるが、前年度の設計準備による

年度当初発注のᬌ⸛など改ༀの工夗がᔅ要であろう。 

図表 2-1-4-1 契約月別、発注金額の推移 

単位：上段・百万円、下段・％ 

  2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度 

全体 112,760.2 107,260.5 105,561.3 103,506.8 

４月 2,605.7 781.8 3,464.4 2,723.6 

５月 3,550.7 2,656.4 4,292.9 3,351.9 

６月 7,162.3 5,021.8 7,928.8 5,076.0 

７月 8,762.0 7,199.9 7,956.7 8,620.8 

８月 8,547.8 6,485.7 7,049.3 6,142.8 

㧥月 17,411.5 16,806.7 9,659.4 11,367.5 

10 月 15,983.2 17,695.6 17,328.2 20,391.7 

11 月 12,451.6 13,739.0 10,546.5 12,952.0 

12 月 18,588.0 17,089.3 11,481.4 11,003.0 

１月 4,306.1 5,850.1 6,838.3 5,331.6 

２月 5,081.6 5,126.4 8,175.4 6,182.1 

発
注
金
額 

３月 8,138.5 8,807.8 10,794.8 10,362.8 

全体 100.0 100.0 100.0 100.0 

４月 2.3 0.7 3.3 2.6 

５月 3.1 2.5 4.1 3.2 

６月 6.4 4.7 7.5 4.9 

７月 7.8 6.7 7.5 8.3 

８月 7.6 6.0 6.7 5.9 

㧥月 15.4 15.7 9.2 11.0 

10 月 14.2 16.5 16.4 19.7 

11 月 11.0 12.8 10.0 12.5 

12 月 16.5 15.9 10.9 10.6 

１月 3.8 5.5 6.5 5.2 

２月 4.5 4.8 7.7 6.0 

構
成
比 

３月 7.2 8.2 10.2 10.0 
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図表 2-1-4-2 契約月別、発注金額の推移 
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発注は第Ⅲ四半期に集中 

 図表 2-1-4-3～2-1-4-5 は、྾半期の期

別毎の発注金額と構成比の推移である。 

発注金額は 4～6 月期が 111 億 5,150

万円（構成比 10.8%）、7～9 月期が 261

億 3,110 万円（同 25.2%）、10～12 月期

が 443 億 4,670 万円（同 42.8%）、1～3

月期が 218 億 7,650 万円（同 21.1％）と、

10～12 月期が最も多かった。 

 

 

図表 2-1-4-4 四半期別、発注金額の推移 
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図表 2-1-4-5 四半期別、発注金額構成比の推移 

図表 2-1-4-3 四半期別、発注金額の推移 

 単位：上段・百万円、下段・％ 

  全体 
4 月 

～6 月 

7 月 

～9 月 

10 月 

～12 月 

1 月 

～3 月 

112,760.2 13,318.7 34,721.3 47,022.8 17,526.2 2005 

年度 100.0 11.8 30.8 41.7 15.5 

107,260.5 8,460.0 30,492.3 48,523.9 19,784.3 2006 

年度 100.0 7.9 28.4 45.2 18.4 

105,561.3 15,686.1 24,665.4 39,356.1 25,808.5 2007 

年度 100.0 14.9 23.4 37.3 24.4 

103,506.8 11,151.5 26,131.1 44,346.7 21,876.5 2008 

年度 100.0 10.8 25.2 42.8 21.1 
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構成比をみると 10～12 月期の発注金額は、2005 年度以降は 4 割前後で推移しており、この時期

に集中的に発注する状況が続いている。また、1～3 月期は、2005 年度と 2006 年度は 2 割を下回

っていたが、2007 年度 24.2％、2008 年度 21.1％と 2 割を超えた。そのため、年度を半期に分け

てみた場合、2008 年度 4～9 月の年度前半が 372 億 8,260 万円（36.0％）であるのに対し、10～3

月の年度後半が 662 億 2,320 万円（64.0％）と、全体の 6 割ᒝを占めた。大規模工事は設計だけで

はなく、๟ㄝ住民との調整など様々な手続きに時間を要する場合がある。このため工事が後半に集

中することになる。しかし、県内建設企業の年間を通じて平準化された工事発注の要請から見ると、

まだ改ༀの૛地があると⸒えよう。 

 

２．契約月別発注件数の推移と特徴 

 

12 月が発注件数最大、年度末も 10％超える件数を発注 

図表 2-1-4-6 は、月別の発注件数

の推移である。 

月別に発注件数をみると、毎年度、

最多は 12 月となっており、発注金

額のピークである 10月とゲヤてい

る。 

2008 年度も、この଀に泣れず、

前半の小さなピーク月 7 月の 409

件（構成比 7.6％）はあるものの、

9 月 497 件（同 9.2％）、10 月 578

件（同 10.7％）、11 月 585 件（同

10.8％）と推移し、12 月 756 件

（14.0％）のピークに⥋る。  

さらに、年度末に向かって 1 月

498 件（同 9.2％）、2 月 586 件（同

10.9％）、3 月 606 件（同 11.2％）とᢾ増する。 

 図表 2-1-4-7 契約月別、発注金額の推移 

図表 2-1-4-6 契約月別、契約件数の推移 

 単位：件・％ 

発注件数 構成比 

2005 2006 2007 2008 2005 2006 2007 2008   

年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 

全体 6,229 5,956 5,865 5,399 100.0 100.0 100.0 100.0 

４月 143 108 106 98 2.3 1.8 1.8 1.8 

５月 164 183 240 198 2.6 3.1 4.1 3.7 

６月 430 341 371 293 6.9 5.7 6.3 5.4 

７月 480 453 447 409 7.7 7.6 7.6 7.6 

８月 522 385 360 293 8.4 6.5 6.1 5.4 

㧥月 561 552 436 497 9.0 9.3 7.4 9.2 

10 月 628 663 653 578 10.1 11.1 11.1 10.7 

11 月 609 687 614 585 9.8 11.5 10.5 10.8 

12 月 769 789 749 756 12.3 13.2 12.8 14.0 

１月 467 548 552 498 7.5 9.2 9.4 9.2 

２月 677 654 719 586 10.9 11.0 12.3 10.9 

３月 775 593 616 606 12.4 10.0 10.5 11.2 

 



 

 65

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

件 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度

 
 

後半半年で年間発注件数の 7割近くを発注 

図表 2-1-4-8~2-1-4-10 は、྾半期の期別毎の

発注件数と構成比の推移である。 

2008年度の発注件数は4～6月期が589件（構

成比 10.9%）、7～9 月期が 1,199 件（22.2%）、

10～12 月期が 1,919 件（35.5%）、1～3 月期が

1,690 件（31.3％）と、発注金額と同様に 10～

12 月期が最も多かった。この྾半期ߏとの推移

は、଀年、ほとんど同様のドターンであり変わ

っていない。 

 構成比をみると、最多の 10～12 月期は 2005

年度以降、35％前後で推移している。また、1

～3 月期も 30％ᒝの割合を占めており、この年度後半のੑつの྾半期で 3,609 件、全体の 7 割ᒙ

（66.8％）に⥋る。4～9 月の年度前半が 1,788 件なので、年度前半にਃ分の一を、年度後半にਃ

分のੑを発注していることになる。 

年度末は新年度へのಾり暶わり期にも当たっており、各発注部署は次期工事の発注計画、設計、

調査業務などの業務が目⊕᛼しの中で、年度内工事の発注業務にも対応するという極めて多ᔔで厳

しい作業状況にある。この時期に工事発注の平準化を目指し、新年度ᣧ期の発注準備を進めるため

には、調査や設計のᣧ期⚳ੌ、予算ᛚ⹺、県⼏会ᛚ⹺などの手続きをスムースにㆀ行するための制

度・手順の見⋥しや人員㈩置、人事異動期の変更、等々がᔅ要となる。 

 

図表 2-1-4-8 四半期別、発注件数の推移 

 単位：上段・件、下段・％ 

  全体 
４月 

～６月 

７月 

～㧥月 

10 月 

～12 月 

１月 

～３月 

6,229  737  1,563  2,006  1,919 2005 

年度 100.0  11.8  25.1  32.2  30.8 

5,956  632  1,390  2,139  1,795 2006 

年度 100.0  10.6  23.3  35.9  30.1 

5,865  717  1,243  2,016  1,887 2007 

年度 100.0  12.2  21.2  34.4  32.2 

5,399  589  1,199  1,919  1,690 2008 

年度 100.0  10.9  22.2  35.5  31.3 
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図表 2-1-4-9 四半期別、発注件数の推移 
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図表 2-1-4-10 四半期別、発注件数構成比の推移 

11.8

10.6

12.2

10.9

25.1

23.3

21.2

22.2

32.2

35.9

34.4

35.5

30.8

30.1

32.2

31.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2005年度

2006年度

2007年度

2008年度

４月～６月 ７月～９月 10月～12月 １月～３月

 
 

３．契約月別の 1件当り発注金額の推移と特徴 

 

年間平均工事額はやや増、１０月度発注工事で過去最大の 3500 万円を超える 

図表 2-1-4-11、図表 2-1-4-12 は、月別の 1 件当たりの発注金額の推移である。 

 

図表 2-1-4-11 契約月別、1件当り発注金額の推移 

 単位：百万円 

  全体 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 㧥月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 

2005 年度 18.1 18.2 21.7 16.7 18.3 16.4 31.0 25.5 20.4 24.2 9.2 7.5 10.5 

2006 年度 18.0 7.2 14.5 14.7 15.9 16.8 30.4 26.7 20.0 21.7 10.7 7.8 14.9 

2007 年度 18.0 32.7 17.9 21.4 17.8 19.6 22.2 26.5 17.2 15.3 12.4 11.4 17.5 

2008 年度 19.2 27.8 16.9 17.3 21.1 21.0 22.9 35.3 22.1 14.6 10.7 10.5 17.1 

 

 

 

図表 2-1-4-12 契約月別、1件当り発注金額 



 

 67

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

百万円

2005年度

2006年度

2007年度

2008年度

 

 

全体平均では、2008 年度は 1,900 万円を上回り、ここ数年の平均 1,800 万円台からやや増額の

方向になった。 

2008 年度をみると、年度前半は 1,000 万円後半から 2,000 万円台（4 月 2,780 万円、5 月 1,690

万円、6 月 1,730 万円、7 月 2,110 万円、8 月 2,100 万円、9 月 2,290 万円）と、年度後半の各月に

比べると平均発注金額は大きい。年度後半になると、10 月に 1 件あたり発注金額が最大の 3,530

万円をむかえるが、11 月以降年度末にかけてᓢ々に減っていき、3 月にはまた増える（10 月 3,530

万円、11 月 2,210 万円、12 月 1,460 万円、1 月 1,070 万円、2 月 1,050 万円、3 月 1,710 万円）。

このドターンは、ここ数年かわっていない。 

なお、10 月の 1 件あたりの平均発注金額が大きいのは、10 億円以上の工事 4 件のうち 3 件が 10

月に発注されているからである。 

各月の発注量、発注金額の均一化を図ることは、建設業従事者の作業量の均一化のみではなく、

経営業績の安定化、߭いては生活の安定にもつながるものである。県の計画や設計部署は、年間を

通してのトランスも考ᘦに入れ、発注政策を見⋥すことがᔅ要であろう。 

 

第第第第５５５５節節節節    工事工事工事工事内容内容内容内容からみたからみたからみたからみた特徴特徴特徴特徴    

    

続いている新旧大規模プロジェクト型工事、生活・安全重視へのシフトが課題 

図表 2-1-5-1 は、工事件名から事業の内容・性格別に整理したものである。昨年にᒁき続き⹜み

た。 

沢田知事（1981 年 4 月～2001 年 4 月）、堂本知事（2001 年 4 月～2009 年 4 月）の時から県の

企業ᐡが担ってきた主な開発ဳ事業に関連する工事種類㧭、㧮、これに関連した㧯を合わせると発

注件数比で全工事の 6.0％、金額比では 9.3％である。 
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図表 2-1-5-1 2008 年度発注工事の種類別発注件数、発注金額 

単位：件・千円・％ 

発注実績 構成比（％）  

発注 

件数 

（件） 

発注金額 

（千円） 

１件 

当り 

（千円） 

発注 

件数 

（％） 

発注 

金額 

（％） 

㧭 ᐀ᒛ新ㇺᔃ関連 29 1,162,962 40,102 0.5% 1.1% 

㧮 つくば EX,成田高ㅦ鉄道沿線開発関連 170 4,450,797 26,181 3.1% 4.3% 

㧯 国道道路・地方道改築工事 130 4,084,035 31,416 2.4% 3.9% 

㧰 道路・沜Ꮉ・港湾施設等⛽ᜬ、ୃ❲、補ୃ 731 7,072,167 9,675 13.5% 6.8% 

㧱 住宅・病院・建築関係施設改⦟・改ୃ 131 5,166,615 39,440 2.4% 5.0% 

㧲 ቇᩞୃ⤝・改ୃ、改築 1,073 7,515,868 7,005 19.9% 7.3% 

㧳 交通安全、ⴝ路、ឃ水、公࿦ 665 4,826,238 7,258 12.3% 4.7% 

Ｈ 水道・下水道 814 26,706,627 32,809 15.1% 25.8% 

㧵 港湾・区画整理 35 7,515,868 214,739 0.6% 7.3% 

Ｊ 地Ṗり、急傾ᢳ地、⍾㒐、治ጊ高ầ対策、沜Ꮉ、洊ጯ、地

㔡対策 
665 14,982,013 22,529 12.3% 14.5% 

工
事
種
類 

㧷 災害復旧・特別✕急 271 4,047,213 14,934 5.0% 3.9% 

出所：千葉県 2008 年度工事発注リストより作成（分類内容、集計の詳細は別表参照）。 

 

 昨年と分類内容を少し変えた部分もあるので、න純比較はできないが金額比は若干下がっている

（11.4％ψ9.3％）。㧭の᐀ᒛ新ㇺᔃ工事は、件数は前年度の半分近く、金額では 15％落ち込んでい

る。ᒁき続き事業を行っている地区の造成工事も 4.1 億円あるが、ᣢ成地区の⛽ᜬ工事費が 2.4 億

円で今年度工事費 5 分の１を占めるᲑ階に入っている。 

 㧮のつくば EX、成田高ㅦ鉄道沿線開発関連工事は昨年度より落ち込んでいるが、全工事費に占

める比率はそう大きく落ち込んでおらず（4.6％ψ4.3％）、ᒁき続き数年の工事継続が予ᗐされる。

㧯のうち国道改築を比較すると金額は2007年度の60％にまで落ち込んでいる（59億円ψ36億円）。

県道のᐙ線改築関係を入れても 41 億円で、昨年度の国道改築工事費を下回っている。 

㧰㧘㧱㧘㧲はᣢሽの道路、沜Ꮉ、港湾施設の経年ഠ化に対する⛽ᜬ、ୃ❲、補ୃや県営住宅や病

院、県立の社会ᢥ化施設（建築物、設備♽統）、ቇᩞのୃ❲や改ୃ関係である。これらで件数の 3

分の 1 ᒝ（36％）、金額で 5 分の１を占めている。とりわけこの中で、県立ቇᩞの日Ᏹ的な⛽ᜬ・

ୃ❲工事は平均 200 万円ᒙの工事であるが 1000 件（全体の 5 分の 1 ᒙ）を占めている。 

 㧳は県民の日Ᏹ的な暄らしの空間である生活道路、ⴝ路、公࿦・✛地を安全でᔟㆡなものとする

ための各種工事であり、Ｊはこの生活空間が台㘑や地㔡などの気象災害から守るための⻉対策工事

である。件数で全体の 4 分の１、金額で 5 分の１を占めている。この㧳、Ｊに、1 日も生活にᰳか

せないＨの水道・下水道部㐷の工事を加えると件数で 4 割、金額では 4.5 割に達する。水道、下水

道いずれの施設も、Ꮒ大な⛎水やឃ水のためのᏂ大な⻉施設とⒿ௛にᔅ要な各種電気・機械設備か

ら構成されており、日Ᏹ的な⛽ᜬ管理とともに経年ഠ化に઻う大規模ୃ❲や更新に多大な工事費を

投入している。上下水道工事だけで全体工事費の 4 分の１を占めている。 

㧷は実際に⿠きた災害に対する復旧工事と✕急に行われた対策工事である。自然災害が、毎年発

生する状況であり、昨年度と件数、金額ともほぼ同時規模である。 

第 1 部第３章で紹介した県民アンケートの結果や、近年㗫❥に⿠きる異Ᏹな集中⽕㔎や地㔡によ

る自然災害の状況、多くの社会資本の⠧曝化の進行の下で、県の発注する工事もこの状況に対応す

るものでなければならない。記述のとおり工事内容も従来の大ဳ開発工事からそうした方向へ移行

せߑるをえない状況が見える。工事のఝవ度のᔅ要な見⋥しと予算の⏕଻が求められる。 
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第第第第２２２２章章章章    千葉県千葉県千葉県千葉県発注発注発注発注工事工事工事工事のののの受注者受注者受注者受注者側側側側からみたからみたからみたからみた特徴特徴特徴特徴    

 

第第第第１１１１節節節節    入札参加申請業者入札参加申請業者入札参加申請業者入札参加申請業者とととと受注業者受注業者受注業者受注業者とのとのとのとの関係関係関係関係    

 

受注業者は申請業者の 3割強のみ、県内業者の受注比率は約 4割 

図表 2-2-1-1 は、2008 年度の県発注工事の入札参加申

請業者数と受注業者数である。 

2008 年度の千葉県の入札参加申請業者は 4,353 社、そ

の内、県発注の公共工事を受注した業者は 1,465 社、申

請業者の 33.7％であった。 

千葉県内外別にみると、千葉県内の建設業者の受注業

者は 1,273 社、県内の申請業者 2,990 社の 42.6％にあた

る。県外業者の場合、受注業者は 192 社、県外の申請業

者 1,322 社の 14.5％である。県内の登録業者の受注割合

は、県外受注業者の対県外申請業者割合に比べて高い。 

もっとも、全体では申請業者の 66.2％（2,888 社）、県内では申請業者の 57.4％（1,717 社）の

業者は、県発注の公共工事を 1 件も受注できていない。県内業者の場合、県外工事を受注すること

は㔍しいだけに、受注⏕଻のὐで厳しい状況におかれている。 

 

第第第第２２２２節節節節    受注業者受注業者受注業者受注業者のののの資本金階層資本金階層資本金階層資本金階層からみたからみたからみたからみた特徴特徴特徴特徴    

    

１．業者資本金階層別にみた受注金額の推移と特徴 

 

資本金階層別受注額では資本金 1,000 万円～3,000 万円未満、3,000 万円～5,000 万円未満階層の

業者受注が半分を占める 

図表 2-2-2-1 は、資本金階層別の受注金

額である。 

2008年度の受注金額の総額は1,035億

680 万円で、2007 年度 1,055 億 6,130 万

円より 20 億円ほど減少した。 

資本金階層別にみた場合、受注金額の

最多は 1,000 万～3,000 万円未ḩの 347

億 7,340 万円（構成比 33.6％）であった。

2007年度の357億9,180万円に比べて約

10 億円減少した。 

2番目に多いのが3,000万～5,000万円

未ḩの 192 億 4,710 万円（同 18.6％）で、

2007 年度に比べて 25 億 7,600 万円減少

しており、資本金階層別の中では最も減

少した階層になっている。 

表 2-2-1-1  

千葉県入札参加申請業者数と 

受注業者数（2008 年度） 

単位：社・％ 

  
申請 

業者数 

受注 

業者数 

比率 

（％） 

合計 4,353 1,465 33.7  

県内業者 2,990 1,273 42.6  

県外業者 1,322 192 14.5  

経Ᏹ JV 41 0 0.0  

 

図表 2-2-2-1 

資本金階層別及びＪＶ別、受注金額 

単位：百万円・％ 

受注金額（⊖万円） 構成比（％） 

  2007 

年度 

2008 

年度 

2007 

年度 

2008 

年度 

全体 105,561 103,507 100.0 100.0 

500 万円未ḩ 638 1,191 0.6 1.2 

～1,000 万円未ḩ 598 634 0.6 0.6 

～3,000 万円未ḩ 35,792 34,773 33.9 33.6 

～5,000 万円未ḩ 21,823 19,247 20.7 18.6 

～1 億円未ḩ 10,904 12,520 10.3 12.1 

～10 億円未ḩ 10,449 10,518 9.9 10.2 

～50 億円未ḩ 2,594 2,740 2.5 2.6 

50 億円以上 16,971 16,952 16.1 16.4 

JV 2,765 2,562 2.6 2.5 

ή回╵ 3,028 2,369 2.9 2.3 
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この 2 つの資本金階層で県工事の約半分（52.2％）を受注しているが、このὐは 2007 年度と同

様であった。 

 

2008 年度は大手業者と小零細業者の受注が増え、中規模業者で減少 

資本金階層別受注金額の第 3 位は 50 億円以上の 169 億 5,290 万円（構成比 16.4％）、第 4 位は

1 億～10 億円未ḩの 105 億 1,810 万円（同 10.2％）で、資本金規模の大きいਔ階層の受注金額は

100 億円台にのぼった。 

他方、1,000 万円未ḩの資本金階層規模の小さい業者の受注動向は、500 万～1,000 万円未ḩで 6

億 3,420 万円（同 0.6％）、500 万円未ḩで 11 億 9,110 万円（同 1.2％）であった。この 2 つの階層

の受注金額は、合計しても全体の 1.8％を占めるにす߉ない。 

全体を見ると受注金額の多い 1,000 万～3,000 万円未ḩと 3,000 万～5,000 万円未ḩの階層は

2007-2008 年度の減少幅が大きく、それより大きい階層と小さい階層の受注金額は増加の傾向にあ

る。 

ＪＶについては、受注金額 25 億 6,200 万円（構成比 2.5％）は、2007 年度 27 億 6,520 万円（同

2.6％）から微減した。 

 

業者規模四区分を定義 

さらに、資本金階層を以下のように分類して、分析・整理してみた。 

 「小㔖細業者」㧦資本金階層 1,000 万円未ḩ 

 「地域中小中ၷ業者」㧦資本金階層 1,000 万円～5,000 万円未ḩ 

 「地域大手業者」㧦資本金階層 5,000 万円～10 億円未ḩ 

 「全国的大手業者」㧦資本金階層 10 億円以上 

 

小零細業者の受注金額はわずか 2％弱、全国大手は 2割を受注 

図表 2-2-2-2 は、上記の定⟵

による受注金額である。 

最多は地域中小中ၷ業者で、

受注金額は 2008 年度 540 億

2,050 万円、全体の半分以上

を 占 め て い る （ 構 成 比

52.2％）。しかし、2007 年度

576 億 1,510 万円（同 54.6％）

に比べると約 36 億円減少し

た。 

他方、ＪＶを除く他の階層

の 2008 年度の受注金額、構

成比は、2007 年度の実績を上

回った。2008 年度の受注金額は、小㔖細業者 18 億 2,530 万円（同 1.8％）、地域大手業者 230 億

3,800 万円（同 22.3％）、全国的大手業者 196 億 9,170 万円（同 19.0％）であった。小㔖細業者は

1.8％を占めるにす߉ず、他方で全国的大手業者の受注金額は 2 割にのぼっていた。 

図表 2-2-2-2 

業者規模四区分別及びＪＶ別、受注金額 

 単位：百万円・％ 

受注金額（⊖万円） 構成比（％） 

  2007 

年度 

2008 

年度 

2007 

年度 

2008 

年度 

全 体  105,561 103,507 100.0 100.0 

小㔖細 1 千万円未ḩ 1,236 1,825 1.2 1.8 

地域 1 千万円～ 

中小中ၷ 5 千万円未ḩ 
57,615 54,021 54.6 52.2 

5 千万円～ 
地域大手 

10 億円未ḩ 
21,353 23,038 20.2 22.3 

全国的大手 10 億円以上 19,564 19,692 18.5 19.0 

ＪＶ  2,765 2,562 2.6 2.5 

ή回╵  3,028 2,369 2.9 2.3 
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図表 2-2-2-3 埼玉県の資本金階層別及びＪＶ別、受注金額の推移 

単位：百万円・％ 

受注金額（⊖万円） 構成比（％） 

2004 2005 2007 2007 2008 2004 2005 2007 2007 2008 

   

年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 

全体 105,615 94,715 104,724 101,365 96,699 100.0  100.0  100.0  100.0  100.0 

500 万円未ḩ 309 240 354 403 273 0.3  0.3  0.3  0.4  0.3 

～1,000 万円未ḩ 805 507 433 676 702 0.8  0.5  0.4  0.7  0.7 

～3,000 万円未ḩ 22,006 21,639 23,704 23,615 20,667 20.8  22.8  22.6  23.3  21.4 

～5,000 万円未ḩ 11,596 12,404 14,357 14,563 12,466 11.0  13.1  13.7  14.4  12.9 

～1 億円未ḩ 13,303 14,020 16,955 18,437 20,546 12.6  14.8  16.2  18.2  21.2 

～10 億円未ḩ 11,468 11,812 13,803 20,637 20,787 10.9  12.5  13.2  20.4  21.5 

～50 億円未ḩ 2,349 1,032 2,565 4,483 2,676 2.2  1.1  2.4  4.4  2.8 

50 億円以上 15,136 10,953 18,332 9,871 18,145 14.3  11.6  17.5  9.7  18.8 

JV 28,347 18,706 11,799 8,477 195 26.8  19.8  11.3  8.4  0.2 

資
本
金
階
層 

ή回╵ 297 3,403 2,421 203 242 0.3  3.6  2.3  0.2  0.2 

小㔖細 

（1 千万円未ḩ） 
1,113 746 787 1,079 974 1.1 0.8 0.8 1.1 1.0 

地域中小中ၷ 

（～5 千万円未ḩ） 
33,601 34,043 38,061 38,178 33,133 31.8 35.9 36.3 37.7 34.3 

地域大手 

（～10 億円未ḩ） 
24,771 25,832 30,758 39,075 41,333 23.5 27.3 29.4 38.5 42.7 

全国的大手 

（10 億円以上） 
17,485 11,985 20,897 14,354 20,821 16.6 12.7 20.0 14.2 21.5 

再
掲 

JV 28,347 18,706 11,799 8,477 195 26.8 19.8 11.3 8.4 0.2 

 

千葉県の小零細業者の受注金額は埼玉県を上回る 

千葉県の特徴を示すために、受注金額が同規模の埼玉県との比較ᬌ⸛を⹜みた（2008 年度㧦千

葉県 1,035 億 680 万円、埼玉県 966 億 9,900 万円）。図表 2-2-2-3 は、埼玉県発注公共工事の 2004

年度からの資本金階層別受注金額の推移である。 

千葉県の小㔖細業者の受注金額は 18 億 2,500 万円（構成比 1.8％）、埼玉県の同ランク受注金額

9 億 7,400 万円（同 1.0％）の倍近い実績を示している。しかし、ਔ県とも金額的には૛りにも少

ない。小さな金額で多くの業者の受注に結びつくこのランク業者への発注金額を増やすᔅ要がある。 

 

千葉県は地域中小中堅の、埼玉県では地域大手の受注比率が高い 

地域中小中ၷ、地域大手に関しては、千葉県は地域中小中ၷの比率が高く、他方で、地域大手の

それが低い。地域中小中ၷは千葉県 52.2％、埼玉県 34.3％、地域大手は千葉県が 22.3％、埼玉県

が 42.7％であった。埼玉県の推移を見ると地域中小中ၷが減り、地域大手が増える傾向を示してい

るが、千葉県が今後、埼玉県のような傾向をㄡるか、あるいは現状通り地域中小中ၷへの発注を⏕

଻するのか、注目したい。 

2007 年度、2008 年度の全国的大手の受注比率は千葉県が 18.5％、19.0％、埼玉県が 14.2％、

21.5％であり、この比較のみで特徴付けは㔍しい。このランクは大規模プュグゟクトによって増加

すると考えられるので、今後注ⷞして行くことがᔅ要である。 

 

２．業者資本金階層別にみた受注件数の推移と特徴 
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資本金規模 1,000 万円～3,000 万円未満の業者で受注件数の過半数を占める 

図表 2-2-2-4 は、資本金階層別の受注件数であ

る。 

2008 年度の受注件数の最多は 1,000 万～

3,000 万円未ḩで、受注件数 2,781 件は全体の過

半数（51.5％）を占めた。次に件数で多いのは

3,000万～5,000万円未ḩの 1,050件（同 19.4％）

であった。しかし、件数では多いこの 2 つの階

層は、2007-2008 年度は受注件数が減少した。 

また、10 億～50 億円未ḩ、50 億円以上の資

本金規模の企業など全国的大手業者の受注件数

も大きく減っている（ਔ資本金規模ランク業者

の合計－214 件、構成比－3.2 フイント）。వに

みたように、これら２つの階層の受注金額はᮮ

ばい෶は増加の傾向にあり、1 件当たりの規模が

より大きくなっている。 

 

地域中小中堅業者が受注件数の 7割を占める 

図表 2-2-2-5 は、業者規模྾区分で

みた受注件数である。 

2008 年度の最多は地域中小中ၷ業

者 3,831 件で、全体の 71.0％を占めて

いる。2007 年度に比べて受注件数は、

－251 件であった。 

これに対して資本金規模のより大き

な地域大手業者の受注件数 875 件はᮮ

ばい（2007 年度より－6 件）、それよ

り規模の大きな全国的大手業者の受注

件数 284 件は大きく減少した（2007

年度より－214 件）。他方で、小㔖細業

者受注件数 246 件は、2007 年度 206

件から㧗42 件となった。 

千葉県では埼玉県より中小中堅規模業者に受注件数が集中 

受注件数に関しても、埼玉県と比較ᬌ⸛してみる。図表 2-2-2-6 は 2004 年度からの埼玉県発注

公共工事の資本金階層別受注件数の推移である。 

 

 

 

 

 

図表 2-2-2-4 

資本金階層別及びＪＶ別、受注件数 

 単位：百万円・％ 

受注件数 構成比 

  2007 

年度 

2008 

年度 

2007 

年度 

2008 

年度 

全体 5,865 5,399 100.0 100.0 

500 万円未ḩ 94 135 1.6 2.5 

～1,000 万円未ḩ 110 111 1.9 2.1 

～3,000 万円未ḩ 2,931 2,781 50.0 51.5 

～5,000 万円未ḩ 1,151 1,050 19.6 19.4 

～1 億円未ḩ 502 522 8.6 9.7 

～10 億円未ḩ 379 353 6.5 6.5 

～50 億円未ḩ 64 45 1.1 0.8 

50 億円以上 434 239 7.4 4.4 

JV 4 8 0.1 0.1 

ή回╵ 196 155 3.3 2.9 

 

図表 2-2-2-5 

業者規模四区分別及びＪＶ別受注件数 

単位：件・％ 

受注件数 構成比 

  2007 

年度 

2008 

年度 

2007 

年度 

2008 

年度 

全 体  5,865 5,399 100.0 100.0 

小㔖細 1 千万円未ḩ 204 246 3.5 4.6 

地域 1 千万円～ 

中小中ၷ 5 千万円未ḩ 
4,082 3,831 69.6 71.0 

5 千万円～ 
地域大手 

10 億円未ḩ 
881 875 15.0 16.2 

全国的大手 10 億円以上 498 284 8.5 5.3 

ＪＶ  4 8 0.1 0.1 

ή回╵  196 155 3.3 2.9 
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表 2-2-2-6 埼玉県の資本金階層別及びＪＶ別、受注件数の推移 

単位：件・％ 

受注件数（件） 構成比（％） 

2004 2005 2007 2007 2008 2004 2005 2007 2007 2008 

   

年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 

全体 3,463 3,604 3,517 3,258 3,096 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

500 万円未ḩ 60 68 67 66 65 1.7 1.9 1.9 2 2.1 

～1,000 万円未ḩ 112 85 76 97 111 3.2 2.4 2.2 3 3.6 

～3,000 万円未ḩ 1,707 1,684 1,624 1,541 1,474 49.3 46.7 46.2 47.3 47.6 

～5,000 万円未ḩ 511 566 582 569 489 14.8 15.7 16.5 17.5 15.8 

～1 億円未ḩ 443 513 532 482 515 12.8 14.2 15.1 14.8 16.6 

～10 億円未ḩ 318 337 316 279 249 9.2 9.4 9 8.6 8 

～50 億円未ḩ 40 35 48 59 40 1.2 1 1.4 1.8 1.3 

50 億円以上 157 175 189 126 128 4.5 4.9 5.4 3.9 4.1 

JV 62 47 28 18 1 1.8 1.3 0.8 0.6 0 

資
本
金
階
層 

ή回╵ 53 94 55 21 24 1.5 2.6 1.6 0.6 0.8 

小㔖細 

（1 千万円未ḩ） 
172 153 143 163 176 5.0  4.2  4.1  5.0  5.7 

地域中小中ၷ 

（～5 千万円未ḩ） 
2,218 2,250 2,206 2,110 1,963 64.0  62.4  62.7  64.8  63.4 

地域大手 

（～10 億円未ḩ） 
761 850 848 761 764 22.0  23.6  24.1  23.4  24.7 

全国的大手 

（10 億円以上） 
197 210 237 185 168 5.7  5.8  6.7  5.7  5.4 

再
掲 

JV 62 47 28 18 1 1.8  1.3  0.8  0.6  0.0 

 

第 2 部第 1 章で述べたように、ਔ県とも発注金額は 1,000 億円前後で推移してきたが、受注件数

は千葉県が埼玉県を 2 千件ちかく上回っている（2008 年度㧦千葉県 5,399 件、埼玉県 3,096 件）。

これは、千葉県のほうが小規模工事の発注比率が高いからである。そのことによって、千葉県の場

合、埼玉県に比べると資本金規模の小さい業者の受注件数が多くなっている。 

2008 年度の千葉県の最多は資本金 1,000 万～3,000 万円未ḩ 2,781 件で、構成比は 50％を超え

ていた（51.5％）。埼玉県の最多も 1,000 万～3,000 万円未ḩ 1,474 件だが、構成比は５割を下回っ

た（同 47.6％）。 

千葉県の第 2 位の 3,000 万～5,000 万円未ḩ（1,050 件・同 19.4％）は埼玉県では第 3 位（489

件・同 15.8％）であり、千葉県の構成比のほうが高い。他方で、千葉県の第 3 位の 5,000 万～1 億

円未ḩ（522 件・同 9.7％）は埼玉県では第 2 位（515 件・同 16.6％）で、千葉県の構成比は埼玉

県を下回った。 

図表 2-2-2-7 は、千葉県と埼玉

県の業者規模྾区分による 2008

年度の受注件数である。 

最多はਔ県とも地域中小中ၷ業

者だが、千葉県の構成比のほうが

高い（千葉県 3,831 件・構成比

71.0％、埼玉県 1,963 件・構成比

63.4％）。埼玉県に比べて千葉県は、

地域中小中ၷ業者による受注が多

図表 2-2-2-7 

千葉県と埼玉県の業者規模四区分及びＪＶ別、 

受注件数（2008 年度） 

 単位：件数・％ 

受注件数 構成比 
  

千葉県 埼玉県 千葉県 埼玉県 

全 体  5,399 3,096 100.0 100.0 

小㔖細 1 千万円未ḩ 246 176 4.6 5.7 

地域 1 千万円～ 

中小中ၷ 5 千万円未ḩ 
3,831 1,963 71.0 63.4 

5 千万円～ 
地域大手 

10 億円未ḩ 
875 764 16.2 24.7 

全国的大手 10 億円以上 284 168 5.3 5.4 

ＪＶ  8 1 0.1 0.0 

ή回╵  155 24 2.9 0.8 
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い。 

他方、地域大手業者は、千葉県は埼玉県に比べて受注件数は多いものの構成比は低い（千葉県 875

件・構成比 16.2％、埼玉県 764 件・構成比 24.7％）。また、小㔖細業者に関しても、千葉県のほう

が受注件数は多いが、構成比は低い（千葉県 246 件・構成比 4.6％、埼玉県 176 件・構成比 5.7％）。

埼玉県と比較した場合、千葉県は地域中小中ၷ業者による受注が多いため、地域大手業者と小㔖細

業者の受注ウ゠イトが低くなっている。 

 

３．業者資本金階層別にみた１件当たり受注金額の推移と特徴 

 

千葉県での 1件当たり受注額は増加、大手業者ほど１件当り受注金額は大きい 

 図表 2-2-2-8 は、千葉県における資本金階層別の１件当た

り受注金額である。 

2008 年度の 1 件あたりの全体平均は 1,920 万円、2007

年度より規模が若干大きくなっている（2007 年度 1,800 万

円）。୘々の資本階層別でも、3,000 万～5,000 万円を除い

て 2007 年度より大きい。 

3000 万～5000 万円未ḩは 1 件当たり受注金額 1,830 万

円と、2007 年度に比べて 70 万円ほど減らして、前年度実

績を下回った。 

 1 件当たり受注金額は資本金規模の大きな業者が受注し

た工事ほど大きく、資本金規模が 1 億～10 億円未ḩランク

業者で 6,000 万円（6,090 万円、前年度比㧗2,040 万円）を

超え、50 億円以上ランク業者で 7,000 万円（7,090 万円、

前年度比+3,180 万円）を超えているのが目立つ。 

 また、小規模業者の 1 件当たり受注額では、資本金 500 万～1000 万円未ḩ規模の業者ランクは

570 万円で前年比 30 万円の微増、500 万円未ḩ業者ランクでは 880 万円となり前年比 200 万円の

大幅増加となった。 

 

千葉県の大手業者の受注工事規模は埼玉県に比べて小さい 

図表 2-2-2-9 は埼玉県の資本金

階層別の１件当たりの受注金額の

推移である。2008 年度に関しては

千葉県の１件当たりの受注金額を

載せている。 

2008 年度の千葉県の１件当り

の受注金額 1,920 万円は、埼玉県

の 3,120 万円を 1,200 万円下回っ

た。資本金階層別にみても、千葉

県は 500 万円未ḩと JV を除く全

ての階層で１件あたりの受注金額

図表 2-2-2-8 

資本金階層別、1件当り受注金額 

単位：百万円 

  
2007 

年度 

2008 

年度 

全体 18.0 19.2 

500 万円未ḩ 6.8 8.8 

～1,000 万円未ḩ 5.4 5.7 

～3,000 万円未ḩ 12.2 12.5 

～5,000 万円未ḩ 19.0 18.3 

～1 億円未ḩ 21.7 24.0 

～10 億円未ḩ 27.6 29.8 

～50 億円未ḩ 40.5 60.9 

50 億円以上 39.1 70.9 

JV 691.3 320.3 

ή回╵ 15.4 15.3 

 

図表 2-2-2-9 

埼玉県と千葉県の資本金階層別、1件当り契約金額 

単位：百万円 

埼玉県 千葉県 

  2004 

年度 

2005 

年度 

2007 

年度 

2007 

年度 

2008 

年度 

2008 

年度 

全体 30.5 26.3 29.8 31.1 31.2 19.2 

500 万円未ḩ 5.1 3.5 5.3 6.1 4.2 8.8 

～1,000 万円未ḩ 7.2 6㨫0 5.7 7.0 6.3 5.7 

～3,000 万円未ḩ 12.9 12.9 14.6 15.3 14.0 12.5 

～5,000 万円未ḩ 22.7 21.9 24.7 25.6 25.5 18.3 

～1 億円未ḩ 30.0 27.3 31.9 38.3 39.9 24.0 

～10 億円未ḩ 36.1 35.1 43.7 74.0 83.5 29.8 

～50 億円未ḩ 58.7 29.5 53.4 76.0 66.9 60.9 

50 億円以上 96.4 62.6 97.0 78.3 141.8 70.9 

JV 457.2 398.0 421.4 471.0 195.3 320.3 

ή回╵ 5.6 36.2 44.0 9.7 10.1 15.3 

出所：埼玉県のデータは「埼玉県政の公共事業政策に関する調査・
研究」報告書。 
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が埼玉県を下回った。とくに、地域大手業者や全国的大手業者に⋧当する業者が受注している工事

規模は、埼玉県に比べて小さい。1～10 億円未ḩは、千葉県 2,980 万円に対して埼玉県は 8,350 万

円で実に 5 千万円超（2.8 倍）の開きが、50 億円以上に関しては千葉県 7,090 万円、埼玉県 1 億

4,180 万円で、7 千万円（2 倍）もの開きがあった。 

 

４．資本金別、工事規模別の受注件数の実態 

 

500 万円以下の小規模工事に資本金規模が中規模、大手業者が参入 

 図表 2-2-2-10 は、2008 年度の資本金階層別、工事規模別の受注件数である。 

全件数 5,399 件の過半数（51.5％）を占める資本金規模 1,000 万～3,000 万円未ḩは、2,781 件

受注しているが、そのうち工事規模 1,000 万～5,000 万円未ḩが 988 件（2,781 件の 35.5％）で最

も多く、次いで 100 万～500 万円規模工事が 729 件（同 26.2％）である。このクラスでは、500

万円以下の小規模工事から中規模の 5,000 万円未ḩの工事まで幅広く受注している。 

資本金規模 5,000 万～1 億円未ḩ、1 億～10 億円未ḩの地域大手業者の受注工事規模の最多も

1,000 万～5,000 万円規模であり、前者が 250 件（522 件の 47.9％）、後者が 122 件（353 件の 34.6％）

であった。 

しかし、このクラスでは比較的大きい規模の工事の受注件数も多いが、一方で 500 万円未ḩの小

規模工事の受注が小㔖細業者の受注実績を上回り、幅広く受注している。500 万円未ḩの工事を資

本金 5,000 万～1 億円未ḩは 174 件、1 億円～10 億円未ḩは 149 件受注しており、資本金 500 万

円未ḩの 76 件、500 万円～1,000 万円未ḩの 72 件を上回っている。このような中小中ၷ業者や地

域大手業者が 500 万円未ḩの小額工事で、小㔖細業者を大きくಒߋ受注実績をあげている状況は昩

正されるべきである。 

 

図表 2-2-2-10 資本金階層別、工事規模別受注件数（2008 年度） 

単位：上段・件、下段・％ 

全体
50万円
未ḩ

～100万円
未ḩ

～500万円
未ḩ

～1000万円
未ḩ

～5000万円
未ḩ

～1億円
未ḩ

～5億円
未ḩ

～10億円
未ḩ

～50億円
未ḩ

50億円
以上

5,399 572 510 1,226 676 2,147 162 97 5 4 �
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 �

135 11 14 51 22 36 1 � � � �
2.5 1.9 2.7 4.2 3.3 1.7 0.6 � � � �
111 11 12 49 17 22 � � � � �
2.1 1.9 2.4 4.0 2.5 1.0 � � � � �

2,781 340 287 729 378 988 51 8 � � �
51.5 59.4 56.3 59.5 55.9 46.0 31.5 8.2 � � �
1050 78 93 177 118 542 36 6 � � �
19.4 13.6 18.2 14.4 17.5 25.2 22.2 6.2 � � �
522 45 47 82 52 250 25 21 � � �
9.7 7.9 9.2 6.7 7.7 11.6 15.4 21.6 � � �
353 51 33 65 40 122 22 18 2 � �
6.5 8.9 6.5 5.3 5.9 5.7 13.6 18.6 40.0 � �
45 4 4 7 5 15 2 7 1 � �

0.8 0.7 0.8 0.6 0.7 0.7 1.2 7.2 20.0 � �
239 6 8 31 23 116 16 35 2 2 �
4.4 1.0 1.6 2.5 3.4 5.4 9.9 36.1 40.0 50.0 �

8 � 1 � � 2 3 � � 2 �
0.1 � 0.2 � � 0.1 1.9 � � 50.0 �
155 26 11 35 21 54 6 2 � � �
2.9 4.5 2.2 2.9 3.1 2.5 3.7 2.1 � � �

～3000万円
未ḩ

～5000万円
未ḩ

～1億円
未ḩ

工事規模ψ

全体

ή回╵

資
本
金
規
模

500万円
未ḩ

～10億円
未ḩ

～50億円
未ḩ

50億円
以上

,8

～1000万円
未ḩ
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小規模工事受注で零細業者に配慮なし 

図表 2-2-2-11 は、業者規模྾区分と工事規模྾区分をクュス集計したものである。 

 

図表 2-2-2-11 資本金階層４区分別、工事規模４区分別受注件数（2008 年度） 

 単位：上段・件、下段・％ 

工事規模 

小規模 中規模 大規模 超大規模 
  

全体 ～1 千万円 

未ḩ 

～1 億円 

未ḩ 

～10 億円 

未ḩ 

10 億円 

以上 

5,399 2,984 2,309 102 4 
全 体 

100.0  100.0  100.0  100.0  100.0  

246 187 59 0 0 
小㔖細 1 千万円未ḩ 

4.6  6.3  2.6  － － 

3,831 2,200 1,617 14 0 
地域中小中ၷ 

1 千万円～ 

5 千万円未ḩ 71.0  73.7  70.0  13.7  － 

875 415 419 41 0 
地域大手業者 

5 千万円～ 

10 億円未ḩ 16.2  13.9  18.1  40.2  － 

284 88 149 45 2 

業
者
規
模 

全国的大手業者 10 億円以上 
5.3  2.9  6.5  44.1  50.0  

8 1 5 0 2 
JV 

0.1  0.0  0.2  － 50.0  

155 93 60 2 0 
ή回╵ 

2.9  3.1  2.6  2.0  － 

 

受注件数が最多の地域中小中ၷ業者は、小規模工事 2,984 件のうち 2,200 件、7 割（構成比 73.7％）

を、中規模工事 2,309 件のうち 1,617 件、やはり 7 割（同 70.0％）を受注している。そのため、小

額工事を主に受注して経営を⛽ᜬしている小㔖細業者は、小規模工事 2,984 件のうち 187 件（同

6.3％）、中規模工事 2,309 件のうち 59 件（同 2.6％）を受注しているにす߉ず、受注環Ⴚは大変厳

しい。 

千葉県は、┹੎入札実施の際の格付ラン

ク別発注基準を厳格にして小㔖細業者の受

注機会のഃ出に㈩ᘦする事や、千葉県で実

施されている入札時の格付指定ランク業者

以外の上位格付ランク業者の入札参加を制

限するなどのភ置のᬌ⸛もᔅ要とᕁわれる。 

 

第第第第 3333 節節節節    受注業者受注業者受注業者受注業者のののの県内外別県内外別県内外別県内外別にににに見見見見たたたた特徴特徴特徴特徴    

    

１．県内外・,8別受注件数と金額 

 

県内業者の受注金額は 7割を維持 

図表 2-2-3-1 は、受注業者の県内外別受注

金額の推移である。 

2008 年度の県内業者の受注金額は、2007

年度 747 億 5,100 万円よりやや減少したも

図表 2-2-3-1 

 県内外、ＪＶ別にみた受注金額の推移 

 単位：上段・百万円、下段・％ 

  全体 県内 県外 ＪＶ 

112,760 70,499 34,048 8,214 
2005 年度 

100.0 62.5 30.2 7.3 

107,261 69,129 33,516 4,616 
2006 年度 

100.0 64.4 31.2 4.3 

105,561 74,751 28,045 2,765 
2007 年度 

100.0 70.8 26.6 2.6 

103,507 71,777 29,168 2,562 
2008 年度 

100.0 69.3 28.2 2.5 

図表 2-2-3-2 

県内外、ＪＶ別にみた受注件数の推移 

単位：上段・件、下段・％ 

  全体 県内 県外 ＪＶ 

6,229 5,408 807 14 
2005 年度 

100.0 86.8 13.0 0.2 

5,960 5,199 733 10 
2006 年度 

100.0 87.2 12.3 0.2 

5,865 5,174 687 4 
2007 年度 

100.0 88.2 11.7 0.1 

5,399 4,710 681 8 
2008 年度 

100.0 87.2 12.6 0.1 
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のの 717 億 7,670 万円（構成比 69.3％）と、700 億円台にある。 

一方、県外業者の受注金額は 2008 年度 291 億 6,810 万円と、2007 年度 280 億 4,510 万円に比

べて 11 億 2,300 万円増えた。しかし、構成比は、2005 年度、2006 年度の 30％ᒝを下回っている

（2008 年度 28.2％） 

2005 年度との対比では、県外業者は 48 億 7,940 万円減少（増減率－14.3％）に対して、県内業

者は約 12 億 7,700 万円の増加（増減率㧗1.8％）であった。 

ＪＶの受注金額はトラゼゥがあるが、2007 年度 27 億 6,520 万円、2008 年度 25 億 6,200 万円と

ここ 2 年間は 25 億円超を⛽ᜬしている。 
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図表 2-2-3-2 は、受注業者の県内外別受注件数の推移である。 

2005 年度以降、全体の 9 割ᒙ（86～88％台）を県内業者が受注している。ただし、県内業者の

受注件数自体は、全体が減少している下で減少し続け、とくに 2008 年度 4,710 件（構成比 87.2％）

は、2005 年度以降では初めての 4 千件台となった。県外業者も減少の⿲൓にあり、2008 年度の受

注件数は 681 件（同 12.6％）であった。 

 

２．工事規模別、県内外別受注件数の実態 

 

県内業者の受注件数の 97％は 5,000 万円未満の工事 

図表 2-2-3-3 は、2008 年度の工事規模別、県内外別受注件数である。 

全体の最多工事規模は 1,000 万～5,000 万円未ḩ 2,147 件（構成比 39.8％）、次に 100 万～500

万円未ḩ 1,226 件（同 22.7％）であった。これは、県内・県外業者とも工事規模別の最多が 1,000

万～5,000 万円未ḩ（県内業者 1,845 件・構成比 39.2％、県外業者 300 件・同 44.1％）、次いで 100

万～500 万円未ḩ（県内業者 1,100 件・同 23.4％、県外業者 126 件・同 18.5％）だからである。 

 

図表 2-2-3-3 工事規模別、県内外別受注件数（2008 年度） 

単位:件・％ 

受注件数（件） 構成比（％） 
  

全体 県内 県外 ＪＶ 全体 県内 県外 ＪＶ 

全体 5,399 4,710 681 8 100.0  100.0  100.0  100.0 

50 万円未ḩ 572 542 30 - 10.6  11.5  4.4  - 

～100 万円未ḩ 510 475 34 1 9.4  10.1  5.0  12.5 

～500 万円未ḩ 1,226 1,100 126 - 22.7  23.4  18.5  - 

～1,000 万円未ḩ 676 592 84 - 12.5  12.6  12.3  - 

～5,000 万円未ḩ 2,147 1,845 300 2 39.8  39.2  44.1  25.0 

～1 億円未ḩ 162 114 45 3 3.0  2.4  6.6  37.5 

～5 億円未ḩ 97 40 57 - 1.8  0.8  8.4  - 

～10 億円未ḩ 5 2 3 - 0.1  0.0  0.4  - 

～50 億円未ḩ 4 - 2 2 0.1  - 0.3  25.0 

工
事
規
模 

50 億円以上 - - - - - - - - 

5 千万円未ḩ 5,131 4,554 574 3 95.0  96.8 84.3 37.5 

5 千万円以上 268 156 107 5 5.0  3.2 15.7 62.5 

小規模（～1 千万円未ḩ） 2,984 2,709 274 1 55.3 57.6 40.2 12.5 

中規模（～1 億円未ḩ） 2,309 1,959 345 5 42.8 41.6 50.7 62.5 

大規模（～10 億円未ḩ） 102 42 60 0 1.9 0.8 8.8 0.0 

再
掲 

超大規模（10 億円以上） 4 0 2 2 0.1 0.0 0.3 25.0 

 

県外業者は高額工事に比重があるも、小額工事も受注 

県内・県外別に構成比を比較してみると、県内業者は小規模な工事の割合が高く、県外業者は大

規模な工事のそれが高い。଀えば、5,000 万円未ḩと 5,000 万円以上で分けてみると、県内業者は

5,000 万円未ḩが 96.8％を占め、5,000 万円以上は 3.2％にす߉ない。他方、県外業者は 5,000 万

円未ḩが 84.3％、5,000 万円以上は 15.7％であった。 

県内業者は小規模な工事において、県外業者は大規模な工事において、比較的にఝ位にあるよう

だ。しかし、県外業者の 1,000 万円未ḩの小規模工事の受注件数は 274 件（構成比 40.2％）にい

たっている。県内業者受注の 2,709 件（同 57.6％）には෸ばないものの、県外の業者受注が幅広い
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ものである事を示している。 

 

千葉県と埼玉県の県内外別、工事規模別受注件数はほぼ同じ傾向 

図表 2-2-3-4 は、2008 年度の千葉県と埼玉県の県内外別、工事規模別の受注件数の構成比である。 

 

図表 2-2-3-4 千葉県と埼玉県の工事規模別、県内外別受注件数（2008 年度） 

 単位：件・％ 

全体 県内 県外 ＪＶ   

千葉県 埼玉県 千葉県 埼玉県 千葉県 埼玉県 千葉県 埼玉県 

件 数（件） 5,399 3,096 4,710 2,771 681 324 8 1 
全体 

構成比（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

50 万円未ḩ 10.6 0.9 11.5 1.0 4.4 - - - 

～100 万円未ḩ 9.4 4.0 10.1 4.2 5.0 2.5 12.5 - 

～500 万円未ḩ 22.7 29.6 23.4 30.3 18.5 23.1 - - 

～1,000 万円未ḩ 12.5 15.5 12.6 15.4 12.3 16.0 - - 

～5,000 万円未ḩ 39.8 36.1 39.2 36.0 44.1 36.7 25.0 - 

～1 億円未ḩ 3.0 10.4 2.4 10.3 6.6 11.1 37.5 - 

～5 億円未ḩ 1.8 3.0 0.8 2.3 8.4 8.6 - 100.0 

～10 億円未ḩ 0.1 0.1 0.0 0.0 0.4 0.6 - - 

～50 億円未ḩ 0.1 0.3 - 0.1 0.3 1.2 25.0 - 

50 億円以上 - - - - - - - - 

工
事
規
模

（％
） 

ή回╵  0.2  0.2  -  - 

小規模 

（～1 千万円未ḩ） 55.3 49.9 57.5 50.9 40.2 41.7 12.5 0.0 

中規模 

（～1 億円未ḩ） 42.8 46.5 41.6 46.3 50.7 47.8 62.5 0.0 

大規模 

（～10 億円未ḩ） 1.9 3.1 0.9 2.4 8.8 9.3 0.0 100.0 

再
掲

（％
） 

超大規模 

（10 億円以上） 0.1 0.3 0.0 0.1 0.3 1.2 25.0 0.0 

 

県内・県外業者別の工事規模（྾区分）比率を埼玉県と比較しても、千葉県は県内業者の小規模

工事比率が高い（小規模工事㧦千葉県 57.5％、埼玉県 50.9％）。 

県外業者については、工事規模྾区分では、若干のフイント差はあるが、各規模ともほぼ同じよ

うな比率である（小規模工事㧦千葉県 40.2％・埼玉県 41.7％、中規模工事㧦千葉県 50.7％・埼玉

県 47.8％、大規模工事㧦千葉県 8.8％・埼玉県 9.3％、超大規模工事㧦千葉県 0.3％・埼玉県 1.2％）。 

ただし、小規模工事において千葉県の県外業者は 100 万円未ḩ比が高く（千葉県 9.4％、埼玉県

2.5％）、埼玉県は 100～1,000 万円未ḩ比が高い（千葉県 30.8％、埼玉県 39.1％）。千葉県発注公

共工事において県外業者は、小規模工事で埼玉県に比べ一⒟の比率を受注し、実績をあげている。

小規模工事を対象にしている千葉県内業者にとっては、受注機会の減少になりかߨない。 
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３．建設業種区分別、業者所在地区分別受注の実態 

 

千葉県内業者の受注は土木中心、県外業者の主流は専門工事 

図表 2-2-3-5 は、2008 年度の業種別、県内外別の受注件数である。 

県内業者の業種別内訳では、最多は土木一式 1,910 件（構成比 40.6％）で、管 770 件（同 16.3％）、

ほ装工事 544 件（同 11.5％）、建築一式 432 件（同 9.2％）、とび土工 330 件（同 7.0％）と続く。

この 5 業種で全体の 85％⒟を占めている。これらの業種を見ると、建築一式を除く他の４業種は

土木♽の総合工事業者やኾ㐷工事業者による対応工種であり、千葉県では土木♽の工事発注が中ᔃ

である事が分かる。 

一方、県外業者の業種別内訳では、機械器具 164 件（構成比 24.1％）が最多で、次いで電気 147

件（同 21.6％）、土木一式 118 件（同 17.3％）、電気通信 63 件（同 9.3％）、㍑構造物工事 52 件（同

7.6％）であった。土木一式を除いては、ኾ㐷業種分㊁であり、これらの一部を県外大手業者や全

国的大手企業、大手ベーィー等のኾ㐷分㊁にᒝい業者が工事を受注している。 

 

図表 2-2-3-5 業種別、業者所在地別受注件数（2008 年度） 

単位：件 

県内 県外 ＪＶ 全 体 
 

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 

全体 4,710 100.0 681 100.0 8 100.0 5,399 100.0 

さく井 10 0.2 4 0.6 - - 14 0.3 

しゅんせつ 4 0.1 29 4.3 - - 33 0.6 

とび土工 330 7 15 2.2 - - 345 6.4 

ほ装 544 11.5 26 3.8 - - 570 10.6 

管 770 16.3 29 4.3 - - 799 14.8 

機械器具 42 0.9 164 24.1 - - 206 3.8 

建築一式 432 9.2 12 1.8 2 25 446 8.3 

㍑構造物 15 0.3 52 7.6 - - 67 1.2 

水道 14 0.3 14 2.1 - - 28 0.5 

造࿦ 45 1 - - - - 45 0.8 

電気 373 7.9 147 21.6 - - 520 9.6 

電気通信 28 0.6 63 9.3 - - 91 1.7 

塗装 78 1.7 5 0.7 - - 83 1.5 

土木一式 1,910 40.6 118 17.3 6 75 2,034 37.7 

内装一式 12 0.3 - - - - 12 0.2 

㒐水 29 0.6 - - - - 29 0.5 

洑㒐 65 1.4 2 0.3 - - 67 1.2 

建具 7 0.1 - - - - 7 0.1 

イラス - - - - - - 0 0 

タイャ - - - - - - 0 0 

鉄筋 - - - - - - 0 0 

浜᝹ 1 0 - - - - 1 0 

ደᩮ - - 1 0.1 - - 1 0 

板金 1 0 - - - - 1 0 
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４．県内業者の資本金規模別業種の特性 

 

千葉県の小零細業者の受注は土木、管工事に集中 

図表 2-2-3-6 は、県内業者の資本金規模別、業種別の受注件数である。 

2008 年度の県内業者の受注件数 4,710 件のうち資本金 500 万円未ḩの業者による受注件数は

126 件、500 万円～1,000 万円未ḩ業者の受注件数は 106 件である。この 2 階層を合わせた小㔖細

業者の受注件数は 232 件だが、そのうち、土木一式が 97 件（小㔖細業者受注件数の 41.8%）、管

が 76 件（同 32.7%）電気が 21 件（同 9.1%）で、小㔖細業者の 7 割以上（73.5％）を土木一式と

管が占めている。 

 

図表 2-2-3-6 県内業者の資本金規模別、業種区分別受注件数（2008 年度） 

 単位：件 

資本金 

区分ψ 

全
体 ５

百
万
円
未
満 

～
１
千
万
円
未
満 

～
３
千
万
円
未
満 

～
５
千
万
円
未
満 

～
１
億
円
未
満 

～
10
億
円
未
満 

～
50
億
円
未
満 

50
億
円
以
上 

JV 無
回
答 

全体 4,710 126 106 2,753 1,003 428 136 11 3 - 144 

さく井 10 - - 3 5 - 2 - - - - 

しゅんせつ 4 - - 2 1 - - - - - 1 

とび土工 330 5 - 236 58 8 1 - - - 22 

ほ装 544 7 4 265 175 67 12 - - - 14 

管 770 48 28 458 135 60 10 7 1 - 23 

機械器具 42 1 - 34 3 - 1 - - - 3 

建築一式 432 2 4 240 77 63 26 3 - - 17 

㍑構造物 15 - - 3 5 4 2 1 - - - 

水道 14 - 1 10 2 - - - - - 1 

造࿦ 45 1 2 35 5 1 - - - - 1 

電気 373 11 10 215 73 40 10 - - - 14 

電気通信 28 - - 10 10 7 - - - - 1 

塗装 78 - 2 51 16 1 - - 1 - 7 

土木一式 1,910 49 48 1,144 431 170 34 - - - 34 

内装一式 12 1 - 10 1 - - - - - - 

㒐水 29 1 5 15 2 3 - - 1 - 2 

洑㒐 65 - 2 19 2 2 37 - - - 3 

建具 7 - - 3 1 2 1 - - - - 

イラス - - - - - - - - - - - 

タイャ - - - - - - - - - - - 

鉄筋 - - - - - - - - - - - 

浜᝹ 1 - - - 1 - - - - - - 

ደᩮ - - - - - - - - - - - 

板金 1 - - - - - - - - - 1 

 

地域中小中堅業者の主な受注業種は、土木一式、管、ほ装、建築一式、とび土工、電気 

次に、資本金 1,000 万～3,000 万円未ḩ、3,000 万～5,000 万円未ḩの 2 区分に⹥当する中小中

ၷ業者は 3,756 件（2,753 件+1,003 件、県内業者全受注件数の 79.8%）受注しているが、そのうち

土木一式が 1,575 件（1,144 件+431 件、中小中ၷ業者受注件数の 41.9%）、管が 593 件（458 件+135



 

 83

件、同 15.8%）、ほ装が 440 件（265 件㧗135 件、同 11.7%）、とび土工が 294 件（236 件+58 件、

同 7.8%）電気が 288 件（215 件+73 件、同 7.7%）である。 

資本金 5 千万～10 億円未ḩの地域大手業者では土木一式・建築一式が多く、土木一式が 204 件

（地域大手業者受注件数の 36.2%）、建築一式が 89 件（同 15.8％）、ほ装が 79 件（同 14.0%）、管

が 70 件（同 12.4%）電気が 50 件（同 8.9%）となっている。ここにはあがっていないが、1 億～

10 億円未ḩの受注件数で最も多いのは洑㒐 37 件（1 億円～10 億円未ḩの受注件数の 27.2％）で

ある。 

一方、資本金 10 億～50 億円未ḩの全国的大手業者は、管、建築、㍑構造物受注のみである。50

億円以上業者の受注も限定的で管、塗装、㒐水を受注している。 

各資本金規模の受注はほとんどが主要業種（土木一式、管、ほ装、電気、建築一式など）に集中

しているが、中小中ၷ業者および地域大手業者は主要業種に集中しつつもኾ㐷業種でも受注を⏕଻

している。 

 

主要業種の県内業者受注件数の 8割を地域中小中堅業者が受注 

県内業者の業種別受注件数で最多の土木一式（1,910 件）は、資本金 1,000 万～3,000 万円未ḩ

の県内業者の受注件数が 1,144 件（構成比 59.9％）、資本金 3,000 万～5,000 万円未ḩが 431 件（同

22.6％）で、この２階層にዻする地域中小中ၷ業者で土木一式の 82.5％（2 階層の合計件数 1,575

件）を占めている。以下、業種毎に地域中小中ၷ業者の受注件数を整理すると、 

 管工事＝593 件（77.0％） 

 ほ装工事＝440 件（80.9％） 

 建築一式＝314 件（73.4％） 

 とび土工工事＝294 件（89.1％） 

 電気工事＝288 件（77.2％） 

となり、土木一式、管、ほ装、電気、建築一式、とび土工、電気の主要業種で、地域中小中ၷ企

業が８割前後受注している。 

 

５．業者所在地と地域別発注工事の状況 

 

県内業者、県外業者とも、千葉・葛南・東葛飾地域で受注シェアが高い 

2008 年度の県内外別、地域別の発注金額を図表 2-2-3-7 に示す。 

地域別の発注金額は、వに述べたように「地区න位で見ると中⷏部（千葉・市ේ、⠌ᔒ㊁地域）、

ർ⷏部（⪾ධ、朁⪾㘼地域～市Ꮉ、⦁ᯅ、洁安やᨰ、朊戸、泴ጊ、安ቊሶ地域など）、ർ中部（特

に、ශᣞ、成田地域）の人ญ集中地域、新⥝住宅地域に工事発注が集中し、この３地区で全体の 70％

を占めるに⥋った。他の地区はいずれも発注工事額は年々暂減しており、県ർ部の３地区の比重が

県政の中でも重要度を増していると観浴される。」状況である。 
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図表 2-2-3-7 地域別、受注業者の県内外別受注金額（2008 年度） 

単位：百万円 

  全体 ％ 県内 ％ 県外 ％ ＪＶ ％ ή回╵ ％ 

全  体 103,507  100.0 71,777  100.0 29,168  100.0 2,562  100.0 - - 

千葉地域 18,613  18.0 9,149  12.7 9,464  32.4 - - - - 
中⷏部 

市ේ地域 4,065  3.9 3,441  4.8 624  2.1 - - - - 

⪾ධ地域 15,781  15.2 10,213  14.2 5,567  19.1 1  0.0 - - 
ർ⷏部 

朁⪾㘼地域 17,132  16.6 12,620  17.6 3,357  11.5 1,155  45.1 - - 

ශᣞ地域 9,710  9.4 6,280  8.7 2,316  7.9 1,113  43.4 - - 

成田地域 4,872  4.7 4,058  5.7 814  2.8 - - - - ർ中部 

㚅取地域 2,236  2.2 1,872  2.6 363  1.2 - - - - 

洊ං地域 6,184  6.0 3,753  5.2 2,181  7.5 250  9.8 - - 
ർ朁部 

ጊᱞ地域 5,063  4.9 4,116  5.7 947  3.2 - - - - 

長生地域 5,039  4.9 4,597  6.4 442  1.5 - - - - 
中朁部 

夢㓈地域 2,922  2.8 2,547  3.5 375  1.3 - - - - 

安ᚱ地域 5,528  5.3 4,113  5.7 1,372  4.7 43  1.7 - - 
ධ部 

ำ泟地域 5,039  4.9 3,918  5.5 1,121  3.8 - - - - 

ⶄ 数 1,275  1.2 1,052  1.5 224  0.8 - - - - 

県 外 49  0.0 47  0.1 1  0.0 - - - - 

 

2008 年度の県内業者の地域別受注金額をみると、1 位はർ⷏部の新⥝住宅地域である朁⪾㘼地域

で 126 億 2,030 万円（構成比 17.6％）であり、2 位はㇺ市部の人ญ集中地域の⪾ධ地域の 102 億

1,250 万円（同 14.2％）、3 位は同じくㇺ市部の千葉地域で 91 億 4,910 万円（構成比 12.7％）とな

っている。 

受注金額で4番目のශᣞ地域は近年新⥝住宅地域で発ዷし、ッポータウン住宅建築や道路、ᯅ᪞、

沜Ꮉ整備などの生活インフラ関連の建設工事がなされてきた地域である。県内業者の受注金額 62

億 8,030 万円（同 8.7％）は、このශᣞ地域全体の発注金額が 3 年間で 3 倍、2005 年度と同じ 100

億円台近くまでᚯして来た事が影響しているものとᕁわれる。 

一方、県外業者の受注のシゟアは、地域的には県内業者と同じ3地域で高い受注比率を占めるが、

順位は違っている。県外業者の場合、人ญが集中するㇺ市部の千葉地域がトップで 94 億 6,390 万

円、県外業者の受注総額の 32.4％と、⓭出して高い比率となっている。2 位は、朁੩に近い県ർ⷏

部のㇺ市部の⪾ධ地域で 55 億 6,740 万円（同 19.1％）、3 位が県内業者シゟアが最も高かった朁⪾

㘼地域で 33 億 5,680 万円（同 11.5％）であった。その他、県外業者の受注シゟアで比較的に高い

のは、ශᣞ地域（同 7.9％）・洊ං地域（同 7.5％）で、生活関連インフラである道路、ᯅ᪞、沜Ꮉ

などの建設、⛽ᜬ改ୃ工事が発注されている。 

ＪＶ工事は、朁⪾㘼地域とශᣞ地域がそれߙれ 10 億円超で、JV 全体のそれߙれ 4 割ᒝを占めて

いる。朁⪾㘼地域は「朊戸市の金ヮ作県営住宅建築 1 期工事」11 億 5,000 万円૛、ශᣞ地域では

「ශ⷏市千葉ッポータウン地区 高等ቇᩞ建築工事」11 億 1,300 万円૛が発注されたことによる。 
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県内、県外業者ともに受注件数 1位は千葉地域 

次に、2008 年度の県内外別、地域別の発注件数を図表 2-2-3-8 に示す。 

受注件数をみると、県内、県外業者ともに最も多い地域は千葉地域で、県内業者 690 件（構成比

14.6％）県外業者 157 件（同 23.1％）であった。県内外別では、県外業者の受注件数比率のほう

が高い。また、県内、県外業者ともに⪾ධ、朁⪾㘼地域の受注件数も多く、受注額で見た傾向とほ

とんど同一である。 

ただし、上記3地域以外で県内業者のなかで受注件数比率が高いのは、安ᚱ地域436件（同9.3％）、

ำ泟地域 385 件（同 8.2％）である。ਔ地域の県内業者への発注額が 40 億円前後であることから、

1 件当たりの平均受注金額は 1,000 万円前後と低額である。他方、県外業者のなかで受注件数が多

い地域は、上記 3 地域以外ではำ泟地域 59 件（同 8.7％）やශᣞ地域 51 件（同 7.5％）であった。 

 

図表 2-2-3-8 地域別、受注業者の県内外別受注件数（2008 年度） 

単位：件 

  全体 ％ 県内 ％ 県外 ％ ＪＶ ％ 

全  体 5,399  100.0 4,710  100.0 681  100.0 8  100.0 

千葉地域 847  15.7 690  14.6 157  23.1 - - 
中⷏部 

市ේ地域 284  5.3 244  5.2 40  5.9 - - 

⪾ධ地域 670  12.4 565  12.0 104  15.3 1  12.5 
ർ⷏部 

朁⪾㘼地域 756  14.0 667  14.2 88  12.9 1  12.5 

ශᣞ地域 381  7.1 329  7.0 51  7.5 1  12.5 

成田地域 223  4.1 205  4.4 18  2.6 - - ർ中部 

㚅取地域 154  2.9 141  3.0 13  1.9 - - 

洊ං地域 277  5.1 229  4.9 44  6.5 4  50.0 
ർ朁部 

ጊᱞ地域 342  6.3 303  6.4 39  5.7 - - 

長生地域 246  4.6 226  4.8 20  2.9 - - 
中朁部 

夢㓈地域 267  4.9 249  5.3 18  2.6 - - 

安ᚱ地域 454  8.4 436  9.3 17  2.5 1  12.5 
ධ部 

ำ泟地域 444  8.2 385  8.2 59  8.7 - - 

ⶄ 数 51  0.9 39  0.8 12  1.8 - - 

県 外 3  0.1 2  0.0 1  0.1 - - 

 

 

地域別受注額、件数とも県内業者優位だが千葉地域では県外業者受注額が上回る 

各地域の総計（全体）を 100％にして、県内外業者別に地域内の発注金額と発注件数の比率をみ

たのが図表 2-2-3-9（発注金額）、図表 2-2-3-10(発注件数)である。 

受注金額についてみると、地域別の県内、県外業者の比率は、ほとんどの地域で県内業者が県外

業者を上回っている。ただし、໑一、ㇺ市部の千葉地域は、県外業者の受注が県内業者を上回って

いた。県外業者 94 億 6,390 万円（構成比率 50.8％）、県内業者受注 91 億 4,910 万円（構成比 49.2％）

と、若干県外業者の受注金額が多かった。 

受注件数をみると、受注件数で県外業者が県内業者を上回っている地域はήく、およそ 8 割～9

割が県内業者による受注である。వの千葉地域の場合でも、県内㧦県外は、690 件（構成比 81.5％）㧦

157 件（同 18.5％）で、県内業者の受注件数が࿶倒的に多い。ㇺ市部の建設工事においては、県外

大手、全国的大手業者による大規模な工事が活発に行われ、県内業者にとっては厳しい┹੎をᒝいら

れる状況にある。 
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第第第第４４４４節節節節    受注工事受注工事受注工事受注工事のののの業種業種業種業種とととと工事規模工事規模工事規模工事規模からみたからみたからみたからみた特徴特徴特徴特徴    

 

県発注工事は土木系業種で６割を占める 

図表 2-2-4-1 は、2008 年度の業種別受注金額と受注件数である。 

受注金額、受注件数ともに最も多いのは、土木一式で、受注金額では 407 億 3,260 万円（受注金

額全体に対する構成比 37.7％）、件数では 2,034 件（受注件数全体に対する構成比 39.4％）と、全

体の 4 割ᒙを占めている。次いで、管 160 億 8,800 万円（同 15.5％）・799 件（同 14.8％）、建築

一式 88 億 5,590 万円（同 8.6％）・446 件（同 8.3％）、ほ装 83 億 750 万円（同 8.0％）・570 件（同

10.6％）、電気 78 億 4,010 万円（同 7.6％）・520 件（同 9.6％）である。 

土木一式工事を奿め道路のほ装、管などの土木♽建設工事やኾ㐷工事などで 6 割以上を占めてい

る。 

図表 2-2-3-9 

地域別、県内外業者別発注金額比率 

単位：％ 

  全体 県内 県外 ,8 

全 体 100.0 69.3 28.2 2.5 

千葉地域 100.0 49.2 50.8 - 
中⷏部 

市ේ地域 100.0 84.6 15.4 - 

⪾ධ地域 100.0 64.7 35.3 0.0 
ർ⷏部 

朁⪾㘼地域 100.0 73.7 19.6 6.7 

ශᣞ地域 100.0 64.7 23.9 11.5 

成田地域 100.0 83.3 16.7 - ർ中部 

㚅取地域 100.0 83.7 16.3 - 

洊ං地域 100.0 60.7 35.3 4.0 
ർ朁部 

ጊᱞ地域 100.0 81.3 18.7 - 

長生地域 100.0 91.2 8.8 - 
中朁部 

夢㓈地域 100.0 87.2 12.8 - 

安ᚱ地域 100.0 74.4 24.8 0.8 
ධ部 

ำ泟地域 100.0 77.8 22.2 - 

ⶄ 数 100.0 82.5 17.5 - 

県 外 100.0 97.5 2.5 - 

 

図表 2-2-3-10 

地域別、県内外業者別発注件数比率 

単位：％ 

 全体 県内 県外 ,8 

全 体 100.0 87.2 12.6 0.1 

千葉地域 100.0 81.5 18.5 - 
中⷏部 

市ේ地域 100.0 85.9 14.1 - 

⪾ධ地域 100.0 84.3 15.5 0.1 
ർ⷏部 

朁⪾㘼地域 100.0 88.2 11.6 0.1 

ශᣞ地域 100.0 86.4 13.4 0.3 

成田地域 100.0 91.9 8.1 - ർ中部 

㚅取地域 100.0 91.6 8.4 - 

洊ං地域 100.0 82.7 15.9 1.4 
ർ朁部 

ጊᱞ地域 100.0 88.6 11.4 - 

長生地域 100.0 91.9 8.1 - 
中朁部 

夢㓈地域 100.0 93.3 6.7 - 

安ᚱ地域 100.0 96.0 3.7 0.2 
ධ部 

ำ泟地域 100.0 86.7 13.3 - 

ⶄ 数 100.0 76.5 23.5 - 

県 外 100.0 66.7 33.3 - 
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図表 2-2-4-1 業種別、受注件数・金額（2008 年度） 

単位：件・百万円・％ 

 

小中規模工事の業種―中規模工事（1億円未満）土木系で８割弱 

図表 2-2-4-2 は、工事規模別、業種別の受注金額である。 

受注金額全体では、వにも述べたが、土木一式 407 億 3,260 万円がトップで、次に管 160 億 8,800

万円、建築一式 88 億 5,590 万円、ほ装 83 億 750 万円、電気 78 億 4010 万円の順で、上位 3 業種

で全体の 63.5％を占める。 

だが、業種別に受注金額を工事規模別にみると、その内訳にはやや異なる。 

まず、規模の小さな 50 万円未ḩの工事では、土木一式 3,350 万円（50 万円以下の工事規模全体

に対して 23.8％を占める）がトップ、次߉に建築一式 3,210 万円（同 22.8％）、管 2,260 万円（同

16.1％）の順であった。これら３業種で 8,820 万円、同規模工事の受注金額の 6 割ᒝを占める。 

1,000 万円未ḩの規模の階層の中で、受注金額が多い工事規模は 500 万～1,000 万円未ḩで、受

注金額は 49 億 4,430 万円である。受注業種は、土木一式がやはりトップで 16 億 5,620 万円（同

33.5％）、次いで、ほ装、管、とび土工と続く。これらの 3 業種の受注金額はおよそ 5 億～7 億円

（同約 11％～14％）の▸࿐でほとんど差がない。 

また、1 億円未ḩの中規模工事の中で最多の工事規模は 1,000 万～5,000 万円未ḩで、受注総額

は 552 億 7,810 万円である。1,000 万～5,000 万円未ḩでの最多はやはり土木一式 244 億 9,110 万

円（同 44.3％）、次いで管 114 億 4,190 万円（同 20.7％）、ほ装 71 億 2,070 万円（同 12.9％）で

ある。この 3 業種の受注総額は、430 億 5,370 万円、8 割ᒙ（同 77.9％）にのぼる。 

中規模工事のもう一つの 5,000 万円～1 億円未ḩでは、受注金額 113 億 6,990 万円である。業種

の内訳は、土木一式 72 億 2,480 万円（同 63.5％）、管 12 億 6,730 万円（同 11.1％）の２業種で同

ランク受注の約 75％を占める。 

 

 

図表 2-2-4-2 業種別、工事規模別受注金額（2008 年度） 

 単位：上段・百万円、下段・％ 

  
件数 

（件） 

構成比 

（％） 

金額 

（⊖万円） 

構成比 

（％） 

全体 5,399 100.0 103,506.8 100.0 

さく井 14 0.3 113.9 0.1 

しゅんせつ 33 0.6 1,272.6 1.2 

とび土工 345 6.4 4,029.3 3.9 

ほ装 570 10.6 8,307.5 8.0 

管 799 14.8 16,088.0 15.5 

機械器具 206 3.8 4,824.8 4.7 

建築一式 446 8.3 8,855.9 8.6 

㍑構造物 67 1.2 2,777.3 2.7 

水道 28 0.5 1,715.8 1.7 

造࿦ 45 0.8 754.5 0.7 

電気 520 9.6 7,840.1 7.6 

電気通信 91 1.7 5,160.7 5.0 

 

  
件数 

（件） 

構成比 

（％） 

金額 

（⊖万円） 

構成比 

（％） 

塗装 83 1.5 603.5 0.6 

土木一式 2,034 37.7 40,732.6 39.4 

内装一式 12 0.2 5.6 0.0 

㒐水 29 0.5 374.5 0.4 

洑㒐 67 1.2 41.6 0.0 

建具 7 0.1 5.2 0.0 

イラス - - - - 

タイャ - - - - 

鉄筋 - - - - 

浜᝹ 1 0.0 2.3 0.0 

ደᩮ 1 0.0 0.8 0.0 

板金 1 0.0 0.3 0.0 

ή回╵ - - - - 
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全体 さく井
しゅんせ

つ
とび土工 ほ装 管 機械器具 建築一式 ㍑構造物 水道 造࿦ 電気 電気通信

103,506.8 113.9 1,272.6 4,029.3 8,307.5 16,088.0 4,824.8 8,855.9 2,777.3 1,715.8 754.5 7,840.1 5,160.7
100.0 0.1 1.2 3.9 8.0 15.5 4.7 8.6 2.7 1.7 0.7 7.6 5.0
140.8 � � 6.5 1.2 22.6 1.7 32.1 � 2.8 0.9 21.6 2.0
100.0 � � 4.6 0.9 16.1 1.2 22.8 � 2.0 0.6 15.3 1.4
355.9 0.9 � 21.3 9.5 49.3 7.2 43.9 3.4 1.2 2.3 53.6 5.4
100.0 0.3 � 6.0 2.7 13.9 2.0 12.3 1.0 0.3 0.6 15.1 1.5

3,100.9 13.9 1.5 303.8 243.3 337.8 167.0 221.1 20.3 11.1 21.0 320.3 59.2
100.0 0.4 0.0 9.8 7.8 10.9 5.4 7.1 0.7 0.4 0.7 10.3 1.9

4,944.3 40.4 37.6 549.3 713.6 679.3 307.9 168.5 60.1 � 45.2 402.2 119.0
100.0 0.8 0.8 11.1 14.4 13.7 6.2 3.4 1.2 � 0.9 8.1 2.4

55,278.1 58.7 456.6 2,408.1 7,120.7 11,441.9 1,535.9 2,265.9 887.9 115.5 685.1 2,573.0 512.3
100.0 0.1 0.8 4.4 12.9 20.7 2.8 4.1 1.6 0.2 1.2 4.7 0.9

11,369.9 � 389.9 111.5 219.2 1,267.3 540.6 224.1 441.9 � � 523.3 427.3
100.0 � 3.4 1.0 1.9 11.1 4.8 2.0 3.9 � � 4.6 3.8

19,926.0 � 387.0 628.8 � 2,289.8 2,264.5 2,503.5 1,363.7 1,585.2 � 1,820.4 2,149.6
100.0 � 1.9 3.2 � 11.5 11.4 12.6 6.8 8.0 � 9.1 10.8

3,536.2 � � � � � � 1,128.8 � � � 829.5 595.4
100.0 � � � � � � 31.9 � � � 23.5 16.8

4,854.7 � � � � � � 2,268.0 � � � 1,296.2 1,290.5
100.0 � � � � � � 46.7 � � � 26.7 26.6

� � � � � � � � � � � � �
� � � � � � � � � � � � �

塗装 土木一式 内装一式 㒐水 洑㒐 建具 イラス タイャ 鉄筋 浜᝹ ደᩮ 板金

603.5 40,732.6 5.6 374.5 41.6 5.2 � � � 2.3 0.8 0.3
0.6 39.4 0.0 0.4 0.0 0.0 � � � 0.0 0.0 0.0
1.3 33.5 2.4 0.3 10.7 0.9 � � � � � 0.3
0.9 23.8 1.7 0.2 7.6 0.6 � � � � � 0.2
7.0 129.6 0.6 4.6 13.5 1.8 � � � � 0.8 �
2.0 36.4 0.2 1.3 3.8 0.5 � � � � 0.2 �

74.2 1,281.4 2.6 9.5 8.1 2.5 � � � 2.3 � �
2.4 41.3 0.1 0.3 0.3 0.1 � � � 0.1 � �

138.8 1,656.2 � 16.9 9.3 � � � � � � �
2.8 33.5 � 0.3 0.2 � � � � � � �

382.2 24,491.1 � 343.2 � � � � � � � �
0.7 44.3 � 0.6 � � � � � � � �

� 7,224.8 � � � � � � � � � �
� 63.5 � � � � � � � � � �
� 4,933.5 � � � � � � � � � �
� 24.8 � � � � � � � � � �
� 982.5 � � � � � � � � � �
� 27.8 � � � � � � � � � �
� � � � � � � � � � � �
� � � � � � � � � � � �
� � � � � � � � � � � �
� � � � � � � � � � � �

～100万円未ḩ

～500万円未ḩ

～5億円未ḩ

～1000万円未
ḩ

全体

工
事
規
模

～1000万円未
ḩ

～5000万円未
ḩ

～1億円未ḩ

50万円未ḩ

工
事
規
模

～10億円未ḩ

～50億円未ḩ

50億円以上

全体

～50億円未ḩ

50億円以上

～5000万円未
ḩ

～1億円未ḩ

～5億円未ḩ

50万円未ḩ

～100万円未ḩ

～500万円未ḩ

～10億円未ḩ

 

 

大規模工事の業種では建築一式、専門業種が主に 

工事規模 1 億～5 億円未ḩの大規模工事の状況は、上述の小中規模工事の様⋧と異なっている。

トップは土木一式 49 億 3,350 万円（構成比 24.8％）だが、続く業種は建築一式、管、機械器具工

事・電気通信・電機・水道等のኾ㐷業種が続き、いずれも 20 億円規模（同約 9～11％）である。 

それ以上の大規模工事 5 億～10 億円未ḩでの受注は、建築一式 11 億 2,880 万円（同 31.9％）が

最多で、受注実績は土木一式・電気通信・電機業種の 4 業種のみとなる。超大規模工事（10 億円

以上）では、建築一式、電気、電気通信の 3 業種のみとなる。 

業種区分で見ると、電気、機械器具、㍑構造物、電気通信などのኾ㐷業種の工事は比較的規模が

大きく、こうしたኾ㐷業種工事は大規模になるほどその工事規模内での構成比が高くなる。また、

こうしたኾ㐷業種には県内業者の格付ランク上位業者が少なく、大ဳ工事になればなるほど県外大

手業者が受注し、ᔅ然的に県内業者の受注機会は減るという関係にある。 

 

建築一式、建築関連業種で小規模工事受注件数が多い 

図表 2-2-4-3 は、2008 年度の業種別の工事規模別受注件数である。 

受注件数が多い土木一式、管、ほ装はいずれも 1 千万～5 千万未ḩ規模が 860 件、387 件、368
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件と最多の受注件数である。1 千万円未ḩで見ると土木一式、管では約５割、ほ装では 3.5 割を占

めている。次に多い電気、建築一式では 7 割以上が 1 千万円未ḩである。また、建築に付随する電

気通信、機械器具、水道、㒐水は 5 割から６割、内装一式、洑㒐、建具、ደᩮ、板金、浜᝹は 10

割を 1 千万円未ḩで占めている。 

㍑構造物、造࿦、塗装などの受注件数が少ない業種では、最多の受注件数が小規模か中規模のど

ちらかである。㍑構造物、造࿦は中規模の 1,000 万～5,000 万円未ḩが、塗装業ではㅒに小規模の

100 万～500 万円未ḩが最多であった。 

 

表 2-2-4-3 業種別、工事規模別受注件数（2008 年度） 

単位：件 

工事規模 

  

全
体 

50
万
円
未
満 

～
１
百
万
円
未
満 

～
５
百
万
円
未
満 

～
１
千
万
円
未
満 

～
５
千
万
円
未
満 

～
１
億
円
未
満 

～
５
億
円
未
満 

～
10
億
円
未
満 

～
50
億
円
未
満 

50
億
円
以
上 

全体 5,399 572 510 1,226 676 2,147 162 97 5 4 - 

さく井 14 - 1 4 5 4 - - - - - 

しゅんせつ 33 - - 1 5 19 5 3 - - - 

とび土工 345 21 30 109 77 104 2 2 - - - 

ほ装 570 5 13 85 95 368 4 - - - - 

管 799 97 70 124 90 387 17 14 - - - 

機械器具 206 7 10 56 41 71 8 13 - - - 

建築一式 446 141 67 109 25 86 3 11 2 2 - 

㍑構造物 67 - 4 9 8 34 6 6 - - - 

水道 28 11 2 4 - 4 - 7 - - - 

造࿦ 45 3 3 8 6 25 - - - - - 

電気 520 94 77 144 57 130 8 8 1 1 - 

電気通信 91 7 8 22 16 23 6 7 1 1 - 

塗装 83 6 11 28 21 17 - - - - - 

土木一式 2,034 121 183 513 227 860 103 26 1 - - 

内装一式 12 10 1 1 - - - - - - - 

㒐水 29 1 7 4 2 15 - - - - - 

洑㒐 67 44 19 3 1 - - - - - - 

建具 7 3 3 1 - - - - - - - 

イラス - - - - - - - - - - - 

タイャ - - - - - - - - - - - 

鉄筋 - - - - - - - - - - - 

浜᝹ 1 - - 1 - - - - - - - 

ደᩮ 1 - 1 - - - - - - - - 

板金 1 1 - - - - - - - - - 

 

 

 

土木は減少傾向、建築はややばらつきあるが増加傾向で推移 

図表 2-2-4-4 は受注金額、図表 2-2-4-5 は受注件数の推移である。この 2 つの表に基づき、受注

金額・件数で上位の主要業種を概観する。 

土木一式の受注金額の推移は、2005 年度 567 億 6,840 万円（受注金額全体に対して 50.4％）か
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ら 2006 年度 432 億 130 万円（同 40.3％）に減少し、2007 年度で 494 億 930 万円（同 46.8％）と

増加したものの、2008 年度は再び減少に転じ、407 億 3,260 万円（同 39.4％）となった。実に 2005

年度からわずか 3 年で 160 億円もの減少となった。 

受注件数も年々減少し、2005 年度の 2,559 件（受注件数に対して 41.1％）から 2008 年度 2,034

件（同 37.7％）と、525 件減少している。全体に占める割合は、発注金額、発注件数とも 4 割をಾ

った。 

 

図表 2-2-4-4 業種別、受注金額の推移 

単位：百万円・％ 

  2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度 

全体 112,747 100.0 107,261 100.0 105,561 100.0 103,507 100.0 

さく井 34 0.0 24 0.0 129 0.1 114 0.1 

しゅんせつ 1,823 1.6 1,541 1.4 1,170 1.1 1,273 1.2 

とび土工 2,902 2.6 2,866 2.7 2,675 2.5 4,030 3.9 

ほ装 8,105 7.2 7,579 7.1 7,379 7.0 8,308 8.0 

管 12,491 11.1 12,687 11.8 16,324 15.5 16,088 15.5 

機械器具 6,386 5.7 5,530 5.2 3,559 3.4 4,825 4.7 

建築一式 5,749 5.1 7,343 6.8 4,736 4.5 8,856 8.6 

㍑構造物 2,675 2.4 5,466 5.1 4,057 3.8 2,777 2.7 

水道 1,839 1.6 2,472 2.3 1,144 1.1 1,716 1.7 

造࿦ 884 0.8 1,078 1.0 960 0.9 755 0.7 

電気 8,318 7.4 8,827 8.2 7,860 7.4 7,840 7.6 

電気通信 3,821 3.4 7,312 6.8 4,723 4.5 5,161 5.0 

塗装 450 0.4 575 0.5 635 0.6 604 0.6 

土木一式 56,768 50.4 43,201 40.3 49,409 46.8 40,733 39.4 

内装一式 14 0.0 5 0.0 10 0.0 6 0.0 

㒐水 449 0.4 540 0.5 566 0.5 375 0.4 

洑㒐 37 0.0 206 0.2 201 0.2 42 0.0 

建具 1 0.0 0.3 0.0 8 0.0 5 0.0 

イラス 1 0.0 - - - - - - 

タイャ 0.2 0.0 4 0.0 - - - - 

鉄筋 0.2 0.0 - - - - - - 

浜᝹ - - 3 0.0 15 0.0 2 0.0 

ደᩮ - - - - 5 0.0 1 0.0 

板金 - - - - - - 0.3 0.0 

ή回╵ - - - - - - - - 
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図表 2-2-4-5 業種別、受注件数の推移 

 単位：百万円・％ 

  2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度 

全体 6,229 100.0 5,956 100.0 5,865 100.0 5,399 100.0 

さく井 3 0.0 4 0.1 11 0.2 14 0.3 

しゅんせつ 37 0.6 42 0.7 38 0.6 33 0.6 

とび土工 313 5.0 343 5.8 311 5.3 345 6.4 

ほ装 516 8.3 531 8.9 508 8.7 570 10.6 

管 879 14.1 766 12.9 830 14.2 799 14.8 

機械器具 219 3.5 261 4.4 193 3.3 206 3.8 

建築一式 591 9.5 498 8.4 482 8.2 446 8.3 

㍑構造物 81 1.3 71 1.2 56 1.0 67 1.2 

水道 35 0.6 32 0.5 31 0.5 28 0.5 

造࿦ 82 1.3 91 1.5 71 1.2 45 0.8 

電気 469 7.5 547 9.2 558 9.5 520 9.6 

電気通信 243 3.9 99 1.7 110 1.9 91 1.7 

塗装 83 1.3 87 1.5 100 1.7 83 1.5 

土木一式 2,559 41.1 2,419 40.6 2,415 41.2 2,034 37.7 

内装一式 12 0.2 2 0.0 15 0.3 12 0.2 

㒐水 34 0.5 41 0.7 29 0.5 29 0.5 

洑㒐 67 1.1 114 1.9 91 1.6 67 1.2 

建具 3 0.0 2 0.0 11 0.2 7 0.1 

イラス 1 0.0 - - - - - - 

タイャ 1 0.0 4 0.1 - - - - 

鉄筋 1 0.0 - - - - - - 

浜᝹ - - 2 0.0 1 0.0 1 0.0 

ደᩮ - - - - 4 0.1 1 0.0 

板金 - - - - - - 1 0.0 

ή回╵ - - - - - - - - 

 

建築一式は、受注金額は 2008 年度 88 億 5,590 万円（同 8.6％）、2007 年度の一時落ち込みを 2008

年度は回復して、2005 年度以降で最高の水準を⏕଻した。受注件数は 2008 年度 446 件、2005 年

度以降減少傾向にあるが、構成比はここ数年約 8％台を⛽ᜬしている。 

管は他の業種が減少しているにもかかわらず、増加の傾向を示している。もっとも、2008 年度

は 160 億 8,800 万円（同 15.5％）、2007 年度よりおよそ 2 億 5,000 万円減少した（構成比は 2007

年度、2008 年度とも 15.5％）。受注件数も 2008 年度の 799 件は 2007 年度 830 件より 31 件減少

したが、構成比は 14.2％から若干（0.6 フイント）アップした。 

ほ装は、2005 年度以降、受注金額で 80 億円前後、500 件台で推移しており、2008 年度は 83 億

750 万円（同 8.0％）と前年度、前々年度の落ち込みから回復して、やや増加傾向にある。毎年⛽

ᜬ補ୃ工事など通年工事として発注対応されていると考えられる。 

以上の業種以外で、電気、電気通信、機械器具、㍑構造物などのኾ㐷業種に関しては、各受注金

額総額に対して 3～７％⒟度を占めている。受注金額、受注件数はやや減少しているが、⛽ᜬ・ベ

ンゾヂンス的な工事内容を含めて安定した発注がされている。 

この中で、電気通信、とび土工は特徴的な推移を示している。 

電気通信の受注件数は受注件数全体に対して 1.7％を占めるに過߉ないが、受注金額は受注金額

全体の 5.0％（2008 年度 51 億 6,070 万円）で、1 件当たりの受注金額が他業種よりも⋧対的に高

くなっている。 

一方、とび土工は、受注件数全体に対して 2008 年度は 6.4％を占めているにもかかわらず、受
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注金額 40 億 2,930 万円は全体に対して 3.9％と低く、1 件当たりの平均工事規模は小さい。 

 

第第第第５５５５節節節節    受注工事受注工事受注工事受注工事をををを会員会員会員会員・・・・非会員別非会員別非会員別非会員別にみたにみたにみたにみた特徴特徴特徴特徴    

 

受注業者の 87％を県内業者が占める 

図表 2-2-5-1 は、会員・非会員別、県内外別の受注業

者数である。 

受注業者 1,468 社のうち千葉県建設業協会会員は

403 社、受注業者全体の 27.5％、他方、千葉県建設業

協会会員企業以外の県内業者は871社、59.3％である。

また、協会会員、非会員とわず県内業者 1,274 社（403

社㧗871 社）は受注業者の 86.8％にあたる。 

協会会員企業は県内企業だけで 550 社を数えるが、

2008年度に工事を受注している協会会員 403社は協会

会員の 73.3％にあたる。協会会員で 2008 年度の県発

注の公共工事を 1 件も受注していない会員は 147 社となる。 

 

協会会員業者は土木系工事受注が主体 

図表 2-2-5-2 は、2008 年度の業種区分別、会員・非会員別の受注金額である。 

建設業協会会員企業の受注金額 450 億 1,020 万円は、県発注金額総額の 1,035 億 680 万円に対

して 43.5％を占める。また、県内非協会会員を含む県内業者の受注金額 717 億 7,670 万円は、受

注金額全体の 69.3％である。県外業者、ＪＶ企業を除く県内業者 1,274 社が、1 社あたり平均で

5,630 万円（あくまでන純平均）を受注したことになる。 

協会会員業者の中で、業種別受注金額の最多は土木一式 286 億 3,650 万円、協会会員企業の受注

金額全体の 6 割ᒝ（63.6％）を占めた。次いで、ほ装 71 億 6,470 万円（同 15.9％）、建築一式 45

億 5,370 万円（同 10.1％）であった。 

 

図表 2-2-5-1 

会員・非会員、県内外別受注者業数 

 単位：社 

  
業者数 

（社） 

構成比 

（％） 

会員・県内業者 403 27.5 

会員・県外業者 - - 

非会員・県内業者 871 59.3 

非会員・県外業者 194 13.2 

受注業者数合計 1,468 100.0 

協会会員数 550  
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図表 2-2-5-2 業種別会員、非会員別受注金額（2008 年度） 

単位：上段・百万円、下段・％ 

全体 さく井
しゅんせ

つ
とび土工 ほ装 管 機械器具 建築一式 ㍑構造物 水道 造࿦ 電気 電気通信

103,506.8 113.9 1,272.6 4,029.3 8,307.5 16,088.0 4,824.8 8,855.9 2,777.3 1,715.8 754.5 7,840.1 5,160.7
100.0 0.1 1.2 3.9 8.0 15.5 4.7 8.6 2.7 1.7 0.7 7.6 5.0

45,010.2 64.9 137.9 1,487.8 7,164.7 2,660.7 � 4,553.7 276.1 0.2 4.4 � �
100.0 0.1 0.3 3.3 15.9 5.9 � 10.1 0.6 0.0 0.0 � �

� � � � � � � � � � � � �
� � � � � � � � � � � � �

26,766.5 9.6 91.8 1,696.0 653.4 12,986.7 209.5 1,846.6 426.4 4.8 750.1 2,855.1 122.9
100.0 0.0 0.3 6.3 2.4 48.5 0.8 6.9 1.6 0.0 2.8 10.7 0.5

29,168.1 39.4 1,042.9 845.5 489.4 440.6 4,615.3 187.6 2,074.8 1,710.8 � 4,985.0 5,037.8
100.0 0.1 3.6 2.9 1.7 1.5 15.8 0.6 7.1 5.9 � 17.1 17.3

2,562.0 � � � � � � 2,268.0 � � � � �
100.0 � � � � � � 88.5 � � � � �

� � � � � � � � � � � � �
� � � � � � � � � � � � �

塗装 土木一式 内装一式 㒐水 洑㒐 建具 イラス タイャ 鉄筋 浜᝹ ደᩮ 板金

603.5 40,732.6 5.6 374.5 41.6 5.2 � � � 2.3 0.8 0.3
0.6 39.4 0.0 0.4 0.0 0.0 � � � 0.0 0.0 0.0

17.5 28,636.5 � 2.1 0.3 3.4 � � � � � �
0.0 63.6 � 0.0 0.0 0.0 � � � � � �

� � � � � � � � � � � �
� � � � � � � � � � � �

434.5 4,256.3 5.6 372.4 40.4 1.8 � � � 2.3 � 0.3
1.6 15.9 0.0 1.4 0.2 0.0 � � � 0.0 � 0.0

151.5 7,545.8 � � 0.9 � � � � � 0.8 �
0.5 25.9 � � 0.0 � � � � � 0.0 �

� 294.0 � � � � � � � � � �
� 11.5 � � � � � � � � � �
� � � � � � � � � � � �
� � � � � � � � � � � �

全体

ή回╵

会員県外

ＪＶ

ＪＶ

会員県内

会員県外

非会員県内

非会員県外

会
員
区
分

ή回╵

非会員県内

非会員県外

会
員
区
分

会員県内

全体

 

 

非会員県内業者は管、電機など建設関連周辺事業者、非会員県外業者は専門工事対応業者が主体 

非会員県内業者の受注金額のトップは管 129 億 8,670 万円（非会員県内業者の受注金額全体の

48.5％）、次いで、土木一式（同 15.9％）、電気（同 10.7％）、建築一式（同 6.9％）、とび土工（同

6.3％）であった。会員業者とは明らかに違う様⋧を示している。 

非会員県外業者では、電気通信業（非会員県外業者の受注金額全体の 17.3％）、電気業（同 17.1％）、

土木一式（同 15.9％）、機械器具（同 15.8％）、㍑構造物（同 7.1％）であった。県外業者にはኾ㐷

工事業者が多い事を示す。 

会員県内企業は土木、建築、道路業⇇が、非会員県内企業では管工事、電気工事などの上下水道

関連、建築・土木関連๟ㄝ業⇇が、そして非会員県外企業は主に県内建設業⇇では対応できないኾ

㐷性の高い電気、機械関連業⇇の企業が受注している。 
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第第第第６６６６節節節節    県内外業者県内外業者県内外業者県内外業者、ＪＶ、ＪＶ、ＪＶ、ＪＶ別受注別受注別受注別受注のののの特徴特徴特徴特徴    

    

１．県内外業者・ＪＶ別の発注割合 

 

県外業者やＪＶ受注は減少し、県内業者受注比率は増加の傾向 

図表 2-2-6-1 は、県内外෸び JＶ業者別の受注金

額の推移である。 

発注金額全体が減少していく下で県内業者の受

注比率が高まり、他方で、県外業者とＪＶの受注

金額が減少している。 

具体的には、県内業者の受注金額は 2008 年度

717 億 7,670 万円、全体の約 7 割（69.3％）を占

めている。2005 年度に比べて 12 億 7,770 万円増

加、構成比も上᣹した。これは県外業者、JV 業者

が減少しているからである。 

県外業者の受注金額は 2008 年度 291 億 6,810

万円（構成比 28.2％）であった。2008-2007 年度はやや増加したが、2005 年度 340 億 4,750 万円

に比べて 48 億 7,940 万円減少した。 

ＪＶについては、年度のトラゼゥが多く、傾向については容昒に判断できない。2005 年度 82 億

1,370 万円、2006 年度 46 億 1,640 万円、2007 年度 27 億 6,520 万円、2008 年度 25 億 6,200 万円

と推移している。2005 年度と比べると、2008 年度の受注金額はそのਃ分の一⒟度である。 

 

県内業者は土木業種や下水・道路業種主体の受注、県外業者は専門業種主体 

図表 2-2-6-3 は、2008 年度の県内外෸びＪＶ業者別、業種別の受注金額である。 

県内業者は土木一式 329 億円 9,280 万円（県内業者の受注総額の 45.8％）、ほ装 78 億 1,810 万

円（同 10.9％）、管 156 億 4,740 万円（同 21.8％）、建築一式 64 億円（同 8.9％）、とび土工 31 億

8,380 万円（同 4.4％）、電気 28 億 5,510 万円（同 4.0％）など建設主要業種と上下水道関連や建築・

土木関連で受注している。 

一方、県外業者は電気通信 50 億 3,780 万円、（県外業者受注金額全体の 17.3％）、電気 49 億 8,500

万円（同 17.1％）、機械器具 46 億 1,530 万円（同 15.8％）、㍑構造物 20 億 7,480 万円（同 7.1％）、

水道 17 億 1,080 万円（同 5.9％）が上位であった。主に県内建設業⇇では対応できないኾ㐷性の高

い分㊁で、電気、電気通信、機械関連ベーィーなどの企業が受注を⏕଻している。 

 

図表 2-2-6-1 

県内外及びＪＶ業者別、受注金額の推移 

 単位：上段・百万円、下段・％ 

  全体 県内 県外 ＪＶ 

112,760 70,499 34,048 8,214 2005 

年度 100.0 62.5 30.2 7.3 

107,261 69,129 33,516 4,616 2006 

年度 100.0 64.4 31.2 4.3 

105,561 74,751 28,045 2,765 2007 

年度 100.0 70.8 26.6 2.6 

103,507 71,777 29,168 2,562 2008 

年度 100.0 69.3 28.2 2.5 
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図表 2-2-6-3 県内外及びＪＶ業者別、業種別受注金額（2008 年度） 

  単位：上段・百万円、下段・％ 

県内 県外 ＪＶ 

  受注金額 

（⊖万円） 

構成比 

（％） 

受注金額 

（⊖万円） 

構成比 

（％） 

受注金額 

（⊖万円） 

構成比 

（％） 

全体 71,777 100.0 29,168 100.0 2,562 100.0 

さく井 75 0.1 39 0.1 - - 

しゅんせつ 230 0.3 1,043 3.6 - - 

とび土工 3,184 4.4 846 2.9 - - 

ほ装 7,818 10.9 489 1.7 - - 

管 15,647 21.8 441 1.5 - - 

機械器具 210 0.3 4,615 15.8 - - 

建築一式 6,400 8.9 188 0.6 2,268 88.5 

㍑構造物 703 1.0 2,075 7.1 - - 

水道 5 0.0 1,711 5.9 - - 

造࿦ 755 1.1 - - - - 

電気 2,855 4.0 4,985 17.1 - - 

電気通信 123 0.2 5,038 17.3 - - 

塗装 452 0.6 152 0.5 - - 

土木一式 32,893 45.8 7,546 25.9 294 11.5 

内装一式 6 0.0 - - - - 

㒐水 375 0.5 - - - - 

洑㒐 41 0.1 1 0.0 - - 

建具 5 0.0 - - - - 

イラス - - - - - - 

タイャ - - - - - - 

鉄筋 - - - - - - 

浜᝹ 2 0.0 - - - - 

ደᩮ - - 1 0.0 - - 

板金 0.3 0.0 - - - - 

ή回╵             

 

２．ＪＶをᝄり分けた県内外別受注金額 

 

ᣢ述のＪＶの受注金額には県外、県内業者分のਔ方が含まれている。そこで、ＪＶ共同体の受注

金額を構成企業県内企業、県外企業にᝄり分けてみた（図表 2-2-6-4）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-2-6-4 

ＪＶ工事を受注業者の県内・県外で 

振り分けた受注件数・金額 

（2008 年度） 

単位：件・百万円 

ＪＶ工事件数 8 件 

県内外別 
県内 

業者 

県外 

業者 
合計 

件数 10 7 17 

金額 

（⊖万円） 
2,410 152 2,562 

金額構成比 

（％） 
94.1 5.9 100.0 

 

図表 2-2-6-5 

ＪＶ工事を受注業者の県内・県外で 

振り分けた受注金額（2008 年度） 

単位：百万円・％ 

  
受注金額 

（⊖万円） 

構成比 

（％） 

න独 71,777 69.3 

ＪＶ 2,410 2.3 
県内 

業者 
計 74,187 71.7 

න独 29,168 28.2 

ＪＶ 152 0.1 
県外 

業者 
計 29,320 28.3 

 合計 103,507 100.0 
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2008 年度のＪＶ受注金額 25 億 6,200 万円を県内外業者にᝄり分けると、県内業者 24 億 990 万

円（ＪＶ受注金額全体 94.1％）、県外業者 1 億 5,210 万円（同 5.9％）となった。 

それを、න独受注分と合算し改めて整理すると、県内㧦県外㧩71.7％㧦28.3％となる（図表 2-2-6-5）。

ＪＶ受注金額において県内業者の割合が高いため、ＪＶᝄり分け合算以前の県内㧦県外㧩69.3％㧦

28.2％に比べて、県内業者比が 2.4 フイント上᣹した。 

 

３．ＪＶ工事の県内外別の実績 

図表 2-2-6-は、2008 年度の千葉県ＪＶ工事 8 件の内容について県内外別の受注件数、受注実績

である。また、図表 2-2-6-6 は、2008 年度の千葉県ＪＶ工事 8 件の工事概要である。 

 

図表 2-2-6-6 ＪＶ工事の概要（2008 年度） 

No 工事名 業者名 

契約 

金額 

（⊖万円） 

落札率 
契約 

方法 

業種 

名⒓ 

1 
金ケ作県営住宅第１期建築工事 

（平成２０年度事業） 

㎨形・㡻沖特定 

建設工事共同企業体 
1,155  81.1 

一般 

┹੎ 

建築 

一式 

2 
（઒⒓）千葉県立千葉ッポータウン地区

高等ቇᩞᩞ舎建築工事 

ฎ⼱・広ፉ特定 

建設工事共同企業体 
1,113  93.1 

一般 

┹੎ 

建築 

一式 

3 
国道道路改築෸び道路受⸤事業合૬工事

（ㄤ回路付Ꮺ工その３） 

ᮮᎹ・住金特定 

建設工事共同企業体 
92  99.7 

随意 

契約 

土木 

一式 

4 
国道道路改築෸び道路受⸤事業合૬工事

（ㄤ回路付Ꮺ工その４） 

ች地・Ἇ上特定 

建設工事共同企業体 
67  99.8 

随意 

契約 

土木 

一式 

5 
国道道路改築෸び道路受⸤事業合૬工事

（上部工その２付Ꮺ工） 

ᮮ沜・住金特定 

建設工事共同企業体 
52  99.3 

随意 

契約 

土木 

一式 

6 安ᚱ地区４号トンヅャ付Ꮺ工事 
┻中・ฎ⼱特定 

建設工事共同企業体 
43  97.4 

随意 

契約 

土木 

一式 

7 
国道道路改築෸び道路受⸤事業合૬工事

（上部工その３付Ꮺ工） 

ች地・Ἇ上特定 

建設工事共同企業体 
39  99.6 

随意 

契約 

土木 

一式 

8 
ᳯ戸Ꮉ第ੑ⚳末処理場第２᡼泴ᐙ線（１

工区）関連付Ꮺ工事 

フグタ・みらい・ฎ⼱ 

特定建設工事共同企業体 
1  99.6 

随意 

契約 

土木 

一式 

 

ＪＶ受注は建築大型工事主体、土木ＪＶ受注工事は変更、付帯工事 

2008 年度の 8 件のＪＶ工事は、建築一式が 2 件 22 億 6,800 万円（ＪＶ受注工事総額 25 億 6,200

万円の 88.5％）、土木一式が 6 件 2 億 9,400 万円（同 11.5％）である。 

建築ＪＶはともに、県内の建築中ၷ企業同჻の共同企業体として、一般┹੎入札にて落札・受注

している。他方、土木工事 6 件は全て随意契約による受注で、受注金額を見ると、各ＪＶ共同体の

ᣢ受注の事業の変更や付Ꮺㅊ加工事として受注したものである。（各工事の随意契約理由について

は後述参ᾖ） 

ベーィー同჻、県内中小企業同჻、ゴヅコン・マリコン・県内中ၷの⚵み合わせなど、ＪＶの構

成員は県内外、業種など多様である。 

この 8 件の工事を、17 業者（重ⶄ業者含む）で受注していて、県内業者が 10 業者、県外業者は

７業者となっている。県内業者の受注金額 24 億 990 万円、構成比 94.1％で、ＪＶ工事は県内業者

の受注に一定⒟度貢献している。8 件のＪＶ工事のうち建築大ဳ工事 2 件は、県内ＪＶ受注金額の

9 割近くを占めており、受注金額からみると、ＪＶ工事は建築主体である。 

JV 構成は、従来よく見られた地ర企業と県外大手の⚵み合わせは影をẜめ、県内大手同჻のＪ
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Ｖ（一般┹੎入札参加）や県外ベーィー同჻のＪＶ（ᣢ受注の本体工事の契約形態は不明）などで

構成されている。 

 

４．ＪＶの県内外業者別と工事規模の実態 

 

図表 2-2-6-7 は、ＪＶ工事を構成業者ߏとに

構成比率で受注金額を分⸃した場合、各業者

がどの⒟度の規模の工事を受注しているか、

県内・県外別にみた受注件数である。 

県内業者は、1,000 万円未ḩから 5～10 億

円未ḩまでの５階層において受注している。

県外業者の場合は、1,000 万円未ḩと 1,000

万～5,000 万円未ḩの 2 階層のみで、工事規

模別では県内業者のほうが幅広く工事を受注

している。 

ちなみに、県内業者の 1 億～5 億円未ḩの 2

件、5 億～10 億円未ḩの 2 件は、前ឝ図表 2-2-6-6 のͳ１とͳ２の大規模工事 2 件（2 件とも県内

業者 2 社による構成）の建築工事ＪＶによるものである。න独工事における県内業者の工事規模別

受注件数は、1 億～5 億円未ḩが 40 件、5 億～10 億円未ḩが 2 件なので、ＪＶを⚵むことによっ

て県内業者はන独では受注できない大ဳ工事に参入している。 

 

第第第第７７７７節節節節    工事受注上位工事受注上位工事受注上位工事受注上位５０５０５０５０社社社社のののの特徴特徴特徴特徴    

 

受注上位 50 社のランク業者は県外比率が高い 

受注金額の上位企業のリストを、図表 2-2-7-1 に示す。 

受注金額 10 億円以上は 11 社で、そのうち県内業者はわずかに 2 社、ᱷりの 9 社は県外の大手業

者である。 

上位 50 社のうち県内業者は 31 社（50 社のうちの 62.0％）、県外業者は 19 社（同 38.0％）で、

県内業者のうち千葉県建設業協会会員が 27 社、非会員が 4 社である。全工事の県内、県外別受注

業者数は県内業者が 1,273 社（受注業者全体の 86.9％）、県外業者が 192 社（同 13.1％）なので、

全工事の受注業者県内外比に比べて上位 50 社の県外業者比は高く、県外業者は受注金額ランクの

比較的上位に位置している。 

県内業者のうち上位 50 社にランクされている業者の大半は協会会員業者だが、これは、協会が

地రの大手、中ၷ業者で⚵❱されていることによる。 

図表 2-2-6-7 

ＪＶ工事を構成業者ごとの工事規模からみた 

受注業者の県内・県外別受注件数（2008 年度） 

単位：件 

  県内 

業者 

県外 

業者 
合計 

1,000 万円未ḩ 1 2 3 

1,000 万～5,000 万円未ḩ 4 5 9 

5,000 万～1 億円未ḩ 1 - 1 

1 億～5 億円未ḩ 2 - 2 

5 億～10 億円未ḩ 2 - 2 

工
事
規
模 

10 億円以上 - - - 

 合計 10 7 17 
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表 2-2-7-1 2008 年度 千葉県工事受注上位５０社一覧表 

業者名
会員
区分

所在地
資本金

(⊖万円）
件数

契約金額
（⊖万円）

総計（1485企業） H19 H18 H17 5408 103,507

ฎ⼱建設（ᩣ） 1 8 5 会員 県内 60 29 1,755

日本電気（ᩣ） 2 818 124 非会員 県外 337,900 4 1,739

朁泒建設（ᩣ） 3 58 19 非会員 県外 10,684 11 1,633

（ᩣ）朁⦼ 4 1 1 非会員 県外 280,300 20 1,473

アゥラ（ᩣ） 5 非会員 県外 100 36 1,395

新日本建設（ᩣ） 6 会員 県内 3,665 3 1,306

（ᩣ）安Ꮉ電機 7 942 37 非会員 県外 23,000 1 1,296

朁੝建設工業（ᩣ） 8 7 15 非会員 県外 18,977 25 1,288

ドヂサッックシスゾムサリポーションゲグホ 9 46 非会員 県外 350 10 1,168

若築建設（ᩣ） 10 4 6 非会員 県外 15,431 23 1,087

ベタウォーター（ᩣ） 11 411 非会員 県外 7,500 11 1,044

㎨形建設（ᩣ） 12 225 128 会員 県内 50 10 926

（ᩣ）⇎⫦工務ᐫ 13 11 30 会員 県内 100 16 903

Ｊ㧲㧱゠ングッアリンエ（ᩣ） 14 81 127 非会員 県外 10,000 7 792

੖泒建設（ᩣ） 15 21 10 非会員 県外 28,070 6 724

◉田建設（ᩣ） 16 44 26 会員 県内 24 15 720

㡻沖建設（ᩣ） 17 674 205 会員 県内 90 8 644

੩成建設（ᩣ） 18 405 84 会員 県内 450 7 640

⪤ේ土建（ᩣ） 19 12 23 会員 県内 45 18 632

（ᩣ）日立⵾作所 20 171 9 非会員 県外 282,033 2 616

㘧ፉ建設（ᩣ） 21 非会員 県外 5,520 4 595

月ፉゾクテベンゾキーニス（ᩣ） 22 359 349 非会員 県外 180 7 577

⷏田鉄工（ᩣ） 23 137 非会員 県外 143 3 574

┻内建設（ᩣ） 24 17 45 会員 県内 21 18 550

（ᩣ）大Ṛ工務ᐫ 25 49 25 非会員 県外 30 19 522

広ፉ建設（ᩣ） 26 会員 県内 80 2 515

㋈木土建（ᩣ） 27 57 49 会員 県内 50 16 514

（ᩣ）市ේ⚵ 28 47 83 会員 県内 70 8 490

（ᩣ）大進工業 29 23 153 会員 県内 10 13 487

（ᩣ）市Ꮉ水道コンター 30 34 非会員 県内 43 6 482

日進建設（ᩣ） 31 85 113 会員 県内 30 10 481

石村建設（ᩣ） 32 30 68 会員 県内 30 21 447

朁⼾土木工業（ᩣ） 33 22 64 会員 県内 20 15 438

（ᩣ）㋈木⚵ 34 55 55 会員 県内 20 21 437

ᐣม工業（ᩣ） 35 39 44 会員 県内 20 20 430

ጊ本建設（ᩣ） 36 65 27 会員 県内 42 27 429

 ጟ工業（ᩣ） 37 35 43 会員 県内 20 13 425

（ᩣ）アィペト 38 25 88 会員 県内 20 11 422

ᮮ沜工事（ᩣ） 39 非会員 県外 350 1 416

㣮ፉ建設（ᩣ） 40 76 69 非会員 県外 81,400 1 407

㕍木総業（ᩣ） 41 27 77 会員 県内 20 30 402

（ᩣ）進日本工業 42 101 62 会員 県内 100 7 397

石井工業（ᩣ） 43 66 189 会員 県内 10 8 391

（ᩣ）⦁ᯅ水道コンター 44 51 非会員 県内 79 3 388

（ᩣ）中ጊ工務ᐫ 45 116 104 会員 県内 38 18 387

朁洊建設（ᩣ） 46 37 54 会員 県内 20 24 386

小ේ建設（ᩣ） 47 109 67 会員 県内 30 12 386

（ᩣ）ᮮ沜ノリッグ 48 非会員 県内 350 3 384

（ᩣ）朊戸水道コンター 49 56 非会員 県内 95 3 382

（ᩣ）明電舎 50 3 11 非会員 県外 17,070 21 366

ランゥンエ
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上位 50 社の県内、県外業者の受注

総額はほぼ同額 

図表 2-2-7-2 は、上位 50 社の県内

外別の受注実績である。 

上位50社の1件当りの平均受注金

額は、県平均の 1,900 万円を大きく

上回る 5,600 万円であった。 

また、上位 50 社の内での県内外別

の比較では、県外企業の受注件数

212 件は受注件数全体の 3 割ᒝ

（33.8％）だが、受注金額 177 億 1,300 万円は受注金額全体の 5 割（50.2％）にのぼる。県外業者

が大ဳの工事を受注していることが分かる。 

 県内の建設業協会非会員の 4 社の内容は、水道コンター（市Ꮉ、⦁ᯅ、朊戸）*1）にᯅ᪞ベーィ

ー1 社である。水道コンターはやや特ᱶな企業エャープであるが、1 件当り 1 億円を超す受注実績

をᱷしている。 

 上位 50 位以内の県内建設業協会企業の 1 件あたりの平均受注金額は 4,000 万円であり、వの県

平均の 1,900 万円を上回り、約 2 倍ᒝの工事受注高になっている。 

 

�1）㧦水道水道水道水道コンターコンターコンターコンター（（（（市Ꮉ市Ꮉ市Ꮉ市Ꮉ、、、、⦁ᯅ⦁ᯅ⦁ᯅ⦁ᯅ、、、、朊戸朊戸朊戸朊戸））））    出所㧦千葉県ウゟッノキイト。 

 水道コンターは千葉県水道局の妅⸤を受けた໑一の機関です。千葉県水道管工事協同⚵合の⚵合員が共同出資して、

300 万県民のための水道 110 番機⢻を実施しています。 

業務内容は、1）⛎水装置のୃ❲工事 2）水道の૶用開奿、中止の申し込みに対する処置 3）事᡿発生時の通報、その他

の一般キーニス などの業務を、平日、ભ日受付、実施しています。 

コンター名    受けᜬち区域 

ㄈ千葉水道コンター 千葉市 

ㄈ⦁ᯅ水道コンター ⦁ᯅ市、⠌ᔒ㊁市、㎨ケ⼱市 

ㄈ市Ꮉ水道コンター 市Ꮉ市、洁安市 

ㄈ朊戸水道コンター 朊戸市 

ㄈ市ේ水道コンター 市ේ市 

ㄈർ総水道コンター 千葉ッポータウン、成田ッポータウン 

図表 2-2-7-2 

受注上位 50 社の県内外別実績（2008 年度） 

単位：社・百万円・件 

  
企業数 

（社） 

受注額 

（⊖万円） 

受注件数 

（件） 

1 件当り額 

（⊖万円） 

全体 50 35,287  627 56 

会員 27 15,939  400 40 
県内 

非会員 4 1,636  15 109 

非会員 19 17,713  212 84 
県外 

会員 － － － － 
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第第第第３３３３章章章章    千葉県発注工事千葉県発注工事千葉県発注工事千葉県発注工事のののの入札入札入札入札・・・・契約面契約面契約面契約面からみたからみたからみたからみた特徴特徴特徴特徴    

 

千葉県千葉県千葉県千葉県のののの入札制度入札制度入札制度入札制度のののの現状現状現状現状とととと改革改革改革改革    

 千葉県の入札制度改㕟は基本的には国が進める入札制度改㕟に沿って行われ、2010 年 4 月時ὐ

までの千葉県の入札制度改㕟の概要を国等の方針とᾖ合させてまとめた。 

 

2005.04 公共工事のຠ⾰⏕଻のଦ進に関する法ᓞ

　・総合評価方式のዉ入・ଦ進

2005.04 低入札価格調査制度の対象工事の᜛大

　・予定価格2億円以上ψ1億円以上
総合評価方式の⹜行

2006.05 公共工事の入札෸び契約のㆡ正化を図

るためのភ置に関する指針・改正
（閣⼏決定）

　・予定価格の事前公表の取りやめの

　　ᬌ⸛

　・一般┹੎入札の᜛大
　・総合評価方式の᜛充

　・低入札価格調査制度෸び最低制限

　　価格制度の活用

2006.04 一般┹੎入札の対象工事の᜛大

　・設計金額10億円以上ψ予定価格2億円以上
　　　　　　　　　　（建築工事は当面5億円以上）

公൐ဳ指名┹੎入札の対象工事の見⋥し

　・設計金額2億円以上10億円未ḩψ予定価格2億円未ḩ

　　　　　　　　　　　　（建築工事は当面5億円未ḩ）
低入札価格調査制度の対象工事の᜛大

　・予定価格1億円以上ψ2500万円以上

2007.06 千葉県公共調達改㕟工⒟表の作成

2007.10 一般┹੎入札の対象工事の᜛大

　・予定価格2億円（建築5億円）以上ψ5000万円以上

総合評価方式の対象工事の᜛大
　・予定価格5000万円以上1億円未ḩを特別◲昒ဳ

　　予定価格1億円以上を◲昒ဳで実施

2008.03 公共工事の入札෸び契約のㆡ正化の
推進について（国交省、総務省）

　・一般┹੎入札の᜛大

　・総合評価方式のዉ入・᜛大

　・最低制限価格制度の活用
　・総合評価方式による低入札価格調

　　査制度に価格による失格基準ዉ入

　・予定価格の事前公表の取り止め
　・入札時に工事内訳書の提出

2008.04 低入札調査基準価格の変更（国交省）
　・基準額算定式の変更（ᒁ上げ）

2009.04 低入札調査基準価格の変更（国交省）
　・基準額の▸࿐を予定価格の

　　　2�3～85％ψ70％～90％

　・基準額算定式の変更（ᒁ上げ）

2009.05 （公共事業等のᣧ期施行に向けた対応について）
最低制限価格෸び低入札価格調査のㆡ用▸࿐の見⋥し

　・最低制限価格のㆡ用金額2500万円未ḩψ5000万円未ḩ

　・低入札価格調査のㆡ用金額2500万円以上ψ5000万円

　　以上
総合評価方式の見⋥し

　・特別◲昒ဳは評価項目に「施工計画」を求めない

2009.08 低入札価格調査制度の見⋥し

　・基準価格の▸࿐を予定価格の2�3～85％ψ70％～90％

　・基準価格算定式の変更（ᒁ上げ）
　・価格による失格基準算定式の変更（ᒁ上げ）

最低制限価格算定方法の見⋥し

　・現行㧦建築一式෸び付Ꮺ設備工事は予定価格の85％
　　　　　その他の工事は予定価格の80％

　・改定㧦低入札調査基準価格と同様の算定式とする

2010.04 建設工事等における見Ⓧ公൐方式のዉ入

　・設計金額の参考とする見Ⓧを公告により公൐する

　・業種は機械器具設置、電気、電気通信の3業種

　・見Ⓧ公൐の後一般┹੎入札とする
　・1者入札を有効とする

総合評価方式の評価項目の見⋥し

　・「県内業者の活用」を評価項目にㅊ加など

2008.10 総合評価方式の評価内容の見⋥し
　・◲昒ဳの加算ὐを20ὐψ30ὐ

　・◲昒ဳ評価項目の㈩ὐ30ὐψ38ὐ

　・特別◲昒ဳ評価項目の㈩ὐ23ὐψ31ὐ

低入札価格調査制度の見⋥し
　・調査基準価格算定式の変更（ᒁ上げ）

　・価格による失格基準のዉ入

予定価格の事後公表の⹜行
　・1億円以上の工事の予定価格を事後公表とする

国等の動向 千葉県の動向

2006.12 ㇺ道府県の公共調達改㕟に関する指針✕

急報告（全国知事会）
　・一般┹੎入札の᜛大と指名┹੎

　　入札のේೣ⑌止

　・総合評価方式の᜛充
　・地域産業育成と公正な┹੎⏕଻
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この間、進められてきた入札制度改㕟の背景には「⺣合の㗫発」「長期化した不況による地域建

設業者の経営の∋ᑷ」「低価格の下請業者・ഭ௛者へのしわነせ」「公共工事のຠ⾰低下への懸念」

などがあり、社会的にも厳しいᛕ判に晃されていた。 

 国は「入札のቴ観性、ㅘ明性、┹੎性の⏕଻」、「地域のఝ⦟業者への発注」、「ダンピンエឃ除」

など、上記の໧題⸃決のための方策として「一般┹੎入札の᜛大」「総合評価方式のዉ入・ଦ進」「最

低制限価格制度、低入札価格調査制度の活用」などを主要施策として地方自治体を指ዉしてきた。 

 

 この間、千葉県でも国の方針に沿って入札制度改㕟が行われてきた。 

一般┹੎入札一般┹੎入札一般┹੎入札一般┹੎入札の᜛大では、2006 年度から対象工事の᜛大に〯み出し、2008 年度時ὐでは 5000

万円以上工事を対象に、実績件数で全体の 5％にㆡ用されたが、近㓞県との取り⚵みの差はまだ大

きい。 

 総合評価方式総合評価方式総合評価方式総合評価方式は公共工事ຠ⏕法を受けて 2005 年度から⹜行を奿めた。表で明らかなように、こ

の間対象工事の▸࿐、評価項目の㈩ὐ、タイプの設定、評価項目のㅊ加など⹜行㍲⺋の〔が見られ、

2008 年度の実績は 270 件で全体（5,399 件）の 5％である。 

 また、ダンピンエ対策としては主に低入札価格調査制度低入札価格調査制度低入札価格調査制度低入札価格調査制度とととと最低制限価格制度最低制限価格制度最低制限価格制度最低制限価格制度のどちらかで対応し

てきた。低入札価格調査制度の基準価格や価格による失格基準のዉ入も、国の基準変更後ただちに

変更するなど国の方針にㅊ従してዉ入・実施された。 

最低制限価格制度の制限価格の算定方法は、2009 年 8 月以前には一ᓞで「建築一式などが予定

価格の 85％、その他が予定価格の 80％」であった。予定価格が事前公表されていたので最低制限

価格が事前公表されていたことになる。2008 年度 10 月より予定価格の事後公表は 1 億円以上の工

事で⹜行されている。 

以上が、現時ὐ（2008 年度）の千葉県における入札制度実施状況の概況である。以下の報告の

背景にはこうした千葉県の入札制度の現状がある事を念㗡に置いて、読み進めて᰼しい。 

 

今後の地方自治体の入札制度一般の傾向は「一般┹੎入札の᜛大と指名┹੎入札のේೣ廃止」に、

一般┹੎入札においては大規模工事が「総合評価方式㧗低入札価格調査制度」小規模工事が「最低

制限価格制度」の方向に進んでいくと考えられるが、千葉県の今後の運用動向も、堂本県政後、森

田県政に移行する中でどの様に変わるのか、ᒁき続き県民や県内建設業者の経営の自立安定に向け、

⋙ⷞ・注目するᔅ要がある。 
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第第第第 1111 節節節節    落札率落札率落札率落札率のののの実態実態実態実態    

 

落札率は年々低下の傾向にある 

図表 2-3-1-1 は、落札率階層別の落札件数の推移である。 

 

図表 2-3-1-1 落札率階層別、落札件数の推移 

単位：上段・件、下段・％ 

  全体 
50％ 

未ḩ 

～55％ 

未ḩ 

～60％ 

未ḩ 

～65％ 

未ḩ 

～70％ 

未ḩ 

～75％ 

未ḩ 

～80％ 

未ḩ 

～85％

未ḩ 

6,229 9 1 1 5 6 11 26 162 2005 

年度 100.0 0.1 0.0 0.0 0.1 0.1 0.2 0.4 2.6 

5,956 5 8 12 13 19 22 46 138 2006 

年度 100.0 0.1 0.1 0.2 0.2 0.3 0.4 0.8 2.3 

5,865 1 1 2 8 15 33 58 227 2007 

年度 100.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.3 0.6 1.0 3.9 

5,399 2 - - 1 41 16 39 337 2008 

年度 100.0 0.0 - - 0.0 0.8 0.3 0.7 6.2 

 

 
～90％未

ḩ 

～95％未

ḩ 

～96％

未ḩ 

～97％未

ḩ 

～98％未

ḩ 

～99％未

ḩ 

～100％

未ḩ 

落札率

100％ 
ή回╵ 

න純 

平均 

203 727 439 853 1,293 1,273 584 599 37 2005 

年度 3.3 11.7 7.0 13.7 20.8 20.4 9.4 9.6 0.6 
96.49 

265 838 444 823 1,212 1,070 495 546 - 2006 

年度 4.4 14.1 7.5 13.8 20.3 18.0 8.3 9.2 - 
95.74 

360 1,033 811 1,060 890 473 358 535 - 2007 

年度 6.1 17.6 13.8 18.1 15.2 8.1 6.1 9.1 - 
94.99 

495 1,434 865 839 477 318 275 260 - 2008 

年度 9.2 26.6 16.0 15.5 8.8 5.9 5.1 4.8 - 
93.97 

 

2005 年度以降のන純平均落札率をみると、2005

年度 96.49％、2006 年度 95.74％、2007 年度

94.74％、2008 年度 93.97％と、年々1％⒟度ずつ

低下している。高い落札率の件数が減少し、低い

落札率が増えているからである。 

଀えば、落札率 97％をႺにして、97 未ḩと 97％

以上の件数・構成比の推移をみると、97％未ḩは

増加、97％以上は減少している。2005 年度は 97％

以上が全体の 6 割（60.2％）（3,749 件）を占めて

いたが、2008 年度は 2 割ᒝ（24.6％）（1,330 件）

にす߉なくなっている。他方、97％未ḩの件数は

年々増えており、2008 年度は全体の 7 割ᒝ

（75.4％）（4,069 件）にいたった。 

図表 2-3-1-2 

落札率 97％未満・以上の落札件数 

（2008 年度） 

単位：件・％ 

  
97％ 

未ḩ 

97％ 

以上 
ή回╵ 合計 

2005 年度 2,443 3,749 37 6,229 

2006 年度 2,633 3,323 - 5,956 

2007 年度 3,609 2,256 - 5,865 

件
数

（件
） 2008 年度 4,069 1,330 - 5,399 

2005 年度 39.2 60.2 0.6 100.0 

2006 年度 44.2 55.8 - 100.0 

2007 年度 61.5 38.5 - 100.0 

構
成
比

（％
） 2008 年度 75.4 24.6 - 100.0 
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80％未満低落札率工事はやや減小傾向、97％以上の高落札率工事は大きく減少 

80％未ḩの入札件数をみると、2005 年度 59 件、2006 年度 125 件、2007 年度 118 件、2008 年

度 99 件と推移しており、2006 年度以降はやや減少傾向にある。 

一方、高落札率の状況を見ると、落札率 97％～100％の件数は、上述したように 2005 年度 3,749

件（受注件数全体の 60.2％）、2006 年度 3,323 件（同 55.8％）、2007 年度 2,256 件（同 38.5％）、

2008 年度 1,330 件（同 24.6％）と急ㅦに減少してきた事が分かる。 

高落札率工事が減少し、平均落札率が低下した要因としては、一般┹੎入札のዉ入や長ᒁく不況

による受注┹੎の激化が考えられる。一方、低落札率工事の減少の要因は、低入札価格調査制度や

総合評価方式などダンピンエ㒐止対策の活用によるものと考えられる。いずれも県の入札制度改㕟

が෻昚した結果と考えられるが、低落札工事の更なる減少をめߑし、ダンピンエ対策のᒝ化が求め

られる。 

 

県内業者の落札率は、平均より高い 

図表 2-3-1-3 は、受注業者の県内・県外別、落札率階層別の落札件数である。 

 

図表 2-3-1-3 受注業者県内外別、落札率階層別落札件数（2008 年度） 

単位：上段・件、下段・％ 

  全体 50％未ḩ 
～55％未

ḩ 

～60％未

ḩ 

～65％未

ḩ 

～70％未

ḩ 

～75％未

ḩ 

～80％未

ḩ 

～85％

未ḩ 

5,399 2 - - 1 41 16 39 337 
全体  

100.0 0.0 - - 0.0 0.8 0.3 0.7 6.2 

4,710 2 - - - 14 12 23 260 県 

内 100.0 0.0 - - - 0.3 0.3 0.5 5.5 

681 - - - 1 27 4 16 76 県 

外 100.0 - - - 0.1 4.0 0.6 2.3 11.2 

8 - - - - - - - 1 
JV 

100.0 - - - - - - - 12.5 

- - - - - - - - - 

県
内

・
県
外
等
別 不 

明 - - - - - - - - - 

  
～90％未

ḩ 

～95％未

ḩ 

～96％未

ḩ 

～97％未

ḩ 

～98％未

ḩ 

～99％未

ḩ 

～100％未

ḩ 

落札率

100％ 

න純 

平均 

495 1,434 865 839 477 318 275 260 
全体  

9.2 26.6 16.0 15.5 8.8 5.9 5.1 4.8 
93.97 

373 1,209 801 798 441 294 241 242 県 

内 7.9 25.7 17.0 16.9 9.4 6.2 5.1 5.1 
94.45 

122 224 64 41 35 24 29 18 県 

外 17.9 32.9 9.4 6.0 5.1 3.5 4.3 2.6 
90.67 

- 1 - - 1 - 5 - 
JV 

- 12.5 - - 12.5 - 62.5 - 
96.20 

- - - - - - - - 

県
内

・
県
外
等
別 不 

明 - - - - - - - - 
- 

 

2008年度の県内業者のන純平均落札率は94.45%であり、県外業者のන純平均90.67%より3.78%

高い。 

県内・県外ともに、落札率 90～95%未ḩの受注件数が最多である（県内業者㧦1,209 件・構成比

25.7％、県外業者㧦224 件・同 32.9％）。しかし、90～95%未ḩをႺにして、県内業者は 90％未ḩ

が 684 件（同 14.5％％）、95％以上が 2,817 件（同 59.7％）、県外業者は 90％未ḩが 246 件（同
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36.1％）、95％以上が 211 件（同 30.9％）と、県内業者のほうが高落札率の割合が高い。 

この要因としては、県外業者の入札参加が多い大規模な工事（5,000 万円以上）への一般┹੎入

札のዉ入が考えられる。 

また、JV の落札率は、ᱴどが 99％～100％未ḩの非Ᏹに高い落札率に集中している。これは、

ほとんどが随意契約工事による工事発注であることによる。 

 

非会員業者は激しい受注競争により受注した工事が多い 

図表 2-3-1-4 は、千葉県建設業協会会員・

非会員別に見た落札率階層別の落札件数で

ある。 

平均落札率は県内会員業者 94.69％、県内

非会員業者 94.23％でありほとんど差はή

い。 

しかし、落札率 80％未ḩを見ると、会員

業者 14 件、非会員業者 37 件で非会員業者

がかなり多い。これは、非会員業者が激し

い受注┹੎の結果受注した工事が多いとい

うことを表している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5,000 万円を境に大規模工事の落札率が低い 

図表 2-3-1-5 は、2008 年度の工事規模別、落札率階層別の落札件数である。 

න純平均落札率について、一般┹੎入札がዉ入されている 5,000 万円をႺにしてみると、工事規

模 5,000 万円未ḩはどの階層も 90％台で、小規模な工事ほど落札率は高い傾向にある。他方、5,000

万円以上の工事は、90％台が２階層あるものの、5,000 万円未ḩにはなかった 80％台も 2 階層あっ

た。5,000 万円以上の工事の落札率が比較的に低いのは、一般┹੎入札がዉ入されているためと考

えられる。 

図表 2-3-1-4  

県内会員、非会員別、落札率階層別落札件数 

（2008 年度） 

単位：上段・件、下段・％ 

県内業者・会員 県内業者・非会員 

  受注 

件数 

構成比 

（％） 

受注 

件数 

構成比 

（％） 

全 体 2,244 100.0 2,466 100.0 

50％未ḩ - - 2 0.1 

～55％未ḩ - - - - 

～60％未ḩ - - - - 

～65％未ḩ - - - - 

～70％未ḩ 1 0.0 13 0.5 

～75％未ḩ 5 0.2 7 0.3 

～80％未ḩ 8 0.4 15 0.6 

～85％未ḩ 132 5.9 128 5.2 

～90％未ḩ 107 4.8 266 10.8 

～95％未ḩ 491 21.9 718 29.1 

～96％未ḩ 461 20.5 340 13.8 

～97％未ḩ 505 22.5 293 11.9 

～98％未ḩ 247 11.0 194 7.9 

～99％未ḩ 122 5.4 172 7.0 

～100％未ḩ 99 4.4 142 5.8 

落札率 100％ 66 2.9 176 7.1 

න純平均 94.69 94.23 
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表 2-3-1-5 工事規模別、落札率階層別落札件数（2008 年度） 

単位：上段・件、下段・％ 

  全体 
50％ 

未ḩ 

～55％ 

未ḩ 

～60％ 

未ḩ 

～65％ 

未ḩ 

～70％ 

未ḩ 

～75％ 

未ḩ 

～80％ 

未ḩ 

～85％ 

未ḩ 

5,399 2 - - 1 41 16 39 337 
全体  

100.0 0.0 - - 0.0 0.8 0.3 0.7 6.2 

572 2 - - - 2 3 4 13 50 万円 

未ḩ  100.0 0.3 - - - 0.3 0.5 0.7 2.3 

510 - - - - 1 2 3 11 ～100 万円 

未ḩ 100.0 - - - - 0.2 0.4 0.6 2.2 

1,226 - - - 1 2 1 6 59 ～500 万円 

未ḩ 100.0 - - - 0.1 0.2 0.1 0.5 4.8 

676 - - - - - - - 47 ～1,000 万円 

未ḩ  100.0 - - - - - - - 7.0 

2,147 - - - - 31 6 7 174 ～5,000 万円 

未ḩ  100.0 - - - - 1.4 0.3 0.3 8.1 

162 - - - - 2 2 7 23 ～1 億円 

未ḩ  100.0 - - - - 1.2 1.2 4.3 14.2 

97 - - - - 3 2 11 9 ～5 億円 

未ḩ 100.0 - - - - 3.1 2.1 11.3 9.3 

5 - - - - - - - - ～10 億円 

未ḩ 100.0 - - - - - - - - 

4 - - - - - - 1 1 ～50 億円 

未ḩ  100.0 - - - - - - 25.0 25.0 

- - - - - - - - - 

工
事
規
模 

50 億円 

以上 - - - - - - - - - 

  
～90％ 

未ḩ 

～95％ 

未ḩ 

～96％ 

未ḩ 

～97％ 

未ḩ 

～98％ 

未ḩ 

～99％ 

未ḩ 

～100％ 

未ḩ 

落札率 

100％ 

න純 

平均 

495 1,434 865 839 477 318 275 260 
全体  

9.2 26.6 16.0 15.5 8.8 5.9 5.1 4.8 
93.97 

40 123 46 40 50 56 54 139 50 万円 

未ḩ  7.0 21.5 8.0 7.0 8.7 9.8 9.4 24.3 
95.59 

26 88 54 66 61 77 54 67 ～100 万円 

未ḩ 5.1 17.3 10.6 12.9 12.0 15.1 10.6 13.1 
97.73 

87 298 176 173 126 137 116 44 ～500 万円 

未ḩ 7.1 24.3 14.4 14.1 10.3 11.2 9.5 3.6 
94.76 

75 204 143 135 51 11 8 2 ～1,000 万円 

未ḩ  11.1 30.2 21.2 20.0 7.5 1.6 1.2 0.3 
93.36 

220 636 416 415 182 34 22 4 ～5,000 万円 

未ḩ  10.2 29.6 19.4 19.3 8.5 1.6 1.0 0.2 
92.87 

25 58 23 6 4 1 11 - ～1 億円 

未ḩ   35.8 14.2 3.7 2.5 0.6 6.8 - 
90.74 

 23 7 3 3 2 9 3 ～5 億円 

未ḩ  23.7 7.2 3.1 3.1 2.1 9.3 3.1 
89.18 

 2 - 1 - - 1 1 ～10 億円 

未ḩ  40.0 - 20.0 - - 20.0 20.0 
96.46 

 2 - - - - - - ～50 億円 

未ḩ   50.0 - - - - - - 
84.98 

 - - - - - - - 

工
事
規
模 

50 億円 

以上  - - - - - - - 
- 
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工事規模が小さくなれば落札率は高くなる 

5000 万円未ḩの工事では、工事規模が小さくなればなるほど落札率は高くなる傾向がある。こ

れは、入札形態が小規模工事では指名┹੎入札が主泴という状況と૬せて、小額の随意契約が 3 割

⒟度あるからである。 

落札率 80％未ḩの工事についてみると、全体で 99 件あるがそのうちの 71 件（構成比 71.7％）

が工事規模 1,000 万～5 億円未ḩの工事である。件数はそれ⒟多くはないが、工事件数の多いこの

規模の一部で激しい受注┹੎が行われている。 

 

地域中小中堅業者の落札率が相対的に高くなっている 

図表 2-3-1-6 は、2008 年度の落札業者の資本金階層別、落札率階層別落札件数である。 

平均落札率をみると、落札件数の最も多い資本金 1,000 万～3,000 万円未ḩが 93.88％、次߉に

件数の多い 3,000 万～5,000 万円未ḩが 94.66％で、この規模の上下階層の落札率に比べてやや高

くなっている。 

ただし、地域中小中ၷ業者であるこれら業者の落札率 80％未ḩの落札件数は 47 件で、落札率

80％未ḩの件数全体（99 件）のおよそ 5 割（47.5％）を占める。 

このように地域中小中ၷ業者には、比較的高い落札率での工事受注と、激しい┹੎の下で 80％

未ḩの低入札による工事受注といった受注環Ⴚが浔在している。 
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表 2-3-1-6 受注業者の資本金階層別、落札率階層別落札件数（2008 年度） 

単位：上段・件、下段・％ 

  全体 
50％ 

未ḩ 

～55％ 

未ḩ 

～60％ 

未ḩ 

～65％ 

未ḩ 

～70％ 

未ḩ 

～75％ 

未ḩ 

～80％ 

未ḩ 

～85％ 

未ḩ 

5,399 2 - - 1 41 16 35 326 
全体  

100.0 0.0 - - 0.0 0.8 0.3 0.6 6.0 

135 - - - - 1 1 - 10 500 万円 

未ḩ 100.0 - - - - 0.7 0.7 - 7.4 

111 - - - - - - 1 8 ～1,000 万円 

未ḩ 100.0 - - - - - - 0.9 7.2 

2,781 1 - - - 10 7 17 136 ～3,000 万円 

未ḩ 100.0 0.0 - - - 0.4 0.3 0.6 4.9 

1,050 1 - - 1 9 3 1 79 ～5,000 万円 

未ḩ 100.0 0.1 - - 0.1 0.9 0.3 0.1 7.5 

522 - - - - 7 1 3 36 ～1 億円 

未ḩ  100.0 - - - - 1.3 0.2 0.6 6.9 

353 - - - - 3 1 3 26 ～10 億円 

未ḩ 100.0 - - - - 0.8 0.3 0.8 7.4 

45 - - - - - 1 1 2 ～50 億円 

未ḩ  100.0 - - - - - 2.2 2.2 4.4 

239 - - - - 11 1 9 25 50 億円 

以上 100.0 - - - - 4.6 0.4 3.8 10.5 

8 - - - - - - - 1 
JV 

100.0 - - - - - - - 12.5 

155 - - - - - 1 - 3 

資
本
金 

ή回╵  
100.0 - - - - - 0.6 - 1.9 

  
～90％ 

未ḩ 

～95％ 

未ḩ 

～96％ 

未ḩ 

～97％ 

未ḩ 

～98％ 

未ḩ 

～99％ 

未ḩ 

～100％ 

未ḩ 

落札率 

100％ 

න純 

平均 

486 1,428 852 840 470 320 280 302 
全体  

9.0 26.4 15.8 15.6 8.7 5.9 5.2 5.6 
93.97 

21 33 16 29 8 7 3 6 500 万円 

未ḩ 15.6 24.4 11.9 21.5 5.9 5.2 2.2 4.4 
93.97 

9 31 21 12 13 8 7 1 ～1,000 万円 

未ḩ 8.1 27.9 18.9 10.8 11.7 7.2 6.3 0.9 
92.87 

215 687 483 515 251 182 136 141 ～3,000 万円 

未ḩ 7.7 24.7 17.4 18.5 9.0 6.5 4.9 5.1 
93.88 

77 295 175 175 96 56 49 33 ～5,000 万円 

未ḩ 7.3 28.1 16.7 16.7 9.1 5.3 4.7 3.1 
94.66 

49 139 79 58 55 38 32 25 ～1 億円 

未ḩ  9.4 26.6 15.1 11.1 10.5 7.3 6.1 4.8 
93.75 

54 128 30 21 22 13 19 33 ～10 億円 

未ḩ 15.3 36.3 8.5 5.9 6.2 3.7 5.4 9.3 
93.61 

11 7 5 2 2 - 6 8 ～50 億円 

未ḩ  24.4 15.6 11.1 4.4 4.4 - 13.3 17.8 
93.02 

43 64 19 14 11 7 9 26 50 億円 

以上 18.0 26.8 7.9 5.9 4.6 2.9 3.8 10.9 
91.30 

- 1 - - 1 - 5 - 
JV 

- 12.5 - - 12.5 - 62.5 - 
96.20 

7 43 24 14 11 9 14 29 

資
本
金 

ή回╵  
4.5 27.7 15.5 9.0 7.1 5.8 9.0 18.7 

96.75 
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一般競争、指名競争、随意契約の順に落札率は上昇 

図表 2-3-1-7 は、2008 年度の入札形態別の落札率階層別の落札件数である。 

入札形態別に平均落札率を見ると、一般┹੎入札 89.9％、指名┹੎入札 93.0％、随意契約 96.6％

で、一般┹੎入札、指名┹੎入札、随意契約の順に高くなる。 

図表 2-3-1-8 は、落札率階層５区分（80％未ḩ、～90％未ḩ、～95％未ḩ、～100％未ḩ、100％）

の落札件数の構成比である。随意契約の平均落札率が高く、一般┹੎入札のそれが低いのは、随意

契約の落札率 100％（構成比 14.8％、落札件数 254 件）と 95％～100％未ḩ（同 59.5％、落札件

数 1,022 件）の割合が高く、一般┹੎入札の落札率 80％未ḩの割合が高い（同 10.3％、落札件数

28 件）からである。 

図表 2-3-1-7 入札形態別、落札率階層別落札件数（2008 年度） 

  単位：上段・件、下段・％ 

  全体 
50％ 

未ḩ 

～55％ 

未ḩ 

～60％ 

未ḩ 

～65％ 

未ḩ 

～70％ 

未ḩ 

～75％ 

未ḩ 

～80％ 

未ḩ 

～85％ 

未ḩ 

5,399 2 - - 1 41 16 39 337 
全体  

100.0 0.0 - - 0.0 0.8 0.3 0.7 6.2 

272 - - - - 5 4 19 39 一般┹੎ 

入札 100.0 - - - - 1.8 1.5 7.0 14.3 

3,408 - - - - 31 6 7 263 指名┹੎ 

入札 100.0 - - - - 0.9 0.2 0.2 7.7 

1,719 2 - - 1 5 6 13 35 

契
約
方
法 

随意契約  
100.0 0.1 - - 0.1 0.3 0.3 0.8 2.0 

  
～90％ 

未ḩ 

～95％ 

未ḩ 

～96％ 

未ḩ 

～97％ 

未ḩ 

～98％ 

未ḩ 

～99％ 

未ḩ 

～100％ 

未ḩ 

落札率 

100％ 

න純 

平均 

495 1,434 865 839 477 318 275 260 
全体  

9.2 26.6 16.0 15.5 8.8 5.9 5.1 4.8 
93.97 

49 81 32 8 9 4 18 4 一般┹੎ 

入札 18.0 29.8 11.8 2.9 3.3 1.5 6.6 1.5 
89.90 

356 1,062 673 649 273 61 25 2 指名┹੎ 

入札 10.4 31.2 19.7 19.0 8.0 1.8 0.7 0.1 
93.00 

90 291 160 182 195 253 232 254 

契
約
方
法 

随意契約  
5.2 16.9 9.3 10.6 11.3 14.7 13.5 14.8 

96.55 

図表 2-3-1-8 入札形態別、落札率階層５区分別落札件数（2008 年度） 

10.3

1.3

1.6

32.4

18.2

29.8

31.2

16.9

49.3

59.5 14.87.3

26.1 1.5

0.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

一般競争
272件

指名競争
3,408件

随意契約
1,719件 

80％未満 80～90％未満 90～95％未満 95～100％未満 100%

 

図表 2-3-1-9 業種別、落札率階層別落札件数  単位：上段・件、下段・％ 
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全体
さく
井

しゅ
んせ
つ

とび
土工

ほ装 管
機械
器具

建築
一式

㍑構
造物

水道 造࿦ 電気
電気
通信

5,399 14 33 345 570 799 206 446 67 28 45 520 91
100.0 0.3 0.6 6.4 10.6 14.8 3.8 8.3 1.2 0.5 0.8 9.6 1.7

2 � � 1 � � � 1 � � � � �
100.0 � � 50.0 � � � 50.0 � � � � �

� � � � � � � � � � � � �
� � � � � � � � � � � � �
� � � � � � � � � � � � �
� � � � � � � � � � � � �
1 � � � � � � � � � � 1 �

100.0 � � � � � � � � � � 100.0 �
41 � � � � � 2 � � � � 29 4

100.0 � � � � � 4.9 � � � � 70.7 9.8
16 � � 1 � 1 1 � � � � 3 1

100.0 � � 6.3 � 6.3 6.3 � � � � 18.8 6.3
39 � 4 2 � 6 4 2 � 2 � 6 �

100.0 � 10.3 5.1 � 15.4 10.3 5.1 � 5.1 � 15.4 �
337 5 6 19 62 7 9 11 3 1 7 47 3

100.0 1.5 1.8 5.6 18.4 2.1 2.7 3.3 0.9 0.3 2.1 13.9 0.9
495 3 7 12 35 65 35 84 20 4 3 82 20

100.0 0.6 1.4 2.4 7.1 13.1 7.1 17.0 4.0 0.8 0.6 16.6 4.0
1,434 4 11 101 117 329 91 81 23 6 15 129 26
100.0 0.3 0.8 7.0 8.2 22.9 6.3 5.6 1.6 0.4 1.0 9.0 1.8

865 1 3 80 136 124 18 30 6 3 13 34 8
100.0 0.1 0.3 9.2 15.7 14.3 2.1 3.5 0.7 0.3 1.5 3.9 0.9

839 � � 66 138 76 19 24 4 3 5 34 6
100.0 � � 7.9 16.4 9.1 2.3 2.9 0.5 0.4 0.6 4.1 0.7

477 1 � 25 59 55 13 33 3 1 1 24 7
100.0 0.2 � 5.2 12.4 11.5 2.7 6.9 0.6 0.2 0.2 5.0 1.5

318 � 1 21 14 46 4 44 1 3 1 47 4
100.0 � 0.3 6.6 4.4 14.5 1.3 13.8 0.3 0.9 0.3 14.8 1.3

275 � 1 9 8 53 3 55 7 1 � 41 6
100.0 � 0.4 3.3 2.9 19.3 1.1 20.0 2.5 0.4 � 14.9 2.2

260 � � 8 1 37 7 81 � 4 � 43 6
100.0 � � 3.1 0.4 14.2 2.7 31.2 � 1.5 � 16.5 2.3

塗装
土木
一式

内装
一式

㒐水 洑㒐 建具
イラ
ス

タイ
ャ

鉄筋 浜᝹ ደᩮ 板金

83 2,034 12 29 67 7 � � � 1 1 1
1.5 37.7 0.2 0.5 1.2 0.1 � � � 0.0 0.0 0.0

� � � � � � � � � � � �
� � � � � � � � � � � �
� � � � � � � � � � � �
� � � � � � � � � � � �
� � � � � � � � � � � �
� � � � � � � � � � � �
� � � � � � � � � � � �
� � � � � � � � � � � �
� 5 � 1 � � � � � � � �
� 12.2 � 2.4 � � � � � � � �
1 7 1 � � � � � � � � �

6.3 43.8 6.3 � � � � � � � � �
� 13 � � � � � � � � � �
� 33.3 � � � � � � � � � �
9 147 � � 1 � � � � � � �

2.7 43.6 � � 0.3 � � � � � � �
2 104 2 11 6 � � � � � � �

0.4 21.0 0.4 2.2 1.2 � � � � � � �
24 460 2 4 8 2 � � � � 1 �

1.7 32.1 0.1 0.3 0.6 0.1 � � � � 0.1 �
14 387 2 1 4 � � � � 1 � �

1.6 44.7 0.2 0.1 0.5 � � � � 0.1 � �
12 443 1 4 3 1 � � � � � �

1.4 52.8 0.1 0.5 0.4 0.1 � � � � � �
6 240 � 1 7 1 � � � � � �

1.3 50.3 � 0.2 1.5 0.2 � � � � � �
5 119 � 2 6 � � � � � � �

1.6 37.4 � 0.6 1.9 � � � � � � �
6 72 � 2 7 3 � � � � � 1

2.2 26.2 � 0.7 2.5 1.1 � � � � � 0.4
4 37 4 3 25 � � � � � � �

1.5 14.2 1.5 1.2 9.6 � � � � � � �

～95％
未ḩ

落札率
100％

～97％
未ḩ

～98％
未ḩ

～99％
未ḩ

～
100％

～60％
未ḩ

全体

50％未
ḩ

～55％
未ḩ

～70％
未ḩ

～85％
未ḩ

～96％
未ḩ

～65％
未ḩ

～70％
未ḩ

～75％
未ḩ

～80％
未ḩ

～85％
未ḩ

～90％
未ḩ

～97％
未ḩ

～65％
未ḩ

全体

50％未
ḩ

～55％
未ḩ

～60％
未ḩ

落札率
100％

～75％
未ḩ

～80％
未ḩ

～96％
未ḩ

～90％
未ḩ

～95％
未ḩ

～98％
未ḩ

～99％
未ḩ

～
100％

 

図表 2-3-1-9 は、2008 年度の業種別、落札率階層別の落札件数である。 

落札率 80％未ḩの多い業種を見ると、電気 39 件（当⹥業種件数全体の 7.5％）、土木一式 25 件
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（同 1.2％）、機械器具 7 件（同 3.3％）、管 7 件（同 0.8％）、電気通信 5 件（同 5.4％）、しゅんせ

つ 4 件（10.3％）である。これらの業種で激しい受注┹੎が行われている。 

 

第第第第２２２２節節節節    ランクランクランクランク別発注実績別発注実績別発注実績別発注実績にみるにみるにみるにみる特徴特徴特徴特徴    

 千葉県における業者格付と発

注標準についてみてみる。 

格付基準は以下の 4 業種区分

について決められており、入札

参加申請者は、下記による総合

ὐ数に応じて、工事種別ߏとに

格付が行われる。 

ٟ総合ὐ数㧩ቴ観ὐ数㧗主観ὐ数 

ٟቴ観ὐ数㧦 

経営事項審査（建設業法第 27 曵の 23㧦経営規模、経営状況、ᛛⴚജ等のὐ数化）の結果ὐ数 

ٟ主観ὐ数㧦県発注工事の成績等 

土木一式、建築一式の２工種につ

いては㧭～㧰の４区分の格付をណ用

している。他の工種（ほ装、設備そ

の他）に関しては㧭～㧯の３区分の

格付で運用されている。 

 

図表 2-3-2-2 に等⚖区分による発

注基準を示す。 

各等⚖区分の発注標準金額は、金

額▸࿐の設定から分かるように区分

▸࿐の重なり合う部分はないが、指

名業者数の不⿷などの場合の特଀（㧖

注）で上下 1 ランクの▸࿐で上位ない

しは下位の等⚖業者を加えて入札を

実施してもよい事となっている。一

般┹੎入札は予定価格 5000 万円以

上の工事がㆡ用対象となっている。 

 

参考㨉*注 

（発注基準に対する特଀） 

第 3 第 5 の定めによる指名業者数のㆬ定が࿎㔍であるときは、第 2 の定めにかかわらず、当⹥工事の基準

等⚖の⋥近上位෶は⋥近下位の等⚖に格付された者を指名することができるものとする。ただし、一の工事

について、⋥近上位の等⚖に格付された者෸び⋥近下位に格付された者を同時に指名することはできないも

のとする。 

2 次にឝげる工事については、前項の規定によるほか、当⹥工事の基準等⚖の 2 等⚖以上上位の等⚖に格付

された者を指名することができるものとする。この場合において、一の工事の指名業者は、同一等⚖෶は⋥

近等⚖に格付された者に限るものとする。 

図表 2-3-2-2 等級区別発注基準（金額） 

一般┹੎入札 

業種 等⚖ 発注標準金額 

A 6,000 万円以上 
土木一式工事 

B 5,000 万円以上 6,000 万円未ḩ 

A 8,000 以上 
建築一式工事 

B 5,000 万円以上 8,000 円未ḩ 

ほ装工事 A 5,000 万円以上 

設備その他の工事 A 5,000 万円以上 

指名┹੎入札 

業種 等⚖ 発注標準金額 

A - 

B 2,000 万円以上 5,000 万円未ḩ 

C 500 万円以上 2,000 万円未ḩ 
土木一式工事 

D 500 万円未ḩ 

A - 

B 2,000 万円以上 5,000 万円未ḩ 

C 500 万円以上 2,000 万円未ḩ 
建築一式工事 

D 500 万円未ḩ 

A 3,000 万円以上 5,000 万円未ḩ 

B 1,000 万円以上 3,000 万円未ḩ ほ装工事 

C 1,000 万円未ḩ 

A 2,000 万円以上 5,000 万円未ḩ 

B 500 万円以上 2,000 万円未ḩ 設備その他の工事 

C 500 万円未ḩ 

 

図表 2-3-2-1 千葉県 業種別・格付基準一覧 

格付  

㧭 㧮 㧯 㧰 

土 木 850 ὐ以上 755 ὐ以上 670 ὐ以上 670 ὐ未ḩ 

下水管きょ 840 ὐ以上 690 ὐ以上 640 ὐ以上 640 ὐ未ḩ 

舗 装 760 ὐ以上 690 ὐ以上 690 ὐ未ḩ － 

建 築 865 ὐ以上 795 ὐ以上 700 ὐ以上 700 ὐ未ḩ 

電 気 820 ὐ以上 735 ὐ以上 735 ὐ未ḩ － 

空調・ⴡ生 785 ὐ以上 695 ὐ以上 695 ὐ未ḩ － 

業
種 

水道施設 760 ὐ以上 660 ὐ以上 660 ὐ未ḩ － 
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（1）災害その他の理由により✕急を要する工事 

（2）特ᱶな機械෶はᛛⴚをᔅ要とする工事 

（3）主として請け負った工事とኒធ不可分の関係にある工事 

 

申請業者の多い業種では県内業者が多く、少ない業種では県外業者数が多い 

次に、この発注基準の運用実態を見るにあたって、入札参加申請者の格付の現状を図表 2-3-2-3

（後ឝ）に、各ランクの県内、県外別申請業者数を図表 2-3-2-4 に示す。 

図表 2-3-2-3 は、申請業者を業種別に多い順にਗべたものである。28 業種のうち県内業者が県外

業者を上回っているのは 14 業種である。具体的には、500 社以上の申請業者 8 業種のうち土木一

式、とび土工、ほ装、管、建築一式、水道、造࿦の 7 業種（ᱷりの 1 業種である電気は県内と県外

が同数）、500 社未ḩの申請業者 20 業種のうち塗装、しゅんせつ、㒐水、洑㒐、石工、大工、鉄筋

の７業種である。 

県外業者の申請数が県内業者を上回っているのは 13 業種、申請業者数は全て 500 社未ḩで、㍑

構造物、機械器具、電気通信、内装઀上、さく井、タイャ、浜᝹、建具、ደᩮ、ᾲ⛘✼、イラス、

板金、左官であった。これらにはኾ㐷工事分㊁が多い。 

また、申請業者数 500 社以上と未ḩの業種区分で気づくのは、申請業者数の多い分㊁には土木♽

業種が多く、ㅒに申請業者数の少ない分㊁は建築♽業種が多い。 

 

申請が 100 社未満の専門業種では、Ａランク県内業者はほとんどいない 

申請業者 100 社未ḩのኾ㐷工事業種 11 業種について見ると、県内業者の㧭ランク格付業者が 2

社（2 業種㧦さく井、大工）、１社（3 業種㧦タイャ、建具、ደᩮ）ないしゴュ社（6 業種㧦浜᝹、

ᾲ⛘✼、イラス、鉄筋、板金、左官）である。県外業者はこの 11 業種全ての A ランクにሽ在して

いる。県内業者が下位格付に少ないこととあわせて、これらの業種は県外業者を当てにせߑるを得

ない状況にあるといえる。 
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図表 2-3-2-3 入札参加申請者の業種別、県内外別、ランク別業者数 

単位：社 

ランク 計 㧭 㧮 㧯 㧰 計 㧭 㧮 㧯 計 㧭 㧮 㧯 計 㧭 㧮 㧯

業者数 1,852 143 341 545 823 1,207 213 328 666 1,360 187 409 764 952 243 240 469

ランク 計 㧭 㧮 㧯 㧰 計 㧭 㧮 㧯 計 㧭 㧮 㧯 計 㧭 㧮 㧯

業者数 575 304 170 65 36 448 370 39 39 294 238 40 16 392 283 64 45

ランク 計 㧭 㧮 㧯 㧰 計 㧭 㧮 㧯 計 㧭 㧮 㧯 計 㧭 㧮 㧯

業者数 806 100 170 217 319 626 112 163 351 425 141 108 176 545 93 149 303

ランク 計 㧭 㧮 㧯 㧰 計 㧭 㧮 㧯 計 㧭 㧮 㧯 計 㧭 㧮 㧯

業者数 361 231 61 47 22 398 329 39 30 425 356 33 36 180 121 36 23

ランク 計 㧭 㧮 㧯 計 㧭 㧮 㧯 計 㧭 㧮 㧯 計 㧭 㧮 㧯

業者数 274 43 80 151 160 44 36 80 85 19 25 41 183 53 46 84

ランク 計 㧭 㧮 㧯 計 㧭 㧮 㧯 計 㧭 㧮 㧯 計 㧭 㧮 㧯

業者数 213 165 28 20 323 284 24 15 377 244 74 59 148 135 7 6

ランク 計 㧭 㧮 㧯 計 㧭 㧮 㧯 計 㧭 㧮 㧯 計 㧭 㧮 㧯

業者数 54 11 17 26 136 20 37 79 104 11 37 56 76 4 28 44

ランク 計 㧭 㧮 㧯 計 㧭 㧮 㧯 計 㧭 㧮 㧯 計 㧭 㧮 㧯

業者数 235 166 42 27 106 59 21 26 100 58 31 11 104 81 13 10

ランク 計 㧭 㧮 㧯 計 㧭 㧮 㧯 計 㧭 㧮 㧯 計 㧭 㧮 㧯

業者数 81 11 23 47 30 2 6 22 18 1 7 10 3 - - 3

ランク 計 㧭 㧮 㧯 計 㧭 㧮 㧯 計 㧭 㧮 㧯 計 㧭 㧮 㧯

業者数 65 52 8 5 49 21 12 16 54 45 4 5 68 46 10 12

ランク 計 㧭 㧮 㧯 計 㧭 㧮 㧯 計 㧭 㧮 㧯 計 㧭 㧮 㧯

業者数 22 1 8 13 19 1 7 11 30 2 10 18 6 - 4 2

ランク 計 㧭 㧮 㧯 計 㧭 㧮 㧯 計 㧭 㧮 㧯 計 㧭 㧮 㧯

業者数 28 21 4 3 29 25 3 1 21 18 1 2 14 8 4 2

ランク 計 㧭 㧮 㧯 計 㧭 㧮 㧯 計 㧭 㧮 㧯 計 㧭 㧮 㧯

業者数 7 - 3 4 9 - 3 6 4 - 4 - 3 - 3 -

ランク 計 㧭 㧮 㧯 計 㧭 㧮 㧯 計 㧭 㧮 㧯 計 㧭 㧮 㧯

業者数 10 5 4 1 8 4 3 1 13 8 4 1 13 7 3 3

入札参加申請業者数

県内
業者

県外
業者

業 種

入札参加申請業者数

県内
業者

県外
業者

入札参加申請業者数

県内
業者

県外
業者

大工

204

洑㒐

483 462

業 種

業 種

1,344

しゅんせつ

1,167 7258501,024

塗装

電気

331

289

487

2,427 1,655

造࿦

1,654

機械器具㍑構造物

建築一式

入札参加申請業者数

県内
業者

71

17

県外
業者

県内
業者

入札参加申請業者数 20

土木一式 とび土工 ほ装 管

浜᝹

電気通信

さく井

内装઀上

180

146

242

79 72

16

50

17

イラス 鉄筋 板金

48 51

左官

建具 ደᩮ

入札参加申請業者数

県内
業者

県外
業者

ᾲ⛘✼

石工 タイャ

県外
業者

水道

業 種

㒐水

17

県内
業者

県外
業者

業 種

入札参加申請業者数

業 種

業 種

 

 

県内業者は格付ランク下位業者数が多く、県外業者では上位業者ほど多い 

図表 2-3-2-4 は、ランク別の県内県外別申請業者数である。県内業者は下位格付が多く、県外業

者は上位格付が多い。県内業者は業者数では C ランク（4,188 社）、構成比では D ランク（D ラン

ク総数 1,200 社の 95.2％）が最多、それとは対ᾖ的に、県外業者は業者数、構成比ともに A ラン

ク（3,684 社、A ランク総数 5,139 社の 71.7％）が最多であった。 
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県外業者に格付上位のランクの業者数が多いの

は、比較的に大きな業者で、他県で業務ዷ開可⢻

な⢻ജを備えている業者が多いからである。この

傾向は、各工種全てで⸒えることである。 

格付ランク㧰の業種は、土木一式、建築一式の 2

業種のみである。D ランクに⋧当する県外申請業

者が少ないこともあって、この 2 業種の D ランク

のほとんどが県内業者である（1,200 社のうち

1,142 社）。 

なお、左表の申請業者数が前ឝの図表2-2-1-1（第

2 部第 2 章第 1 節にឝ載）と異なるのは、ⶄ数の

業種に申請している業者がいて、その業種ߏとに

ランク付けされるためである。図表 2-3-2-4 はその

結果を෻昚しているので、図表 2-2-1-1 の申請業者

数より多い。 

 

発注件数比率でＡランク業者受注が 45.9％を占める 

図表 2-3-2-5 は格付ランク別の発注件数、図表

2-3-2-6 は業種別、ランク別の発注件数である。 

発注件数全体の最多は A ランク 2,477 社（発注件

数全体の 45.9％）で、およそ半数を占めている。次

いで B ランク 1,597 社（同 29.6％）、C ランク 905

件（同 16.8％）、D ランク 182 件（同 3.4％）であっ

た。A ランクと B ランクで、発注件数全体の 7 割ᒝ

（75.5％）を占めている。 

ランク別の県内外別では、どのランクも県内業者

のほうが多い。A ランクは県内業者 1,875 件、県外

業者 602 件、㧮ランクは県内業者 1,585 件、県外業

者 12 件、㧯ランクは県内業者 900 件、県外 5 件、㧰

ランクは県内業者 180 件、県外業者 2 件であった。 

また、県内県外業者とも A ランクが最多、B、C、

D と件数は減少する。ただし、県内業者は A ランク

39.8％、B ランク 33.7％、C ランク 19.1％で３ラン

クに分ᢔしているが、県外業者は A ランクに集中し

ている（県外業者全体の 88.4％）。D ランクは、土木

一式と建築一式の２業種のみのため県内県外業者とも少ない。 

図表 2-3-2-4 

 ランク別、県内外別申請業者数 

 単位：社・％ 

 ランク 計 県内業者 県外業者 

㧭 5,139  1,455  3,684  

㧮 3,074  2,292  782  

㧯 4,715  4,188  527  

㧰 1,200  1,142  58  

業
者
数

（社
） 計 14,128  9,077  5,051  

㧭 100.0 28.3 71.7 

㧮 100.0 74.6 25.4 

㧯 100.0 88.8 11.2 

㧰 100.0 95.2 4.8 

構
成
比

（％
） 計 100.0 64.2 35.8 

㧭 36.4 16.0 72.9 

㧮 21.8 25.3 15.5 

㧯 33.4 46.1 10.4 

㧰 8.5 12.6 1.1 

構
成
比

（％
） 

計 100.0 100.0 100.0 

 

表 2-3-2-5 

 ランク別、県内外別発注件数 

 単位：件・％ 

   
計 

県内 

業者 

県外 

業者 
JV 

㧭 2,477 1,875 602 - 

㧮 1,597 1,585 12 - 

㧯 905 900 5 - 

㧰 182 180 2 - 

不明 238 170 60 8 

発
注
件
数

（件
） 計 5,399 4,710 681 8 

㧭 100.0 75.7 24.3 - 

㧮 100.0 99.2 0.8 - 

㧯 100.0 99.4 0.6 - 

㧰 100.0 98.9 1.1 - 

不明 100.0 71.4 25.2 3.4 

構
成
比

（％
） 

計 100.0 87.4 12.6 0.1 

㧭 45.9  39.8 88.4 - 

㧮 29.6  33.7 1.8 - 

㧯 16.8  19.1 0.7 - 

㧰 3.4  3.8 0.3 - 

不明 4.3  3.6 8.8 100.0  

構
成
比

（％
） 

計 100.0  100.0 100.0 100.0  
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図表 2-3-2-6 県内外別、ランク別申請業者、発注件数・金額構成比（2008 年度） 

 単位：社・件・百万円・％ 

申請業者（社・％） 発注件数（件・％） 発注金額（⊖万円・％）  

県内 

業者 

県外 

業者 
計 

県内 

業者 

県外 

業者 
JV 計 

県内 

業者 

県外 

業者 
JV 計 

9,077  5,051  14,128  4,710 681 8 5,399 71,777 29,168 2,562 103,507 
計 

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

㧭 1,455 3,684 5,139 1,875 602 - 2,477 44,898 26,273 - 71,171 

㧮 2,292 782 3,074 1,585 12 - 1,597 19,813 76 - 19,889 

㧯 4,188 527 4,715 900 5 - 905 4,807 50 - 4,857 

㧰 1,142 58 1,200 180 2 - 182 759 1 - 760 

実
数 

不明 - - - 170 60 8 238 1,500 2,768 2,562 6,830 

㧭 16.0 72.9 36.4 39.8  88.4  - 45.9  62.6  90.1  - 68.8  

㧮 25.3 15.5 21.8 33.7  1.8  - 29.6  27.6  0.3  - 19.2  

㧯 46.1 10.4 33.4 19.1  0.7  - 16.8  6.7  0.2  - 4.7  

㧰 12.6 1.1 8.5 3.8  0.3  - 3.4  1.1  0.0  - 0.7  

構
成
比

（％
） 不明 - - - 3.6  8.8  100.0  4.3  2.1  9.5  100.0  6.6  

 

図表 2-3-2-6 は、申請業者と発注実績を県内外別、ランク別にみたものである。 

前述したように、県内 C ランクへの発注件数は 900 件で、県内業者全体の 2 割（19.1％）を占

めていた。県内業者の中では一定の割合を占めているが、県内の C ランク申請業者 4,188 社（県内

申請業者の 46.1％）に対してはあまりにも少ない。県内㧰ランク 180 件に関しても、県内㧰ラン

ク申請業者 1,142 社に対しては少ない。 

発注金額に関しては、㧯ランクと㧰ランクの対象工事が小規模工事なので発注金額比が低くなる

のはุめない。それにしても、県内 C ランクへの発注金額比 6.7％（48 億 700 万円㧛県内業者全

体 717 億 7,700 万円）、県内 D ランク 1.1％（7 億 5,900 万円㧛同）は、県内申請業者における C

ランク比 46.1％、D ランク比 12.6％に対して低い。 

 

土木、建築一式業種の発注では県内Ｂランク業者受注件数が 1位 

図表 2-3-2-7 で業種別にみると、土木一式、建築一式では県内業者෸び㧮ランク業者への発注に

一定の㈩ᘦがなされているようだ。 

ਔ業種において、県内業者の場合、㧮ランク業者への発注件数が最多であり、土木一式 778 件（土

木一式全体の 38.2％）、建築一式 164 件（建築一式全体の 36.8％）と業種内では 4 割ᒙを占めてい

る。かつ、土木一式、建築一式での県外業者は、土木一式㧭ランク 106 件（土木一式全体の 5.2％）、

㧮ランク 2 件（同 0.1％）、建築一式㧭ランク 5 件（建築一式全体の 1.1％）、㧮ランクは実績ήし

となっており、県外業者への発注件数が極┵に少ない。 

 

管、ほ装、電気、とび土工業種では県内Ａランク業者への発注が主体 

管、ほ装、電気、とび土工では、㧭ランク県内業者への発注件数が最も多い。その件数をみてみ

ると（以下 A ランクの県内外別件数）、管は県内 498 件（管全体の 62.3％）、県外 13 件（同 1.6％）、

ほ装は県内 287 件（ほ装全体の 50.4％）、県外 23 件（同 4.0％）、電気は県内 206 件（電気全体の

39.6％）、県外 139 件（同 26.7％）、とび土工は県内 157 件（とび土工全体の 45.5％）、県外 11 件

（同 3.2％）であった。 

図表 2-3-2-7 業種別・格付ランク別発注件数（2008 年度） 

単位：件 
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格付けψ

業種 県内 県外 県内 県外 県内 県外 県内 県外 県内 県外 JV

5,399 1,875 602 1,585 12 900 5 180 2 170 60 8

100.0 34.7 11.2 29.4 0.2 16.7 0.1 3.3 0.0 3.1 1.1 0.1

14 2 4 8

100.0 14.3 28.6 57.1 - - - - - - - -

33 1 29 1 2

100.0 3.0 87.9 - - 3.0 - - - 6.1 - -

345 157 11 114 3 57 2 1

100.0 45.5 3.2 33.0 0.9 16.5 - - - 0.6 0.3 -

570 287 23 197 55 5 3

100.0 50.4 4.0 34.6 - 9.6 - - - 0.9 0.5 -

799 498 13 134 3 122 16 13

100.0 62.3 1.6 16.8 0.4 15.3 - - - 2.0 1.6 -

206 19 149 14 3 4 2 5 10

100.0 9.2 72.3 6.8 1.5 1.9 1.0 - - 2.4 4.9 -

446 101 5 164 103 33 2 31 5 2

100.0 22.6 1.1 36.8 - 23.1 - 7.4 0.4 7.0 1.1 0.4

67 11 51 3 1 1

100.0 16.4 76.1 - - 4.5 - - - 1.5 1.5 -

28 1 12 2 3 8 2

100.0 3.6 42.9 7.1 - 10.7 - - - 28.6 7.1 -

45 27 9 9

100.0 60.0 - 20.0 - 20.0 - - - - - -

520 206 139 115 1 32 1 20 6

100.0 39.6 26.7 22.1 0.2 6.2 0.2 - - 3.8 1.2 -

91 4 52 9 10 1 5 10

100.0 4.4 57.1 9.9 - 11.0 1.1 - - 5.5 11.0 -

83 38 5 16 16 8

100.0 45.8 6.0 19.3 - 19.3 - - - 9.6 - -

2,034 474 106 778 2 471 1 147 40 9 6

100.0 23.3 5.2 38.2 0.1 23.2 0.0 7.2 - 2.0 0.4 0.3

12 7 5

100.0 - - - - 58.3 - - - 41.7 - -

29 10 12 2 5

100.0 34.5 - 41.4 - 6.9 - - - 17.2 - -

67 39 2 13 4 9

100.0 58.2 3.0 19.4 - 6.0 - - - 13.4 - -

7 1 6

100.0 - - - - 14.3 - - - 85.7 - -

- - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -

1 1

100.0 - - - - - - - - 100.0 - -

1 1

100.0 - 100.0 - - - - - - - - -

1 1

100.0 - - - - - - - - 100.0 - -

全体

さく井

しゅんせつ

とび土工

㍑構造物

水道

造࿦

電気

ほ装

管

機械器具

建築一式

電気通信

塗装

土木一式

内装一式

㒐水

洑㒐

タイャ

鉄筋

浜᝹

ደᩮ

建具

イラス

板金

㧯 㧰
全体

不明㧭 㧮
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専門業種ではＡランク県外業者の発注件数が多い 

機械器具、電気通信、㍑構造

物、水道、造࿦、しゅんせつの

ኾ㐷業種工事では県内外業者を

合わせて、㧭ランク業者への発

注が大半である。 

これら業種の中でも機械器具、

電気通信、㍑構造物、しゅんせ

つはいずれも県外㧭ランク業者

への発注が半数を超えていて、

㧮ランクへの発注比率は 10％

以下、またはゴュである。この

ኾ㐷業種にあっては、数的に少ない県内大手業者にとっても A ランクでなければ受注は厳しい状況

にある。 

具体的には、上記業種における㧭ランク業者への発注は、機械器具が 168 件（機械器具全体の

81.6％）、電気通信が 56 件（電気通信全体の 61.5％）、㍑構造物が 62 件（㍑構造物全体の 92.5％）、

水道が 13 件（水道全体の 46.4％）、造࿦が 27 件（造࿦全体の同 60.0％）、しゅんせつが 30 件（し

ゅんせつ全体の 90.9％）で、いずれも㧭ランク業者受注が高い占有率を示す。 

 

発注金額ではＡランク業者が 7割近くに達した 

図表 2-3-2-9 は格付ランク別の発注金額

である。 

発注金額をランク別にみると、発注件数

と同様に㧭ランクが最多である。その比率

は、発注件数の場合は全体の4割ᒝ（45.9％）

であったが、発注金額では 7 割ちかく

（68.8％）にものぼった。 

発注金額自体は㧭ランク 711 億 7,130 万

円、発注金額全体1,035億680万円の68.8％

である。業種別では、とくにኾ㐷工種の管、

㍑構造物の㧭ランク発注金額が当⹥工種発

注金額全体の 90％を超えていた（管 90.4％、

㍑構造物 98.8％）。 

この A ランクに比べると、㧮ランク 198

億 8,880 万円（発注金額全体の 19.2％）、㧯

ランク 48 億 5,730 万円（同 4.7％）、㧰ラ

ンク 7 億 5,970 万円（同 0.7％）はかなり低

い。 

ランク別の県内県外別では、発注件数と同様にどのランクも県内業者のほうが多い。ただし、B、

C、D ランクへの発注はほぼ県内業者が受注しているが、A ランクは県外業者が 4 割ᒙ（36.9％）

図表 2-3-2-8 

６業種別、Aランクの県内外別発注件数（2008 年度） 

 単位：件 

発注件数（件） 構成比 

㧭クラス 㧭クラス   
全体 

合計 県内 県外 
全体 

合計 県内 県外 

機械器具 206 168 19 149 100.0 81.6 9.2 72.3 

電気通信 91 56 4 52 100.0 61.5 4.4 57.1 

㍑構造物 67 62 11 51 100.0 92.5 16.4 76.1 

水道 28 13 1 12 100.0 46.4 3.6 42.9 

造࿦ 45 27 27 - 100.0 60.0 60.0 - 

しゅんせつ 33 30 1 29 100.0 90.9 3.0 87.9 

 

図表 2-3-2-9 

 ランク別、県内外別発注金額 

 単位：百万円・％ 

  計 県内業者 県外業者 JV 

㧭 71,171 44,898 26,273 - 

㧮 19,889 19,813 76 - 

㧯 4,857 4,807 50 - 

㧰 760 759 1 - 

不明 6,830 1,500 2,768 2,562 

発
注
金
額 

(

百
万
円
） 

計 103,507 71,777 29,168 2,562 

㧭 100.0  63.1 36.9 - 

㧮 100.0  99.6 0.4 - 

㧯 100.0  99 1 - 

㧰 100.0  99.9 0.1 - 

不明 100.0  22 40.5 37.5 

構
成
比

（％
） 

計 100.0  69.3 28.2 2.5 

㧭 68.8 62.6 90.1 - 

㧮 19.2 27.6 0.3 - 

㧯 4.7 6.7 0.2 - 

㧰 0.7 1.1 0 - 

不明 6.6 2.1 9.5 100 

構
成
比

（％
） 

計 100.0  100.0  100.0  100.0  
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を占めるにいたる（発注件数の場合は 24.3％）。 

 

土木一式・建築一式の発注金額は県内Ａランクが最多 

図表 2-3-2-10 は業種別、ランク別の発注金額である。 

総合工事を行なう土木一式、建築一式は、発注件数ではਔ業種とも県内㧮ランクが最多であった

（土木一式は土木一式全体の 38.2％、建築一式は建築一式全体の 36.8％）。しかし、発注金額とな

ると、いずれも県内㧭ランクが最多であり、土木一式は407億3,300万円（土木一式全体の38.0％）、

建築一式は 88 億 5,500 万円（建築一式全体の 45.6％）であった。大規模工事が㧭ランク業者に発

注されているからである。 

 

管、ほ装、とび土工は県内Ａランク、電気は県外Ａランクが主流 

発注件数で県内㧭ランクへの発注が最多であった管、ほ装、電気、とび土工のうち、管、ほ装、

とび土工は発注金額にしても県内㧭ランクが最多であった。その金額をみてみると（以下 A ランク

の県内外別金額）、管は県内 141 億 2,300 万円（管全体の 87.7％）、県外 4 億 2,400 万円（同 2.6％）、

ほ装は県内 51 億 8,600 万円（ほ装全体の 62.4％）、県外 4 億 5,700 万円（同 5.5％）、とび土工は

県内 21 億 2,700 万円（とび土工全体の 52.8％）、県外 8 億 1,700 万円（同 20.3％）であった。 

他方、電気は県外㧭ランクが最多で 49 億 2,700 万円（電気全体の 62.8％）、県内 18 億 6,900 万

円（同 23.8％）であった。電気工事において、県外㧭ランク業者が大規模工事を受注しているから

である。 
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図表 2-3-2-10 業種別・格付ランク別発注金額（2008 年度） 

 単位：百万円 

格付けψ

業種 県内 県外 県内 県外 県内 県外 県内 県外 県内 県外 JV

103,507 44,898 26,273 19,813 76 4,807 50 759 1 1,500 2,768 2,562

100.0 43.4 25.4 19.1 0.1 4.6 0.0 0.7 0.0 1.4 2.7 2.5

114 6 39 68

100.0 5.5 34.6 59.9 - - - - - - - -

1,273 16 1,043 2 212

100.0 1.2 82.0 - - 0.1 - - - 16.7 - -

4,029 2,127 817 739 28 267 52 1

100.0 52.8 20.3 18.3 0.7 6.6 - - - 1.3 0.0 -

8,308 5,186 457 2,141 437 55 33

100.0 62.4 5.5 25.8 - 5.3 - - - 0.7 0.4 -

16,088 14,123 424 1,143 1 373 8 16

100.0 87.8 2.6 7.1 0.0 2.3 - - - 0.1 0.1 -

4,825 129 3,691 61 13 16 45 3 866

100.0 2.7 76.5 1.3 0.3 0.3 0.9 - - 0.1 17.9 -

8,856 4,039 183 1,709 582 52 1 19 4 2,268

100.0 45.6 2.1 19.3 - 6.6 - 0.6 0.0 0.2 0.0 25.6

2,777 691 2,043 3 9 32

100.0 24.9 73.5 - - 0.1 - - - 0.3 1.2 -

1,716 0 1,365 1 2 2 346

100.0 0.0 79.5 0.1 - 0.1 - - - 0.1 20.2 -

755 664 61 29

100.0 88.1 - 8.0 - 3.9 - - - - - -

7,840 1,869 4,927 526 8 91 4 369 47

100.0 23.8 62.8 6.7 0.1 1.2 0.0 - - 4.7 0.6 -

5,161 47 3,861 36 15 1 25 1,177

100.0 0.9 74.8 0.7 - 0.3 0.0 - - 0.5 22.8 -

604 284 152 97 57 15

100.0 47.0 25.1 16.1 - 9.4 - - - 2.4 - -

40,733 15,494 7,271 13,103 27 2,918 1 707 671 247 294

100.0 38.0 17.9 32.2 0.1 7.2 0.0 1.7 - 1.6 0.6 0.7

6 4 2

100.0 - - - - 69.6 - - - 30.4 - -

375 208 121 7 38

100.0 55.6 - 32.3 - 1.9 - - - 10.2 - -

42 15 1 8 5 12

100.0 35.3 2.2 19.7 - 13.0 - - - 29.8 - -

5 1 4

100.0 - - - - 15.4 - - - 84.6 - -

- - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -

2 2

100.0 - - - - - - - - 100.0 - -

1 1

100.0 - 100.0 - - - - - - - - -

0 0

100.0 - - - - - - - - 100.0 - -

建築一式

㍑構造物

電気

電気通信

全体

さく井

しゅんせつ

とび土工

ほ装

管

機械器具

ደᩮ

板金

洑㒐

建具

イラス

タイャ

鉄筋

浜᝹

塗装

土木一式

内装一式

㒐水

水道

造࿦

㧰 不明
全体

㧭 㧮 㧯
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第第第第３３３３節節節節    工事発注契約工事発注契約工事発注契約工事発注契約のののの入札形態入札形態入札形態入札形態とのとのとのとの関係関係関係関係からみたからみたからみたからみた特徴特徴特徴特徴    

 

2007 年 10 月から 5000 万円以上工事に一般競争入札を導入 

図表 2-3-3-1 は、入札形態別の発注件数の推移であ

る。 

千葉県では 2007 年 10 月以降の発注から一般┹੎

札の限度額をᒁ下げ、5,000 万円以上の工事の入札に

一般┹੎をㆡ用した。それ以前は、2006 年に 2 億円

以上の工事に一般┹੎をዉ入し、入札形態の公明性

の᜛大に着手した経✲がある。 

2006 年の一般┹੎のዉ入（2 億円以上工事）で 40

件となった一般┹੎の発注件数は、2007 年度は倍の

87 件に増えた。そして、2008 年度には年度初めから

本格的な入札実施となり、急ㅦに増えて 272 件とな

った。 

とはいえ、指名┹੎主泴は変わらないものの、2005 年（指名┹੎件数 3,771 件、2005 年度発注

件数全体の60.5％）以降、指名┹੎件数は発注件数全体の減少や一般┹੎のዉ入などで減少し、2008

年度は 3,408 件（同 63.1％）であった。 

 

随意契約は年々減少の方向 

千葉県では、従来から随意契約による発注は少額工事を中ᔃに実施してきた。発注件数は 2005

年 2,454 件（構成比 39.4％）から、毎年減少の傾向を示し 2008 年度には 1,719 件（同 31.8％）に

まで減少している。 

 

一般競争入札、件数で 5％だが金額では 38％ 

図表 2-3-3-2 は、入札形態別の発注金額の推移

である。 

入札形態別に発注金額を見ると、2006 年の一

般┹੎に基準額 2 億円以上をዉ入してから、一

般┹੎の発注金額が急ㅦに᜛大した。2005 年度

の 70 億 5,080 万円（発注金額全体の 6.3％）を

大きく上回る 216 億 6,740 万円（同 20.1％）と

なった。 

2007 年 10 月からの基準額 5,000 万円以上工

事へのᒁき下げ効果は、ᒁき下げ実施が期中の

10 月だった事もあり、発注金額は増加しなかっ

た。が、2008 年度は年度奿めからの本格運用で前

年を 200 億円も上回る 394 億 5,690 万円（同

38.1％）と大幅に増加した。 

一般┹੎の実施に઻って指名┹੎は 2005 年度

表 2-3-3-1  

入札形態別、発注件数の推移 

  単位：上段・件、下段・％ 

  全体 
一般┹੎ 

入札 

指名┹੎ 

入札 

随意 

契約 

6,229 4 3,771 2,454 2005 

年度 100.0 0.1 60.5 39.4 

5,956 40 3,725 2,191 2006 

年度 100.0 0.7 62.5 36.8 

5,865 87 3,672 2,106 2007 

年度 100.0 1.5 62.6 35.9 

5,399 272 3,408 1,719 2008 

年度 100.0 5.0 63.1 31.8 

 

図表 2-3-3-2 入札形態別発注金額の推移 

  単位：上段・百万円、下段・％ 

  全体 
一般┹੎ 

入札 

指名┹੎ 

入札 

随意 

契約 

112,760 7,051 101,748 3,961 2005 

年度 100.0 6.3 90.2 3.5 

107,261 21,606 82,196 3,458 2006 

年度 100.0 20.1 76.6 3.2 

105,561 19,593 83,551 2,417 2007 

年度 100.0 18.6 79.1 2.3 

103,507 39,457 61,931 2,119 2008 

年度 100.0 38.1 59.8 2.0 

 

図表 2-3-3-3 

入札形態別、１件当り発注金額の推移 

  単位：百万円 

  全体 
一般┹੎ 

入札 

指名┹੎ 

入札 

随意 

契約 

2005 年度 18.1 1,762.7 27.0 1.6 

2006 年度 18.0 540.2 22.1 1.6 

2007 年度 18.0 225.2 22.8 1.1 

2008 年度 19.2 145.1 18.2 1.2 
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以降、年々減少の傾向にあり、さらに 2006 年には一般┹੎の基準額を 5,000 万円にᒁき下げたこ

とによって、千葉県の入札形態別にみた構成比率は大きく変動した。 

随意契約の発注金額は 2008 年度 21 億 1,190 万円（同 2.0％）と、2007 年度にᒁき続き減少し、

2005 年度 39 億 6,130 万円の約半分になった。 

図表 2-3-3-3 は、入札形態別の 1 件当たりの発注金額の推移である。 

一般┹੎は、ዉ入当初は大規模工事の入札にㆡ用されていたが、2006 年度 10 月以降に予定価格

5,000 万円以上の工事全てに一般┹੎をㆡ用したことで 1 件当たり発注金額は低下している。2008

年度は 1 億 4,510 万円であった。 

また、指名┹੎の 1 件当たり発注金額も毎年度減少傾向にあり、2008 年度は 1,820 万円であっ

た。一方、随意契約は、毎年 110～160 万円の▸࿐にあり、随意契約が低額工事の発注形態として

実施されてきたことが分かる。 

 

各契約入札方式の運用基準額を厳格に守って運用 

図表 2-3-3-4 は、工事規模別、入札形態

別の発注件数である。 

この表をみると、一般┹੎は 5,000 万

円以上、指名┹੎は 5,000 万円未ḩとい

う運用基準を千葉県がほぼㆩ守している

ことがわかる。ただし、運用基準は予定

価格であり、図表 2-3-2-4 の金額区分は契

約金額であるため、運用基準を正⏕にᬌ

⸽しているわけではない。 

随意契約は、低額工事の契約方法とし

て広く実施されている。低額工事におけ

る随意契約の基準額である 250 万円以下

の工事に主にㆡ用されている状況を෻昚

して、工事規模 100 万円～500 万円の発

注件数が最多で 634 件、次いで 50 万円

～100 万円未ḩ 495 件、50 万円未ḩ 569

件であった。 

 

どの資本金規模業者でも、主要な入札方

法は指名競争入札 

図表 2-3-3-5 は、2008 年度の受注業者

の資本金階層別にみた入札形態別発注件

数である。 

千葉県ではほとんどの業者が 1,000 万

～5,000 万円未ḩ（地域中小中ၷ業者に分

類される）の層に集中しており、業者全

体数の約 7 割を占めている。 

図表 2-3-3-4 工事規模別、入札形態別発注件数 

 単位：上段・件、下段・％ 

  全体 
一般┹੎ 

入札 

指名┹੎ 

入札 

随意 

契約 

5,399 272 3,408 1,719 
全 体 

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 

572 - 3 569 50 万円 

未ḩ 10.6% - 0.1% 33.1% 

510 - 15 495 ～100 万円 

未ḩ 9.4% - 0.4% 28.8% 

1,226 - 592 634 ～500 万円 

未ḩ 22.7% - 17.4% 36.9% 

676 - 670 6 ～1,000 万円 

未ḩ 12.5% - 19.7% 0.3% 

2,147 22 2,113 12 ～5,000 万円 

未ḩ 39.8% 8.1% 62.0% 0.7% 

162 144 15 3 ～1 億円 

未ḩ 3.0% 52.9% 0.4% 0.2% 

97 97 - - ～5 億円 

未ḩ 1.8% 35.7% - - 

5 5 - - ～10 億円 

未ḩ 0.1% 1.8% - - 

4 4 - - ～50 億円 

未ḩ 0.1% 1.5% - - 

- - - - 

工
事
規
模 

50 億円 

以上 - - - - 

 

図表 2-3-3-5 

業者資本金別、入札形態別発注件数（2008 年度） 

 単位：上段・件、下段・％ 

  全体 
一般┹੎ 

入札 

指名┹੎ 

入札 

随意 

契約 

5,399 272 3,408 1,719 
全 体 

100.0 5.0 63.1 31.8 

135 1 96 38 500 万円 

未ḩ 100.0 0.7 71.1 28.1 

111 - 64 47 ～1,000 万円 

未ḩ 100.0 - 57.7 42.3 

2,781 63 1,748 970 ～3,000 万円 

未ḩ 100.0 2.3 62.9 34.9 

1,050 49 732 269 ～5,000 万円 

未ḩ 100.0 4.7 69.7 25.6 

522 44 325 153 ～1 億円 

未ḩ 100.0 8.4 62.3 29.3 

353 42 188 123 ～10 億円 

未ḩ 100.0 11.9 53.3 34.8 

45 10 15 20 ～50 億円 

未ḩ 100.0 22.2 33.3 44.4 

239 54 154 31 50 億円 

以上 100.0 22.6 64.4 13.0 

8 2 - 6 
JV 

100.0 25.0 - 75.0 

155 7 86 62 

資
本
金 

ή回╵ 
100.0 4.5 55.5 40.0 

246  1  160  85  1,000 万円 

未ḩ 100.0  0.4  65.0  34.6  

3,831  112  2,480  1,239  ～5,000 万円 

未ḩ 100.0  2.9  64.7  32.3  

1,159  150  682  327  5,000 万円 

以上 100.0  12.9  58.8  28.2  

8  2  - 6  

再
掲 

JV 
100.0  25.0  - 75.0  

注：無回答は、千葉県内受注業者中の大臣認可業者で、県と

して資本金額等の情報を持っていない業者がこれに当たる。 
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1,000 万～5,000 万円未ḩの主な受注対象工事は、5,000 万円以下の指名┹੎による工事であり、

指名┹੎による受注件数は 64.7％を占める（2,480 件㧛3,831 件）。次いで随意契約が 32.3％（1,239

件㧛3,831 件）を占めている。 

他方で、資本金 1,000 万～5,000 万円未ḩの業者は一般┹੎にも入札対応し、一般┹੎によって

112 件（一般┹੎全体 272 件の 41.1％）の工事を受注している。 

資本金規模の小さい 1,000 万円未ḩの業者（小㔖細業者）は、ほとんどの工事を指名┹੎と随意

契約によって受注している。指名┹੎ 160 件（65.0％=160 件㧛246 件）、次いで随意契約 85 件

（34.6％㧩85 件㧛246 件）と、全体 246 件のうちこの２つで 245 件にのぼった。ᱷり 1 件は、一

般┹੎によるものである。1,000 万円未ḩの業者は、一般┹੎に参加できないか、参加出来ても受

注はほとんど࿎㔍なのだろう。 

より規模の大きい資本金規模 5,000 万円以上でも、最多は指名┹੎ 682 件で 58.8％を占めてい

た（682 件㧛1,159 件）（682 件は指名┹੎全体 3,408 件の 20.0％）。一般┹੎は 150 件（一般┹੎

全体 272 件の 55.1％）、随意契約は 327 件（随意契約全体 1,719 件の 19.0％）であり、このクラス

でも指名┹੎が主要な入札形態になっている。 
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第第第第４４４４節節節節    随意契約工事随意契約工事随意契約工事随意契約工事のののの特徴特徴特徴特徴    

 

千葉県では、2008 年度 1,719 件の随意契約工事の発件があった。そのうち、法઎ 1 号に⋧当す

る定額（250 万円）以下の工事がほとんどであった（1,686 件）。 

本来、随意契約は┹੎入札を行なわない特定業者との契約方式であるため、଀外的契約方式であ

ると同時に大規模工事ではできる限りㆱけなければならない。千葉県の場合、法઎ 1 号以外の理由

による随意契約工事 33 件のなかに 1 億円以上の大規模工事はないが、1,000 万～1 億円未ḩの工事

が 14 件あり（1,133 万円～9,187 万円）、現行制度では指名┹੎や一般┹੎で行なう案件が随意契

約で行なわれている。 

県が随意契約による工事理由を公表している 33 件の理由付き工事リストを、後ឝの資料にឝげ

ておく。 

 

図表 2-3-4-1 は、理由別の件数

である。 

1 号においては、教育ᐡ発注の

ቇᩞ教育施設のベンゾヂンス工事、

⛽ᜬ補ୃ工事などの工事が多い。 

２号（┹੎入札にㆡさない工事）

の 9 件は、事業者が限定されるイ

ス工事 6 件、⛽ᜬ・補ୃ 2 件、そ

の他 1 件である。契約金額は最少

262 万 5,000 円、最大 3,522 万

7,500 円である。 

６号（┹੎入札が不利な工事）

の 12 件は、全てᣢ契約෶はᣢ設設

備等のㅊ加・関連工事である。契

約金額は最少 283 万 5,000 円、最

大 4,993 万 3,800 円である。 

７号（時価に対し安価に契約可⢻見込みの工事）の 6 件は、ᣢ契約のㅊ加・関連工事 5 件、㓞ធ

地で施工中 1 件である。契約金額は最少 120 万 7,500 円、最大 9,187 万 5,000 円である。 

また、法઎ 1 号以外（250 万円超）の 33 件の工種別発注件数をみると、最多は土木一式 18 件、

次いで管 6 件、ほ装 3 件、電気通信 2 件、機械器具、㍑構造物、電気、しゅんせつが各 1 件であっ

た。 

契約理由の６号 12 件のうち 1 件、７号 6 件のうち 4 件の計５件は、ＪＶが受注している。ＪＶ

工事は発注金額が大きく、5 件のうち最小が 3,885 万円、最大が 9,187 万 5,000 円と、随意契約の

中では工事規模が大きい。６号、７号の規定はあいまいな規定であり、この規定をᩮ᜚として随意

契約で発注することがㆡಾかどうか、今後ᬌ⸛されるᔅ要がある。 

小額工事主体の随意契約を地域中小中ၷ業者、地域大手業者が受注 

千葉県の随意契約は、ほとんどが小額工事（250 万円以下）にㆡ用されている。小額工事の随意

契約は、普Ბ、公共工事のᕲᕺを受けない地ర小㔖細業者が受注機会を得るのに有効な契約方法で

図表 2-3-4-1 

随意契約工事 随意契約理由一覧（2008 年度） 

  単位：件・％ 

法઎ 随意契約定⟵ 
件数 

（件） 

構成比 

（％） 

１号 
定額以下工事(地方公共団体の規ೣによる 

（千葉県 250 万円以下） 
1,686 98.1 

2 号 ┹੎入札にㆡさない工事 9 0.5 

3 号 り㓚者関連での物ຠ調達、契約 － － 

4 号 新規開発໡ຠ等の⾼入 － － 

5 号 
✕急時、┹੎入札不可の場合 

（災害復旧工事など） 
5 0.3 

6 号 ┹੎入札が不利な工事 12 0.7 

7 号 時価に対し安価に契約可⢻見込みの工事 ７ 0.4 

8 号 
┹੎入札で入札者ήし 

෶は再入札落札者ήしの場合 
－ － 

9 号 落札者が契約しない場合 － － 

    1,719 100.0 
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ある。 

しかし、వに見たように随意契約の発注件数は 2005 年 2,454 件から 2008 年度 1,719 件へと、

発注金額は 2005 年度 39 億 6,130 万円から 2008 年度 21 億 1,190 万円へと、件数にして 735 件、

金額にして 18 億 4,940 万円も減少した。 

しかも、随意契約 1,719 件のうち 1,686 件は 250 万円以下の工事であるにかかわらず、随意契約

の受注業者の資本金規模をみると（前ឝの図表 2-3-3-5）、1,000 万～5,000 万円未ḩ（地域中小中

ၷ）の業者が 1,239 件、随意契約全体の 72.1％も受注している。5,000 万～10 億円未ḩ（地域大

手）の業者も 276 件（随意契約全体の 16.1％）と、いずれも 1,000 万円未ḩ（小㔖細）の業者の

85 件（同 4.9％）を上回って受注している。それらに比べると件数は少ないが、10 億円以上（全

国的大手）の業者も実績をあげているのが現状である（51 件、同 3.0％）。大規模業者の案件の中

には、ᣢ契約工事のㅊ加・関連工事での小額工事が含めまれているのだろう。 

随意契約のこの現状を߰まえると、小㔖細業者は入札参加資格を得ても、千葉県発注公共工事に

おいて受注機会を得るのは㔍しい。たしかに、2008 年度をみても、小㔖細業者（資本金 1,000 万

円未ḩ）の受注件数総数は 246 件、件数全体 5,399 件の 4.6％にす߉ない。小㔖細業者の受注機会

を⏕଻するためには、このような随意契約のあり方を見⋥しつつ、公共工事への入札参加資格を有

しない市内小規模建設業者を対象にした小規模工事登録制度のഃ設が望まれる。 

 

参考参考参考参考㨉㨉㨉㨉     

 地方自治法第 234 曵第 2 項の規定により随意契約によることができる場合は、以下にឝげる 9 項 

一 別表第 5 による、地方公共団体の規ೣで定める額を超えない契約（工事෶は⵾造の請負～ㇺ道府県෸び

指定ㇺ市 250 万円） 

ੑ 不動産⾈୫、物ຠの⵾造・ୃ理・加工෶は⚊入に૶用させるためᔅ要な物ຠの売りその他契約でその性

⾰෶は目的が┹੎入札にㆡしないもの 

ਃ 㓚害者自立ᡰ援法の㓚害者ᡰ援施設、地域活動ᡰ援コンター、㓚害者⑔␩キーニス事業の生活介⼔、就

ഭ移行ᡰ援෶は就ഭᡰ援にかかる事業 

྾ 新໡ຠ（新規事業分㊁開拓）の⾈入れ契約（地方自治体長のᛚ⹺） 

੖ ✕急のᔅ要で┹੎入札が出来ない時 

౐ ┹੎入札に付すことが不利と⹺められるとき 

৾ 時価に比し、有利な価格で契約見込みのとき 

౎ ┹੎入札に付し入札者がない場合෶は再度の入札に付し落札者がない場合 

਻ 落札者が契約をしない場合 
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第第第第５５５５節節節節    総合評価方式実施状況総合評価方式実施状況総合評価方式実施状況総合評価方式実施状況とととと結果結果結果結果とととと特徴特徴特徴特徴    

    

１．総合評価方式の取り⚵み状況 

    

2005 年４月１日に施行された「公共工事のຠ⾰⏕଻のଦ進に関する法ᓞ」による国の総合評価

方式のዉ入ଦ進を受けて、千葉県は 2005 年度に総合評価方式の⹜行（数件）を開奿した。その後

2007 年 10 月に「千葉県総合評価方式イイチライン」を制定し、総合評価方式の本格実施を開奿し

た。主な実施方針とその後の改正は以下の通りである。 

 

図表 2-3-5-1 総合評価方式実施方針と改正の推移 

 主な実施方針と改正ὐ 

2005 年 4 月 ・総合評価方式の⹜行開奿 

2007年 10月 ・1 億円以上の工事は、ේೣ総合評価方式とする。方式は◲昒ဳ㧖とする。 

・５千万円以上１億円未ḩの工事も、ේೣ総合評価方式とする。方式は特別◲昒ဳ㧖とする。 
・評価୯の算出方法は、除算方式とする。 

2008年 10月 ・◲昒ဳの加算ὐを 20 ὐから 30 ὐに変更する。 

・評価項目の㈩ὐの見⋥しを行う。 

2009 年 5 月 ・特別◲昒ဳの評価項目に「施工計画」は求めないこととする。 

2010 年 4 月 ・企業およびᛛⴚ者のᛛⴚജや企業の地域貢献度に関する評価の見⋥し。 

注：総合評価方式のタイプとしては技術的工夫の余地の大きい順に「高度技術提案型」「標準型」「簡易型」「特別簡易型」

の４タイプが定められているが、実施されているタイプはほとんどが「簡易型」と「特別簡易型」と考えられる。 

 

2008 年度における総合評価方式の実施件数は図表 2-3-5-2 の通り

である。 

2008 年度の実施件数 270 は、対象工事の 100％と考えられる（2008

年度の 5,000 万円以上の工事件数は 268 件であるが、270 件との差は

5,000 万円の線ᒁきが契約金額か予定価格かの違いによるものとᕁ

われる）。全工事 5,399 件に対し 270 件は 5％である。 

ちなみに埼玉県の 2008 年度は、対象工事（1,000 万円以上）1,574

件に対し総合評価方式は 242 件 15.4％、全工事 3,096 件に対し 7.8％

である。 

国の工事ではすべてが総合評価方式に移行しつつあり、地方公共団

体の発注工事においても、今後さらに総合評価方式の実施件数は増えていくと考えられる。 

 

２．落札者決定結果について 

落札者の決定結果のᬌ⸛については県土整備部 139 件のうちの 50 件を抽出してᬌ⸛することと

した。抽出した 50 件を分析にᔅ要な項目にまとめたものが図表 2-3-5-3 である。 

図表 2-3-5-3 抽出 50件の入札状況一覧表 

図表 2-3-5-2 

総合評価方式実施件数 

単位：件 

発注部署 実施件数 

企業ᐡ 13 

県土整備部 139 

総務部 2 

⼊ኤ本部 7 

水道局 40 

ㄘᨋ水産部 47 

整備コンター等 22 

計 270 
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工事

㧺㧻
業種

ή効

数

失格

者数

ㄉ退

者数

有効入

札者数

落札者ᛛ
ⴚ評価ὐ

順位

落札者入
札金額順

位

予定価格 落札価格 落札率
ㅒ転

ήし

ㅒ転

有り

6 電気 5 2 5 2 2 168,525,000 147,000,000 87.2% ٤

7 建築 1 11 4 3 336,525,000 292,950,000 87.1% ٤

8 建築 2 6 4 1 1,195,950,000 1,113,000,000 93.1% ٤

9 建築 3 7 1 4 552,405,000 549,150,000 99.4% ٤

10 建築 2 2 1 1 75,736,500 75,390,000 99.5% ٤

11 機械 12 4 1 109,620,000 95,025,000 86.7% ٤

12 管 1 5 1 1 126,525,000 118,440,000 93.6% ٤

13 機械 1 10 7 1 82,372,500 70,016,625 85.0% くじ

14 電気 1 1 1 112,665,000 111,300,000 98.8% ٤

15 電気 1 11 1 3 60,427,500 52,290,000 86.5% ٤

16 電気 4 17 6 1 65,488,500 50,295,000 76.8% ٤

17 電気 4 8 6 1 244,198,500 210,000,000 86.0% ٤

18 建築 1 11 3 1 316,785,000 269,267,250 85.0% ٤

19 建築 2 1 14 1 5 120,540,000 103,950,000 86.2% ٤

20 電気 5 2 1 54,106,500 50,547,000 93.4% ٤

21 建築 3 9 1 7 474,390,000 424,915,050 89.6% ٤

22 電気 1 4 1 1 175,245,000 164,083,500 93.6% ٤

23 建築 7 4 1 2 174,615,000 171,150,000 98.0% ٤

24 電気 2 12 1 4 263,760,000 253,050,000 95.9% ٤

25 機械 4 9 2 1 171,150,000 158,550,000 92.6% ٤

26 管 2 5 3 1 80,304,000 73,500,000 91.5% ٤

27 建築 1 3 1 1 629,055,000 579,600,000 92.1% ٤

28 電気 8 2 1 73,678,500 58,695,000 79.7% ٤

29 建築 3 1 2 286,965,000 271,950,000 94.8% ٤

30 建築 2 1 1 221,130,000 215,985,000 97.7% ٤

31 建築 1 6 2 1 204,645,000 173,948,250 85.0% ٤

32 建築 2 3 11 1 7 273,315,000 233,940,000 85.6% ٤

33 建築 5 2 4 2 1 2 152,355,000 145,824,000 95.7% ٤

34 土木 3 2 1 90,745,200 70,875,000 78.1% ٤

35 土木 5 2 1 68,463,150 65,100,000 95.1% ٤

36 Ｐ㧯 5 4 1 1 81,763,500 69,825,000 85.4% ٤

37 土木 1 2 1 1 98,737,800 86,100,000 87.2% ٤

38 土木 2 1 1 95,894,400 83,475,000 87.0% ٤

39 土木 3 1 2 84,516,600 67,200,000 79.5% ٤

40 土木 6 1 1 135,975,000 108,150,000 79.5% ٤

41 土木 2 2 1 99,750,000 84,840,000 85.1% ٤

42 土木 2 1 1 99,578,850 85,050,000 85.4% ٤

43 土木 2 8 5 2 230,995,800 204,750,000 88.6% ٤

44 土木 11 9 1 417,126,150 312,900,000 75.0% ٤

45 土木 2 8 1 4 439,874,400 355,950,000 80.9% ٤

46 土木 4 2 1 255,403,050 203,700,000 79.8% ٤

47 土木 1 2 1 1 184,690,800 145,110,000 78.6% ٤

48 土木 2 8 1 4 456,975,750 367,500,000 80.4% ٤

49 土木 1 4 1 2 199,108,350 175,140,000 88.0% ٤

50 土木 3 1 3 81,732,000 68,145,000 83.4% ٤

51 電気 2 1 1 63,294,000 59,640,000 94.2% ٤

52 ㍑構造 3 2 1 1 355,767,300 301,350,000 84.7% ٤

53 ㍑構造 1 1 1 1 142,485,000 141,750,000 99.5% ٤

54 ㍑構造 6 1 3 89,796,000 81,795,000 91.1% ٤

55 土木 6 3 1 127,470,000 119,700,000 93.9% ٤  
＊工事ＮＯは県から入手した「平成 20 年度 県土整備部 総合評価開札調書一覧」による。 

＊「業種」は工事名称から推測して当研究所で判定した。 

＊「無効」は必要書類の未提出、不備など、「失格」は低入札価格調査制度の失格判定基準による失格。なお 2008 年度

は低入札価格調査制度の対象が 2,500 万円以上の工事、総合評価方式が 5,000 万円以上の工事であるから、総合評価

方式はすべて低入札価格調査制度対象工事である。 

 ＊「有効入札者数」には「無効数」「失格者数」「辞退者数」は含まれていない。 

 ＊「落札者技術評価点順位」「落札者入札金額順位」は有効入札者のうちの順位である。 

 ＊「逆転有り」とは入札金額１位以外の者が落札者となった場合である。 

 ＊逆転無しの「くじ」は、２社の評価値が同点のためくじ引きで落札者を決定した。 

千葉県は逆転の割合が高い 

ㅒ転したケースが 50 件中 18 件 36.0％である。2008 年度の埼玉県のㅒ転は 26.0％、2007 年度

の国土交通省発注工事のㅒ転は 31.8％と比べると、千葉県はㅒ転の割合が高くなっている。ㅒ転割
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合 36.0％の୯がㆡ当かุかの判断はできないが、総合評価が比較的⦟く機⢻していると考えられる。 

 

 評価୯算定方式は除算方式がណ用されている。算出式は以下のとおりである。 

   ＊

加算点の

算出 

・

加算点の満点は簡易型 30 点、特別簡易型 20 点とする。 

・評価点（各評価項目の取得点）の合計が最高点の者に加算点の満点を与える。 

・その他は評価点の合計の最高点に対する各社の評価点の合計の割合に満点を乗じた点を加算点と

する。 

   ＊標準点は 100 点とする。 

 

上記で算出された評価୯の最高ὐの者が落札者となるわけである。算定方法は国交省のイイチラ

インに沿ったものであり、加算ὐの算出方法に若干の違いはあるものの、各地方自治体ともほぼ同

じ算定方法をណ用している。 

除算方式（ᛛⴚ評価ὐを入札価格で除す方式）の他に加算方式（ᛛⴚ評価ὐと価格評価ὐを加え

る）がある。2009 年 9 月に国交省が行った調査では、ㇺ道府県において除算方式のណ用が 85.1％、

加算方式のណ用が 34.0％（૬用もあるため 100％を超えている）である。また除算方式と加算方式

を૬用している埼玉県の 2008 年度実績では、ㅒ転の率はほほ同じという結果が出ている。除算方

式は「入札額が低い場合には評価୯に対する価格の影響が大きくなる傾向がある」（国交省のイイ

チライン）と⸒われているが、ਔ者に大きな違いはないようである。 

評価୯算定のフイントはᛛⴚ評価と価格評価のトランスである。算定方法を変えることはトラン

スを変えることであり、ᘕ重に行われなければならない。現行の算定方法の昩非については、今後

の推移を見てから判断すべきである。 

１件当たりの有効入札者数の平均は 5.9 社である。埼玉県の 2008 年度総合評価方式の入札参加

者は平均 6.7 社であり、ほぼ同じ傾向を示している。有効入札者数は案件によりかなりのばらつき

があるが、特に໧題はないとᕁわれる。 

総合評価方式がㆡ用された 5 千万円以上の工事 268 件のන純平均落札率（以下全てන純平均）は

90.20％であり、全工事 5,399 件の平均落札率 93.97％よりも 3.77％低くなっている。 

千葉県では予定価格 5 千万円以上の工事に一般┹੎入札をㆡ用している。2008 年度の一般┹੎

入札件数は 272 件であり、うち契約金額 5 千万円以上が 250 件（この全てが総合評価方式と考え

られる）、5 千万円未ḩが 18 件である。一般┹੎入札ㆡ用工事と総合評価方式ㆡ用工事は 90％以上

重ⶄしている。一般┹੎入札の平均落札率は 89.90％であり、総合評価方式の平均落札率 90.20％

とほぼ同じである。 

一般┹੎入札は指名┹੎、随意契約に比べて落札率が低くなるのが一般的傾向であり、上記の総

合評価方式平均と全工事平均の差 3.77％は一般┹੎入札のㆡ用によるものと考えられる。 

 

３．落札者決定基準について 

 

ណ用された評価項目とその項目の㈩ὐを前出 50 件のうちの 30 件を抽出し下記の表を作成した。 

    

価格 
評価୯ 㧩 

ᛛⴚ評価ὐ 
㧩 

標準ὐ㧗加算ὐ 

価格 
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図表 2-3-5-4 抽出 30件の評価項目と配点の一覧表 
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地
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૶
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続

教

育

㈩
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٤ ٤ ٤ ٤ ٤ ٤ ٤ غ غ

16 電気 2 1 4 2 0 � 1 1 2 2 2 1 1 2 � � 21

17 電気 10 2 4 2 0 1 1 2 2 1 2 1 � � � � 28

18 建築 10 2 4 2 0 1 � 2 2 1 � 1 � � � � 25

19 建築 12 2 6 3 0 1 1 2 2 2 � � � � 1 � 32

20 電気 3 1 6 3 0 � 1 1 2 3 2 2 � � 1 � 25

21 建築 12 2 6 3 0 1 1 2 2 2 � � � � 1 � 32

22 電気 12 2 6 3 0 1 1 2 2 2 2 � � � 1 � 34

23 建築 10 2 4 2 0 � 1 2 2 1 � � � � 1 � 25

24 電気 10 2 4 2 0 1 1 2 2 1 � 1 � � � � 27

25 機械 10 2 4 2 0 1 1 2 2 1 � � � � � � 25

26 管 2 1 4 2 0 � 1 1 2 2 � 2 1 � � � 18

27 建築 20 2 4 2 0 1 � 2 � 1 � � � � 1 � 33

28 電気 2 1 4 2 0 � 1 1 2 2 2 � 1 1 � � 20

29 建築 10 2 4 2 0 1 1 2 2 1 � � � � 1 � 26

30 建築 10 2 4 2 0 1 1 2 2 1 � � � � 1 � 26

31 建築 10 2 4 2 0 1 1 2 2 1 � � � � 1 � 26

32 建築 24 2 6 3 0 1 1 2 2 2 � � � � 1 � 44

33 建築 12 2 6 3 0 1 1 2 2 2 � � � � 1 � 32

34 土木 10 2 4 � 0 � � 2 2 1 � � � � 1 1 23

35 土木 2 � 4 2 � � � 1 2 2 � 2 1 1 1 � 19

36 Ｐ㧯 2 � 4 2 0 � � 1 2 2 2 � 1 2 1 1 20

37 土木 10 1 4 � 0 � � 2 1 1 � 1 � � � 1 21

38 土木 10 1 4 � 0 � � 2 1 1 � 1 � � � 1 21

39 土木 10 2 4 � 0 � � 2 2 1 � 1 � � � 1 23

40 土木 10 2 4 � 0 1 � 2 2 1 � 1 � � � 1 24

41 土木 10 2 4 � 0 � � 2 2 1 � � � � 1 1 23

42 土木 10 2 4 � 0 � � 2 2 1 � � � � 1 1 23

43 土木 10 2 4 � 0 1 � 2 2 1 � � � � 1 1 24

44 土木 10 2 4 � 0 1 � 2 1 1 � � � � 1 1 24

45 土木 10 2 4 � 0 1 � 2 1 1 � � � � 1 1 24

30 28 30 20 0 17 16 30 29 30 6 11 5 4 19 11

ᔅずㆬᛯ

ណ用件数  

＊必ず選択の○印は簡易型、特別簡易型ともすべての工事で選択する項目。□印は特別簡易型のすべての工事で選択

する項目であるが、工事内容によっては選択しないこともできる。 

＊地域精通度とは当該管内での施工実績のことである。 

＊基本協定とは地方自治体との災害応急対策に関する協定である。 

 

図表 2-3-5-4 から施工計画、施工実績、工事成績、ఝ⦟工事、ᛛⴚ者施工経㛎、地域♖通度など

企業の施工⢻ജの評価を重ⷞしていることが分かる。次に基本協定、地域貢献度、営業᜚ὐの所在

地、地域特有の貢献度、地産ຠの૶用など地域業者、地域ᝄ⥝など地域を重ⷞする項目がណ用され

ている。 

2008 年 10 月の評価項目㈩ὐの見⋥しでは「企業やᛛⴚ者のᛛⴚജの向上や企業の地域に果たす

ᓎ割の向上を図ることをⷞὐとし」て関連項目の㈩ὐを８フイント増やした。また 2010 年 4 月か

らは企業の地域貢献に関する評価の見⋥しとして「県内業者の活用」が評価項目にㅊ加された。 

2009 年 5 月 1 日公告案件から特別◲昒ဳについては「施工計画」を求めないこととした。この

方針は「公共事業等のᣧ期施行に向けた取⚵」として「事務量の低減を図り公共事業のᣧ期ၫ行を

推進するため」に実施されたものである。「施工計画」を作成する入札業者とそれを審査する発注

者の෺方にかかる作業負担のシ減が目的と考えられる。 

総合評価方式は評価項目を自治体が独自に設定できることから、様々なవ進的な取り⚵みが奿め

られている。埼玉県では新たな㓹用機会のഃ出をଦすため 2009 年 2 月から「社員の新規㓹用」を

評価項目にㅊ加した。日㊁市では「ഭ務න価の⏕⹺」「法定外ഭ௛災害制度の加入」「建退共、退職
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一時金制度若しくは企業年金の有ή」などが評価項目に設定されている。全国にవ㚟けて公契約曵

଀を制定した㊁田市では、総合評価方式において、「これらの者（受注業者）に㓹用されるഭ௛者

の⾓金を評価する」としている。 

総合評価方式は様々な可⢻性をᜬつ制度である。進んだ自治体の取り⚵みを参考としつつ、今後

の取り⚵みとして「ഭ௛者の⾓金」をはじめ「ഭ௛関係法઎順守」「公正ഭ௛基準」「環Ⴚ」「人ᮭ」

「↵奋平等参画」「㓚害者の社会参画」などの社会的価୯を評価項目に⚵み込んだ総合評価方式を

目指すことがᔅ要である。 
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第第第第６６６６節節節節    低入札価格調査制度低入札価格調査制度低入札価格調査制度低入札価格調査制度にみるにみるにみるにみる特徴特徴特徴特徴    

    

 千葉県の低入札価格調査制度は、ここ数年で次のような見⋥しが行われた。 

 

図表 2-3-6-1 低入札価格調査制度における基準、適用範囲の推移 

低入札価格調査制度の基準額とㆡ用▸࿐の推移 

～2005 年 3 月 2005 年 4 月 2006 年 4 月 2008 年 10 月 2009 年 5 月 2009 年 8 月 

（基準額の▸࿐）           

予定価格の 

2/3～8.5/10 
同左 同左 同左 同左 

予定価格の 

7/10～9/10 

（基準額の計算式）           

⋥ធ工事費の額 

共通઒設費の額 

現場管理費�0.2 

の合計額 

同左 同左 

⋥ធ工事費�0.95 

共通઒設費�0.9 

現場管理費�0.6 

一般管理費�0.3 

の合計額 

 

 

 

同左 

⋥ធ工事費�0.95 

共通઒設費�0.9 

現場管理費�0.7 

一般管理費�0.3 

の合計額 

（ㆡ用▸࿐）       

予定価格 

2 億円以上 

予定価格 

1 億円以上 

 

予定価格 

2,500 万円 

以上 
同左 

予定価格

5,000 万円 

以上 

同左 

         （最低制限価格制度

のㆡ用▸࿐） 

 

予定価格 

2 億円未ḩ 

予定価格 

1 億円未ḩ 

予定価格 

2.,500 万円 

未ḩ 

同左 
予定価格

5,000 万円 

未ḩ 

同左 

＊基準額の範囲、計算式および見直し時期は国の同制度に準拠している。 

＊低入札価格調査制度の対象外は最低制限価格制度が適用されるため参考にその適用範囲を載せた。 

 

なお千葉県は 2008 年 10 月から価格による失格判定基準をዉ入している。失格判定基準は以下

の通りである。 

図表 2-3-6-2 失格判定基準 

（１）予定価格 2.500�万円以上の

工事 

（２）予定価格１億円以上の工事 １.価格失格判

定基準 

予定価格の下記の合計額を下回

って入札した場合 

⋥ធ工事費�0.75 

共通઒設費�0.7 

現場管理費�0.6 

一般管理費�0.3 

 

予定価格の下記にឝげる費用の

いずれかについて、工事費内訳書

の当⹥費用の額が下回る場合 

⋥ធ工事費�0.75 

共通઒設費�0.7 

現場管理費�0.6 

一般管理費�0.3 

（３）工事の性

⾰上各号の規

定により㔍い

ものについて

は、価格失格判

定基準を定め

ないことがで

きる。 

（１） （２） （３） （４） （５） ２．価格失格判

定基準以外の

失格判定基準 
設計઀様等に

ㆡ合しない場

合 

Ⓧ算内訳書算

出ᩮ᜚がㆡ正

でない場合 

建設೽産物の

処理がㆡ正で

ない場合 

法઎違෻や契

約上の基本事

項違෻等であ

ると⹺められ

る場合 

上記の他、ㆡ正

な工事のጁ行

がなされない

と⹺められる

場合 

 ＊2009 年 5 月以降は 5,000 万円である。 

2008 年度の千葉県発注工事の低入札価格調査制度における調査対象工事は以下の 58 件である。

工事㧺㧻57、58 については調査基準価格が不明のため、調査基準価格のᬌ⸛に当たってはこの２
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件を除いてある。 

 

図表 2-3-6-3 千葉県 2008 年度低入札価格調査対象工事 

工
事
NO 

工
種 

参
加
業
者
数 

基
準
価
格
を
下
回

っ
た
業
者
数 

A 

予定価格 

（千円） 

B 

最低入札 

価格 

（千円） 

C 

調査基準 

価格 

（千円） 

C/A B/A 
最低 

入札者 
入札日 

次順位 

落札者名 

1 土木一式 11 1 417,126 312,900 333,713 80.0% 75.0% 朁泒建設 2008.6.12 - 

2 土木一式 10 2 439,874 324,450 352,266 80.1% 73.8% 浜水建設 2008.6.12 朁੝建設工業 

3 土木一式 13 1 29,327 16,800 21,426 73.1% 57.3% ㋈木⚵ 2008.9.18 ⇎⫦工務ᐫ 

4 土木一式 16 1 48,447 36,341 38,136 78.7% 75.0% ਣ信工業 2008.9.26 - 

5 土木一式 14 1 45,481 33,201 33,559 73.8% 73.0% ✛Ꮉ⚵ 2008.9.26 - 

6 土木一式 8 2 122,348 87,990 93,506 76.4% 71.9% ピーシーᯅ᪞ 2008.9.26 - 

7 土木一式 12 1 31,847 23,258 25,504 80.1% 73.0% 朁日総業 2008.10.24 ਃ共⥝業 

8 土木一式 12 1 48,510 38,787 39,079 80.6% 80.0% ำ泟特ᱶ 2008.11.14 造洊⥝業 

9 土木一式 3 1 184,691 142,401 142,858 77.3% 77.1% ੖泒建設 2008.11.6 㡨ᳰ⚵ 

10 土木一式 7 1 139,037 103,845 104,224 75.0% 74.7% 石泺建設 2008.11.6 
長⼱Ꮉ体育

施設 

11 土木一式 10 2 456,976 342,720 366,239 80.1% 75.0% 森本⚵ 2008.11.13 ੖泒建設 

12 土木一式 14 1 48,353 39,092 39,156 81.0% 80.8% ਃ共⥝業 2008.11.28 小関工業 

13 土木一式 5 1 199,108 163,800 165,160 82.9% 82.3% 戸田建設 2008.12.12 不動ゾトラ 

14 土木一式 12 2 42,483 34,409 34,591 81.4% 81.0% 朁㇌建設 2008.12.25 アトタ総業 

15 土木一式 12 2 48,920 40,194 40,562 82.9% 82.2% 朁泒建設 2009.1.15 あおみ建設 

16 土木一式 2 1 45,045 35,910 38,288 85.0% 79.7% バイョ 2008.12.10 日ᩕ建設 

17 土木一式 12 1 32,634 26,434 26,596 81.5% 81.0% ਣ信工業 2008.12.19 - 

18 土木一式 9 2 333,669 222,995 252,178 75.6% 66.8% 㘧ፉ建設 2008.6.10 - 

19 土木一式 6 2 302,122 201,262 228,102 75.5% 66.6% 㘧ፉ建設 2008.6.10 - 

20 土木一式 9 2 85,897 68,775 69,508 80.9% 80.1% 市ේ⚵ 2008.6.23 - 

21 建築一式 12 1 336,525 276,150 286,046 85.0% 82.1% ᳯၳ建設工業 2008.5.27 新日本建設 

22 建築一式 3 1 73,542 60,900 62,511 85.0% 82.8% የ出建設 2008.9.26 - 

23 建築一式 12 1 31,553 26,662 26,820 85.0% 84.5% 
ᬌ見Ꮉリフォー

ム工業 
2008.11.26 朊ፒ建設 

24 建築一式 6 1 1,424,850 1,155,000 1,211,123 85.0% 81.1% 特定JV 2008.12.16 - 

25 建築一式 16 2 273,315 203,700 232,318 85.0% 74.5% 新日本建設 2009.2.18 ੩成建設 

26 建築一式 13 7 152,355 101,640 129,502 85.0% 66.7% ศጟ建設 2009.2.18 ፉ田建設 

27 建築一式 17 2 120,540 99,750 102,459 85.0% 82.8% 石井工業 2009.2.20 曥田建設⥝業 

28 建築一式 12 1 35,816 29,358 30,443 85.0% 82.0% みくに建築 2009.3.4 દ⮮建設 

29 建築一式 12 1 38,147 28,245 32,425 85.0% 74.0% ウラタ 2009.3.4 小田ේ工務ᐫ 

30 建築一式 12 1 40,477 34,387 34,405 85.0% 85.0% ストラクス 2008.11.21 - 

31 電気通信 12 1 34,020 28,854 28,917 85.0% 84.8% 
ን჻電機シスゾ

ムゲ 
2009.3.11 日新電機 

32 電気通信 4 3 608,898 451,290 517,563 85.0% 74.1% 朁⦼ 2008.9.25 - 

33 電気 12 2 49,812 39,270 41,066 82.4% 78.8% 後⮮電設 2008.6.3 会田電業 

34 電気 6 4 1,712,894 1,288,350 1,455,960 85.0% 75.2% ਃ⪉電機 2008.8.8 安Ꮉ電機 

35 電気 12 2 48,090 32,550 40,877 85.0% 67.7% 日新電機 2008.9.24 - 

36 電気 21 2 65,489 50,295 53,723 82.0% 76.8% 増田電気工作所 2008.9.26 - 

37 電気 8 1 73,679 58,695 62,627 85.0% 79.7% 増田電気工作所 2008.9.26 - 

38 電気 6 1 96,657 78,750 82,158 85.0% 81.5% 
゠ス・アイ・シ

ー 
2009.2.10 大ፒ電設 

39 電気 21 7 168,525 109,200 143,246 85.0% 64.8% 工⮮電気工業 2009.2.10 
E&Eシスゾ

ム 

40 電気 12 1 33,212 26,565 28,230 85.0% 80.0% 日新電機 2008.5.26 - 

41 電気 12 2 30,084 20,056 20,056 66.7% 66.7% 中村電設 2008.11.5 日本信号 

42 水道 6 2 259,814 192,675 220,842 85.0% 74.2% クピタ機工 2008.10.15 㢬見⵾作所 

43 機械器具 5 2 97,608 64,050 82,967 85.0% 65.6% 第一ゾクテ 2008.9.18 - 
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44 機械器具 7 1 65,247 47,250 55,460 85.0% 72.4% アゥラ 2009.3.12 ⨶ේ実業 

45 機械器具 4 1 160,052 122,325 133,757 83.6% 76.4% ⷏ፉ⵾作所 2008.7.31 - 

46 機械器具 9 2 201,138 145,950 158,306 78.7% 72.6% 日朁沜Ꮉ工業 2008.10.9 日本自動機工 

47 機械器具 5 1 89,891 70,245 76,407 85.0% 78.1% プザタ 2008.10.22 - 

48 機械器具 12 1 33,117 27,185 27,197 82.1% 82.1% 日本自動機工 2008.10.29 㘵田鉄工 

49 機械器具 4 2 31,647 25,316 26,900 85.0% 80.0% 森田鉄工所 2008.10.29 - 

50 機械器具 5 1 205,401 153,090 171,910 83.7% 74.5% ⷏ፉ⵾作所 2008.11.27 - 

51 機械器具 12 2 34,430 24,990 29,265 85.0% 72.6% 㢬見⵾作所 2009.1.19 泊明ᾖ会 

52 ⩲ 12 1 33,789 28,350 28,721 85.0% 83.9% 伸ᩕ工業 2008.4.22 - 

53 ⩲ 12 1 26,565 20,265 22,580 85.0% 76.3% Ꮉਭ設備工業 2008.9.9 - 

54 ⩲ 12 2 45,045 38,102 38,288 85.0% 84.6% 大๺設備工業 2008.10.31 進日本工業 

55 ⩲ 12 1 45,875 38,745 38,993 85.0% 84.5% ෺葉工業 2008.10.31 千葉管工事 

56 ⩲ 9 1 219,846 183,225 186,869 85.0% 83.3% ੩成建設 2008.12.17 ◉田建設 

57 とび土工 12 1 46,799 37,439   0.0% 80.0% 開⾐໡ᐫ 2009.1.7 శ㓁 

58 建築一式 12 1 45,990 39,058   0.0% 84.9% 朊ፒ建設 2008.5.28 - 

 

前述したとおり、2008 年度における低入札価格調査制度のㆡ用▸࿐は予定価格 2,500 万円以上

の工事である。ㆡ用工事件数は 1,321 件であり、総数 5,399 件の 24.5％である。調査件数 58 件は

1,321 件の 4.4％である。埼玉県はㆡ用▸࿐が総合評価方式と WTO 案件で、2008 年度のㆡ用工事

件数は 246 件、うち調査件数は 23 件、9.3％である。千葉県は埼玉県に比べ、調査件数比率は小さ

いが、件数は 2.5 倍である。 

低入札価格調査は 1 件当りにかなりの事務量が費やされる。千葉県は「事務量のシ減を図りᣧ期

ၫ行を推進するため」として 2009 年 5 月からㆡ用▸࿐ 2,500 万円以上を 5,000 万円以上にᒁき上

げている（ただし当分の間の特଀ភ置として）。 

 

1.失格者のᬌ⸛ 

 

調査対象工事 58 件のうち最低入札者が失格となった案件が 34 件、58.6％である。千葉県では

2008 年 10 月１日以降に公告された案件から価格失格判定基準がዉ入されている。調査対象工事

58 件の内どの工事に価格失格判定基準がㆡ用されたかは不明であるが、઒に入札日が 2008 年 11

月 1 日以前と以後で見てみると、以前は 31 件の内失格が 11 件 35.5％、以後は 27 件の内失格は

23 件 85.2％である。価格失格判定基準による失格者の増大と推定されるのであるが、上記 23 件の

うち県土整備発注 17 件で価格失格判定基準による失格者は 2 件（県土整備部への⡞き取りによる）

である。ᱷり 15 件は失格判定基準の「２価格失格判定基準以外の失格基準」による失格か、低入

札価格調査報告書の未提出などによる「ή効」である。調査対象工事の失格理由が不明のため、価

格失格判定基準のዉ入が低入札価格制度における失格にどのていどの影響をਈえたのか判断でき

ない。しかし 2009 年度では県土整備部発注の低入札価格調査対象工事における失格者 27 件のう

ち価格失格判定基準による失格が 13 件 48.1％である（千葉県ＨＰの資料による）。価格失格判定基

準のዉ入が失格者の増大に大きく影響していると考えられる。 

低入札価格調査制度における価格失格基準は、「調査」のみではダンピンエ受注かุかの判定が

㔍しく、「調査」の結果失格となるケースが極めてすくないという実体から（前述した埼玉県 23 件

では失格者なし）、「低入札価格調査制度෸びຠ⾰⏕଻のために一定の価格等を下回る場合には失格

とする基準をⓍ極的に活用することにより、ダンピンエ受注のឃ除をᔀᐩすること」（「公共工事の

入札෸び契約のㆡ正化の推進について」国交省・総務省 2008.3.31）として、国が地方公共団体に
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そのዉ入を指ዉしてきた。千葉県の価格失格判定基準はこれを受けてዉ入したものと考えられる。 

千葉県の低入札価格調査対象工事における最低入札者の失格率 58.6％は、ダンピンエ㒐止を目的

とした制度の機⢻をかなり果たしていると考えられる。その要因として失格判定基準が具体的であ

ることが挙げられる。失格判定基準に「価格失格判定基準」がዉ入され、「価格失格判定基準以外

の失格判定基準」の５つの項目（前述）についても、それߙれにさらに具体଀が示されて判定がし

やすくなっている。 

 

２．価格失格判定基準のᬌ⸛ 

 

価格失格判定基準額は調査基準額に比べて⋥ធ工事費と共通઒設費で 20％低く設定されている。

ダンピンエឃ除の観ὐから価格失格判定基準が低す߉るという見方もできるが、最低制限価格制度

と低入札価格調査制度の違い、ᚗいは総合評価方式との૬用（現在は低入札価格調査制度と総合評

価方式のㆡ用▸࿐はともに 5,000 万円以上の工事である）を考ᘦすれば、価格失格判定基準をある

⒟度低く設定することはやむをえないであろう。 

1 億円以上の工事では⋥ធ工事費、共通઒設費、現場管理費、一般管理費のそれߙれに基準額が

設定されており、その一つでも基準額を下回れば失格というものである。前述した 2009 年度の県

土整備部発注の価格失格判定基準による失格 13 件を見てみると、失格業者は 30 社（1 案件でⶄ数

の失格業者がሽ在する）で、うち 22 社がこの価格失格判定基準による失格である。これは⋥ធ工

事費、共通઒設費、現場管理費、一般管理費一つでも基準を下回ればダンピンエであると判定する

ことであり、この判定基準の奨当性は⇼໧である。価格失格判定基準は 2,500 万円以上１億円未ḩ

の工事にㆡ用されている４費目の合計額による判定基準のみでよいと考える。 

 

３．低入札価格調査基準価格のᬌ⸛ 

 

2008 年度の低入札価格調査制度のㆡ用工事は予定価格 2,500 万円以上の工事であり 1,321 件、

全数 5,399 件の 24.4％である。1,321 件に設定された調査基準価格が不明のため、低入札価格調査

対象工事 56 件（図表 2-3-9-1）の調査基準価格でᬌ⸛する。 

表 2-3-6-2 予定価格に対する調査基準価格率分布 

   単位：件 

業種 全体 66% 73% 74% 75% 76% 77% 78% 79% 80% 81% 82% 83% 84% 85%

土木一式 20 2 3 1 1 1 6 3 2 1

建築一式 10 10

電気通信 2 2

電気 9 1 2 6

水道 1 1

機械器具 9 1 1 2 5

⩲ 5 5

全体 56 1 2 3 1 1 2 6 3 5 2 30  

注：％の表示はすべて小数以下を切り捨ててある。ただし 66％は 66.7％、85％は 85.0％である。 

 

基準額はすべて予定価格の 3 分の 2 から 10 分の 8.5 という基準の▸࿐内で設定されている。業

種別にみると、土木一式は基準額の計算式に準じ、その他の業種は▸࿐の上限である 85％を基本
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に設定していると推浴できる。୘々の調査基準価格の設定ᩮ᜚が不明でありまた全数ᬌ⸛ではない

ので結⺰付けることはできないが、発注担当部署のダンピンエに対する⹺⼂の違いの現われではな

いかと推浴できる。発注部署でばらつきが出ることはやむをえないとしても、このような大きな運

用のばらつきは調整することがᔅ要であろう。 

 

第第第第 7777 節節節節    最低制限価格制度最低制限価格制度最低制限価格制度最低制限価格制度のののの特徴特徴特徴特徴    

    

千葉県の最低制限価格制度は以下のように推移してきた。 

 

図表 2-3-7-1 最低制限価格制度の推移 

実施日 制度の概要 

2002 年 5 月 1 日 最低制限価格㧦建築 1 式とこれに付Ꮺする設備工事ਗびに⸃体工事は予定価格の 85％、

その他は予定価格の 80％ 

2005 年 4 月 1 日 ㆡ用▸࿐を予定価格 2 億円未ḩから 1 億円未ḩに変更する 

2006 年 4 月 1 日 ㆡ用▸࿐を予定価格 2,500 万円未ḩとする 

2009 年 5 月 1 日 ㆡ用▸࿐を予定価格 5,000 万円未ḩとする（特଀ភ置） 

2009 年 8 月 1 日 最低制限価格を以下のように変更（低入札調査価格と同じ） 
予定価格の 70％から 90％の▸࿐内で、⋥ធ工事費の 95％、共通઒設費の 90％、現場

管理費の 70％、一般管理費の 30％の合計額 

 

工事のㆡ用▸࿐は最低制限価格制度の▸࿐外が低入札価格調査制度の▸࿐内に設定されている。

2009 年 5 月にㆡ用▸࿐が 2,500 万円未ḩから 5,000 万円未ḩに᜛大している。これは「事務量の

低減を図りᣧ期ၫ行を推進するため、低入札価格調査制度のㆡ用▸࿐を変更する」という理由によ

るものである。すなわち低入札価格調査制度のㆡ用▸࿐を縮小し最低制限価格制度の▸࿐を᜛大し

たということである。この変更は「公共工事等のᣧ期施行に向けた取⚵」としての特଀ភ置として

行われたものだが、今日まで延長されている。 

最低制限価格については、2009 年 7 月までは予定価格の 80％෶は 85％で設定されていた。これ

は、予定価格が事前公表（2008 年 10 月から 1 億円以上は事後公表）であるから、最低制限価格の

事前公表を意味する。このような制度では同額入札によるくじᒁき落札の㗫発が考えられる（千葉

県職員への電⹤ナアリンエでは同額入札が「かなりあった」と╵えている）。2009 年 8 月の最低制

限価格の変更は、2009 年 4 月の国の低入札調査価格の変更にᱠ調を合わせたことと同時に、千葉

県としては上記のような事情を回ㆱする意味もあったとᕁわれる。 

 

図表 2-3-7-2 2500 万円未満の工事の落札率 

   単位：件 

契約金額 全体
50％

未ḩ

60～

65％

未ḩ

～

70％
未ḩ

～

75％
未ḩ

～

80％
未ḩ

～

85％
未ḩ

～

90％
未ḩ

～95％
未ḩ

～

96％
未ḩ

～

97％
未ḩ

～

98％
未ḩ

～

99％
未ḩ

～

100％
未ḩ

落札

率
100％

න純
平均

50万円未ḩ 572 2 � 2 3 4 13 40 123 46 40 50 56 54 139 95.59

100万円未ḩ 510 � � 1 2 3 11 26 88 54 66 61 77 54 67 97.73

500万円未ḩ 1,226 � 1 2 1 6 59 87 298 176 173 126 137 116 44 94.76

1000万円未ḩ 676 � � � � � 47 75 204 143 135 51 11 8 2 93.36

2500万円未ḩ 1,157 � � 11 1 4 114 140 308 218 230 94 22 11 4 92.59

計 4,141 2 1 16 7 17 244 368 1,021 637 644 382 303 243 256 94.41  
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2008 年度における最低制限価格のㆡ用工事▸࿐は予定価格 2,500 万円未ḩであり、制限価格は

予定価格の 80％෶は 85％である。契約金額 2,500 万円未ḩの工事で落札率を見てみると図表

2-3-7-2 のようになる。 

全工事 4,141 件のうち落札率 80％以上が 4,098 件 98.9％、85％以上が 3,854 件 93.0％であり、

最低制限価格の運用状況に໧題はないといえる。 

現在千葉県では 5,000 万円未ḩの工事に最低制限価格をㆡ用しているが、2008 年度の契約金額

5,000 万円未ḩの実績で見てみると、全 5,131 件のうち落札率 85％以上が 4,756 件 92.6％である。

最低制限価格制度はダンピンエឃ除にもっとも有効であるとの観ὐから、当研究所では最低制限価

格を予定価格の 85％以上とすることを推奂していが、千葉県の現状からみてもή理のない提案と

考える。 



 

 135

まとめまとめまとめまとめ    

    

全国的全国的全国的全国的なななな自治体財政逼迫自治体財政逼迫自治体財政逼迫自治体財政逼迫をををを背景背景背景背景にににに、、、、千葉県千葉県千葉県千葉県でもでもでもでも建設投資建設投資建設投資建設投資はははは減少傾向止減少傾向止減少傾向止減少傾向止まらずまらずまらずまらず    

 2005 年以降、千葉県発注公共工事は発注金額、発注件数ともに減少している。2008 年度の発注

金額は 1,035 億 700 万円、2005 年度 1,127 億 6,000 万円に比べて 92 億 5,300 万円（減少率 8.2％）

の減少、発注件数は 2008 年度 5,399 件、2005 年度の 6,229 件に比べて 830 件（減少率 13.3％）

減少した。 

 

千葉県発注千葉県発注千葉県発注千葉県発注公共公共公共公共工事工事工事工事のののの特徴特徴特徴特徴～～～～2008200820082008 年度年度年度年度工事工事工事工事からからからから    

千葉県公共工事発注では今年度も土木主体、生活関連工事発注が多い 

2008 年度の千葉県発注公共工事のうち、約半分（発注金額 567 億 870 万円・構成比 54.8％。発

注件数 2,649 件・同 49.1％）が県土整備部からの発注工事である。 

業種別では、土木一式工事（発注金額 407 億 3,260 万円・構成比 39.4％、発注件数 2,034 件・

同 37.7％）が 4 割にも෸んでいる。 

１件当たりの平均工事金額は約 1,910 万円で、発注部局別トップの県土整備部は 2,140 万円とほ

ぼ平均に近い。他方、教育ᐡは 1 件あたり 200 万円（発注金額約 20 億円・構成比 1.9％、発注件

数 1,003 件・18.6％）と小さい。これは、ቇᩞ教育施設のベンゾヂンス、⛽ᜬ補ୃ・改ୃなどの小

額工事が主泴だからである。 

 

続いている新旧大規模プロジェクト型工事、生活・安全重視へのシフトが課題 

大ဳ開発ဳ事業に関連する工事は、発注件数比で全工事の 6.0％、金額比では 9.3％であった。1

割にḩたないものの、工事の継続は予ᗐされ、ᒁき続き大規模プュグゟクト関連の公共工事が進め

られていく。 

 他方、ᣢሽの道路、沜Ꮉ、港湾施設の経年ഠ化に対する⛽ᜬ、ୃ❲、補ୃや県営住宅や病院、県

立の社会ᢥ化施設（建築物、設備♽統）、ቇᩞのୃ❲や改ୃ関係は件数全体の 3 分の 1 ᒝ（36％）、

金額全体の 5 分の１を占めている。 

 県民生活に関連する生活道路、ⴝ路、公࿦・✛地に関わる各種工事に、水道・下水道部㐷の工事

を加えると件数では全体の 4 割、金額では 4.5 割に達する。 

気象災害への⻉対策工事は、件数で全体の 4 分の１、金額で 5 分の１を占めている。 

近年㗫❥に⿠きる異Ᏹな集中⽕㔎や地㔡による自然災害の状況、多くの社会資本の⠧曝化の進行

の下で、工事のఝవ度のᔅ要な見⋥しと予算の⏕଻が求められる。 

 

地域的偏在傾向は変わらず～県西北中部の都市、人口集中地域に集中 

 地域別の発注状況は、ㇺ市部の人ญ集中地域の県⷏ർ部（⪾ධ 157 億 8,000 万円、15.2％、朁⪾

㘼地域 171 億 3,200 万円 16.6％）෸び千葉市地域（186 億 1,300 万円 18.0％）で発注金額全体 1,035

億円の半数（49.8％）を占める。構成比は 2007 年度 44.4％に比べて上᣹しており、工事発注はㇺ

市部に集中する傾向にある。 

 

工事規模工事規模工事規模工事規模のののの特徴特徴特徴特徴～～～～小規模小規模小規模小規模、、、、中規模工事主体中規模工事主体中規模工事主体中規模工事主体のののの発注持続発注持続発注持続発注持続    

工事規模別にみると、2008 年度の最多は中規模工事（1,000 万円～5,000 万円未ḩ）で発注件数
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2,147 件（発注件数全体の 39.8％）、発注金額 552 億 7,800 万円（発注金額全体の 53.4％）、2005

年度以降増加の傾向が続いている。 

また、規模の大きい工事（1 億円～5 億円未ḩ）は、2006 年度以降の増加が継続し、2008 年度

の発注金額は 199 億 2,600 万円（発注金額全体の 19.3％）、2005 年度の 226 億 3,700 万円（発注

金額全体の 20.1％）の水準に近づきつつある。 

一方、小規模工事（1,000 万円未ḩ）は、2008 年度、発注金額で 85 億 6,100 万円（発注金額全

体の 8.3％）、発注件数で 2,984 件（発注件数全体の 55.3％）、いずれも 2005 年度以降は減少傾向

にある。 

しかし、埼玉県との比較では、千葉県は小規模工事の発注金額、発注件数ともにまだ多く、埼玉

県の 1 億円以上の工事発注の増加傾向に較べて、変化は✭やかであった。 

 

契約方式契約方式契約方式契約方式のののの特徴特徴特徴特徴    

指名競争入札中心の発注方式～地域小零細業者の受注困難 

他の自治体で一般┹੎入札の運用ዉ入が急ㅦに進む状況があるのに対して、千葉県は、2008 年

度においても指名┹੎入札が 6 割を占めている（発注金額 619 億 3,090 万円は発注金額全体の

59.8％、発注件数 3,408 件は発注件数全体の 63.1％）。 

 指名┹੎入札による受注実績は、地域中小・中ၷ業者が 2,480 件（指名┹੎入札による発注件数

全体の 72.8％）、地域大手、全国的大手業者の大規模工事の受注と૬せて 95％以上の実績をᱷして

おり、地域小㔖細業者は指名┹੎入札での受注が࿎㔍となっている。 

一般┹੎入札に関しては、2007 年 10 月に対象工事を᜛大～5,000 万円以上の工事にㆡ用した。

その結果、2008 年度の一般┹੎入札は発注金額 394 億 5,690 万円（発注金額全体の 38.1％）、発

注件数 272 件（発注件数全体の 5.0％）におよんだ。 

随意契約は、従来から千葉県が少額工事を中ᔃに実施してきた経✲があって、2008 年度 1,719

件のうち法઎ 1 号に⋧当する定額（250 万円）以下の工事がほとんどである（1,686 件）。しかし、

随意契約の件数は減少しており（2005 年度 2,454 件ψ2008 年度 1,719 件）、また、地域中小中ၷ

業者と地域大手業者の受注件数が小㔖細業者のそれを上回っている。少額工事を中ᔃといえども、

小㔖細業者の県公共工事受注の環Ⴚは厳しいものとなっている。 

 

低価格入札の現状と低入札価格調査制度運用状況～千葉県では厳格に実施され失格も多い 

 2008年度、調査対象工事 58件（調査制度ㆡ用▸࿐は 2,500万円以上工事 1,321件、全体の 24.5％）

は、ㆡ用▸࿐工事（1,321 件）中の 4.4％で比率は小さいが件数は比較的多かった。 

 そのうち最低入札者の失格率は 58.6％（58 件中 34 件が失格）と比較的高率である。価格失格基

準のዉ入（2008 年 10 月以降案件にㆡ用）の効果を含めて、判定基準の設定方式などの課題につい

ては今後ᬌ⸛する૛地があるものの、判定基準の明⏕化は評価できる。 

 ただし、低入札価格調査の調査基準価格の運用にはトラゼゥがあり、今後調整がᔅ要であろう。 

 

最低制限価格制度の運用～予定価格の 85％が妥当 

 最低制限価格制度の 2008 年度の運用は、上記の低価格入札の調査制度▸࿐以外（2,500 万円未

ḩ工事対象、2009 年 5 月以降は 5,000 万円未ḩに）の工事にㆡ用されている。 

「建築一式とこれに付Ꮺする関連工事㧦予定価格の 85％。その他工事㧦予定価格の 80％」の最低
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制限価格での運用の結果は、2,500 万円未ḩ工事 4,141 件のうち落札率 80％以上が 4,098 件

（98.9％）、85％以上で 3,854 件（93.0％）であり、運用に໧題はないといえる。 

ダンピンエឃ除の効果としては、建政研の「予定価格の 85％以上」との提案が奨当性の有る案

であることが、千葉県の場合でも示されたと考える。 

 

総合評価方式実施状況評価～逆転の比率は相対的に高く、制度運用が機能している 

 千葉県では 2005 年の⹜行以降、2007 年 10 月の「千葉県総合評価方式イイチライン」の制定で

本格実施を推進してきた。 

 2008 年度の総合評価方式による工事発注は 270 件（5,000 万円以上工事ㆡ用、対象工事 268 件）

であり、ほぼ対象の工事全てに対して実施され、全体の 5％を占めるに⥋った。国ではᣢに 100％

総合評価方式に移行しつつあり、地方公共団体でもㆡ用▸࿐の᜛大など実施件数は増えてゆくもの

と推ኤされる。 

 県土整備部発注工事の対象 139 件中 50 件をછ意に抽出し分析整理した結果、落札者の決定に際

して入札金額順位が評価ὐ順位でㅒ転して落札したケースが 50 件中 18 件あった。このㅒ転の比率

は 36.0％であり、国土交通省発注工事での実績୯ 31.8％より高かった。ㅒ転比率の大小の昩非判

断は別にしても、千葉県の総合評価方式による入札制度運用が⦟く機⢻していると考えられる。 
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